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核燃料物質加工事業変更許可申請書(MOX燃料加工施設）

本文及び添付書類の一部補正について

平成22年5月13日付け平成17·04·20原第18号をもって加工の事業の許可

を受けた「核燃料物質加工事業許可申請書(MOX燃料加工施設）」に， 平

成26年1月7日付け2013燃計発第11号をもって申請し， 平成26年4月11日付

け2014燃計発第2号， 平成26年6月30日付け2014燃計発第6号， 平成26年12

月26日付け2014燃計発第12号， 平成27年2月4日付け2014燃計発第16号， 平

成27年11月16日付け2015燃計発第28号， 平成28年6月30日付け2016燃計発第

3号，• 平成29年5月9日付け2017燃計発第1号， 平成29年12月22日付け2017

燃計発第7号， 平成30年4月16日付け2018燃計発第1号， 平成30年10月5日

付け2018燃計発第10号， 平成31年3月8日付け2018燃計発第41号， 令和元年

7月31日付け2019燃計発第25号及び令和2年8月24日付け2020燃建発第7号

をもって一部補正しました核燃料物質加工事業変更許可申請書(MOX燃料

加工施設）の本文及び添付書類を別添1及び別添2のとおり 一部補正いたし

ます。



本書類の記載内容のうち 内の記載事項は，商業機密又は核不拡散に

係る情報に属するものであり，公開できません。 



 

別添１ 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

（本文） 



補－本文－１ 

 

申請書 本文を以下のとおり補正する。 

ページ 行 補  正  前 補  正  後 

－ － 本文を右記のとおり変更する。 別紙－１のとおり変更する。 

 

申請書 添付参考図を以下のとおり補正する。 

ページ 行 補  正  前 補  正  後 

－ － 
申請書 添付参考図 

目次 
（削除） 

－ － 第１図から第11図まで （削除） 

 



 

別紙－１ 
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一．名称及び住所並びに代表者の氏名  

名    称  日本原燃株式会社  

住    所  青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮
おぶち

字沖付４番地108  

代表者の氏名  代表取締役社長 社長執行役員 増田 尚宏 

 

二．変更に係る事業所の名称及び所在地  

名    称  再処理事業所  

所  在  地  青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮 

 

三．変更の内容 

平成22年５月13日付け平成17・04・20原第18号をもって加工の事業の許

可を受けた「核燃料物質加工事業許可申請書（ＭＯＸ燃料加工施設）」の

記載事項中，次の事項の記述を別紙１のとおり変更又は追加する。 

三．加工施設の位置，構造及び設備並びに加工の方法 

五．加工施設における放射線の管理に関する事項 

六．加工施設において核燃料物質が臨界状態になることその他の事故が

発生した場合における当該事故に対処するために必要な施設及び体制

の整備に関する事項 

七．加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に

関する事項 

 

四．変更の理由 

「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」の改正

（平成25年12月18日）に伴い，安全機能を有する施設及び重大事故等対



－ 2 － 

処施設の設置並びに体制の整備等を行う。 

併せて，記載事項の一部を関連法令の条文等と整合した記載に変更す

る。 

また，低レベル廃液処理設備に受け入れる廃液の発生量の変更により

低レベル廃液処理設備の貯槽容量を変更する。 

 

五．工事計画 

平成22年５月13日付け平成17・04・20原第18号をもって加工の事業の許

可を受け，その後，変更した旨を届け出た加工施設の工事計画を，今回

の変更に伴い別紙２のとおり変更する。 

  



別紙１ 



三．加工施設の位置，構造及び設備並びに加工の方法 

イ．加工施設の位置 

(イ) 敷地の面積及び形状

ＭＯＸ燃料加工施設を設置する敷地は，青森県上北郡六ヶ所村に位置し，

標高60ｍ前後の弥栄平
いやさかたい

と呼ばれる台地にあり，北東部が尾駮沼に面してい

る。 

敷地内の地質は，新第三紀層及びこれを覆う第四紀層からなっている。 

敷地に近い主な都市は，三沢市（南約30km），むつ市（北北西約40km），

十和田市（南南西約40km），八戸市（南南東約50km）及び青森市（西南西

約50km）である。 

敷地の形状は，北東部を一部欠き，西側が緩い円弧状の長方形に近い

部分と，その南東端から東に向かう帯状の部分からなり，帯状の部分は

途中で二股に分かれている。総面積は，帯状の部分約30万ｍ2を含めて

約390万ｍ2である。 

安全機能を有する施設のうち，地震の発生によって生ずるおそれがあ

るその安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度が特

に大きい施設（以下「耐震重要施設」という。）及びそれらを支持する

建物・構築物は，その供用中に大きな影響を及ぼすおそれがある地震動

（以下「基準地震動」という。）による地震力が作用した場合において

も，接地圧に対する十分な支持性能を有する地盤に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動による地震力が作用することによって

弱面上のずれが発生しないことも含め，基準地震動による地震力に対す

る支持性能を有する地盤に設置する。 

耐震重要施設以外の安全機能を有する施設については，耐震重要度分

類の各クラスに応じて算定する地震力が作用した場合においても，接地
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圧に対する十分な支持性能を有する地盤に設置する。 

耐震重要施設は，地震発生に伴う地殻変動によって生ずる支持地盤の

傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う建物・構築物間の不等沈下，液状化

及び揺すり込み沈下といった周辺地盤の変状により，その安全機能が損

なわれるおそれがない地盤に設置する。 

耐震重要施設は，将来活動する可能性のある断層等の露頭がない地盤

に設置する。 

耐震重要施設は，基準地震動による地震力によって生ずるおそれがあ

る斜面の崩壊に対して，その安全機能が損なわれるおそれがない地盤に

設置する。 

常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，基準地震動によ

る地震力が作用した場合においても，接地圧に対する十分な支持性能を

有する地盤に設置する。 

また，上記に加え，基準地震動による地震力が作用することによって

弱面上のずれが発生しないことも含め，基準地震動による地震力に対す

る支持性能を有する地盤に設置する。 

常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，地震発生に伴う

地殻変動によって生ずる支持地盤の傾斜及び撓み並びに地震発生に伴う

建物・構築物間の不等沈下，液状化及び揺すり込み沈下といった周辺地

盤の変状により，重大事故に至るおそれのある事故（設計基準事故を除

く。）又は重大事故（以下「重大事故等」という。）に対処するために

必要な機能が損なわれるおそれがない地盤に設置する。 

常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，将来活動する可

能性のある断層等の露頭がない地盤に設置する。 

常設重大事故等対処設備を支持する建物・構築物は，基準地震動によ
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る地震力によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対して，重大事故等

に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがない地盤に設置する。 

敷地付近概要図を第１図に示す。 

また，加工施設一般配置概要図を第２図に示す。 

 

(ロ) 敷地内における主要な加工施設の位置 

ＭＯＸ燃料加工施設は，標高約50ｍから約55ｍ及び海岸からの距離約

４kmから約５kmの地点に位置している。 

ＭＯＸ燃料加工施設の主要な建物は，燃料加工建屋並びに再処理施設

を共用する緊急時対策建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水

所である。 

燃料加工建屋は，敷地の西側部分を標高約55ｍに整地造成して，設置

する。 

敷地中央から南西寄りに燃料加工建屋を設置し，その北東側に緊急時

対策建屋及び第１保管庫・貯水所を，東側に第２保管庫・貯水所を設置

する。 

上記の他に，ＭＯＸ燃料加工施設には，エネルギー管理建屋，再処理

施設と共用するＭＯＸ燃料加工施設の貯蔵容器搬送用洞道及び再処理施

設を共用する第２低レベル廃棄物貯蔵建屋の第２低レベル廃棄物貯蔵系，

低レベル廃液処理建屋，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用安全冷

却水系冷却塔Ａ，Ｂ，第１非常用ディーゼル発電機の重油タンクがある。 

また，重大事故等の対処において再処理施設を共用する使用済燃料受

入れ・貯蔵建屋，開閉所，制御建屋，非常用電源建屋，低レベル廃棄物

処理建屋，ユーティリティ建屋及び第２ユーティリティ建屋がある。 

燃料加工建屋は，地下階において，その北側に隣接する形で設置され
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る再処理施設のウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋と貯蔵容器搬

送用洞道を介して接続する。 

再処理施設の海洋放出管は，低レベル廃液処理建屋から導かれ，概ね

運搬専用道路に沿い，汀線部から沖合約３kmまで敷設する。 

加工施設一般配置概要図を第２図に示す。 
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ロ．加工施設の一般構造 

ＭＯＸ燃料加工施設は，「核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律」（以下「原子炉等規制法」という。），「加工施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則」（以下「事業許可基準規則」という。），

「核燃料物質の加工の事業に関する規則」（以下「加工規則」という。）

等の関係法令の要求を満足するよう，以下の基本方針に基づく構造とする。 

・ＭＯＸ燃料加工施設は，安全性を確保するために，異常の発生を防止す

ること，仮に異常が発生したとしてもその波及及び拡大を抑制すること，

さらに異常が拡大すると仮定してもその影響を緩和することとする「深

層防護」の考え方を適切に採用した設計とする。 

・ＭＯＸ燃料加工施設は，重大事故に至るおそれのある事故が発生した場

合において，重大事故の発生及び拡大を防止し，その影響を緩和するた

めに必要な措置を講ずる設計とする。 

・ＭＯＸ燃料加工施設は，平常時において，周辺監視区域外の公衆の線量

及び放射線業務従事者（以下「従事者」という。）の線量が原子炉等規

制法に基づき定められている線量限度を超えないように設計する。さら

に，公衆の線量については，合理的に達成できる限り低くなるように設

計する。 

 

また，ＭＯＸ燃料加工施設は，以下の構造とする。 

・化学的に安定したウラン及びウランとプルトニウムの混合酸化物（以下

「ＭＯＸ」という。）を取り扱い，化学反応による物質の変化及び発熱

が生ずるプロセスを設置しない設計とする。 

・取り扱う核燃料物質のうち，ＭＯＸ粉末が飛散しやすいという特徴を踏

まえ，露出した状態でＭＯＸ粉末を取り扱うグローブボックスは，燃料
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加工建屋の地下３階に設置する設計とする。 

 

(イ) 核燃料物質の臨界防止に関する構造 

(１) 臨界防止に関する基本的な考え方 

ＭＯＸ燃料加工施設は，臨界安全性を高めるため，主要な工程を乾

式で構成する設計とする。 

安全機能を有する施設は，以下の核燃料物質の臨界防止に係る基本

的な設計方針に従い，通常時に予想される機械若しくは器具の単一の

故障若しくはその誤作動又は運転員の単一の誤操作を想定した場合に

おいても，核燃料物質が臨界に達するおそれがない設計とする。 

① ＭＯＸ燃料加工施設で取り扱う核燃料物質は，プルトニウム富化度

60％以下，プルトニウム中のプルトニウム－240含有率17％以上及び

ウラン中のウラン－235含有率1.6％以下のＭＯＸ，ウラン中のウラン

－235含有率５％以下の濃縮ウラン，天然ウラン，劣化ウラン，標準試

料並びに分析試料であり，このうちＭＯＸ，濃縮ウラン，標準試料及

び分析試料を取り扱う設備・機器について臨界管理を行う。 

② 核燃料物質の取扱い上の一つの単位を単一ユニットとし，これに，

核的制限値（臨界管理を行う体系の未臨界確保のために設定する値）

を設定することにより臨界を防止する。 

ａ．核燃料物質を収納する，単一ユニットとしての設備・機器のうち，

その形状寸法を制限し得るものについては，その形状寸法について

適切な核的制限値を設ける。 

ｂ．形状寸法管理が困難な設備・機器及び単一ユニットとしてのグ

ローブボックスについては，取り扱う核燃料物質自体の質量につ

いて適切な核的制限値を設ける。この場合，誤操作等を考慮して
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も工程内の核燃料物質が上記の核的制限値を超えないよう，信頼

性の高いインターロックにより，核的制限値以下であることが確

認されなければ次の工程に進めない設計とする。 

ｃ．核燃料物質の収納を考慮していない設備・機器のうち，核燃料物

質が入るおそれのある設備・機器についても上記ａ．又はｂ．を満

足するように設計する。 

ｄ．核的制限値を設定するに当たっては，取り扱う核燃料物質のプ

ルトニウム富化度，同位体組成，密度，幾何学的形状，減速条件，

中性子吸収材を考慮し，最も厳しい結果を与えるよう，中性子の

減速，吸収及び反射の各条件を仮定し，かつ，測定又は計算によ

る誤差，誤操作等を考慮して十分な裕度を見込む。 

ｅ．核的制限値を設定するに当たって，参考とする文献は，公表され

た信頼度の十分高いものとし，また，使用する臨界計算コードは，

実験値との対比がなされ，信頼度の十分高いことが立証されたもの

とする。 

③ 二つ以上の単一ユニットが存在する複数ユニットについては，核的

に安全な配置としたユニット相互間における間隔を維持することによ

り，最も厳しい状態においても臨界に達しない設計とする。 

ａ．核的に安全な配置を定めるに当たっては，最も厳しい結果を与え

るよう，中性子の減速，吸収及び反射の各条件を仮定し，かつ，測

定又は計算による誤差，誤操作等を考慮して十分な裕度を見込む。 

ｂ．核燃料物質を収納する設備・機器の設置に当たっては，通常時に

作用している荷重に対して発生する変形が過大とならないように構

造強度を持つ構造材を用いて固定する。なお，固定することが困難

な設備・機器の場合は，設備・機器の周囲にユニット相互間の間隔
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を維持するための剛構造物を取り付ける又は設計上，移動範囲を制

限する。 

ｃ．核燃料物質を不連続的に取り扱う（バッチ処理）施設においては，

核燃料物質を次の工程に移動させようとしても，核燃料物質を受け

入れる工程が核的制限値を満足する状態にならなければ，移動する

ことができない設計とする。 

ｄ．核燃料物質を搬送するための動力の供給が停止した場合，核燃料

物質の落下及び脱落を防止する機構により，搬送中の核燃料物質を

安全に保持する設計とする。 

④ 核的制限値の維持及び管理については，起こるとは考えられない独

立した二つ以上の異常が同時に起こらない限り臨界に達しないように

設計する。 

⑤ ＭＯＸ燃料加工施設には，臨界事故を防止するために必要な設備を

設ける設計とする。 

ａ．設備の容量，形状及び配置並びに核燃料物質の取扱方法から，

ＭＯＸ燃料加工施設で臨界が発生することは想定されないが，深層

防護の観点及び従事者の退避等のため，万一に備えて，臨界が発

生した場合にも臨界の発生を検知することができる設計とする。 

 

(ロ) 放射線の遮蔽に関する構造 

周辺監視区域外の線量及び従事者の線量が，「核原料物質又は核燃料

物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告

示」（以下「線量告示」という。）に定められた線量限度を超えないこ

とはもとより，公衆の線量及び従事者が立ち入る場所における線量を合

理的に達成できる限り低くするため，以下の遮蔽等の対策を講ずる。 
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(１) 平常時の直接線及びスカイシャイン線による工場等周辺の線量が十

分に低減できるよう，遮蔽その他適切な措置を講じた設計とする。 

(２) 管理区域その他ＭＯＸ燃料加工施設内の人が立ち入る場所における

外部被ばく及び内部被ばくによる線量を低減できるよう，遮蔽その他

適切な措置を講じた設計とする。 

① 遮蔽その他適切な措置としては，従事者の作業性等を考慮し，遮蔽

及び機器を配置する設計とするとともに，遠隔操作を可能とし，放射

性物質の漏えい防止対策及び換気を行うことにより，所要の放射線防

護上の措置を講ずる設計とする。 

② 従事者の立入時間等を考慮し，遮蔽設計の基準となる線量率を設定

するとともに，管理区域を線量率に応じて適切に区分し，区分ごとの

基準線量率を満足する設計とする。 

③ 放射線を遮蔽するための壁，床，天井に開口部又は貫通部があるも

のに対しては，遮蔽設計の基準となる線量率を満足するよう，必要に

応じ，放射線漏えい防止措置を講ずる設計とする。 

④ 遮蔽材は，主としてコンクリートを用いる。 

⑤ 遮蔽設計に当たっては，遮蔽計算に用いる線源，遮蔽体の形状及び

材質，計算誤差等を考慮し，十分な安全裕度を見込む。また，遮蔽計

算においては，許認可において使用実績があり，信頼性のある計算コ

ードを使用する。  

(３) 設計基準事故に対処するための機器を設計基準事故の発生を感知し，

自動的に起動する設計とすることにより，運転員の操作を期待しなく

ても必要な安全上の機能が確保される設計とする。また，設計基準事

故時においても，過度な放射線被ばくを受けないよう遮蔽機能を確保

することで中央監視室，制御第１室及び制御第４室において施設状態
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の監視等に必要な操作を行うことが可能な設計とする。 

 

(ハ) 核燃料物質の閉じ込めに関する構造 

安全機能を有する施設は，以下のとおり，放射性物質を限定された区

域に適切に閉じ込める設計とする。 

(１) 核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物（以下「核燃料物

質等」という。）は，混合酸化物貯蔵容器，燃料棒等に封入した状態

で取り扱うか，ＭＯＸ粉末，グリーンペレット，ペレットについては

グローブボックス又はグローブボックスと同等の閉じ込め機能を有す

る焼結炉，スタック乾燥装置及び小規模焼結処理装置（以下「グロー

ブボックス等」という。），ウラン粉末は取扱量等に応じてグローブ

ボックス又はオープンポートボックスで，放射性廃棄物のサンプリン

グ試料等はフードで取り扱う設計とする。 

(２) グローブボックス等は，グローブボックス排気設備により負圧に維

持し，オープンポートボックス及びフードは，グローブボックス排気

設備により開口部からの空気流入風速を確保する設計とする。また，

グローブ１個が破損した場合でもグローブポートの開口部における空

気流入風速を設定値以上に維持する設計とする。 

(３) ＭＯＸ粉末を取り扱うグローブボックスは，以下の設計を講じる。 

① 粉末容器の落下又は転倒により閉じ込め機能を損なわないよう，内

装機器の架台等による干渉や容器を取り扱う機器とパネルの間の距離

の確保により，落下又は転倒した粉末容器が，グローブボックスのパ

ネルに直接衝突することがない設計とする。 

② グローブボックス内に粉末容器以外の重量物を取り扱うクレーン等

の機器及び当該グローブボックス外側近傍に重量物を取り扱うクレー
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ン等の機器を設置しないことにより，重量物の落下により閉じ込め機

能に影響を及ぼさない設計とする。 

(４) 核燃料物質等が漏えいした場合においても，工程室（非密封のＭＯ

Ｘを取り扱う設備・機器を収納するグローブボックス等を直接収納す

る部屋及び当該部屋から廊下への汚染拡大防止を目的として設ける部

屋並びにそれらの部屋を介してのみ出入りする部屋をいう。以下同じ。）

及び燃料加工建屋内に保持することができる設計とする。 

(５) 工程室は工程室排気設備，燃料加工建屋は建屋排気設備により，燃

料加工建屋，工程室，グローブボックス等の順に負圧を低くすること

で，核燃料物質等の漏えいの拡大を防止する設計とする。 

(６) 核燃料物質等を限定された区域に適切に閉じ込めるため，核燃料物

質等の漏えいに対する措置等として，以下の設計を講じる。 

① 核燃料物質等を取り扱う設備は，内包する物質の種類に応じて適切

な腐食対策を講じるとともに，核燃料物質等の逆流により核燃料物質

等を拡散しない設計とする。 

② 核燃料物質等による汚染のおそれのある部屋の床及び壁の表面は，

除染が容易で，腐食しにくい樹脂系塗料等の材料によって仕上げる設

計とする。 

③ グローブボックス等内の気圧が設定値以上になった場合は，警報を

発する設計とするとともに，核燃料物質等が漏えいした場合又はその

おそれがある場合に，建屋内及び工程室内はダストモニタ，エアスニ

ファ及び放射線サーベイ機器により漏えいを検知し，堰等による核燃

料物質等の保持，排風機の切り替えによる負圧の維持，換気設備等の

ユーティリティの停止を含まない加工工程のうち任意の工程の停止（以

下「工程停止」という。），気体廃棄物の廃棄設備の建屋排風機，工
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程室排風機，送風機及び窒素循環ファン並びに非管理区域換気空調設

備（以下「送排風機」という。）を停止する措置等により漏えいの拡

大を防止する設計とする。 

(７) グローブボックス排気設備，工程室排気設備及び建屋排気設備は，

以下の設計を講じる。 

① 排風機は予備機を設け，故障した場合には自動的に予備機に切り替

わる設計とする。 

② 核燃料物質等の形態及び取扱量に応じた段数の高性能エアフィルタ

を設ける設計とすることで，周辺環境に放出される核燃料物質等の量

を合理的に達成できる限り少なくするとともに，設計基準事故時にお

いても可能な限り負圧維持，漏えい防止及び逆流防止の機能が確保さ

れる設計とし，公衆に対して著しい放射線被ばくのリスクを与えない

よう，事故に起因して環境に放出される核燃料物質等の放出量を低減

する設計とする。 

 

(ニ) 火災及び爆発の防止に関する構造 

(１) 安全機能を有する施設の火災及び爆発の防止 

安全機能を有する施設は，火災又は爆発によりＭＯＸ燃料加工施設

の安全性が損なわれないよう，火災及び爆発の発生を防止し，早期に

火災発生を感知し消火を行い，かつ，火災及び爆発の影響を軽減する

ために，以下の火災防護対策を講ずる設計とする。 

① 基本事項 

ａ．安全上重要な施設 

ＭＯＸ燃料加工施設は，臨界防止，閉じ込め等の安全機能が火災

又は爆発によって損なわれないよう，適切な火災防護対策を講ずる
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設計とする。 

具体的には，安全機能を有する施設のうち，その機能の喪失によ

り公衆に対し過度の放射線被ばくを及ぼすことのないよう，安全評

価上その機能を期待する構築物，系統及び機器を漏れなく抽出する

観点から，安全上重要な施設の安全機能を有する構築物，系統及び

機器（以下「安重機能を有する機器等」という。）を抽出し，火災

及び爆発の発生防止，火災の感知及び消火並びに火災及び爆発の影

響軽減のそれぞれを考慮した火災防護対策を講ずる設計とする。 

ｂ．放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び機

器 

安全機能を有する施設のうち，ＭＯＸ燃料加工施設において火災

又は爆発が発生した場合，放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を確

保するための構築物，系統及び機器のうち，「ロ．(ニ)(１)①ａ．

安全上重要な施設」に示す安全上重要な施設を除いたものを「放射

性物質貯蔵等の機器等」として抽出し，火災及び爆発の発生防止，

火災の感知及び消火並びに火災及び爆発の影響軽減のそれぞれを考

慮した火災防護対策を講ずる設計とする。 

ｃ．その他の安全機能を有する施設 

「ロ．(ニ)(１)①ａ．安全上重要な施設」及び「ロ．(ニ)(１)①

ｂ．放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機能を有する構築物，系統及び

機器」以外の安全機能を有する施設を含めＭＯＸ燃料加工施設は，

消防法，建築基準法，都市計画法及び日本電気協会電気技術規程・

指針に基づき設備に応じた火災防護対策を講ずる設計とする。 

ｄ．火災区域及び火災区画の設定 

安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等を収納す
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る燃料加工建屋に，耐火壁によって囲われた火災区域を設定する。 

燃料加工建屋の火災区域は，「ロ．(ニ)(１)①ａ．安全上重要な

施設」及び「ロ．(ニ)(１)①ｂ．放射性物質の貯蔵又は閉じ込め機

能を有する構築物，系統及び機器」において選定する機器等の配置

も考慮して設定する。 

火災及び爆発の影響軽減対策が必要な安重機能を有する機器等及

び放射性物質貯蔵等の機器等を設置する火災区域は，３時間以上の

耐火能力を有する耐火壁（耐火隔壁，耐火シール，防火扉，延焼防

止ダンパ等），天井及び床（以下「耐火壁」という。）により隣接

する他の火災区域と分離する。 

屋外の安全上重要な施設を設置する区域については，周囲からの

延焼防止のために火災区域を設定する。 

火災区画は，燃料加工建屋内で設定した火災区域を，耐火壁，離

隔距離及び系統分離状況に応じて細分化して設定する。 

ＭＯＸ燃料加工施設における火災防護対策に当たっては，米国の

「放射性物質取扱施設の火災防護に関する基準」(以下「NFPA801」

という。)を参考にＭＯＸ燃料加工施設の特徴を踏まえた火災防護対

策を講ずる設計とする。 

また，具体的な対策については「実用発電用原子炉及びその附属

施設の火災防護に係る審査基準」及び「原子力発電所の内部火災影

響評価ガイド」を参考として火災防護対策を講ずる設計とする。 

ｅ．火災防護上の系統分離対策 

ＭＯＸ燃料加工施設の特徴(取り扱う放射性物質は固体の核燃料物

質であり，運転時の異常な過渡変化を生じる工程もないこと等)を踏

まえ，火災時においてもグローブボックス内を負圧に維持し，排気
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経路以外からの放射性物質の放出を防止するために以下の設備につ

いて火災防護上の系統分離対策を講ずる設計とする。 

(ａ) グローブボックス排風機 

(ｂ) 上記機能の維持に必要な支援機能である非常用所内電源設備 

ｆ．火災防護計画 

ＭＯＸ燃料加工施設全体を対象とした火災防護対策を実施するた

め，火災防護計画を策定する。火災防護計画には，計画を遂行する

ための体制，責任の所在，責任者の権限，体制の運営管理，必要な

要員の確保，教育訓練及び火災防護対策を実施するために必要な手

順等について定めるとともに，安重機能を有する機器等及び放射性

物質貯蔵等の機器等を火災及び爆発から防護するため，火災及び爆

発の発生防止，火災の早期感知及び消火並びに火災及び爆発の影響

軽減の３つの深層防護の概念に基づく火災防護対策について定める。 

重大事故等対処施設については，火災及び爆発の発生防止，火災

の早期感知及び消火を行うことについて定める。 

その他の施設については，消防法，建築基準法，都市計画法及び

日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備に応じた火災防護対

策を行うことについて定める。 

敷地及び敷地周辺で想定される自然現象並びに人為事象による火

災及び爆発（以下「外部火災」という。）については，安全機能を

有する施設を外部火災から防護するための運用等について定める。 

② 火災及び爆発の発生防止 

ａ．ＭＯＸ燃料加工施設内の火災及び爆発の発生防止 

ＭＯＸ燃料加工施設の火災及び爆発の発生を防止するため，ＭＯ

Ｘ燃料加工施設で取り扱う化学薬品等のうち，可燃性物質若しくは
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熱的に不安定な物質を使用する系統及び機器に対する着火源の排除，

異常な温度上昇の防止対策，可燃性物質の漏えい防止対策，空気の

混入防止対策を講ずる設計とするとともに，熱的制限値を設ける設

計とする。 

また，上記に加え発火性物質又は引火性物質を内包する設備及び

これらの設備を設置する火災区域又は火災区画に対する火災及び爆

発の発生防止対策を講ずるとともに，可燃性の蒸気又は可燃性の微

粉に対する対策，発火源に対する対策，水素に対する換気，漏えい

検出対策及び接地対策，電気系統の過電流による過熱及び焼損の防

止対策等を講ずる設計とする。 

ｂ．不燃性材料又は難燃性材料の使用 

ＭＯＸ燃料加工施設の建物は，耐火構造又は不燃性材料で造られ

たものとするとともに，必要に応じて防火壁の設置その他の適切な

防火措置を講ずる設計とする。 

安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等のうち，

主要な構造材，ケーブル，換気設備のフィルタ，保温材，建屋内装

材及び遮蔽材は，可能な限り不燃性材料又は難燃性材料を使用する

設計とし，不燃性材料又は難燃性材料の使用が技術上困難な場合は，

不燃性材料又は難燃性材料と同等以上の性能を有するもの（以下「代

替材料」という。）を使用する設計とする。 

また，代替材料の使用が技術上困難な場合は，当該機器等におけ

る火災に起因して，他の機器等において火災及び爆発が発生するこ

とを防止するための措置を講ずる設計とする。 

放射性物質を内包するグローブボックス等のうち，閉じ込め機能

を喪失することでＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損なうおそれのあ
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るものについては，不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とす

る。 

安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等に使用す

るケーブルには，実証試験により延焼性及び自己消火性を確認した

ケーブルを使用する設計とする。 

安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等に使用す

るケーブルのうち，機器等の性能上の理由からやむを得ず実証試験

により延焼性及び自己消火性が確認できないケーブルは，難燃ケー

ブルを使用した場合と同等以上の難燃性能があることを実証試験に

より確認した上で使用する設計とし，当該ケーブルの火災に起因し

て他の安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等にお

いて火災が発生することを防止するための措置を講ずる設計とする。 

建屋内の変圧器及び遮断器は，絶縁油等の可燃性物質を内包して

いないものを使用する設計とする。 

ｃ．落雷，地震等の自然現象による火災の発生防止 

ＭＯＸ燃料加工施設において，設計上の考慮を必要とする自然現

象は，地震，津波，落雷，風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，

積雪，火山の影響（降下火砕物によるフィルタの目詰まり），生物

学的事象，森林火災及び塩害である。 

これらの自然現象のうち，ＭＯＸ燃料加工施設で火災及び爆発を

発生させるおそれのある落雷及び地震について，これらの現象によ

って火災及び爆発が発生しないように，以下のとおり火災防護対策

を講ずる設計とする。 

(ａ) 落雷による火災及び爆発の発生を防止するため，建築基準法及

び消防法に基づき避雷設備を設置する設計とする。 
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(ｂ) 安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等は，耐

震重要度分類に応じた地震力が作用した場合においても支持する

ことができる地盤に設置し，自らの破壊又は倒壊による火災及び

爆発の発生を防止する設計とするとともに，事業許可基準規則第

七条に示す要求を満足するよう，「事業許可基準規則の解釈」に

従い耐震設計を行う設計とする。 

③ 火災の感知，消火 

火災の感知及び消火は，安重機能を有する機器等及び放射性物質貯

蔵等の機器等に対して，早期の火災感知及び消火を行うための火災感

知設備及び消火設備を設置する設計とする。 

火災感知設備及び消火設備は，「ロ．(ニ)(１)②ｃ．落雷，地震等

の自然現象による火災の発生防止」で抽出した自然現象に対して，火

災感知及び消火の機能，性能が維持できる設計とする。 

火災感知設備及び消火設備については，火災区域及び火災区画に設

置した安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等が地震

による火災を想定する場合においては耐震重要度分類に応じて，機能

を維持できる設計とする。 

また，消火設備は，破損，誤作動又は誤操作が起きた場合のほか，

火災感知設備の破損，誤作動又は誤操作が起きたことにより消火設備

が作動した場合においても，安全上重要な施設の安全機能及び放射性

物質の貯蔵又は閉じ込め機能を損なわない設計とする。 

ａ．火災感知設備 

火災感知器は，環境条件や火災の性質を考慮して型式を選定し，

安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等を設置す

る火災区域又は火災区画に対して，固有の信号を発する異なる種
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類を組み合わせて設置する設計とする。 

グローブボックス内は，主要な工程で核燃料物質を非密封で取り

扱うという特徴があり，ＭＯＸ粉末やレーザ光による誤作動や内装

機器及び架台が障壁となることにより，煙感知器及び炎感知器並び

にサーモカメラでは火災を感知できないおそれがあることから，火

災源の位置等を考慮した上で，早期感知ができ，また，動作原理の

異なる２種類の熱感知器を組み合わせて設置する設計とする。 

火災感知設備は，外部電源喪失時においても火災の感知が可能な

ように電源を確保し，中央監視室で常時監視できる設計とする。 

ｂ．消火設備 

ＭＯＸ燃料加工施設では，臨界管理の観点から可能な限り水を排

除する設計とする。また，ＭＯＸ燃料加工施設の安重機能を有する

機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等を設置する火災区域又は火災

区画及びグローブボックス内で，火災発生時の煙の充満又は放射線

の影響により消火活動が困難となるところには，固定式のガス消火

装置を設置して消火を行う設計とする。 

固定式のガス消火装置は，作動前に運転員が退出できるよう，警

報を発する設計とする。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設の火災防護上の系統分離対策を講じる

設備を設置する火災区域又は火災区画の消火に用いる消火装置は，

選択弁等の動的機器の故障によっても系統分離に応じた独立性を備

えた設計とする。 

再処理施設及び廃棄物管理施設と共用する消火水供給設備の消火

用水供給系は，２時間の最大放水量を確保するとともに，給水処理

設備と兼用する場合は隔離弁を設置し消火水供給を優先する設計と
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し，水源及び消火ポンプは多重性又は多様性を有する設計とする。

また，屋内及び屋外の消火範囲を考慮し消火栓を配置するとともに，

移動式消火設備を配備する設計とする。 

消火設備の消火剤は，想定される火災の性質に応じた十分な容量

を配備し，管理区域で放出した場合に，管理区域外への流出を防止

する設計とする。 

消火設備は，火災の火炎等による直接的な影響，流出流体等によ

る二次的影響を受けず，安重機能を有する機器等及び放射性物質貯

蔵等の機器等に悪影響を及ぼさないように設置し，外部電源喪失時

の電源を確保するとともに，中央監視室に故障警報を発する設計と

する。また，煙の二次的影響が安全機能を有する構築物，系統及び

機器に悪影響を及ぼす場合は，延焼防止ダンパを設ける設計とする。 

消火設備を設置した場所への移動及び操作を行うため，蓄電池を

内蔵する照明器具を設置する設計とする。 

④ 火災及び爆発の影響軽減 

火災及び爆発の影響軽減については，安全機能を有する施設の重要

度に応じ，それらを設置する火災区域又は火災区画及び隣接する火災

区域又は火災区画における火災及び爆発による影響を軽減するため，

以下の対策を講ずる設計とする。 

安重機能を有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等を設置する

火災区域は，他の火災区域と隣接する場合は，３時間以上の耐火能力

を火災耐久試験により確認した耐火壁によって他の火災区域と分離す

る。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設における火災防護上の系統分離対策を講

じる設備であるグローブボックス排気設備のグローブボックス排風機
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及びグローブボックス排風機の機能維持に必要な範囲の非常用所内電

源設備において，互いに相違する系列間の機器及びケーブル並びにこ

れらの近傍に敷設されるその他のケーブルは，「３時間以上の耐火能

力を有する隔壁等で分離された設計」，「互いに相違する系列間の水

平距離が６ｍ以上あり，かつ，火災感知設備及び自動消火設備を設置

する設計」又は「１時間の耐火能力を有する隔壁等で互いの系列間を

分離し，かつ，火災感知設備及び自動消火設備を設置する設計」とす

る。 

ただし，火災の影響軽減のための措置を講ずる設計と同等の設計と

して，中央監視室の制御盤に関しては，不燃性筐体による系統別の分

離対策，高感度煙感知器の設置，常駐する運転員による消火活動等に

より，上記設計と同等な設計とする。中央監視室の床下のケーブルに

関しては，「３時間以上の耐火能力を有する隔壁等で分離された設

計」，「互いに相違する系列間の水平距離が６ｍ以上あり，かつ，火

災感知設備及び自動消火設備を設置する設計」又は「１時間の耐火能

力を有する隔壁等で互いの系列間を分離し，かつ，火災感知設備及び

自動消火設備を設置する設計」とする。 

なお，ＭＯＸ燃料加工施設では爆発の発生は想定されないが，万

一，爆発が発生した場合の影響軽減対策として，焼結炉及び小規模焼

結処理装置（以下「焼結炉等」という。）における爆発の発生を検知

し，検知後は排気経路に設置したダンパを閉止する設計とする。 

⑤ 火災影響評価 

設備等の設置状況を踏まえた可燃性物質の量等を基に，想定される

ＭＯＸ燃料加工施設内の火災又は爆発によって，安全上重要な施設の

安全機能を維持できることを，火災影響評価にて確認する。 
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また，ＭＯＸ燃料加工施設内の火災又は爆発によって，設計基準事

故が発生する場合は，それらに対処するために必要な機器の単一故障

を考慮しても事象が収束できる設計とし，火災影響評価にて確認する。 

⑥ その他 

「ロ．(ニ)(１)② 火災及び爆発の発生防止」から「ロ．(ニ)(１)

⑤ 火災影響評価」のほか，安全機能を有する施設のそれぞれの特徴

を考慮した火災防護対策を講ずる設計とする。 

(２) 重大事故等対処施設の火災及び爆発の防止 

重大事故等対処施設は，火災又は爆発により重大事故等に対処する

ために必要な機能が損なわれないよう，火災及び爆発の発生を防止し，

早期に火災発生を感知し消火を行うために，火災防護対策を講ずる設

計とする。 

① 基本事項 

ａ．火災区域及び火災区画の設定 

重大事故等対処施設を設置するエリアについて，重大事故等対処

施設と設計基準事故に対処するための設備の配置を考慮して火災区

域及び火災区画を設定する。 

重大事故等対処施設は，火災又は爆発により重大事故等に対処す

るために必要な機能を損なうおそれがないよう，火災防護対策を講

ずる設計とする。火災防護対策を講ずる設計を行うに当たり，重大

事故等対処施設を設置する区域を火災区域及び火災区画に設定する。 

火災区域は，３時間以上の耐火能力を有する耐火壁により隣接す

る他の火災区域と分離する。 

屋外の重大事故等対処施設を設置する区域については，他の区域

と分離して火災防護対策を実施するために，重大事故等対処施設と
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設計基準事故に対処するための設備の配置を考慮して周囲からの延

焼防止のために火災区域を設定する。 

火災区画は，建屋内及び屋外で設定した火災区域を，重大事故等

対処施設と設計基準事故に対処するための設備の配置等を考慮して，

耐火壁又は離隔距離に応じて細分化して設定する。 

重大事故等対処施設のうち常設のものに対して火災区域及び火災

区画を設定する。 

重大事故等対処施設のうち常設のものに対して火災区域及び火災

区画を設定し，火災及び爆発の発生防止並びに火災の感知及び消火

のそれぞれを考慮した火災防護対策を講ずる設計とする。重大事故

等対処設備のうち，動的機器の故障等の機能喪失の要因となる事象

（以下「内的事象」という。）を要因とする重大事故等へ対処する

常設重大事故等対処設備は，関連する工程を停止することにより重

大事故に至らずその機能を必要としないため，消防法，建築基準法，

都市計画法及び日本電気協会電気技術規程・指針に基づき設備等に

応じた火災防護対策を講ずる設計とする。 

なお，重大事故等対処施設のうち，可搬型のものに対する火災防

護対策については，火災防護計画に定めて実施する。 

ｂ．火災防護計画 

火災防護計画は，「ロ．(ニ)(１)①ｆ．火災防護計画」に示す。 

② 火災及び爆発の発生防止 

ＭＯＸ燃料加工施設の火災及び爆発の発生を防止するため，ＭＯＸ

燃料加工施設で取り扱う化学薬品等のうち，可燃性物質若しくは熱的

に不安定な物質を使用する系統及び機器に対する着火源の排除，異常

な温度上昇の防止対策，可燃性物質の漏えい防止対策，空気の混入防
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止対策を講ずる設計とするとともに，熱的制限値を設ける設計とする。 

また，上記に加え発火性物質又は引火性物質を内包する設備に対す

る火災及び爆発の発生防止対策を講ずるとともに，可燃性の蒸気又は

可燃性の微粉に対する対策，発火源に対する対策，水素に対する換気，

漏えい検出対策及び接地対策，電気系統の過電流による過熱及び焼損

の防止対策等を講ずる設計とする。 

ａ．不燃性材料又は難燃性材料の使用 

ＭＯＸ燃料加工施設の建物は，耐火構造又は不燃性材料で造られ

たものとするとともに，必要に応じて防火壁の設置その他の適切な

防火措置を講ずる設計とする。 

重大事故等対処施設の機器等のうち，主要な構造材，ケーブル，

換気設備のフィルタ，保温材，建屋内装材及び遮蔽材は，可能な限

り不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とし，不燃性材料又は

難燃性材料の使用が技術上困難な場合は，代替材料を使用する設計

とする。 

また，代替材料の使用が技術上困難な場合は，当該重大事故等対

処施設における火災及び爆発に起因して，他の重大事故等対処施設

の火災及び爆発が発生することを防止するための措置を講ずる設計

とする。 

放射性物質を内包するグローブボックス等のうち，閉じ込め機能

を喪失することでＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損なうおそれのあ

るものについては，不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計とす

る。 

重大事故等対処施設に使用するケーブルには，実証試験により延

焼性及び自己消火性を確認したケーブルを使用する設計とする。 
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重大事故等対処施設に使用するケーブルのうち，機器等の性能上

の理由からやむを得ず実証試験により延焼性及び自己消火性が確認

できないケーブルは，金属製の筐体等に収納する，延焼防止材によ

り保護する，専用の電線管に敷設する等の措置を講ずることにより，

他の重大事故等対処施設及び設計基準事故に対処するための設備に

おいて火災及び爆発が発生することを防止する設計とする。 

建屋内の変圧器及び遮断器は，絶縁油等の可燃性物質を内包して

いないものを使用する設計とする。 

ｂ．落雷，地震等の自然現象による火災及び爆発の発生防止 

重大事故時にＭＯＸ燃料加工施設の敷地及びその周辺での発生の

可能性，重大事故等対処施設への影響度，事象進展速度や事象進展

に対する時間余裕の観点から，重大事故時に重大事故等対処施設に

影響を与えるおそれがある事象として，地震，津波，落雷，風（台

風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，火山の影響，生物学的事象，

森林火災及び塩害である。 

これらの自然現象のうち，ＭＯＸ燃料加工施設で火災及び爆発を

発生させるおそれのある落雷，地震，竜巻（風（台風）を含む。）

について，これらの現象によって火災及び爆発が発生しないように，

以下のとおり火災防護対策を講ずる設計とする。 

落雷による火災及び爆発の発生を防止するため，建築基準法及び

消防法に基づき避雷設備を設置する設計とする。 

各構築物に設置する避雷設備は，接地系と連接することにより，

接地抵抗の低減及び雷撃に伴う接地系の電位分布の平坦化を図る設

計とする。 

重大事故等対処施設は，耐震設計上の重要度分類に応じた地震力
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が作用した場合においても支持することができる地盤に設置し，自

らの破壊又は倒壊による火災及び爆発の発生を防止する設計とする

とともに，事業許可基準規則第二十五条に示す要求を満足するよう，

「事業許可基準規則の解釈」に従い耐震設計を行う設計とする。 

竜巻（風（台風）を含む。）について，重大事故等対処施設は，

重大事故時の竜巻（風（台風）を含む。）の影響により火災及び爆

発が発生することがないように，竜巻防護対策を行う設計とする。 

なお，森林火災については，防火帯により，重大事故等対処施設

の火災及び爆発の発生防止を講ずる設計とする。 

③ 火災の感知，消火 

ａ．早期の火災感知及び消火 

火災の感知及び消火は，重大事故等対処施設に対する火災の影響

を限定し，早期の火災感知及び消火を行うための火災感知設備及び

消火設備を設置する設計とする。 

火災感知設備及び消火設備は，「ロ．(ニ)(２)②ｂ．落雷，地震

等の自然現象による火災及び爆発の発生防止」で抽出した自然現象

に対して，火災感知及び消火の機能，性能が維持できる設計とする。 

火災感知設備及び消火設備は，火災区域及び火災区画に設置した

重大事故等対処施設が地震による火災を想定する場合においては耐

震設計上の重要度分類に応じて機能を維持できる設計とする。 

また，消火設備は，破損，誤作動又は誤操作が起きた場合のほか，

火災感知設備の破損，誤作動又は誤操作が起きたことにより消火設

備が作動した場合においても，重大事故等に対処するために必要な

機能を損なわない設計とする。 

(ａ) 火災感知設備 
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火災感知器は，環境条件や火災の性質を考慮して型式を選定し，

重大事故等対処施設を設置する火災区域又は火災区画に対して，

固有の信号を発する異なる種類の火災感知器を組み合わせて設置

する設計とする。 

グローブボックス内は，主要な工程で核燃料物質を非密封で取

り扱うという特徴があり，ＭＯＸ粉末やレーザ光による誤作動や

内装機器及び架台が障壁となることにより，煙感知器及び炎感知

器並びにサーモカメラでは火災を感知できないおそれがあること

から，火災源の位置等を考慮した上で，早期感知ができ，また，

動作原理の異なる２種類の熱感知器を組み合わせて設置する設計

とする。 

火災感知設備は，外部電源喪失時においても火災の感知が可能

なように電源を確保し，中央監視室で常時監視できる設計とする。 

(ｂ) 消火設備 

ＭＯＸ燃料加工施設では，臨界管理の観点から可能な限り水を

排除する設計とする。また，ＭＯＸ燃料加工施設の重大事故等対

処施設を設置する火災区域又は火災区画及びグローブボックス内

で，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困

難となるところには，固定式のガス消火装置を設置して消火を行

う設計とする。 

固定式のガス消火装置は，作動前に運転員が退出できるよう，

警報を発する設計とする。 

再処理施設及び廃棄物管理施設と共用する消火水供給設備の消

火用水供給系は，２時間の最大放水量を確保するとともに，給水

処理設備と兼用する場合は隔離弁を設置し消火用水供給を優先す
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る設計とし，水源及び消火ポンプは多重性又は多様性を有する設

計とする。また，屋内及び屋外の消火範囲を考慮し消火栓を配置

するとともに，移動式消火設備を配備する設計とする。 

消火設備の消火剤は，想定される火災の性質に応じた十分な容

量を配備し，管理区域で放出された場合に，管理区域外への流出

を防止する設計とする。 

消火設備は，火災の火炎等による直接的な影響，流出流体等に

よる二次的影響を受けず，重大事故等対処施設に悪影響を及ぼさ

ないように設置し，外部電源喪失時の電源確保を図るとともに，

中央監視室に故障警報を発する設計とする。 

また，煙の二次的影響が重大事故等対処施設に悪影響を及ぼす

場合は，延焼防止ダンパを設ける設計とする。 

消火設備を設置した場所への移動及び操作を行うため，蓄電池

を内蔵する照明器具を設置する設計とする。 

④ その他 

「ロ．(ニ)(２)② 火災及び爆発の発生防止」から「ロ．(ニ)(２)

③ 火災の感知，消火」のほか，重大事故等対処施設のそれぞれの特

徴を考慮した火災防護対策を講ずる設計とする。 

 

(ホ) 耐震構造 

ＭＯＸ燃料加工施設は，次の方針に基づき耐震設計を行い，事業許可

基準規則に適合するように設計する。 

(１) 安全機能を有する施設の耐震設計 

① 安全機能を有する施設は，地震力に対して十分に耐えることができ

る構造とする。 
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② 安全機能を有する施設は，地震の発生によって生ずるおそれがある

安全機能を有する施設の安全機能の喪失及びそれに続く放射線による

公衆への影響の観点から，耐震設計上の重要度をＳクラス，Ｂクラス

及びＣクラスに分類し，それぞれの重要度に応じた地震力に十分に耐

えることができるように設計する。 

Ｓクラスの施設：自ら放射性物質を内蔵している施設，当該施設に

直接関係しておりその機能喪失により放射性物質

を外部に放散する可能性のある施設，放射性物質

を外部に放散する可能性のある事態を防止するた

めに必要な施設及び放射性物質が外部に放散され

る事故発生の際に外部に放散される放射性物質に

よる影響を低減させるために必要となる施設であ

って，環境への影響が大きいもの。 

Ｂクラスの施設：安全機能を有する施設のうち，機能喪失した場合

の影響がＳクラスに属する施設と比べ小さい施設。 

Ｃクラスの施設：Ｓクラスに属する施設及びＢクラスに属する施設

以外の一般産業施設又は公共施設と同等の安全性

が要求される施設。 

③ 安全機能を有する施設は，耐震設計上の重要度に応じた地震力が作

用した場合においても当該安全機能を有する施設を十分に支持するこ

とができる地盤に設置する。 

④ Ｓクラスの施設は，基準地震動による地震力に対してその安全機能

が損なわれるおそれがないように設計する。 

⑤ 基準地震動は，最新の科学的・技術的知見を踏まえ，敷地及び敷地

周辺の地質・地質構造，地盤構造並びに地震活動性等の地震学及び地
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震工学的見地から想定することが適切なものを選定することとし，敷

地ごとに震源を特定して策定する地震動及び震源を特定せず策定する

地震動について，敷地の解放基盤表面における水平方向及び鉛直方向

の地震動としてそれぞれ策定する。策定した基準地震動の応答スペク

トルを第３図に，加速度時刻歴波形を第４図に示す。解放基盤表面は，

敷地地下で著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡がりを有し，著

しい風化を受けていない岩盤でＳ波速度がおおむね0.7km/s以上とな

る標高－70ｍとする。 

また，弾性設計用地震動を以下のとおり設定する方針とする。 

ａ．地震動設定の条件 

基準地震動との応答スペクトルの比率は，工学的判断として以下

を考慮し，Ss-Ｂ１からＢ５，Ss-Ｃ１からＣ４に対して0.5，Ss-Ａ

に対して0.52と設定する。 

(ａ) 基準地震動との応答スペクトルの比率は，ＭＯＸ燃料加工施設

の安全機能限界と弾性限界に対する入力荷重の比率に対応し，そ

の値は0.5程度である。 

(ｂ) 再処理施設と共用する施設に，基準地震動及び弾性設計用地震

動を適用して耐震設計を行うものがあるため，設計に一貫性をと

ることを考慮し，基準地震動との応答スペクトルの比率は再処理

施設と同様に設定する。 

⑥ 地震応答解析による地震力及び静的地震力の算定方針 

ａ．地震応答解析による地震力 

以下のとおり，地震応答解析による地震力を算定する方針とする。 

(ａ) Ｓクラスの施設の地震力の算定方針 

基準地震動及び弾性設計用地震動から定まる入力地震動を用い
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て，水平２方向及び鉛直方向について適切に組み合わせて算定す

る。なお，建物・構築物と地盤との相互作用，埋込み効果及び周

辺地盤の非線形性について必要に応じて考慮する。 

(ｂ) Ｂクラスの施設の地震力の算定方針 

Ｂクラスの施設のうち共振のおそれのある施設の影響検討に当

たっては，弾性設計用地震動に２分の１を乗じたものから定まる

入力地震動を用いることとし，加えてＳクラスと同様に，水平２

方向及び鉛直方向について適切に組み合わせ，地震力を算定する。 

(ｃ) 入力地震動の設定方針 

建物・構築物の地震応答解析における入力地震動について，解

放基盤表面からの地震波の伝播特性を考慮し，必要に応じて，地

盤の非線形応答に関する動的変形特性を考慮する。 

(ｄ) 地震応答解析方法 

地震応答解析方法について，対象施設の形状，構造特性，振動

特性等を踏まえ，解析手法の適用性及び適用限界を考慮のうえ，

解析方法を選定するとともに，調査に基づく解析条件を設定する。

また，対象施設の形状，構造特性等を踏まえたモデル化を行う。 

ｂ．静的地震力 

以下のとおり，静的地震力を算定する方針とする。 

(ａ) 建物・構築物の水平地震力 

水平地震力は，地震層せん断力係数に，施設の耐震重要度に応

じた係数（Ｓクラスは3.0，Ｂクラスは1.5及びＣクラスは1.0）

を乗じ，さらに当該層以上の重量を乗じて算定する。 

ここで，地震層せん断力係数は，標準せん断力係数を0.2以上

とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考慮して求めら
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れる値とする。 

(ｂ) 建物・構築物の保有水平耐力 

保有水平耐力は，必要保有水平耐力を上回るものとし，必要保

有水平耐力は，地震層せん断力係数に乗じる係数を 1.0，標準せ

ん断力係数を1.0以上として算定する。 

(ｃ) 機器・配管系の地震力 

機器・配管系の地震力は，建物・構築物で算定した地震層せん

断力係数にＭＯＸ燃料加工施設の耐震重要度に応じた係数を乗じ

たものを水平震度と見なし，その水平震度と建物・構築物の鉛直

震度をそれぞれ20％増しとして算定する。 

(ｄ) 鉛直地震力 

Ｓクラスの施設については，水平地震力と鉛直地震力が同時に

不利な方向の組合せで作用するものとする。鉛直地震力は，震度

0.3以上を基準とし，建物・構築物の振動特性，地盤の種類等を考

慮し，高さ方向に一定として求めた鉛直震度より算定する。 

(ｅ) 標準せん断力係数の割増し係数 

標準せん断力係数の割増し係数については，耐震性向上の観点

から，一般産業施設及び公共施設の耐震基準との関係を考慮して

設定する。 

⑦ 荷重の組合せと許容限界の設定方針 

ａ．建物・構築物 

以下のとおり，建物・構築物の荷重の組合せ及び許容限界を設定

する。 

(ａ) 荷重の組合せ 

通常時に作用している荷重，積雪荷重及び風荷重と地震力を組
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み合わせる。 

(ｂ) 許容限界 

Ｓクラスの建物・構築物について，基準地震動による地震力と

の組合せにおいては，建物・構築物全体としての変形能力（耐震

壁のせん断ひずみ等）が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を

有し，部材・部位ごとのせん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせ

ん断ひずみ・応力等に対し妥当な安全余裕を有することとする。

なお，終局耐力は，建物・構築物に対する荷重又は応力が漸次増

大し，その変形又はひずみが著しく増加するに至る限界の最大荷

重負荷とする。 

Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの施設を有する建物・構築物

について，基準地震動以外の地震動による地震力又は静的地震力

との組合せにおいては，地震力に対しておおむね弾性状態に留ま

るように，発生する応力に対して，建築基準法等の安全上適切と

認められる規格及び基準による許容応力度を許容限界とする。 

ｂ．機器・配管系 

以下のとおり，機器・配管系の荷重の組合せ及び許容限界を設定

する。 

(ａ) 荷重の組合せ 

通常時に作用している荷重及び設計基準事故時に生ずる荷重と

地震力を組み合わせる。 

(ｂ) 許容限界 

Ｓクラスの機器・配管系について，基準地震動による地震力と

の組合せにおいては，破断延性限界に十分な余裕を有し，その施

設に要求される機能に影響を及ぼすことがないものとする。なお，
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地震時又は地震後の機器・配管系の動的機能要求については，実

証試験等により確認されている機能維持加速度等を許容限界とす

る。 

Ｓクラス，Ｂクラス及びＣクラスの機器・配管系について，基

準地震動以外の地震動による地震力又は静的地震力との組合せに

よる影響評価においては，応答が全体的におおむね弾性状態に留

まることを許容限界とする。 

⑧ 波及的影響に係る設計方針 

耐震重要施設は，以下のとおり，耐震重要度分類の下位のクラスに

属する施設の波及的影響によって，その安全機能を損なわないように

設計する。 

ａ．敷地全体を網羅した調査及び検討の内容を含めて，以下に示す４

つの観点について，波及的影響の評価に係る事象選定を行う。 

(ａ) 設置地盤及び地震応答性状の相違に起因する相対変位又は不等

沈下による影響 

(ｂ) 耐震重要施設と下位のクラスの施設との接続部における相互影

響 

(ｃ) 建屋内における下位のクラスの施設の損傷，転倒，落下による

耐震重要施設への影響 

(ｄ) 建屋外における下位のクラスの施設の損傷，転倒，落下による

耐震重要施設への影響 

ｂ．各観点より選定した事象に対して波及的影響の評価を行い，波及

的影響を考慮すべき施設を抽出する。 

ｃ．波及的影響の評価に当たっては，耐震重要施設の設計に用いる地

震動又は地震力を適用する。 
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ｄ．これら４つの観点以外に追加すべきものがないかを，原子力施設

の地震被害情報をもとに確認し，新たな検討事項が抽出された場合

には，その観点を追加する。 

⑨ 耐震重要施設の周辺斜面は，基準地震動による地震力に対して，耐

震重要施設に影響を及ぼすような崩壊を起こすおそれがないものとす

る。 

(２) 重大事故等対処施設の耐震設計 

重大事故等対処施設について，安全機能を有する施設の耐震設計に

おける動的地震力又は静的地震力に対する設計方針を踏襲し，重大事

故等対処施設の構造上の特徴，重大事故等時における運転状態及び重

大事故等の状態で施設に作用する荷重等を考慮し，適用する地震力に

対して重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれが

ないことを目的として，以下の項目に従って耐震設計を行う。 

① 重大事故等対処施設について，施設の各設備が有する重大事故等に

対処するために必要な機能及び設置状態を踏まえて，以下の設備分類

に応じて設計する。 

ａ．常設耐震重要重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，耐震重要施設に属する設計基

準事故に対処するための設備が有する機能を代替するもの。 

ｂ．常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備であって，上記ａ．以外のもの。 

② 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

の建物・構築物については，通常時に作用している荷重，重大事故等

時に生ずる荷重，積雪荷重及び風荷重と地震力を組み合わせる。機器・

配管系については，通常時に作用している荷重，設計基準事故時に生
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ずる荷重及び重大事故等時に生ずる荷重と地震力を組み合わせる。 

③ 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

は，基準地震動による地震力に対して，重大事故等に対処するために

必要な機能が損なわれるおそれがないように設計する。建物・構築物

については，構造物全体としての変形能力（耐震壁のせん断ひずみ等）

が終局耐力時の変形に対して十分な余裕を有し，部材・部位ごとのせ

ん断ひずみ・応力等が終局耐力時のせん断ひずみ・応力等に対し妥当

な安全余裕を有するように設計する。機器・配管系については，その

施設に要求される機能を保持するように設計し，塑性域に達するひず

みが生じる場合であっても，その量が小さなレベルに留まって破断延

性限界に十分な余裕を有し，その施設に要求される機能に影響を及ぼ

さないように設計する。 

④ 常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対処設備が

設置される重大事故等対処施設は，代替する機能を有する安全機能を

有する施設が属する耐震重要度分類のクラスに適用される地震力に十

分に耐えることができるように設計する。なお，Ｂクラス施設の機能

を代替する常設耐震重要重大事故等対処設備以外の常設重大事故等対

処設備が設置される重大事故等対処施設のうち，共振のおそれのある

施設については，弾性設計用地震動に２分の１を乗じた地震動により

その影響についての検討を行う。建物・構築物及び機器・配管系とも

に，静的地震力に対しておおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる

ように設計する。建物・構築物については，発生する応力に対して，

建築基準法等の安全上適切と認められる規格及び基準による許容応力

度を許容限界とする。機器・配管系については，発生する応力に対し

て，応答が全体的におおむね弾性状態に留まるように設計する。 
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また，代替する安全機能を有する施設がない常設重大事故等対処設

備は，安全機能を有する施設の耐震設計における耐震重要度の分類方

針に基づき，重大事故等対処時の使用条件を踏まえて，当該設備の機

能喪失により放射線による公衆への影響の程度に応じて分類し，その

地震力に対し十分に耐えることができるように設計する。 

⑤ 重大事故等対処施設に適用する動的地震力は，水平２方向及び鉛直

方向について適切に組み合わせて算定するものとする。 

⑥ 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

の周辺斜面は，基準地震動による地震力に対して，重大事故等の対処

に必要な機能へ影響を及ぼすような崩壊を起こすおそれがないものと

する。 

⑦ 常設耐震重要重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設

は，Ｂクラス及びＣクラスの施設，常設耐震重要重大事故等対処設備

以外の常設重大事故等対処設備が設置される重大事故等対処施設並び

に可搬型重大事故等対処設備の波及的影響によって，その重大事故等

に対処するために必要な機能を損なわれるおそれがないように設計す

る。 

 

(ヘ) 耐津波構造 

設計上考慮する津波から防護する施設は，事業許可基準規則等に基

づき安全機能を有する施設のうち耐震重要施設及び重大事故等対処施

設とし，これらの施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波に対し

て必要な機能が損なわれないものとする。 

耐震重要施設，重大事故等対処施設のうち常設重大事故等対処設備

を設置する敷地及び可搬型重大事故等対処設備を保管する敷地は，標
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高約50ｍから約55ｍ及び海岸からの距離約４kmから約５kmの地点に

位置しており，断層のすべり量が既往知見を大きく上回る波源を想定

した場合でも，より厳しい評価となるように設定した標高40ｍの敷地

高さへ津波が到達する可能性はなく，また，汀線部から沖合約３kmま

で敷設する海洋放出管から建屋への逆流に関しては，海洋放出管に関

連する建屋が標高約 55ｍの敷地に設置されることから津波が流入す

るおそれはない。したがって，津波によって，耐震重要施設の安全機

能及び重大事故等対処施設の重大事故等に対処するために必要な機能

が損なわれるおそれはないことから，津波防護施設等を設ける必要は

ない。 

 

(ト) その他の主要な構造 

(１) 安全機能を有する施設 

ＭＯＸ燃料加工施設のうち，重大事故等対処施設を除いたものを設

計基準対象の施設とし，安全機能を有する構築物，系統及び機器を，

安全機能を有する施設とする。 

また，安全機能を有する施設のうち，その機能喪失により，公衆又

は従事者に放射線障害を及ぼすおそれがあるもの及び設計基準事故時

に公衆又は従事者に及ぼすおそれがある放射線障害を防止するため，

放射性物質又は放射線が工場等外へ放出されることを抑制し又は防止

する構築物，系統及び機器から構成される施設を，安全上重要な施設

とする。 

① 外部からの衝撃による損傷の防止 

安全機能を有する施設は，敷地内又はその周辺の自然環境を基に想

定される洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，
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火山の影響，生物学的事象，森林火災等の自然現象（地震及び津波を

除く。）又は地震及び津波を含む組合せに遭遇した場合において，自

然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果としてＭＯＸ燃料加

工施設で生じ得る環境条件においても安全機能を損なわない設計とす

る。 

なお，敷地内又はその周辺で想定される自然現象のうち，洪水及び

地滑り並びに津波については，立地的要因により設計上考慮する必要

はない。 

上記に加え，安全上重要な施設は，最新の科学的技術的知見を踏ま

え当該安全上重要な施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定さ

れる自然現象により当該安全上重要な施設に作用する衝撃及び設計基

準事故時に生ずる応力を，それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮

して適切に組み合わせた条件においても，安全機能を損なわない設計

とする。 

また，安全機能を有する施設は，敷地内又はその周辺の状況を基に

想定される飛来物（航空機落下等），ダムの崩壊，爆発，近隣工場等

の火災，有毒ガス，船舶の衝突，電磁的障害等のうちＭＯＸ燃料加工

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為

によるもの（故意によるものを除く。）（以下「人為事象」という。）

に対して安全機能を損なわない設計とする。 

なお，敷地内又はその周辺の状況を基に想定される人為事象のうち，

ダムの崩壊及び船舶の衝突については，立地的要因により設計上考慮

する必要はない。 

自然現象及び人為事象の組合せについては，地震，風（台風），竜

巻，凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災
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等を考慮する。これらの事象が単独で発生した場合の影響と比較して，

複数の事象が重畳することで影響が増長される組合せを特定し，その

組合せの影響に対しても安全機能を損なわない設計とする。 

ここで，想定される自然現象に対しては，安全機能を有する施設が

安全機能を損なわないために必要な措置を含める。また，人為事象に

対しては，安全機能を有する施設が安全機能を損なわないために必要

な重大事故等対処設備への措置を含める。想定される自然現象及び人

為事象の発生により，ＭＯＸ燃料加工施設に重大な影響を及ぼすおそ

れがあると判断した場合は，工程停止，送排風機の停止等，ＭＯＸ燃

料加工施設への影響を軽減するための措置を講ずるよう手順を整備す

る。 

ａ．竜巻 

安全機能を有する施設は，想定される竜巻が発生した場合におい

ても，作用する設計荷重に対してその安全機能を損なわない設計と

する。 

竜巻に対する防護設計を行うための設計竜巻の最大風速は100 

ｍ/sとし，設計荷重は，設計竜巻による風圧力による荷重，気圧差

による荷重及び飛来物の衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重並び

に安全機能を有する施設に通常時に作用している荷重，運転時荷重

及びその他竜巻以外の自然現象による荷重等を適切に組み合わせた

ものとして設定する。 

安全機能を有する施設の安全機能を損なわないようにするため，

安全機能を有する施設に影響を及ぼす飛来物の発生防止対策として，

飛来物となる可能性のあるもののうち，運動エネルギ及び貫通力の

大きさを踏まえ，設計上考慮すべき飛来物（以下「設計飛来物」と
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いう。）を設定する。飛来物となり得る資機材及び車両のうち，衝

突時に与える運動エネルギ又は貫通力が設計飛来物によるものより

大きくなるものについては，固定，固縛，建屋収納，退避又は撤去

を実施する。 

また，再処理事業所外から飛来するおそれがあり，かつ，再処理

事業所内からの飛来物による衝撃荷重を上回ると想定されるものが

ある場合は，設計飛来物としての考慮の要否を検討する。 

竜巻に対する防護設計においては，機械的強度を有する建物によ

り保護すること等により，安全機能を有する施設が安全機能を損な

わない設計とすること，若しくは竜巻による損傷を考慮して代替設

備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理

を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることにより，その安全

機能を損なわない設計とする。 

ｂ．外部火災 

安全機能を有する施設は，想定される外部火災において，最も厳

しい火災が発生した場合においても，その安全機能を損なわない設

計とする。 

外部火災としては，「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」

を参考として，森林火災，近隣の工場，石油コンビナート等特別防

災区域，危険物貯蔵所及び高圧ガス貯蔵施設（以下「近隣の産業施

設」という。）の火災及び爆発並びに航空機墜落による火災を対象

とする。 

自然現象として想定される森林火災については，敷地への延焼防

止を目的として，ＭＯＸ燃料加工施設の敷地周辺の植生を確認し，

作成した植生データ及び敷地の気象条件等を基に解析によって求め
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た最大火線強度（9128kＷ/ｍ）から算出される防火帯（幅25ｍ以上）

を敷地内に設ける。 

防火帯は延焼防止機能を損なわない設計とし，防火帯内には原則

として可燃物となるものは設置しない。防火帯に可燃物を含む機器

等を設置する場合には，延焼防止機能を損なわないよう必要最小限

とするとともに，不燃性シートで覆う等の対策を実施する。 

また，森林火災からの輻射強度の影響を考慮した場合においても，

離隔距離の確保等により，安全機能を有する施設の安全機能を損な

わない設計とする。 

人為事象として想定される近隣の産業施設の火災及び爆発，敷地

内に存在する屋外の危険物貯蔵施設及び可燃性ガスボンベの火災及

び爆発の影響については，離隔距離の確保等により，安全機能を有

する施設の安全機能を損なわない設計とする。 

航空機墜落による火災については，対象航空機が安全機能を有す

る施設を収納する建屋の直近に墜落する火災を想定し，火炎からの

輻射強度の影響により，建屋外壁の温度上昇を考慮した場合におい

ても，安全機能を有する施設の安全機能を損なわない設計とするこ

と，若しくはその火災による損傷を考慮して代替設備により必要な

機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理を行うこと又は

それらを適切に組み合わせることにより，その安全機能を損なわな

い設計とする。 

外部火災の二次的影響であるばい煙による影響については，換気

設備等に適切な防護対策を講じることで，安全機能を有する施設の

安全機能を損なわない設計とする。 

また，有毒ガスによる影響については，換気設備等のユーティリ
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ティの停止を含まない全ての加工工程の停止（以下「全工程停止」

という。）の措置を講じた上で，施設の監視が適時実施できるよう

に，資機材を確保し手順を整備する。 

ｃ．火山の影響 

安全機能を有する施設は，ＭＯＸ燃料加工施設の運用期間中にお

いてＭＯＸ燃料加工施設の安全機能に影響を及ぼし得る火山事象と

して設定した層厚55cm，密度1.3g/cm3（湿潤状態）の降下火砕物に

対し，以下のような設計とすることにより，降下火砕物による直接

的影響に対して機能を維持すること若しくは降下火砕物による損傷

を考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間で修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わせること

により，安全機能を損なわない設計とする。 

(ａ) 構造物への静的負荷に対して安全余裕を有する設計とすること 

(ｂ) 構造物への粒子の衝突に対して影響を受けない設計とすること 

(ｃ) 換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影響（閉塞）に

対して降下火砕物が侵入し難い設計とすること 

(ｄ) 換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影響（磨耗）に

対して磨耗し難い設計とすること 

(ｅ) 構造物，換気系，電気系及び計装制御系に対する化学的影響

（腐食）に対して短期での腐食が発生しない設計とすること 

(ｆ) 敷地周辺の大気汚染に対して，全工程停止の措置を講じた上

で，施設の監視が適時実施できるように，資機材を確保し手順を

整備すること 

(ｇ) 電気系及び計装制御系の絶縁低下に対して，換気設備は降下火

砕物が侵入し難い設計とすること 
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(ｈ) 降下火砕物による静的負荷や腐食等の影響に対して降下火砕物

の除去や外気取入口のフィルタの交換又は清掃並びに換気設備の

停止により安全機能を損なわない設計とすること 

さらに，降下火砕物による間接的影響である７日間の外部電源喪

失及び敷地内外での交通の途絶によるアクセス制限事象に対し，Ｍ

ＯＸ燃料加工施設の安全性を維持するために必要となる電源の供給

が継続できるようにすることにより安全機能を損なわない設計とす

る。 

ｄ．竜巻，森林火災及び火山の影響以外の自然現象 

(ａ) 風（台風） 

安全機能を有する施設は，風（台風）に対し，安全機能を有す

る施設の安全機能を確保すること若しくは風（台風）による損傷

を考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支

障のない期間で修理の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合

わせることで，その安全機能を損なわない設計とする。 

(ｂ) 凍結 

安全機能を有する施設は，凍結に対し，安全機能を有する施設

の安全機能を確保すること若しくは凍結による損傷を考慮して代

替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間

で修理の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることで，

その安全機能を損なわない設計とする。 

(ｃ) 高温 

安全機能を有する施設は，高温に対し，安全機能を有する施設

の安全機能を確保すること若しくは高温による損傷を考慮して代

替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間
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で修理の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わせることで，

その安全機能を損なわない設計とする。 

(ｄ) 降水 

安全機能を有する施設は，降水による浸水に対し，安全機能を

有する施設の安全機能を確保すること若しくは降水による損傷を

考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間で修理の対応を行うこと又はそれらを適切に組み合わ

せることで，その安全機能を損なわない設計とする。 

(ｅ) 積雪 

安全機能を有する施設は，積雪による荷重及び閉塞に対し，安

全機能を有する施設の安全機能を確保すること若しくは積雪によ

る損傷を考慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安

全上支障のない期間で修理の対応を行うこと又はそれらを適切に

組み合わせることで，その安全機能を損なわない設計とする。 

(ｆ) 生物学的事象 

安全機能を有する施設は，生物学的事象として敷地周辺の生物

の生息状況の調査に基づいて鳥類，昆虫類及び小動物 のＭＯＸ燃

料加工施設への侵入を防止又は抑制することにより,安全機能を損

なわない設計とする。 

(ｇ) 落雷 

ＭＯＸ燃料加工施設は，「原子力発電所の耐雷指針」（ＪＥＡ

Ｇ4608），「建築基準法」及び「消防法」に基づき，日本産業規

格に準拠した避雷設備を設置する設計とする。また，接地系と避

雷設備を連接することにより，接地抵抗の低減及び雷撃に伴う接

地系の電位分布の平坦化を考慮した設計とする。 
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(ｈ) 塩害 

一般に大気中の塩分量は，平野部で海岸から 200ｍ付近までは

多く，数百ｍの付近で激減する傾向がある。ＭＯＸ燃料加工施設

は海岸から約５km離れており，塩害の影響は小さいと考えられる

が，換気設備及び非管理区域換気空調設備の給気系への除塩フィ

ルタの設置，外気を直接取り込む設備の防食処理等の腐食防止対

策並びに受変電設備の碍子部分の絶縁性の維持対策により,安全機

能を有する施設が安全機能を損なわない設計とする。 

ｅ．異種の自然現象の重畳及び自然現象と設計基準事故の組合せ 

ＭＯＸ燃料加工施設の設計において考慮する自然現象については，

その特徴を考慮し，必要に応じて異種の自然現象の重畳を想定し，

安全機能を有する施設の安全機能を損なわない設計とする。また，

安全上重要な施設は，最新の科学的技術的知見を踏まえ，当該安全

上重要な施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然

現象により当該安全上重要な施設に作用する衝撃及び設計基準事故

時に生ずる応力を，それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮して

適切に組み合わせた条件においても，安全機能を損なわない設計と

する。 

ｆ．航空機落下 

ＭＯＸ燃料加工施設における主要な建物は，仮に訓練飛行中の航

空機が施設に墜落することを想定したときに，安全確保上支障のな

い構造とする。 

上記の防護設計を踏まえ，「実用発電用原子炉施設への航空機落

下確率の評価基準について」等に基づき，ＭＯＸ燃料加工施設への

航空機落下確率を評価した結果，防護設計の要否判断基準を超えな
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いことから，追加の防護設計は必要ない。 

ｇ．航空機落下，爆発及び近隣工場等の火災以外の人為による事象 

(ａ) 有毒ガス 

安全機能を有する施設は，再処理事業所内及びその周辺で発生

する有毒ガスに対して安全機能を損なわない設計とする。ＭＯＸ

燃料加工施設は，想定される有毒ガスが発生した場合にも，全工

程停止の措置を講じた上で，施設の監視が適時実施できるように，

資機材を確保し手順を整備する。 

(ｂ) 電磁的障害 

安全上重要な施設の安全機能を維持するために必要な計装制御

系は，日本産業規格に基づいたノイズ対策を行うとともに，電気

的及び物理的な独立性を持たせることにより，安全機能を損なわ

ない設計とする。安全上重要な施設以外の施設の機能を維持する

ために必要な計装制御系については，その機能の喪失を考慮して

代替設備により必要な機能を確保すること，代替設備による機能

の確保ができない場合は当該機能を必要とする運転を停止するこ

と，安全上支障の生じない期間に修理を行うこと又はそれらを組

み合わせることにより，安全機能を損なわない設計とする。 

(ｃ) 再処理事業所内における化学物質の漏えい 

安全機能を有する施設は，想定される再処理事業所内における

化学物質の漏えいに対し，安全機能を損なわない設計とする。Ｍ

ＯＸ燃料加工施設は，想定される再処理事業所内における化学物

質の漏えいが発生した場合にも，全工程停止の措置を講じた上で，

施設の監視が適時実施できるように，資機材を確保し手順を整備

する。 
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② 加工施設への人の不法な侵入等の防止 

ＭＯＸ燃料加工施設への人の不法な侵入等並びに核燃料物質等の不

法な移動又は妨害破壊行為を核物質防護対策として防止するため，区

域の設定，人の容易な侵入を防止できる柵，鉄筋コンクリート造りの

壁等の障壁による防護，巡視，監視，出入口での身分確認及び施錠管

理を行うことができる設計とする。 

核物質防護上の措置が必要な区域については，接近管理及び出入管

理を効果的に行うため，探知施設を設け，警報，映像等を集中監視す

ることができる設計とするとともに，核物質防護措置に係る関係機関

との通信及び連絡を行うことができる設計とする。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設に不正に爆発性又は易燃性を有する物件

その他人に危害を与え，又は他の物件を損傷するおそれがある物件の

持込み（郵便物等による敷地外からの爆発物又は有害物質の持込みを

含む。）を核物質防護対策として防止するため，持込み点検を行うこ

とができる設計とする。 

さらに，不正アクセス行為（サイバーテロを含む。）を核物質防護

対策として防止するため，ＭＯＸ燃料加工施設及び特定核燃料物質の

防護のために必要な設備又は装置の操作に係る情報システム（以下「情

報システム」という。）が電気通信回線を通じた不正アクセス行為（サ

イバーテロを含む。）を受けることがないように，当該情報システム

に対する外部からの不正アクセスを遮断することができる設計とする。 

人の容易な侵入を防止できる柵等を他施設と共用する場合は，共用

によってＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

③ 溢水による損傷の防止 
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安全機能を有する施設は，ＭＯＸ燃料加工施設が溢水の影響を受け

る場合においても，その安全機能を確保するために，溢水に対して安

全機能を損なわない設計とする。 

ここで，安全機能を有する施設のうち，ＭＯＸ燃料加工施設内部で

想定される溢水に対して，臨界防止，閉じ込め等の安全機能を維持す

るために必要な設備（以下「溢水防護対象設備」という。）として，

安全評価上機能を期待する安全上重要な機能を有する構築物，系統及

び機器を抽出し，これらの設備が，没水，被水及び蒸気の影響を受け

て，その安全機能を損なわない設計とする。そのために，溢水防護に

係る設計時にＭＯＸ燃料加工施設内において発生が想定される溢水の

影響を評価（以下「溢水評価」という。）する。 

溢水評価では，溢水源として発生要因別に分類した以下の溢水を主

として想定する。また，溢水評価に当たっては，溢水防護区画を設定

し，溢水評価がより厳しい結果を与えるように溢水経路を設定する。 

ａ．溢水の影響を評価するために想定する機器の破損等により生ずる

溢水 

ｂ．ＭＯＸ燃料加工施設内で生ずる異常状態（火災を含む。）の拡大

防止のために設置される系統からの放水による溢水 

ｃ．地震に起因する機器の破損等により生ずる溢水 

溢水評価に当たっては，溢水の影響を受けて，溢水防護対象設備の

安全機能を損なうおそれがある高さ及び溢水防護区画を構成する壁，

扉，堰，床段差等の設置状況を踏まえ，評価条件を設定する。 

溢水評価において，溢水影響を軽減するための壁，扉，堰等の溢水

防護設備については，必要により保守点検等の運用を適切に実施する

ことにより，溢水防護対象設備が安全機能を損なわない設計とする。 
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④ 誤操作の防止 

安全機能を有する施設は，運転員による誤操作を防止するため，機

器，弁等に対して系統による色分けや銘板取り付け等による識別管理

を行い，人間工学上の諸因子，操作性及び保守点検を考慮した盤の配

置を行うとともに，計器表示，警報表示によりＭＯＸ燃料加工施設の

状態が正確かつ迅速に把握できる設計とする。また，設計基準事故の

発生後，ある時間までは，運転員の操作を期待しなくても必要な安全

上の機能が確保される設計とする。 

また，安全上重要な施設は，設計基準事故が発生した状況下（混乱

した状態等）であっても，容易に操作ができるよう，中央監視室，制

御第１室及び制御第４室の監視制御盤や現場の機器，弁等に対して，

誤操作を防止するための措置を講ずることにより，簡潔な手順によっ

て必要な操作が行える等の運転員に与える負荷を少なくすることがで

きる設計とする。 

⑤ 安全避難通路等 

ＭＯＸ燃料加工施設には，その位置を明確かつ恒久的に表示するこ

とにより容易に識別できる安全避難通路及び照明用の電源が喪失した

場合においてもその機能を損なわない照明設備の避難・誘導設備を設

ける設計とする。 

設計基準事故が発生した場合において，昼夜及び場所を問わず，Ｍ

ＯＸ燃料加工施設内で事故対策のための作業が可能となるよう，避難・

誘導設備とは別に作業用の照明を設ける設計とする。設計基準事故に

対処するために，中央監視室，制御第１室及び制御第４室（以下「中

央監視室等」という。）には，作業用の照明として運転保安灯を設け

る設計とする。中央監視室の運転保安灯は，外部からの電源が喪失し
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た場合においてもその機能を損なわないように，非常用所内電源設備

の非常用母線に接続し，非常用発電機又は非常用無停電電源装置から

電力を供給できる設計とし，制御第１室及び制御第４室の運転保安灯

は，非常用所内電源設備の非常用母線に接続し，非常用発電機又は内

蔵する蓄電池から電力を供給できる設計とすることにより，外部から

の電源が喪失した場合においても連続して点灯することが可能な設計

とする。また，現場作業の緊急性との関連において，ＬＥＤヘッドラ

ンプ及びＬＥＤ充電式ライト等（以下「可搬型照明」という。）の準

備に時間的猶予がある場合には，可搬型照明を活用する。これらの設

計においては，設計基準において想定する事故に対して，ＭＯＸ燃料

加工施設の安全機能が損なわれない（安全機能を有する施設が安全機

能を損なわない。）ために必要な重大事故等対処施設，設備等への措

置を含める。 

⑥ 安全機能を有する施設 

ＭＯＸ燃料加工施設のうち，安全機能を有する構築物，系統及び機

器を，安全機能を有する施設とする。 

また，安全機能を有する施設のうち，その機能喪失により，公衆又

は従事者に放射線障害を及ぼすおそれがあるもの及び設計基準事故時

に公衆又は従事者に及ぼすおそれがある放射線障害を防止するため，

放射性物質又は放射線がＭＯＸ燃料加工施設を設置する工場等外へ放

出されることを抑制し又は防止する構築物，系統及び機器から構成さ

れる施設を，安全上重要な施設とする。 

安全機能を有する施設は，その安全機能の重要度に応じて，その機

能が確保されたものとするとともに，以下の設計を満足するものとす

る。 
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ａ．安全機能を有する施設は，通常時及び設計基準事故時に想定され

る圧力，温度，湿度，放射線量等の全ての環境条件において，その

安全機能を発揮することができる設計とする。 

ｂ．安全機能を有する施設は，通常時において，当該施設の安全機能

を確保するための検査又は試験ができる設計とするとともに安全機

能を健全に維持するための保守及び修理ができる設計とする。 

ｃ．安全機能を有する施設は，ＭＯＸ燃料加工施設内におけるクレー

ンその他の機器又は配管の損壊に伴う飛散物（以下「内部発生飛散

物」という。）によってその安全機能を損なわない設計とする。 

安全機能を有する施設のうち，内部発生飛散物から防護する施設

としては，安全評価上その機能を期待する構築物，系統及び機器

を漏れなく抽出する観点から，安全上重要な構築物，系統及び機

器を抽出し，内部発生飛散物により臨界の防止，閉じ込め等の安

全機能を損なわないよう内部発生飛散物の発生を防止することに

より，安全機能を損なわない設計とする。 

その他の安全機能を有する施設については，内部発生飛散物に対

して機能を維持すること若しくは内部発生飛散物による損傷を考

慮して代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障が

ない期間での修理を行うこと又はそれらを適切に組み合わせるこ

とにより，その安全機能を損なわない設計とする。 

ｄ．安全機能を有する施設のうち，再処理施設又は廃棄物管理施設と

共用するものは，共用によってＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損な

わない設計とする。また，安全機能を有する施設のうち，ＭＯＸ燃

料加工施設内で共用するものは，ＭＯＸ燃料加工施設内の共用によ

り安全性を損なわない設計とする。 
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⑦ 設計基準事故の拡大の防止 

安全機能を有する施設は，設計基準事故を選定し，解析及び評価を

実施することにより，設計基準事故時においては，工場等周辺の公衆

に放射線障害を及ぼさない設計とする。 

⑧ 核燃料物質の貯蔵施設 

ＭＯＸ燃料加工施設は，核燃料物質を貯蔵するために必要な容量を

有する貯蔵容器一時保管設備，燃料集合体貯蔵設備等の貯蔵施設を設

ける。 

また，燃料集合体貯蔵設備等は，建屋排気設備等で換気することに

より適切に冷却する。 

⑨ 廃棄施設 

ａ．廃棄施設は，通常時において，周辺監視区域の外の空気中及び周

辺監視区域の境界における水中の放射性物質の濃度を十分に低減で

きるよう，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指

針」を参考に放射性物質の濃度に起因する線量を合理的に達成でき

る限り低くなるよう，放出する放射性物質を低減できる設計とする。 

（ａ） 気体廃棄物の廃棄施設 

ＭＯＸ燃料加工施設から周辺環境へ放出される放射性物質を

合理的に達成できる限り少なくするため，管理区域からの排気

は，高性能エアフィルタで放射性物質を除去した後，放射性物

質の濃度等を監視し，排気筒の排気口から放出する設計とする。 

(ｂ) 液体廃棄物の廃棄施設 

ＭＯＸ燃料加工施設で発生する放射性液体廃棄物は，廃液の

性状，放射性物質の濃度等に応じて，廃液中に含まれて放出さ

れる放射性物質を合理的に達成できる限り少なくするため，必
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要に応じて，希釈，ろ過又は吸着の処理を行い，廃液中の放射

性物質の濃度が線量告示に定められた周辺監視区域外の水中の

濃度限度以下であることを排出の都度確認し，排水口から排出

する設計とする。 

ｂ．保管廃棄施設は，放射性廃棄物を保管廃棄するために必要な容量

を有する設計とする。 

⑩ 放射線管理施設 

再処理事業所には，放射線から放射線業務従事者及び管理区域に一

時的に立ち入る者（以下「放射線業務従事者等」という。）を防護す

るため，放射線業務従事者等の出入管理，汚染管理，除染等を行う放

射線管理施設を設け，放射線被ばくを監視及び管理する設計とする。

また，放射線管理に必要な情報として管理区域における空間線量，空

気中の放射性物質の濃度及び床面等の放射性物質の表面密度を，適切

な場所に表示できる設備（安全機能を有する施設に属するものに限

る。）を設ける設計とする。 

⑪ 監視設備 

ＭＯＸ燃料加工施設の通常時及び設計基準事故時において，当該Ｍ

ＯＸ燃料加工施設及びその境界付近における放射性物質の濃度及び放

射線量を監視し，及び測定し，並びに設計基準事故時における迅速な

対応のために必要な情報を適切な場所に表示できる設備（安全機能を

有する施設に属するものに限る。）を設ける設計とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，非常用所内電源系統に接

続し，電源復旧までの期間，非常用所内電源系統から受電できる設計

とする。さらに，モニタリングポスト及びダストモニタは，専用の無

停電電源装置を有し，電源切替時の短時間の停電時に無停電電源装置
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から受電できる設計とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタから中央監視室及び緊急時対

策所までのデータの伝送系は，有線及び無線（衛星回線を含む。）に

より多様性を有する設計とし，測定値は中央監視室で監視，記録を行

うことができる設計とする。また，緊急時対策所でも監視することが

できる設計とする。モニタリングポスト及びダストモニタは，その測

定値が設定値以上に上昇した場合，直ちに中央監視室に警報を発信す

る設計とする。 

重大事故等が発生した場合にＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ放出

される放射性物質の濃度及び線量を監視し，及び測定し，並びにその

結果を記録するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管す

る。 

重大事故等が発生した場合に敷地内において，風向，風速その他の

気象条件を測定し，及びその結果を記録するために必要な重大事故等

対処設備を設置及び保管する。 

重大事故等が発生し，モニタリングポスト及びダストモニタの電源

が喪失した場合に，代替電源から給電するために必要な重大事故等対

処設備を設置及び保管する。 

放射線管理施設の重大事故等対処設備は，放射線監視設備，代替モ

ニタリング設備，試料分析関係設備，代替試料分析関係設備，環境管

理設備，代替放射能観測設備，代替気象観測設備及び環境モニタリン

グ用代替電源設備で構成する。 

⑫ 非常用電源設備 

ＭＯＸ燃料加工施設は，外部電源系統からの電気の供給が停止した

場合において，監視設備その他安全機能を有する施設の安全機能を確

－ 57 －



保するために必要な設備が使用できる非常用電源設備として，非常用

所内電源設備を設ける設計とする。 

非常用所内電源設備とは，非常用発電機，第1非常用ディーゼル発

電機及び安全機能を確保するために必要な施設への電力供給設備（非

常用母線スイッチギア，ケーブル等）をいう。 

ＭＯＸ燃料加工施設の非常用所内電源設備のうち燃料加工建屋の非

常用発電機及び再処理施設の第1非常用ディーゼル発電機等は，停電

等の外部電源系統の機能喪失時に，グローブボックスの換気設備等，

放射線監視設備，火災又は臨界等の警報設備，通信連絡設備及び非常

用照明，並びに核的，熱的及び化学的制限値を維持するために必要な

設備の安全機能の確保を確実に行うために，十分な容量，機能及び信

頼性を有する設計とする。 

⑬ 通信連絡設備 

ＭＯＸ燃料加工施設には，設計基準事故が発生した場合において，

中央監視室から再処理事業所内の各所の者への必要な操作，作業又は

退避の指示等の連絡をブザー鳴動等により行うことができる装置及び

音声等により行うことができる所内通信連絡設備として，ページング

装置（警報装置を含む），所内携帯電話，専用回線電話及びファクシ

ミリを設ける設計とする。所内通信連絡設備は，有線回線又は無線回

線による通信方式の多様性を確保した設計とする。 

また，所内通信連絡設備として緊急時対策所へ事故状態等の把握に

必要なデータを伝送できる設備を設ける設計とする。 

ＭＯＸ燃料加工施設には，設計基準事故が発生した場合において，

国，地方公共団体，その他関係機関等の必要箇所へ事故の発生等に係
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る通信連絡を音声等により行うことができる設備及び必要なデータを

伝送できる設備として，所外通信連絡設備を設ける設計とする。 

所外通信連絡設備は，有線回線，無線回線又は衛星回線による通信

方式の多様性を確保した構成の専用通信回線に接続し，輻輳等による

制限を受けることなく常時使用可能な設計とする。 

これらの通信連絡設備については，非常用所内電源設備，無停電交

流電源に接続又は蓄電池を内蔵することにより，外部電源が期待でき

ない場合でも動作可能な設計とする。 

ＭＯＸ燃料加工施設には，重大事故等が発生した場合において再処

理事業所の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うた

めに必要な設備として，通信連絡設備，代替通信連絡設備及び情報把

握設備を設ける設計とする。 

代替通信連絡設備，情報把握設備は，代替電源設備（電池等の予備

電源設備を含む。）及び緊急時対策建屋電源設備からの給電を可能と

した設計とする。 

(２) 重大事故等対処施設（加工施設への人の不法な侵入等の防止，安全

避難通路等，監視測定設備及び通信連絡を行うために必要な設備は(１) 

安全機能を有する施設に記載） 

ＭＯＸ燃料加工施設は，重大事故に至るおそれがある事故が発生し

た場合において，重大事故の発生を防止するために，また，重大事故

が発生した場合においても，重大事故の拡大を防止するため，及び工

場等外への放射性物質の異常な水準の放出を防止するために，必要な

措置を講ずる設計とする。 

重大事故等対処設備は，想定する重大事故等の環境条件を考慮した

上で期待する機能が発揮できる設計とする。また，重大事故等対処設
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備が機能を発揮するために必要な系統（供給源から供給先まで，経路

を含む。）で構成する。 

重大事故等対処設備は，共用対象の施設ごとに要求される技術的要

件（重大事故等に対処するために必要な機能）を満たしつつ，同じ敷

地内に設置する再処理施設と共用することにより安全性が向上し，か

つ，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設に悪影響を及ぼさない場合に

は共用できる設計とする。重大事故等対処設備を共用する場合には，

再処理施設の重大事故等への対処を考慮した個数及び容量を確保する。

また，同時に発生する再処理施設の重大事故等による環境条件の影響

について考慮する。 

重大事故等対処設備は，内的事象を要因とする重大事故等に対処す

るものと外部からの影響による機能喪失の要因となる事象（以下「外

的事象」という。）を要因とする重大事故等に対処するものについて，

常設のものと可搬型のものがあり，以下のとおり分類する。 

常設重大事故等対処設備は，重大事故等対処設備のうち常設のもの

をいう。また，常設重大事故等対処設備であって耐震重要施設に属す

る安全機能を有する施設が有する機能を代替するものを「常設耐震重

要重大事故等対処設備」，常設重大事故等対処設備であって常設耐震

重要重大事故等対処設備以外のものを「常設耐震重要重大事故等対処

設備以外の常設重大事故等対処設備」という。 

可搬型重大事故等対処設備は，重大事故等対処設備のうち可搬型の

ものをいう。 

また，主要な重大事故等対処設備の設置場所及び保管場所を第12図

に示す。 

① 重大事故等の拡大の防止等 
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ＭＯＸ燃料加工施設は，重大事故に至るおそれがある事故が発生し

た場合において，重大事故の発生を防止するための措置を講ずる。ま

た，重大事故が発生した場合においても，当該重大事故の拡大を防止

し，工場等外への放射性物質の異常な水準の放出を防止するために，

重大事故等対処設備を設ける。 

これらの設備については，当該設備が機能を発揮するために必要な

系統を含む。 

② 重大事故等対処設備 

ａ．共通要因故障に対する考慮等  

(ａ) 共通要因故障に対する考慮 

重大事故等対処設備は，共通要因の特性を踏まえた設計とする。

共通要因としては，重大事故等における条件，自然現象，人為事

象及び周辺機器等からの影響並びに「六．ロ．（ハ）（１）①重

大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮

定する機器の特定」に記載する設計基準事故において想定した条

件より厳しい条件を要因とした事象を考慮する。 

共通要因のうち重大事故等における条件については，想定され

る重大事故等が発生した場合における温度，圧力，湿度，放射線

及び荷重を考慮する。 

共通要因のうち自然現象として，地震，津波，風（台風），竜

巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，

森林火災及び塩害を選定する。自然現象による荷重の組合せにつ

いては，地震，風（台風），積雪及び火山の影響を考慮する。 

共通要因のうち人為事象として，航空機落下，有毒ガス，敷地

内における化学物質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災，
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爆発を選定する。故意による大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムについては，可搬型重大事故等対処設備による対策を講ずるこ

ととする。 

共通要因のうち周辺機器等からの影響として，地震，溢水，火

災による波及的影響及び内部発生飛散物を考慮する。 

共通要因のうち「六．ロ．（ハ）（１）①重大事故の発生を仮

定する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」

に記載する設計基準事故において想定した条件より厳しい条件を

要因とした外的事象の地震の影響を考慮する。 

ⅰ．常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，共通要因によって設計基準事故に

対処するための設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるお

それがないよう，内的事象を要因とする重大事故等に対処するも

のと外的事象を要因とする重大事故等に対処するものそれぞれに

対して想定される重大事故等が発生した場合における環境条件に

対して健全性を確保することにより，信頼性が十分に高い設計と

する。ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ対処する常設

重大事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外の安全機能を有

する施設と兼用する常設重大事故等対処設備は，代替設備により

必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理の対応

を行うこと，関連する工程の停止等又はこれらを適切に組み合わ

せることにより，その機能を確保する設計とする。その他の常設

重大事故等対処設備についても，可能な限り多様性，独立性，位

置的分散を考慮した設計とする。なお，「六．ロ．（ハ）（２）

③重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処」に示すと

－ 62 －



おり，ＭＯＸ燃料加工施設での重大事故は，「核燃料物質等を閉

じ込める機能の喪失」のみであり，同時に又は連鎖して発生する

可能性のない事故の間での重大事故等対処設備の共用は行わない。 

重大事故等における条件に対して常設重大事故等対処設備は，

想定される重大事故等が発生した場合における温度，圧力，湿度，

放射線及び荷重を考慮し，その機能を確実に発揮できる設計とす

る。 

常設重大事故等対処設備は，「イ．（イ）敷地の面積及び形状」

に基づく地盤に設置し，地震，津波及び火災に対して常設重大事

故等対処設備は，「ロ．（ホ）（２）重大事故等対処施設の耐震

設計」，「ロ．（ヘ）耐津波構造」及び「ロ．（ニ）（２）重大

事故等対処施設の火災及び爆発の防止」に基づく設計とする。ま

た，設計基準事故において想定した条件より厳しい条件を要因と

した外的事象の地震に対して，地震を要因とする重大事故等に対

処するために重大事故等時に機能を期待する常設重大事故等対処

設備は，「ロ．（ト）（２）②ｅ．地震を要因とする重大事故等

に対する施設の耐震設計」に基づく設計とする。また，溢水，火

災に対して常設重大事故等対処設備は，設計基準事故に対処する

ための設備の安全機能と同時にその機能が損なわれるおそれがな

いよう，健全性を確保する設計とする。 

常設重大事故等対処設備は，風（台風），竜巻，凍結，高温，

降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災，塩害，

航空機落下，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏えい，電磁

的障害，近隣工場等の火災，爆発に対する健全性を確保する設計

とする。 
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周辺機器等からの影響のうち内部発生飛散物に対して，回転羽

の損壊により飛散物を発生させる回転機器について回転体の飛散

を防止する設計とし，常設重大事故等対処設備が機能を損なわな

い設計とする。 

環境条件に対する健全性については，「ロ．(ト)(２)②ｃ．環

境条件等」に記載する。 

ⅱ．可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，共通要因によって設計基準事故

に対処するための設備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の

重大事故等に対処するために必要な機能と同時にその機能が損な

われるおそれがないよう内的事象を要因とする重大事故等に対処

するものと外的事象を要因とする重大事故等に対処するものそれ

ぞれに対して想定される重大事故等が発生した場合における環境

条件に対して健全性を確保すること，位置的分散を図ることによ

り信頼性が十分に高い設計とする。その他の可搬型重大事故等対

処設備についても，可能な限り多様性，独立性，位置的分散を考

慮した設計とする。なお，「六．ロ．（ハ）（２）③重大事故が

同時に又は連鎖して発生した場合の対処」に示すとおり，ＭＯＸ

燃料加工施設での重大事故は，「核燃料物質等を閉じ込める機能

の喪失」のみであり，同時に又は連鎖して発生する可能性のない

事故の間での重大事故等対処設備の共用は行わない。 

可搬型重大事故等対処設備は，地震，津波，その他の自然現象

又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム，設計基準

事故に対処するための設備及び重大事故等対処設備の配置その他

の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所
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に保管する設計とする。 

重大事故等における条件に対して可搬型重大事故等対処設備は，

想定される重大事故等が発生した場合における温度，圧力，湿度，

放射線及び荷重を考慮し，その機能を確実に発揮できる設計とす

る。 

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備は，「イ．（イ）敷

地の面積及び形状」に基づく地盤に設置された建屋等に位置的分

散することにより，設計基準事故に対処するための設備の安全機

能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等に対処するために必

要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがないように保管

する設計とする。屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，

転倒しないことを確認する，又は必要により固縛等の措置をする

とともに，「ロ．（ホ）（２）重大事故等対処施設の耐震設計」

の地震により生ずる敷地下斜面のすべり，液状化又は揺すり込み

による不等沈下，傾斜及び浮き上がり，地盤支持力の不足，地中

埋設構造物の損壊等により必要な機能を喪失しない複数の保管場

所に位置的分散することにより，設計基準事故に対処するための

設備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等に対処

するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれがな

いように保管する設計とする。また，設計基準事故において想定

した条件より厳しい条件を要因とした外的事象の地震に対して，

地震を要因とする重大事故等に対処するために重大事故等時に機

能を期待する可搬型重大事故等対処設備は，「ロ．（ト）（２）

②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に

基づく設計とする。津波に対して可搬型重大事故等対処設備は，
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「ロ．（ヘ）耐津波構造」に基づく津波による損傷を防止した設

計とする。火災に対して可搬型重大事故等対処設備は,「ロ．（ト）

（２）②ｆ．可搬型重大事故等対処設備の内部火災に対する防護

方針」に基づく火災防護を行う。溢水，火災，内部発生飛散物に

対して可搬型重大事故等対処設備は，設計基準事故に対処するた

めの設備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等に

対処するために必要な機能と同時にその機能が損なわれるおそれ

がないよう，位置的分散を図る。 

屋内に保管する可搬型重大事故等対処設備は，風（台風），竜

巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，

森林火災，塩害，航空機落下，有毒ガス，敷地内における化学物

質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災，爆発に対して，外

部からの衝撃による損傷の防止が図られた建屋等内に保管し，か

つ，設計基準事故に対処するための設備の安全機能又は常設重大

事故等対処設備の重大事故等に対処するために必要な機能と同時

にその機能が損なわれるおそれがないよう，設計基準事故に対処

するための設備又は常設重大事故等対処設備を設置する場所と異

なる場所に保管する設計とする。 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，自然現象，人為

事象及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対し

て，設計基準事故に対処するための設備の安全機能又は常設重大

事故等対処設備の重大事故等に対処するために必要な機能と同時

にその機能が損なわれるおそれがないよう，設計基準事故に対処

するための設備又は常設重大事故等対処設備を設置する建屋の外

壁から100ｍ以上の離隔距離を確保した場所に保管するとともに異
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なる場所にも保管することで位置的分散を図る。 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，風（台風），竜

巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，

森林火災，塩害，航空機落下，有毒ガス，敷地内における化学物

質の漏えい，電磁的障害，近隣工場等の火災，爆発に対して健全

性を確保する設計とする。 

環境条件に対する健全性については，「ロ．(ト)(２)②ｃ．環

境条件等」に記載する。 

ⅲ．可搬型重大事故等対処設備と常設重大事故等対処設備の接続口 

ＭＯＸ燃料加工施設における重大事故等の対処においては，建

屋等の外から可搬型重大事故等対処設備を常設重大事故等対処設

備に接続して水又は電力を供給する必要のない設計とする。 

(ｂ) 悪影響防止 

重大事故等対処設備は，再処理事業所内の他の設備（安全機能

を有する施設，当該重大事故等対処設備以外の重大事故等対処設

備，再処理施設及び再処理施設の重大事故等対処設備を含む。）

に対して悪影響を及ぼさない設計とする。 

重大事故等対処設備は，重大事故等における条件を考慮し，他

の設備への影響としては，重大事故等対処設備使用時及び待機時

の系統的な影響（電気的な影響を含む。），内部発生飛散物によ

る影響並びに竜巻により飛来物となる影響を考慮し，他の設備の

機能に悪影響を及ぼさない設計とする。 

系統的な影響について，重大事故等対処設備は，弁等の操作に

よって安全機能を有する施設として使用する系統構成から重大事

故等対処設備としての系統構成とすること，重大事故等発生前（通
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常時）の隔離若しくは分離された状態から弁等の操作や接続によ

り重大事故等対処設備としての系統構成とすること，他の設備か

ら独立して単独で使用可能なこと，安全機能を有する施設として

使用する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用す

ること等により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

また，可搬型放水砲については，燃料加工建屋への放水により，

当該設備の使用を想定する重大事故時において必要となる屋外の

他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

重大事故等対処設備が竜巻により飛来物となる影響については

風荷重を考慮し，屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は必

要に応じて固縛等の措置をとることで，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

ｂ．個数及び容量 

(ａ) 常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，想定される重大事故等への収束に

おいて，想定する事象及びその事象の進展等を考慮し，重大事故

等時に必要な目的を果たすために，事故対応手段としての系統設

計を行う。重大事故等への収束は，これらの系統又はこれらの系

統と可搬型重大事故等対処設備の組合せにより達成する。 

「容量」とは，消火剤量，蓄電池容量，タンク容量，発電機容

量，計装設備の計測範囲及び作動信号の設定値等とする。 

常設重大事故等対処設備は，重大事故等への対処に十分に余裕

がある容量を有する設計とするとともに，設備の機能，信頼度等

を考慮し，動的機器の単一故障を考慮した予備を含めた個数を確

保する。 
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常設重大事故等対処設備のうち安全機能を有する施設の系統及

び機器を使用するものについては，安全機能を有する施設の容量

の仕様が，系統の目的に応じて必要となる容量に対して十分であ

ることを確認した上で，安全機能を有する施設としての容量と同

仕様の設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち重大事故等への対処を本来の目

的として設置する系統及び機器を使用するものについては，系統

の目的に応じて必要な個数及び容量を有する設計とする。 

常設重大事故等対処設備のうち，再処理施設と共用する常設重

大事故等対処設備は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設におけ

る重大事故等の対処に必要となる個数及び容量を有する設計とす

る。 

(ｂ) 可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等への収束

において，想定する事象及びその事象の進展を考慮し，事故対応

手段としての系統設計を行う。重大事故等への収束は，これらの

系統の組合せ又はこれらの系統と常設重大事故等対処設備の組合

せにより達成する。 

「容量」とは，ポンプ流量，タンク容量，発電機容量，計測器

の計測範囲等とする。 

可搬型重大事故等対処設備は，系統の目的に応じて必要な容量

に対して十分に余裕がある容量を有する設計とするとともに，設

備の機能，信頼度等を考慮し，予備を含めた保有数を確保する。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，複数の機能を兼用すること

で，設置の効率化，被ばくの低減が図れるものは，同時に要求さ
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れる可能性がある複数の機能に必要な容量を合わせた設計とし，

兼用できる設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備は，重大事故等への対処に必要な個

数（必要数）に加え，予備として故障時のバックアップ及び点検

保守による待機除外時のバックアップを合わせて必要数以上確保

する。 

閉じ込める機能の喪失の対処に係る可搬型重大事故等対処設備

は，安全上重要な施設の安全機能の喪失を想定し，その範囲が系

統で機能喪失する重大事故等については，当該系統の範囲ごとに

重大事故等への対処に必要な設備を１セット確保する。 

可搬型重大事故等対処設備のうち，再処理施設と共用する可搬

型重大事故等対処設備は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設に

おける重大事故等の対処に必要となる個数及び容量を有する設計

とする。 

ｃ．環境条件等 

(ａ) 環境条件 

重大事故等対処設備は，内的事象を要因とする重大事故等に対

処するものと外的事象を要因とする重大事故等に対処するものそ

れぞれに対して想定される重大事故等が発生した場合における温

度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮し，その機能が有効に発

揮できるよう，その設置場所（使用場所）及び保管場所に応じた

耐環境性を有する設計とするとともに，操作が可能な設計とする。 

重大事故等時の環境条件については，重大事故等における温度，

圧力，湿度，放射線，荷重に加えて，重大事故による環境の変化

を考慮した環境温度，環境圧力，環境湿度による影響，重大事故
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等時に汽水を供給する系統への影響，自然現象による影響，人為

事象の影響及び周辺機器等からの影響を考慮する。 

荷重としては，重大事故等が発生した場合における機械的荷重

に加えて，環境温度，環境圧力及び自然現象による荷重を考慮す

る。 

自然現象については，重大事故等時における敷地及びその周辺

での発生の可能性，重大事故等対処設備への影響度，事象進展速

度や事象進展に対する時間余裕の観点から，重大事故等時に重大

事故等対処設備に影響を与えるおそれがある事象として，地震，

津波，風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山

の影響，生物学的事象，森林火災及び塩害を選定する。自然現象

による荷重の組合せについては，地震，風（台風），積雪及び火

山の影響を考慮する。 

人為事象については，重大事故等時における敷地及びその周辺

での発生の可能性，重大事故等対処設備への影響度，事象進展速

度や事象進展に対する時間余裕の観点から，重大事故等時に重大

事故等対処設備に影響を与えるおそれのある事象として，敷地内

における化学物質の漏えい，電磁的障害を選定する。 

重大事故等の要因となるおそれとなる「六．ロ．(ハ)(１)①重

大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮

定する機器の特定」に記載する設計基準事故において想定した条

件より厳しい条件を要因とした外的事象の地震の影響を考慮する。 

周辺機器等からの影響としては，地震，火災，溢水による波及

的影響及び内部発生飛散物を考慮する。 

また，同時に発生する可能性のある再処理施設における重大事
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故等による影響についても考慮する。 

ⅰ．常設重大事故等対処設備 

常設重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生した

場合における温度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮し，その

機能が有効に発揮できるよう，その設置場所（使用場所）に応じ

た耐環境性を有する設計とする。閉じ込める機能の喪失の対処に

係る常設重大事故等対処設備は，重大事故等時における建屋等の

環境温度，環境圧力を考慮しても機能を損なわない設計とする。 

重大事故等時に汽水を供給する系統への影響に対して常時汽水

を通水するコンクリート構造物については，腐食を考慮した設計

とする。 

地震に対して常設重大事故等対処設備は，「ロ．（ホ）（２）

重大事故等対処施設の耐震設計」に記載する地震力による荷重を

考慮して，機能を損なわない設計とする。また，設計基準事故に

おいて想定した条件より厳しい条件を要因とした外的事象の地震

に対して，地震を要因とする重大事故等に対処するために重大事

故等時に機能を期待する常設重大事故等対処設備は，「ロ．（ト）

（２）②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設

計」に基づく設計とする。また，地震に対して常設重大事故等対

処設備は，当該設備周辺の機器等からの波及的影響によって機能

を損なわない設計とするとともに，当該設備周辺の資機材の落下，

転倒による損傷を考慮して，当該設備周辺の資機材の落下防止，

転倒防止，固縛の措置を行う。ただし，内的事象を要因とする重

大事故等へ対処する常設重大事故等対処設備のうち安全上重要な

施設以外の安全機能を有する施設と兼用する常設重大事故等対処
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設備は，地震により機能が損なわれる場合，代替設備により必要

な機能を確保すること，安全上支障のない期間で修理の対応を行

うこと，関連する工程の停止等又はこれらを適切に組み合わせる

ことにより，その機能を確保する。溢水に対して常設重大事故等

対処設備は，想定する溢水量に対して，機能を損なわない高さへ

の設置，被水防護を行うことにより，重大事故等への対処に必要

な機能を損なわない設計とする。火災に対して常設重大事故等対

処設備は，「ロ．（ニ）（２）重大事故等対処施設の火災及び爆

発の防止」に基づく設計とすることにより，重大事故等に対処す

るための機能を損なわない設計とする。ただし，内的事象を要因

とする重大事故等へ対処する常設重大事故等対処設備のうち安全

上重要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用する常設重大事

故等対処設備は，溢水，火災による損傷及び内部発生飛散物を考

慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障

のない期間で修理の対応を行うこと，関連する工程の停止等又は

それらを適切に組み合わせることで，重大事故等に対処するため

の機能を損なわない設計とする。 

津波に対して常設重大事故等対処設備は，「ロ．（ヘ）耐津波

構造」に基づく設計とする。 

屋内の常設重大事故等対処設備は，風（台風），竜巻，凍結，

高温，降水，積雪，火山の影響に対して外部からの衝撃による損

傷を防止できる燃料加工建屋，第１保管庫・貯水所，第２保管庫・

貯水所，緊急時対策建屋，再処理施設の制御建屋及び洞道に設置

し，重大事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。

屋外の常設重大事故等対処設備は，風（台風），竜巻，積雪及び
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火山の影響に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重，積雪荷

重及び降下火砕物による積載荷重により重大事故等に対処するた

めの機能を損なわない設計とする。凍結，高温及び降水に対して

屋外の常設重大事故等対処設備は，凍結防止対策，高温防止対策

及び防水対策により，重大事故等に対処するための機能を損なわ

ない設計とする。ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ対

処する常設重大事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外の安

全機能を有する施設と兼用する常設重大事故等対処設備は，風（台

風），竜巻，積雪，火山の影響，凍結，高温及び降水により機能

が損なわれる場合，代替設備により必要な機能を確保すること，

安全上支障のない期間で修理の対応を行うこと，関連する工程の

停止等又はこれらを適切に組み合わせることにより，その機能を

確保する。落雷に対して外部電源系統からの電気の供給の停止及

び非常用所内電源設備からの電源の喪失（以下「全交流電源喪失」

という。）を要因とせずに発生する重大事故等に対処する常設重

大事故等対処設備は，直撃雷及び間接雷を考慮した設計を行う。

直撃雷に対して，当該設備自体が構内接地網と連接した避雷設備

を有する設計とする又は構内接地網と連接した避雷設備を有する

建屋等に設置することにより，重大事故等に対処するための機能

を損なわない設計とする。間接雷に対して，雷サージによる影響

を軽減することにより，重大事故等に対処するための機能を損な

わない設計とする。ただし，内的事象を要因とする重大事故等へ

対処する常設重大事故等対処設備のうち安全上重要な施設以外の

安全機能を有する施設と兼用する常設重大事故等対処設備は，落

雷により機能が損なわれる場合，代替設備により必要な機能を確
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保すること，安全上支障のない期間で修理の対応を行うこと，関

連する工程の停止等又はこれらを適切に組み合わせることにより，

その機能を確保する。生物学的事象に対して常設重大事故等対処

設備は，鳥類，昆虫類及び小動物の侵入を考慮し，これら生物の

侵入を防止又は抑制することにより，重大事故等に対処するため

の機能を損なわない設計とする。森林火災に対して常設重大事故

等対処設備は，防火帯の内側に設置することにより，重大事故等

に対処するための機能を損なわない設計とする。また，森林火災

からの輻射強度の影響を考慮した場合においても，離隔距離の確

保等により，常設重大事故等対処設備の重大事故等への対処に必

要な機能を損なわない設計とする。ただし，内的事象を要因とす

る重大事故等へ対処する常設重大事故等対処設備のうち安全上重

要な施設以外の安全機能を有する施設と兼用する常設重大事故等

対処設備は，森林火災発生時に消防車による事前散水による延焼

防止を図るとともに代替設備により機能を損なわない設計とする。

塩害に対して屋内の常設重大事故等対処設備は，換気設備及び非

管理区域の換気空調設備の給気系への除塩フィルタの設置により，

重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。また，

屋外の常設重大事故等対処設備は，屋外施設の塗装等による腐食

防止対策又は受電開閉設備の絶縁性の維持対策により，重大事故

等への対処に必要な機能を損なわない設計とする。 

敷地内における化学物質の漏えいに対して屋外の常設重大事故

等対処設備は，機能を損なわない高さへの設置，被液防護を行う

ことにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計

とする。電磁的障害に対して常設重大事故等対処設備は，重大事
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故等時においても電磁波により機能を損なわない設計とする。 

周辺機器等からの影響について常設重大事故等対処設備は，内

部発生飛散物に対して当該設備周辺機器の回転機器の回転羽の損

壊による飛散物の影響を考慮し，影響を受けない位置へ設置する

ことにより機能を損なわない設計とする。 

常設重大事故等対処設備は，同時に発生する可能性のある再処

理施設における重大事故等による建屋外の環境条件の影響を受け

ない設計とする。 

ⅱ．可搬型重大事故等対処設備 

可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生し

た場合における温度，圧力，湿度，放射線及び荷重を考慮し，そ

の機能が有効に発揮できるよう，その設置場所（使用場所）及び

保管場所に応じた耐環境性を有する設計とする。閉じ込める機能

の喪失の対処に係る可搬型重大事故等対処設備は，重大事故等時

における建屋等の環境温度，環境圧力を考慮しても機能を損なわ

ない設計とする。 

重大事故等時に汽水を供給する系統への影響に対して常時汽水

を通水する又は尾駮沼で使用する可搬型重大事故等対処設備は，

耐腐食性材料を使用する設計とする。また，尾駮沼から直接取水

する際の異物の流入防止を考慮した設計とする。 

地震に対して可搬型重大事故等対処設備は，当該設備の落下防

止，転倒防止，固縛の措置を講ずる。また，設計基準事故におい

て想定した条件より厳しい条件を要因とした外的事象の地震に対

して，地震を要因とする重大事故等に対処するために重大事故等

時に機能を期待する可搬型重大事故等対処設備は，「ロ．（ト）
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（２）②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設

計」に基づく設計とする。また，当該設備周辺の機器等からの波

及的影響によって機能を損なわない設計とするとともに，当該設

備周辺の資機材の落下，転倒による損傷を考慮して，当該設備周

辺の資機材の落下防止，転倒防止，固縛の措置を行う。溢水，火

災に対して可搬型重大事故等対処設備は，溢水に対しては想定す

る溢水量に対して機能を損なわない高さへの設置又は保管，被水

防護を行うことにより，火災に対しては，「ロ．（ト）（２）②

ｆ．可搬型重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針」に

基づく火災防護を行うことにより，重大事故等に対処するための

機能を損なわない設計とする。 

津波に対して可搬型重大事故等対処設備は，「ロ．（ヘ）耐津

波構造」に基づく設計とする。 

風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪及び火山の影響に

対して屋内の可搬型重大事故等対処設備は，外部からの衝撃によ

る損傷を防止できる建屋等内に保管し，重大事故等に対処するた

めの機能を損なわない設計とする。屋外の可搬型重大事故等対処

設備は，風（台風）及び竜巻に対して風（台風）及び竜巻による

風荷重を考慮し，必要により当該設備又は当該設備を収納するも

のに対して転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計とする。

積雪及び火山の影響に対して屋外の可搬型重大事故等対処設備は，

積雪荷重及び降下火砕物による積載荷重を考慮し，損傷防止措置

として除雪，除灰及び屋内への配備を実施することにより，重大

事故等に対処するための機能を損なわないよう維持する。凍結，

高温及び降水に対して屋外の可搬型重大事故等対処設備は，凍結
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防止対策，高温防止対策及び防水対策により，重大事故等に対処

するための機能を損なわない設計とする。落雷に対して全交流電

源喪失を要因とせずに発生する重大事故等に対処する可搬型重大

事故等対処設備は，直撃雷を考慮した設計を行う。直撃雷に対し

て，構内接地網と連接した避雷設備で防護される範囲内に保管す

る又は構内接地網と連接した避雷設備を有する建屋等に保管する

ことにより，重大事故等に対処するための機能を損なわない設計

とする。生物学的事象に対して可搬型重大事故等対処設備は，鳥

類，昆虫類及び小動物の侵入を考慮し，これら生物の侵入を防止

又は抑制することにより，重大事故等に対処するための機能を損

なわない設計とする。森林火災に対して可搬型重大事故等対処設

備は，防火帯の内側に保管することにより，重大事故等に対処す

るための機能を損なわない設計とする。また，森林火災からの輻

射強度の影響を考慮した場合においても，離隔距離の確保等によ

り，可搬型重大事故等対処設備の重大事故等への対処に必要な機

能を損なわない設計とする。塩害に対して屋内の可搬型重大事故

等対処設備は，換気設備及び非管理区域の換気空調設備の給気系

への除塩フィルタの設置により，重大事故等への対処に必要な機

能を損なわない設計とする。また，屋外の可搬型重大事故等対処

設備は，屋外施設の塗装等による腐食防止対策又は絶縁性の維持

対策により，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設計

とする。 

敷地内における化学物質の漏えいに対して屋外の可搬型重大事

故等対処設備は，機能を損なわない高さへの設置，被液防護を行

うことにより，重大事故等への対処に必要な機能を損なわない設
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計とする。電磁的障害に対して可搬型重大事故等対処設備は，重

大事故等時においても電磁波により機能を損なわない設計とする。 

周辺機器等からの影響について可搬型重大事故等対処設備は，

内部発生飛散物に対して当該設備周辺機器の回転機器の回転羽の

損壊による飛散物の影響を考慮し，影響を受けない位置へ保管す

ることにより機能を損なわない設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備は，同時に発生する可能性のある再

処理施設における重大事故等による建屋外の環境条件の影響を受

けない設計とする。 

(ｂ) 重大事故等対処設備の設置場所 

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生した場合

においても操作及び復旧作業に支障がないように，線量率の高く

なるおそれの少ない場所の選定，当該設備の設置場所への遮蔽の

設置等により当該設備の設置場所で操作可能な設計，放射線の影

響を受けない異なる区画若しくは離れた場所から遠隔で操作可能

な設計，又は遮蔽設備を有する緊急時対策所及び再処理施設の中

央制御室で操作可能な設計とする。 

(ｃ) 可搬型重大事故等対処設備の設置場所 

可搬型重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生し

た場合においても設置及び常設設備との接続に支障がないように，

線量率の高くなるおそれの少ない設置場所の選定，当該設備の設

置場所への遮蔽の設置等により当該設備の設置場所で操作可能な

設計，遮蔽設備を有する緊急時対策所及び再処理施設の中央制御

室で操作可能な設計により，当該設備の設置及び常設設備との接

続が可能な設計とする。 
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ｄ．操作性及び試験・検査性 

(ａ) 操作性の確保 

ⅰ．操作の確実性 

重大事故等対処設備は，想定される重大事故等が発生した場合

においても操作を確実なものとするため，重大事故等における条

件を考慮し，操作する場所において操作が可能な設計とする。 

操作する全ての設備に対し，十分な操作空間を確保するととも

に，確実な操作ができるよう，必要に応じて操作足場を設置する。

また，防護具，可搬型照明は重大事故等時に迅速に使用できる場

所に配備する。 

現場操作において工具を必要とする場合は，一般的に用いられ

る工具又は専用の工具を用いて，確実に作業ができる設計とする。

工具は，作業場所の近傍又はアクセスルートの近傍に保管できる

設計とする。可搬型重大事故等対処設備は運搬・設置が確実に行

えるよう，人力又は車両等による運搬，移動ができるとともに，

必要により設置場所にてアウトリガの張出し又は輪留めによる固

定等が可能な設計とする。 

現場の操作スイッチは，非常時対策組織要員の操作性を考慮し

た設計とする。また，電源操作が必要な設備は，感電防止のため

露出した充電部への近接防止を考慮した設計とする。 

現場において人力で操作を行う弁等は，手動操作が可能な設計

とする。 

現場での接続操作は，ボルト・ネジ接続，フランジ接続又はよ

り簡便な接続方式等，接続方式を統一することにより，速やかに，

容易かつ確実に接続が可能な設計とする。 
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現場操作における誤操作防止のために重大事故等対処設備には

識別表示を設置する設計とする。 

また，重大事故等に対処するために迅速な操作を必要とする機

器は，必要な時間内に操作できるように中央監視室での操作が可

能な設計とする。制御盤の操作器具は非常時対策組織要員の操作

性を考慮した設計とする。 

想定される重大事故等において操作する重大事故等対処設備の

うち動的機器は，その作動状態の確認が可能な設計とする。 

ⅱ．系統の切替性 

重大事故等対処設備のうち本来の用途（安全機能を有する施設

としての用途等）以外の用途として重大事故等に対処するために

使用する設備は，通常時に使用する系統から速やかに切替操作が

可能なように，系統に必要な弁等を設ける設計とする。 

ⅲ．可搬型重大事故等対処設備の常設設備との接続性 

可搬型重大事故等対処設備を常設設備と接続するものについて

は，容易かつ確実に接続でき，かつ，複数の系統が相互に使用す

ることができるよう，ケーブルはボルト・ネジ接続又はより簡便

な接続方式を用いる設計とし，ダクト・ホースは口径並びに内部

流体の圧力及び温度等の特性に応じたフランジ接続又はより簡便

な接続方式を用いる設計とする。また，同一ポンプを接続するホ

ースは，流量に応じて口径を統一すること等により，複数の系統

での接続方式を考慮した設計とする。 

ⅳ．再処理事業所内の屋外道路及び屋内通路の確保 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事

故等対処設備の保管場所から設置場所への運搬及び接続場所への
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敷設，又は他の設備の被害状況を把握するため，再処理事業所内

の屋外道路及び屋内通路をアクセスルートとして以下の設計によ

り確保する。 

アクセスルートは，環境条件として考慮した事象を含め，自然

現象，人為事象，溢水，火災を考慮しても，運搬，移動に支障を

きたすことのないよう，迂回路も考慮して複数のアクセスルート

を確保する。 

アクセスルートに対する自然現象については，重大事故等時に

おける敷地及びその周辺での発生の可能性，アクセスルートへの

影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，

アクセスルートに影響を与えるおそれがある事象として，地震，

津波（敷地に遡上する津波を含む。），洪水，風（台風），竜巻，

凍結，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象及び森林火

災を選定する。 

アクセスルートに対する人為事象については，重大事故等時に

おける敷地及びその周辺での発生の可能性，アクセスルートへの

影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，

アクセスルートに影響を与えるおそれのある事象として選定する

航空機落下，敷地内における化学物質の漏えい，電磁的障害，近

隣工場等の火災，爆発，ダムの崩壊，船舶の衝突及び故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムに対して，迂回路も考慮し

た複数のアクセスルートを確保する設計とする。 

屋外のアクセスルートは，「ロ．（ホ）（２）重大事故等対処

施設の耐震設計」にて考慮する地震の影響（周辺構造物等の損壊，

周辺斜面の崩壊及び道路面のすべり），その他自然現象による影
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響（風（台風）及び竜巻による飛来物，積雪並びに火山の影響）

及び人為事象による影響（航空機落下，爆発）を想定し，複数の

アクセスルートの中から状況を確認し，早急に復旧可能なアクセ

スルートを確保するため，障害物を除去可能なホイールローダを

３台使用する。ホイールローダは，必要数として３台に加え，予

備として故障時及び点検保守による待機除外時のバックアップを

４台，合計７台を保有数とし，分散して保管する設計とする。 

屋外のアクセスルートは，地震による屋外タンクからの溢水及

び降水に対しては，道路上への自然流下も考慮した上で，通行へ

の影響を受けない箇所に確保する設計とする。 

敷地外水源の取水場所及び取水場所への屋外のアクセスルート

に遡上するおそれのある津波に対しては，津波警報の解除後に対

応を開始する。なお，津波警報の発令を確認時にこれらの場所に

おいて対応中の場合に備え，非常時対策組織要員及び可搬型重大

事故等対処設備を一時的に退避する手順を整備する。 

屋外のアクセスルートは，「ロ．（ホ）（２）重大事故等対処

施設の耐震設計」にて考慮する地震の影響による周辺斜面の崩壊

及び道路面のすべりで崩壊土砂が広範囲に到達することを想定し

た上で，ホイールローダにより崩壊箇所を復旧する又は迂回路を

確保する。また，不等沈下等に伴う段差の発生が想定される箇所

においては，段差緩和対策を行う設計とし，ホイールローダによ

り復旧する。 

屋外のアクセスルートは，考慮すべき自然現象のうち凍結及び

積雪に対して，道路については融雪剤を配備し，車両については

タイヤチェーン等を装着することにより通行性を確保できる設計
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とする。敷地内における化学物質の漏えいに対しては，必要に応

じて薬品防護具の着用により通行する。 

屋外のアクセスルートは，考慮すべき自然現象及び人為事象の

うち森林火災及び近隣工場等の火災に対しては，消防車による初

期消火活動を行う手順を整備する。 

屋内のアクセスルートは，「ロ．（ホ）（２）重大事故等対処

施設の耐震設計」の地震を考慮した建屋等に複数確保する設計と

する。 

屋内のアクセスルートは，自然現象及び人為事象として選定す

る風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影

響，生物学的事象，森林火災，塩害，航空機落下，敷地内におけ

る化学物質の漏えい，近隣工場等の火災，爆発，有毒ガス及び電

磁的障害に対して，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた

建屋等内に確保する設計とする。 

屋内のアクセスルートにおいては，機器からの溢水に対してア

クセスルートでの非常時対策組織要員の安全を考慮した防護具を

着用する。また，地震時に通行が阻害されないように，アクセス

ルート上の資機材の落下防止，転倒防止及び固縛の措置並びに火

災の発生防止対策を実施する。 

屋外及び屋内のアクセスルートにおいては，被ばくを考慮した

放射線防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況に応じて着

用する。また，夜間及び停電時の確実な運搬や移動のため可搬型

照明を配備する。 

(ｂ) 試験・検査性 

重大事故等対処設備は，通常時において，重大事故等に対処す
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るために必要な機能を確認するための試験又は検査並びに当該機

能を健全に維持するための保守及び修理が実施できるよう，機能・

性能の確認，漏えいの有無の確認，分解点検等ができる構造とす

る。 

試験又は検査は，使用前事業者検査，定期事業者検査，自主検

査等が実施可能な設計とする。また，保守及び修理は，維持活動

としての点検（日常の運転管理の活用を含む。），取替え，保修

等が実施可能な設計とする。 

多重性を備えた系統及び機器にあっては，各々が独立して試験

又は検査並びに保守及び修理ができる設計とする。 

構造・強度の確認又は内部構成部品の確認が必要な設備は，原

則として分解・開放（非破壊検査を含む。）が可能な設計とする。 

ｅ．地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計 

(ａ) 地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計の基本方

針 

基準地震動を超える地震動に対して機能維持が必要な設備につ

いては，重大事故等対処施設及び安全機能を有する施設の耐震設

計における設計方針を踏襲し，基準地震動の1.2倍の地震力に対し

て必要な機能が損なわれるおそれがないことを目的として，以下

のとおり耐震設計を行う。 

ⅰ．重大事故等の起因となる異常事象の選定において基準地震動を

1.2倍した地震力を考慮する設備は，基準地震動を1.2倍した地震

力に対して，必要な機能が損なわれるおそれがないように設計す

る。 

ⅱ．地震を要因として発生する重大事故等に対処する重大事故等対
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処設備は，基準地震動を1.2倍した地震力に対して，重大事故等に

対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないように設計

する。 

ｆ．可搬型重大事故等対処設備の内部火災に対する防護方針 

(ａ) 可搬型重大事故等対処設備の火災発生防止 

可搬型重大事故等対処設備を保管する建屋内，建屋近傍，外部

保管エリアは，発火性物質又は引火性物質を内包する設備に対す

る火災発生防止を講ずるとともに，発火源に対する対策，水素に

対する換気及び漏えい検出対策及び接地対策，並びに電気系統の

過電流による過熱及び焼損の防止対策を講ずる設計とする。 

(ｂ) 不燃性又は難燃性材料の使用 

可搬型重大事故等対処設備は，可能な限り不燃性材料又は難燃

性材料を使用する設計とし，不燃性材料又は難燃性材料の使用が

技術上困難な場合は，代替材料を使用する設計とする。また，代

替材料の使用が技術上困難な場合は，当該可搬型重大事故等対処

設備における火災に起因して，他の可搬型重大事故等対処設備の

火災が発生することを防止するための措置を講ずる設計とする。 

(ｃ) 落雷，地震等の自然現象による火災の発生防止 

敷地及びその周辺での発生の可能性，可搬型重大事故等対処設

備への影響度，事象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観点

から，重大事故等時に可搬型重大事故等対処設備に影響を与える

おそれがある事象として，地震，津波，風（台風），竜巻，凍結，

高温，降水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象，森林火災

及び塩害を選定する。 

風（台風），竜巻及び森林火災は，それぞれの事象に対して重
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大事故等に対処するために必要な機能を損なうことのないように，

自然現象から防護する設計とすることで，火災の発生を防止する。 

生物学的事象のうちネズミ等の小動物の影響に対しては，侵入

防止対策によって影響を受けない設計とする。 

津波，凍結，高温，降水，積雪，生物学的事象及び塩害は，発

火源となり得る自然現象ではなく，火山の影響についても，火山

からＭＯＸ燃料加工施設に到達するまでに降下火砕物が冷却され

ることを考慮すると，発火源となり得る自然現象ではない。 

したがって，ＭＯＸ燃料加工施設で火災を発生させるおそれの

ある自然現象として，落雷，地震，竜巻（風（台風）を含む）及

び森林火災によって火災が発生しないように，火災防護対策を講

ずる設計とする。 

(ｄ) 早期の火災感知及び消火 

火災の感知及び消火については，可搬型重大事故等対処設備に

対する火災の影響を限定し，早期の火災感知及び消火を行うため

の火災感知設備及び消火設備を設置する設計とする。 

可搬型重大事故等対処設備に影響を及ぼすおそれのある火災を

早期に感知するとともに，火災の発生場所を特定するために，固

有の信号を発する異なる種類の火災感知器又は同等の機能を有す

る機器を組み合わせて設置する設計とする。 

消火設備のうち消火栓，消火器等は，火災の二次的影響が重大

事故等対処設備に及ばないよう適切に配置する設計とする。 

消火設備は，可燃性物質の性状を踏まえ，想定される火災の性

質に応じた容量の消火剤を備える設計とする。 

火災時の消火活動のため，大型化学高所放水車，消防ポンプ付
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水槽車及び化学粉末消防車を配備する設計とする。 

重大事故等への対処を行う屋内のアクセスルートには，重大事

故等が発生した場合のアクセスルート上の火災に対して初期消火

活動ができるよう消火器を配備し，初期消火活動ができる手順を

整備する。 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所のうち，火災発生時の煙

又は放射線の影響により消火活動が困難となるところには，固定

式消火設備を設置することにより，消火活動が可能な設計とする。 

消火設備の現場盤操作等に必要な照明器具として，蓄電池を内

蔵した照明器具を設置する。 

(ｅ) 火災感知設備及び消火設備に対する自然現象の考慮 

火災感知設備及び消火設備は，地震等の自然現象によっても，

火災感知及び消火の機能，性能が維持されるよう，凍結，風水害，

地震時の地盤変位を考慮した設計とする。 

③ 臨界事故の拡大を防止するための設備 

「六．ロ．(ハ)(１)①ａ．(ｄ)ⅰ．臨界事故」に示すとおり，ＭＯ

Ｘ燃料加工施設では臨界事故の発生が想定されないことから，臨界事

故の拡大を防止するための設備は不要である。 

④ 閉じ込める機能の喪失に対処するための設備 

重大事故の発生を仮定するグローブボックスには，重大事故の拡大

を防止するために必要な次に掲げる重大事故等対処設備を設ける設計

とする。 

ＭＯＸ燃料加工施設には，核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に

対処するため，核燃料物質等の飛散又は漏えいを防止し，飛散又は漏

えいした核燃料物質等を回収するとともに，核燃料物質等を閉じ込め
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る機能を回復するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管す

る。 

閉じ込める機能の喪失に対処するための設備は，代替火災感知設備，

代替消火設備，外部放出抑制設備，工程室放射線計測設備及び代替グ

ローブボックス排気設備で構成する。 

⑤ 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 

重大事故等が発生した場合において，工場等外への放射性物質の拡

散を抑制するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための設備は，放水設備

及び抑制設備で構成する。 

⑥ 重大事故等への対処に必要となる水の供給設備 

重大事故等への対処に必要となる十分な量の水を有する水源を確保

することに加えて，十分な量の水を供給できる重大事故等対処設備を

設置及び保管する。 

重大事故等への対処に必要となる水の供給設備は，水供給設備で構

成する。 

⑦ 電源設備 

全交流電源喪失時において，重大事故等に対処するために必要な設

備を設ける設計とする。 

重大事故等への対処に必要となる電源設備として，代替電源設備を

設ける設計とする。 

また，必要な電力を供給する代替電源設備に燃料を補給するために，

補機駆動用燃料補給設備（再処理施設と共用）を設ける設計とする。 

代替電源設備は，重大事故等への対処に必要となる十分な容量を確

保するとともに，必要な期間にわたり給電が可能な設計とする。 
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⑧ 緊急時対策所 

緊急時対策所は重大事故等を考慮した設計とする。 

ＭＯＸ燃料加工施設には重大事故等が発生した場合において，当該

重大事故等に対処するための適切な措置が講じられるよう，緊急時対

策所を設ける設計とする。 

緊急時対策所は，重大事故等が発生した場合において，当該重大事

故等に対処するために必要な指示を行う要員がとどまることができる

よう，適切な措置を講じた設計とするとともに，重大事故等に対処す

るために必要な情報を把握できる設備及びＭＯＸ燃料加工施設の内外

の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備

を設置又は配備する。また，重大事故等に対処するために必要な数の

原子力防災組織又は非常時対策組織（以下「非常時対策組織」という。）

の要員を収容できる設計とする。 

緊急時対策所は，重大事故等が発生した場合において，マスクの着

用，交代要員体制等による被ばく線量の低減措置を考慮しなくても，

緊急時対策所にとどまる非常時対策組織の要員の実効線量が７日間で

100ミリシーベルトを超えない設計とする。 

 

－ 90 －



ハ．加工設備本体の構造及び設備 

(イ) 化学処理施設 

該当なし 

 

(ロ) 濃縮施設 

該当なし 

 

(ハ) 成形施設 

(１) 施設の種類 

成形施設は，原料粉末受入工程，粉末調整工程及びペレット加工工

程で構成し，燃料加工建屋に収納する。 

燃料加工建屋の主要構造は，地上２階，地下３階の鉄筋コンクリー

ト造で，建築面積約8000ｍ2の耐火建築物である。 

また，燃料加工建屋の屋根，壁等は，漏水のおそれのない構造とす

る。 

燃料加工建屋は，再処理施設からウラン・プルトニウム混合酸化物

を収納する混合酸化物貯蔵容器を受け入れるため，地下３階中２階に

おいて貯蔵容器搬送用洞道を介して再処理施設のウラン・プルトニウ

ム混合酸化物貯蔵建屋とエキスパンションジョイントにより接続する。 

このため，再処理施設のウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋

と貯蔵容器搬送用洞道との接続に伴い，貯蔵容器搬送用洞道及び燃料

加工建屋の一部は，負圧管理の境界として再処理施設と共用する。 

共用の範囲には，再処理施設のウラン・プルトニウム混合酸化物貯

蔵建屋と貯蔵容器搬送用洞道との境界に設置する扉（以下「再処理施

設境界の扉」という。）及び貯蔵容器搬送用洞道と燃料加工建屋との
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境界に設置する扉（以下「加工施設境界の扉」という。）を含む。貯

蔵容器搬送用洞道及び燃料加工建屋の一部は，共用によってＭＯＸ燃

料加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

また，洞道搬送台車は，再処理施設と共用する。洞道搬送台車は，

共用によってＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

燃料加工建屋の主要な設備・機器の配置図を第５図に示し，燃料加

工建屋部屋配置概要図を第６図に示す。 

成形施設は，原料ＭＯＸ粉末又は原料ウラン粉末を受け入れ，所定

の粉末調整，圧縮成形，焼結，研削及び検査を行い，製品ペレットと

する施設である。また，各工程から発生する規格外品等のスクラップ

処理も併せて行う。 

原料粉末受入工程は，制御第１室にて施設の状態監視，運転操作及

び工程停止操作を行える設計とする。 

粉末調整工程は，制御第１室，制御第４室及び現場監視第１室にて

施設の状態監視，運転操作及び工程停止操作を行える設計とする。 

ペレット加工工程は，制御第１室，制御第３室及び現場監視第２室

にて施設の状態監視，運転操作及び工程停止操作を行える設計とする。 

(２) 主要な設備及び機器の種類及び個数 

① 原料粉末受入工程 

ａ．貯蔵容器受入設備 

(ａ) 洞道搬送台車（再処理施設と共用） 

ⅰ．設置場所 

貯蔵容器受入第１室，貯蔵容器搬送用洞道及び再処理施設のウ

ラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋 

ⅱ．個数 
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１台 

(ｂ) 受渡天井クレーン 

ⅰ．設置場所 

貯蔵容器受入第１室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｃ) 受渡ピット 

ⅰ．設置場所 

貯蔵容器受入第１室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｄ) 保管室クレーン 

ⅰ．設置場所 

貯蔵容器受入第１室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｅ) 貯蔵容器検査装置 

ⅰ．設置場所 

貯蔵容器受入第２室 

ⅱ．個数 

１台 

ｂ．ウラン受入設備 

(ａ) ウラン粉末缶受払移載装置 

ⅰ．設置場所 

ウラン貯蔵室 
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ⅱ．個数 

１台 

(ｂ) ウラン粉末缶受払搬送装置 

ⅰ．設置場所 

ウラン貯蔵室及びウラン粉末準備室 

ⅱ．個数 

１台 

ｃ．原料粉末受払設備 

(ａ) 外蓋着脱装置オープンポートボックス 

ⅰ．設置場所 

原料受払室 

ⅱ．個数 

１基 

(ｂ) 外蓋着脱装置 

ⅰ．設置場所 

原料受払室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｃ) 貯蔵容器受払装置オープンポートボックス 

ⅰ．設置場所 

原料受払室 

ⅱ．個数 

１基 

(ｄ) 貯蔵容器受払装置 

ⅰ．設置場所 
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原料受払室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｅ) ウラン粉末払出装置オープンポートボックス 

ⅰ．設置場所 

ウラン粉末準備室 

ⅱ．個数 

１基 

(ｆ) ウラン粉末払出装置 

ⅰ．設置場所 

ウラン粉末準備室及び粉末調整第４室 

ⅱ．個数 

１台 

ｄ．グローブボックス負圧・温度監視設備 

(ａ) 個数 

１式 

原料粉末受入工程の主要な設備・機器の配置図を第５図に示す。 

② 粉末調整工程 

粉末調整工程のグローブボックス等については，「ロ．(ハ) 核燃

料物質の閉じ込めに関する構造」での非密封で放射性物質を取り扱う

グローブボックス等に対して講じるとした設計，「ロ．(ニ) 火災及

び爆発の防止に関する構造」でのＭＯＸ粉末を取り扱うグローブボッ

クスに対して講じるとした設計を行うとともに，露出した状態でＭＯ

Ｘ粉末を取り扱うグローブボックスは，重大事故の発生を想定する地

震動に対し，グローブボックスから工程室に多量のＭＯＸ粉末が漏え
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いすることがないよう，グローブボックスが倒壊しない，パネルの脱

落が発生しない，また，グローブボックスに内装する機器が倒壊しな

い設計とする。 

ａ．原料ＭＯＸ粉末缶取出設備 

(ａ) 原料ＭＯＸ粉末缶取出装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

原料受払室及び粉末調整第１室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：50㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：60％ 

主に取り扱う容器：粉末缶 

(ｂ) 原料ＭＯＸ粉末缶取出装置 

ⅰ．設置場所 

原料受払室及び粉末調整第１室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 
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ｂ．一次混合設備 

(ａ) 原料ＭＯＸ粉末秤量・分取装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第２室及び粉末調整第３室 

ⅱ．個数 

２基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：60㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：60％ 

主に取り扱う容器：粉末缶，J18 

(ｂ) 原料ＭＯＸ粉末秤量・分取装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第２室及び粉末調整第３室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｃ) ウラン粉末・回収粉末秤量・分取装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第３室 
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ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量： 258㎏・MOX 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：J40，J60，J85，１缶バスケット，５缶バス

ケット 

(ｄ) ウラン粉末・回収粉末秤量・分取装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第３室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｅ) 予備混合装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第２室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 
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缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：87㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：60％ 

主に取り扱う容器：J18，J40，J60，１缶バスケット，５缶バス

ケット 

(ｆ) 予備混合装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第２室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ⅳ．火災源となる潤滑油を内包 潤滑油量：３Ｌ 

(ｇ) 一次混合装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第６室及び粉末調整第７室 

ⅱ．個数 

２基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 
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ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：96㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：33％ 

主に取り扱う容器：J60，１缶バスケット，５缶バスケット 

(ｈ) 一次混合装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第６室及び粉末調整第７室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｉ) 容器（Ｊ18，Ｊ40） 

ⅰ．個数 

１式 

ｃ．二次混合設備 

(ａ) 一次混合粉末秤量・分取装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第４室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 
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ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：258㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：33％ 

主に取り扱う容器：J60，J85，１缶バスケット，５缶バスケット 

(ｂ) 一次混合粉末秤量・分取装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第４室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｃ) ウラン粉末秤量・分取装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第４室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

(ｄ) ウラン粉末秤量・分取装置 

ⅰ．設置場所 
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粉末調整第４室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｅ) 容器（Ｕ85） 

ⅰ．個数 

１式 

(ｆ) 均一化混合装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第５室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：311㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：33％ 

主に取り扱う容器：J85，１缶バスケット，５缶バスケット 

(ｇ) 均一化混合装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第５室 
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ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ⅳ．火災源となる潤滑油を内包 潤滑油量：６Ｌ 

(ｈ) 造粒装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第５室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：128㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：J85，１缶バスケット，５缶バスケット 

(ｉ) 造粒装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第５室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 
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ステンレス鋼 

ⅳ．火災源となる潤滑油を内包 潤滑油量：１Ｌ，22Ｌ 

(ｊ) 添加剤混合装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：208㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：J85，１缶バスケット，５缶バスケット 

(ｋ) 添加剤混合装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ⅳ．火災源となる潤滑油を内包 潤滑油量：３Ｌ 

ｄ．分析試料採取設備 
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(ａ) 原料ＭＯＸ分析試料採取装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第２室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：32㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：60％ 

主に取り扱う容器：粉末缶  

(ｂ) 原料ＭＯＸ分析試料採取装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第２室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｃ) 分析試料採取・詰替装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第４室 

ⅱ．個数 
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１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：213㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：33％ 

主に取り扱う容器：J60，J85，１缶バスケット，５缶バスケット 

(ｄ) 分析試料採取・詰替装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第４室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｅ．スクラップ処理設備 

(ａ) 回収粉末処理・詰替装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第６室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 
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パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：247㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：J60，J85，焼結ボート，スクラップ焼結ボ

ート，ペレット保管容器，規格外ペレット

保管容器，１缶バスケット，５缶バスケッ

ト，９缶バスケット 

(ｂ) 回収粉末処理・詰替装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第６室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｃ) 回収粉末微粉砕装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第１室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 
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ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：96㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：33％ 

主に取り扱う容器：J60，１缶バスケット，５缶バスケット 

(ｄ) 回収粉末微粉砕装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第１室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｅ) 回収粉末処理・混合装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第７室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：186㎏・ＭＯＸ 
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Ｐｕ富化度：33％ 

主に取り扱う容器：J60，J85，１缶バスケット，５缶バスケット 

(ｆ) 回収粉末処理・混合装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第７室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ⅳ．火災源となる潤滑油を内包 潤滑油量：３Ｌ 

(ｇ) 再生スクラップ焙焼処理装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

スクラップ処理室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

空気雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：38㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：60％ 

主に取り扱う容器：原料ＭＯＸポット 

(ｈ) 再生スクラップ焙焼処理装置 
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ⅰ．設置場所 

スクラップ処理室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｉ) 再生スクラップ受払装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

スクラップ処理室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：63㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：60％ 

主に取り扱う容器：１缶バスケット，５缶バスケット 

(ｊ) 再生スクラップ受払装置 

ⅰ．設置場所 

スクラップ処理室 

ⅱ．個数 

１台 
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ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｋ) 容器移送装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

スクラップ処理室及び分析第３室 

ⅱ．個数 

６基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

(ｌ) 容器移送装置 

ⅰ．設置場所 

スクラップ処理室及び分析第３室 

ⅱ．個数 

６台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｆ．粉末調整工程搬送設備 

(ａ) 原料粉末搬送装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第１室，粉末調整第２室及び粉末調整第３室 

ⅱ．個数 

９基 
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ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

(ｂ) 原料粉末搬送装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第１室，粉末調整第２室及び粉末調整第３室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｃ) 再生スクラップ搬送装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第４室及びスクラップ処理室 

ⅱ．個数 

２基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

(ｄ) 再生スクラップ搬送装置 

ⅰ．設置場所 

粉末調整第４室及びスクラップ処理室 
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ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｅ) 添加剤混合粉末搬送装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

３基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

(ｆ) 添加剤混合粉末搬送装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｇ) 調整粉末搬送装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

粉末一時保管室，粉末調整第１室，粉末調整第２室，粉末調整

第３室，粉末調整第４室，粉末調整第５室，粉末調整第６室，粉
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末調整第７室及びペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

14基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

(ｈ) 調整粉末搬送装置 

ⅰ．設置場所 

粉末一時保管室，粉末調整第１室，粉末調整第２室，粉末調整

第３室，粉末調整第４室，粉末調整第５室，粉末調整第６室，粉

末調整第７室及びペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

15台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｇ．グローブボックス負圧・温度監視設備 

(ａ) 個数 

１式 

粉末調整工程の主要な設備・機器の配置図を第５図に示す。 

③ ペレット加工工程 

ペレット加工工程のグローブボックス等については，「ロ．(ハ) 核

燃料物質の閉じ込めに関する構造」での非密封で放射性物質を取り扱

うグローブボックス等に対して講じるとした設計，「ロ．(ニ) 火災
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及び爆発の防止に関する構造」でのＭＯＸ粉末を取り扱うグローブボ

ックスに対して講じるとした設計を行うとともに，露出した状態でＭ

ＯＸ粉末を取り扱うグローブボックスは，重大事故の発生を想定する

地震動に対し，グローブボックスから工程室に多量のＭＯＸ粉末が漏

えいすることがないよう，グローブボックスが倒壊しない，パネルの

脱落が発生しない，また，グローブボックスに内装する機器が倒壊し

ない設計とする。 

ａ．圧縮成形設備 

(ａ) プレス装置(粉末取扱部)グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり）(注１) 

ＭＯＸ質量：245㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：J85，焼結ボート，スクラップ焼結ボート，

１缶バスケット，５缶バスケット 

（注１）グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等は，プレ

ス装置(プレス部)グローブボックス及びグリーンペレ
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ット積込装置グローブボックスの合計値として設定す

る。 

(ｂ) プレス装置(粉末取扱部) 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｃ) プレス装置(プレス部)グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり）(注１) 

ＭＯＸ質量：245㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：J85，焼結ボート，スクラップ焼結ボート，

１缶バスケット，５缶バスケット 

（注１）グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等は，プレ
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ス装置(粉末取扱部)グローブボックス及びグリーンペ

レット積込装置グローブボックスの合計値として設定

する。 

(ｄ) プレス装置(プレス部) 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ⅳ．火災源となる潤滑油を内包 潤滑油量：2.2Ｌ 

(ｅ) 空焼結ボート取扱装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

１基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり） 

ＭＯＸ質量：36㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：スクラップ焼結ボート 
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(ｆ) 空焼結ボート取扱装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｇ) グリーンペレット積込装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり）(注１) 

ＭＯＸ質量：245㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：J85，焼結ボート，スクラップ焼結ボート，

１缶バスケット，５缶バスケット 

（注１）グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等は，プレ

ス装置(粉末取扱部)グローブボックス及びプレス装置

(プレス部)グローブボックスの合計値として設定する。 

－ 118 －



(ｈ) グリーンペレット積込装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｂ．焼結設備 

(ａ) 焼結ボート供給装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第２室 

ⅱ．個数 

３基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり）(注１) 

ＭＯＸ質量：411㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：焼結ボート，スクラップ焼結ボート，先行

試験ボート 

（注１）グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等は，焼結

炉及び焼結ボート取出装置グローブボックスの合計値
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として設定する。 

(ｂ) 焼結ボート供給装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第２室 

ⅱ．個数 

３台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｃ) 焼結炉 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第２室 

ⅱ．個数 

３台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ⅳ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり）(注１) 

ＭＯＸ質量：411㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：焼結ボート，スクラップ焼結ボート，先行

試験ボート 

（注１）焼結炉内で取り扱うＭＯＸ粉末等は，焼結ボート供給

装置グローブボックス及び焼結ボート取出装置グロー

ブボックスの合計値として設定する。 

(ｄ) 焼結ボート取出装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

－ 120 －



ペレット加工第２室 

ⅱ．個数 

３基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり）(注１) 

ＭＯＸ質量：411㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：焼結ボート，スクラップ焼結ボート，先行

試験ボート 

（注１）グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等は，焼結

ボート供給装置グローブボックス及び焼結炉の合計値

として設定する。 

(ｅ) 焼結ボート取出装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第２室 

ⅱ．個数 

３台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｆ) 排ガス処理装置グローブボックス（上部） 

ⅰ．設置場所 
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ペレット加工第２室 

ⅱ．個数 

３基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

空気雰囲気 

(ｇ) 排ガス処理装置グローブボックス（下部） 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第２室 

ⅱ．個数 

３基 

(ｈ) 排ガス処理装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第２室 

ⅱ．個数 

３台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｃ．研削設備 

(ａ) 焼結ペレット供給装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第３室 

ⅱ．個数 
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２基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

空気雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり）(注１) 

ＭＯＸ質量：301㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：焼結ボート，規格外ペレット保管容器，ペ

レット保管容器，９缶バスケット 

（注１）グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等は，研削

装置グローブボックス，研削粉回収装置グローブボッ

クス及びペレット検査設備グローブボックスの合計値

として設定する。 

(ｂ) 焼結ペレット供給装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第３室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｃ) 研削装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第３室 
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ⅱ．個数 

２基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

空気雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり）(注１) 

ＭＯＸ質量：301㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：焼結ボート，規格外ペレット保管容器，ペ

レット保管容器，９缶バスケット 

（注１）グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等は，焼結

ペレット供給装置グローブボックス，研削粉回収装置

グローブボックス及びペレット検査設備グローブボッ

クスの合計値として設定する。 

(ｄ) 研削装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第３室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼及び鋼材 

(ｅ) 研削粉回収装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 
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ペレット加工第３室 

ⅱ．個数 

２基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

空気雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり）(注１) 

ＭＯＸ質量：301㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：焼結ボート，規格外ペレット保管容器，ペ

レット保管容器，９缶バスケット 

（注１）グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等は，焼結

ペレット供給装置グローブボックス，研削装置グロー

ブボックス及びペレット検査設備グローブボックスの

合計値として設定する。 

(ｆ) 研削粉回収装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第３室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｄ．ペレット検査設備 
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(ａ) ペレット検査設備グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第３室 

ⅱ．個数 

２基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

空気雰囲気 

ⅴ．グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等（１基あたり）(注１) 

ＭＯＸ質量：301㎏・ＭＯＸ 

Ｐｕ富化度：18％ 

主に取り扱う容器：焼結ボート，規格外ペレット保管容器，ペ

レット保管容器，９缶バスケット 

（注１）グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ質量等は，焼結

ペレット供給装置グローブボックス，研削装置グロー

ブボックス及び研削粉回収装置グローブボックスの合

計値として設定する。 

(ｂ) 外観検査装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第３室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 
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ステンレス鋼 

(ｃ) 寸法・形状・密度検査装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第３室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｄ) 仕上がりペレット収容装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第３室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｅ) ペレット立会検査装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット立会室 

ⅱ．個数 

１基 

(ｆ) ペレット立会検査装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット立会室 

ⅱ．個数 

１台 
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ｅ．ペレット加工工程搬送設備 

(ａ) 焼結ボート搬送装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第１室，ペレット加工第２室，ペレット加工第３

室，ペレット加工第４室，粉末調整第６室，ペレット一時保管室

及び分析第３室 

ⅱ．個数 

53基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

空気雰囲気又は窒素雰囲気 

(ｂ) 焼結ボート搬送装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第1室，ペレット加工第２室，ペレット加工第３

室，ペレット加工第４室，粉末調整第６室，ペレット一時保管室

及び分析第３室 

ⅱ．個数 

10台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｃ) ペレット保管容器搬送装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第３室，ペレット加工第４室，点検第３室，点検
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第４室及び燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

14基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 

空気雰囲気又は窒素雰囲気 

(ｄ) ペレット保管容器搬送装置 

ⅰ．設置場所 

ペレット加工第３室，ペレット加工第４室，点検第３室，点検

第４室及び燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｅ) 回収粉末容器搬送装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

点検第３室及び粉末調整第６室 

ⅱ．個数 

３基 

ⅲ．主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

ⅳ．グローブボックス内雰囲気 
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窒素雰囲気 

(ｆ) 回収粉末容器搬送装置 

ⅰ．設置場所 

点検第３室及び粉末調整第６室 

ⅱ．個数 

１台 

ⅲ．主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｆ．グローブボックス負圧・温度監視設備 

(ａ) 個数 

１式 

ペレット加工工程の主要な設備・機器の配置図を第５図に示す。 

(３) 処理する核燃料物質の種類及び最大処理能力 

① 核燃料物質の種類 

ａ．ＭＯＸ 

プルトニウム富化度(注１)  60％以下 

プルトニウム中のプルトニウム－240含有率(注２)  17％以上 

ウラン中のウラン－235含有率(注２)        1.6％以下 

(注１) プルトニウム富化度（％） 

＝(プルトニウム質量／(プルトニウム質量＋ウラン質量)) 

×100 以下同じ。 

(注２) 質量百分率を示す。以下同じ。 

ｂ．ウラン酸化物(注１) 

ウラン中のウラン－235含有率  天然ウラン中の含有率以下 

(注１) 再処理により得られたウランは用いない。以下同じ。 
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② 最大処理能力 

155t･ＨＭ／年 

（t･ＨＭは金属ウランと金属プルトニウムの換算質量の合計を表す。

以下同じ。） 

(４) 主要な核的及び熱的制限値 

① 核的制限値 

ａ．単一ユニット 

成形施設の臨界管理のために，核燃料物質取扱い上の一つの単位

となる単一ユニットを設定する。単一ユニットの核的制限値は，取

り扱う核燃料物質の形態に応じ，裕度ある条件を設定し，十分信頼

性のある計算コードを使用して，中性子実効増倍率が0.95以下とな

るように体数又は質量を設定する。 

各単一ユニットでの核燃料物質の取扱量は下表の核的制限値以下

となるようにする。 

形態 設定条件 

核的制限値 取扱 

単位 
 

プルトニウ

ム富化度 

核分裂性

プルトニ

ウム富化

度(注１) 

含水率 
(注２) 

混合酸

化物貯

蔵容器 

原料ＭＯ

Ｘ粉末 
60％以下 － 

0.5％ 

以下 
１体 

ＭＯＸ粉末－１ 60％以下 － 
1.5％ 

以下 
35.0kg･Ｐｕ＊(注３) 

ＭＯＸ粉末－２ 33％以下 － 
2.5％ 

以下 
45.0kg･Ｐｕ＊ 

ＭＯＸ粉末－３ 18％以下 
11.6％ 

以下 

3.5％ 

以下 
29.0kg･Ｐｕ＊ 

ＭＯＸ粉末－４ 18％以下 － 
0.5％ 

以下 
83.0kg･Ｐｕ＊ 
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形態 設定条件 

核的制限値 取扱 

単位 
 

プルトニウ

ム富化度 

核分裂性

プルトニ

ウム富化

度(注１) 

含水率 
(注２) 

ペレット－１ 18％以下 
11.6％ 

以下 

3.5％ 

以下 
29.0kg･Ｐｕ＊ 

ペレット－２ 18％以下 － 
0.1％ 

以下 
36.0kg･Ｐｕ＊ 

ペレット－３ 60％以下 － 
3.5％ 

以下 
7.50kg･Ｐｕ＊(注４) 

注１ 核分裂性プルトニウム富化度（％） 

＝（（プルトニウム－239質量＋プルトニウム－241質量）

／（プルトニウム質量＋ウラン質量））×100 以下同じ。 

注２ 含水率（％）＝（水分質量／（ＭＯＸ質量＋水分質量））

×100 以下同じ。 

注３ Ｐｕ＊は，プルトニウム－239，プルトニウム－241及びウ

ラン－235の総称とし，kg･Ｐｕ＊は，その合計質量とする。

以下同じ。 

注４ 二重装荷を考慮する場合は２分の１とする。 

ｂ．複数ユニット 

複数ユニットは，取り扱う核燃料物質の形態に応じ，裕度ある条

件を設定し，十分信頼性のある計算コードで中性子実効増倍率が0.95

以下となるように単一ユニットの配置等を設定する。 

② 熱的制限値 

核燃料物質を加熱する設備の熱的制限値を以下のとおり設定する。 

 

 

建物 設置場所 設備・機器の種類 熱的制限値 

燃料加

工建屋 

ペレット加工

第２室 

焼結設備 

  焼結炉 

 

1800℃ 
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(ニ) 被覆施設 

(１) 施設の種類 

被覆施設は，燃料棒加工工程で構成し，燃料加工建屋に収納する。 

燃料加工建屋の主要構造は「ハ.(ハ)成型施設(１) 施設の種類」に

示す。 

被覆施設は，製品ペレットを被覆管に挿入した後，密封溶接及び検

査を行い，ＭＯＸ燃料棒とする施設である。また，必要に応じ，ウラ

ン燃料棒の検査も行う。 

燃料棒加工工程は，制御第３室にて施設の状態監視，運転操作及び

工程停止操作を行える設計とする。 

(２) 主要な設備及び機器の種類及び個数 

① 燃料棒加工工程 

ａ．スタック編成設備 

(ａ) スタック編成設備グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

(ｂ) 波板トレイ取出装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｃ) スタック編成装置 

ⅰ．設置場所 
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燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｄ) スタック収容装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｅ) 空乾燥ボート取扱装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

１基 

(ｆ) 空乾燥ボート取扱装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

１台 

ｂ．スタック乾燥設備 

(ａ) 乾燥ボート供給装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

(ｂ) 乾燥ボート供給装置 
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ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｃ) スタック乾燥装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｄ) 乾燥ボート取出装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

(ｅ) 乾燥ボート取出装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

ｃ．挿入溶接設備 

(ａ) 被覆管乾燥装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

－ 135 －



(ｂ) 被覆管供給装置オープンポートボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

(ｃ) 被覆管供給装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｄ) スタック供給装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

(ｅ) スタック供給装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｆ) 部材供給装置（部材供給部）オープンポートボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 
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(ｇ) 部材供給装置（部材供給部） 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｈ) 部材供給装置（部材搬送部）オープンポートボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

(ｉ) 部材供給装置（部材搬送部） 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｊ) 挿入溶接装置（被覆管取扱部）グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

(ｋ) 挿入溶接装置（被覆管取扱部） 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

－ 137 －



(ｌ) 挿入溶接装置（スタック取扱部）グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

(ｍ) 挿入溶接装置（スタック取扱部） 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｎ) 挿入溶接装置（燃料棒溶接部）グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

(ｏ) 挿入溶接装置（燃料棒溶接部） 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｐ) 除染装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 
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(ｑ) 除染装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｒ) 汚染検査装置オープンポートボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２基 

(ｓ) 汚染検査装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

２台 

ｄ．燃料棒検査設備 

(ａ) ヘリウムリーク検査装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第２室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｂ) Ｘ線検査装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第２室 

ⅱ．個数 
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１台 

(ｃ) ロッドスキャニング装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第２室 

ⅱ．個数 

２台 

(ｄ) 外観寸法検査装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第２室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｅ) 燃料棒移載装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室及び燃料棒加工第２室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｆ) 燃料棒立会検査装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第２室 

ⅱ．個数 

１台 

ｅ．燃料棒収容設備 

(ａ) 貯蔵マガジン 

ⅰ．設置場所 

燃料棒貯蔵室 
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ⅱ．個数 

72基 

(ｂ) 燃料棒収容装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第３室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｃ) 燃料棒供給装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第３室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｄ) 貯蔵マガジン移載装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第３室 

ⅱ．個数 

１台 

ｆ．燃料棒解体設備 

(ａ) 燃料棒搬入オープンポートボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒解体室 

ⅱ．個数 

１基 

(ｂ) 燃料棒解体装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 
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燃料棒解体室 

ⅱ．個数 

１基 

(ｃ) 燃料棒解体装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒解体室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｄ) 溶接試料前処理装置オープンポートボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒解体室 

ⅱ．個数 

１基 

(ｅ) 溶接試料前処理装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒解体室 

ⅱ．個数 

１基 

(ｆ) 溶接試料前処理装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒解体室 

ⅱ．個数 

１台 

ｇ．燃料棒加工工程搬送設備 

(ａ) ペレット保管容器搬送装置グローブボックス 
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ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

12基 

(ｂ) ペレット保管容器搬送装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室，燃料棒解体室及びペレット立会室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｃ) 乾燥ボート搬送装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第1室 

ⅱ．個数 

14基 

(ｄ) 乾燥ボート搬送装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｅ) 燃料棒搬送装置 

ⅰ．設置場所 

燃料棒加工第１室及び燃料棒加工第２室 

ⅱ．個数 

１台 

ｈ．グローブボックス負圧・温度監視設備 
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(ａ) 個数 

１式 

燃料棒加工工程の主要な設備・機器の配置図を第５図に示す。 

(３) 処理する核燃料物質の種類及び最大処理能力 

① 核燃料物質の種類 

ａ．ＭＯＸ 

プルトニウム富化度  18％以下 

プルトニウム中のプルトニウム－240含有率  17％以上 

ウラン中のウラン－235含有率  1.6％以下 

ｂ．ウラン酸化物 

ウラン中のウラン－235含有率   天然ウラン中の含有率以下 

ウラン燃料棒として５％以下 

② 最大処理能力 

130t･ＨＭ／年 

(４) 主要な核的制限値 

① 単一ユニット 

被覆施設の臨界管理のために，核燃料物質取扱い上の一つの単位と

なる単一ユニットを設定する。単一ユニットの核的制限値は，取り扱

う核燃料物質の形態に応じ，裕度ある条件を設定し，十分信頼性のあ

る計算コードを使用して，中性子実効増倍率が0.95以下となるように

質量，平板厚さ又は段数を設定する。 

各単一ユニットでの核燃料物質の取扱量は下表の核的制限値以下と

なるようにする。 
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形態 設定条件 

核的制限値 取扱 

単位 
 

プルトニウ

ム富化度 

核分裂性

プルトニ

ウム富化

度 

含水率 

ペレット－２ 18％以下 － 
0.1％

以下 
36.0kg･Ｐｕ＊(注１) 

ＢＷＲ燃料棒 17％以下 
9.4％ 

以下 

0.1％

以下 

平板厚さ15.0cm ＰＷＲ燃料棒 18％以下 
11.6％ 

以下 

0.1％

以下 

ウラン燃料棒 
（５％以下） 

(注２) 
－ 

0.1％

以下 

貯蔵マガ

ジン 

ＢＷＲ 

燃料棒 
17％以下 

9.4％ 

以下 

0.1％

以下 

１段 
ＰＷＲ 

燃料棒 
18％以下 

11.6％ 

以下 

0.1％

以下 

ウラン 

燃料棒 

（５％以下） 
(注２) 

－ 
0.1％

以下 

注１ 二重装荷を考慮する場合は２分の１とする。 

注２ ウラン中のウラン－235含有率を示す。 

② 複数ユニット 

複数ユニットは，取り扱う核燃料物質の形態に応じ，裕度ある条件

を設定し，十分信頼性のある計算コードで中性子実効増倍率が0.95以

下となるように単一ユニットの配置等を設定する。 

 

(ホ) 組立施設 

(１) 施設の種類 

組立施設は，燃料集合体組立工程及び梱包出荷工程で構成し，燃料

加工建屋に収納する。 

燃料加工建屋の主要構造は「ハ.(ハ)成型施設(１) 施設の種類」に
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示す。 

組立施設は，ＭＯＸ燃料棒，燃料集合体部材及びウラン燃料棒を組

み合わせて，ＢＷＲ型又はＰＷＲ型の燃料集合体とし，さらに燃料集

合体を梱包し，出荷する施設である。 

燃料集合体組立工程は，制御第５室及び制御第６室にて施設の状態

監視，運転操作及び工程停止操作を行える設計とする。 

梱包出荷工程は，制御第６室にて施設の状態監視，運転操作及び工

程停止操作を行える設計とする。 

(２) 主要な設備及び機器の種類及び個数 

① 燃料集合体組立工程 

ａ．燃料集合体組立設備 

(ａ) マガジン編成装置 

ⅰ．設置場所 

燃料集合体組立第１室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｂ) 組立マガジン 

ⅰ．設置場所 

燃料集合体組立第１室 

ⅱ．個数 

２基 

(ｃ) スケルトン組立装置 

ⅰ．設置場所 

燃料集合体部材準備室 

ⅱ．個数 
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１台 

(ｄ) 燃料集合体組立装置 

ⅰ．設置場所 

燃料集合体組立第２室 

ⅱ．個数 

１台 

ｂ．燃料集合体洗浄設備 

(ａ) 燃料集合体洗浄装置 

ⅰ．設置場所 

燃料集合体洗浄検査室 

ⅱ．個数 

１台 

ｃ．燃料集合体検査設備 

(ａ) 燃料集合体第１検査装置 

ⅰ．設置場所 

燃料集合体洗浄検査室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｂ) 燃料集合体第２検査装置 

ⅰ．設置場所 

燃料集合体洗浄検査室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｃ) 燃料集合体仮置台 

ⅰ．設置場所 
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燃料集合体洗浄検査室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｄ) 燃料集合体立会検査装置 

ⅰ．設置場所 

梱包室 

ⅱ．個数 

１台 

ｄ．燃料集合体組立工程搬送設備 

(ａ) 組立クレーン 

ⅰ．設置場所 

燃料集合体組立クレーン室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｂ) リフタ 

ⅰ．設置場所 

燃料集合体組立第２室及びリフタ室 

ⅱ．個数 

１台 

燃料集合体組立工程の主要な設備・機器の配置図を第５図に示す。 

② 梱包出荷工程 

ａ．梱包・出荷設備 

(ａ) 貯蔵梱包クレーン 

ⅰ．設置場所 

貯蔵梱包クレーン室 
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ⅱ．個数 

１台 

(ｂ) 燃料ホルダ取付装置 

ⅰ．設置場所 

梱包室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｃ) 容器蓋取付装置 

ⅰ．設置場所 

梱包室及び貯蔵梱包クレーン室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｄ) 梱包天井クレーン 

ⅰ．設置場所 

貯蔵梱包クレーン室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｅ) 容器移載装置 

ⅰ．設置場所 

貯蔵梱包クレーン室及び輸送容器検査室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｆ) 保管室天井クレーン 

ⅰ．設置場所 

輸送容器保管室 
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ⅱ．個数 

１台 

梱包出荷工程の主要な設備・機器の配置図を第５図に示す。 

(３) 処理する核燃料物質の種類及び最大処理能力 

① 核燃料物質の種類 

ａ．ＭＯＸ 

プルトニウム富化度  18％以下 

プルトニウム中のプルトニウム－240含有率  17％以上 

ウラン中のウラン－235含有率        1.6％以下 

ｂ．ウラン酸化物 

ウラン中のウラン－235含有率  天然ウラン中の含有率以下 

ウラン燃料棒として５％以下 

② 最大処理能力 

218t･ＨＭ／年 

(４) 主要な核的制限値 

① 単一ユニット 

組立施設の臨界管理のために，核燃料物質取扱い上の一つの単位と

なる単一ユニットを設定する。単一ユニットの核的制限値は，取り扱

う核燃料物質の形態に応じ，裕度ある条件を設定し，十分信頼性のあ

る計算コードを使用して，中性子実効増倍率が0.95以下となるように

段数又は体数を設定する。 

各単一ユニットでの核燃料物質の取扱量は下表の核的制限値以下と

なるようにする。 
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形態 設定条件 

核的制限値 取扱 

単位 

 

プルトニウ

ム富化度 

核分裂性

プルトニ

ウム富化

度 

含水率 

貯蔵マガ

ジン 

ＢＷＲ 

燃料棒 
17％以下 

9.4％ 

以下 

0.1％

以下 
 

ＰＷＲ 

燃料棒 
18％以下 

11.6％ 

以下 

0.1％

以下 
１段 

ウラン 

燃料棒 

（５％以下）
(注１) 

－ 
0.1％

以下 
 

組立マガ

ジン 

ＢＷＲ 

燃料棒 
17％以下 

9.4％ 

以下 

0.1％

以下 
 

ＰＷＲ 

燃料棒 
18％以下 

11.6％ 

以下 

0.1％

以下 
１段 

ウラン 

燃料棒 

（５％以下）
(注１) 

－ 
0.1％

以下 
 

ＢＷＲ 

燃料集合体 

11％以下 
(注２) 

6.1％ 

以下(注２) 

0.1％

以下 
１体 

ＰＷＲ 

燃料集合体 

14％以下 
(注２) 

9.1％ 

以下(注２) 

0.1％

以下 

注１ ウラン中のウラン－235含有率を示す。 

注２ 燃料集合体平均（燃料集合体中のＭＯＸ燃料棒の平均 以

下同じ。） 

② 複数ユニット 

複数ユニットは，取り扱う核燃料物質の形態に応じ，裕度ある条件

を設定し，十分信頼性のある計算コードで中性子実効増倍率が0.95以

下となるように単一ユニットの配置等を設定する。 
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ニ．核燃料物質の貯蔵施設の構造及び設備 

(イ) 施設の種類 

貯蔵施設は，原料粉末を受け入れてから成形，被覆，組立を経て燃料

集合体とするまでの各工程間の貯蔵及び燃料集合体出荷までの貯蔵を行

う施設であり，燃料加工建屋に収納する。 

燃料加工建屋の主要構造は「ハ.(ハ)成型施設(１) 施設の種類」に示す。 

なお，ウラン燃料棒は外部より受け入れ貯蔵する。 

貯蔵施設は，各工程における核燃料物質の形態に応じて貯蔵するため

に，必要な容量を有する設計とする。また，貯蔵施設は，ＭＯＸの形態

に応じて，臨界防止，遮蔽及び閉じ込め機能の安全機能を確保する設計

とする。 

再処理施設の混合酸化物貯蔵容器及び粉末缶は，再処理施設と共用す

る。共用する混合酸化物貯蔵容器及び粉末缶は，共用によってＭＯＸ燃

料加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

 

(ロ) 主要な設備及び機器の種類及び個数 

(１) 貯蔵施設 

① 貯蔵容器一時保管設備 

ａ．一時保管ピット 

(ａ) 設置場所 

貯蔵容器一時保管室 

(ｂ) 個数 

１台 

(ｃ) 貯蔵容量 

32ピット(注１) 
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(注１) １ピット当たり混合酸化物貯蔵容器１体 

ｂ．混合酸化物貯蔵容器（再処理施設と共用） 

(ａ) 個数 

１式 

(ｂ) 主要な構成材 

ステンレス鋼 

(ｃ) 容量 

粉末缶３缶／貯蔵容器 

ｃ．容器（粉末缶）（再処理施設と共用） 

(ａ) 個数 

１式 

② 原料ＭＯＸ粉末缶一時保管設備 

ａ．原料ＭＯＸ粉末缶一時保管装置グローブボックス 

(ａ) 設置場所 

粉末調整第１室 

(ｂ) 個数 

１基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ｂ．原料ＭＯＸ粉末缶一時保管装置 

(ａ) 設置場所 

粉末調整第１室 
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(ｂ) 個数 

１台 

(ｃ) 貯蔵容量 

24ピット 

(ｄ) 主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｃ．原料ＭＯＸ粉末缶一時保管搬送装置 

(ａ) 設置場所 

粉末調整第１室 

(ｂ) 個数 

１台 

③ ウラン貯蔵設備 

ａ．ウラン貯蔵棚 

(ａ) 設置場所 

ウラン貯蔵室 

(ｂ) 個数 

２台 

(ｃ) 貯蔵容量 

676棚（2704缶） 

ｂ．ウラン粉末缶貯蔵容器 

(ａ) 設置場所 

燃料集合体組立クレーン室 

(ｂ) 個数 

最大128基 

ｃ．ウラン粉末缶入出庫装置 
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(ａ) 設置場所 

ウラン貯蔵室 

(ｂ) 個数 

２台 

ｄ．収納パレット 

(ａ) 設置場所 

ウラン貯蔵室 

(ｂ) 個数 

676基 

ｅ．容器（ウラン粉末缶） 

(ａ) 個数 

１式 

④ 粉末一時保管設備 

ａ．粉末一時保管装置グローブボックス 

(ａ) 設置場所 

粉末一時保管室，点検第１室及び点検第２室 

(ｂ) 個数 

６基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ｂ．粉末一時保管装置 

(ａ) 設置場所 
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粉末一時保管室，点検第１室及び点検第２室 

(ｂ) 個数 

12台 

(ｃ) 貯蔵容量 

94ピット 

(ｄ) 主要な構成材 

ステンレス鋼及び鋼材 

ｃ．粉末一時保管搬送装置 

(ａ) 設置場所 

粉末一時保管室，点検第１室及び点検第２室 

(ｂ) 個数 

４台 

ｄ．容器（Ｊ60，Ｊ85，Ｕ85，５缶バスケット，１缶バスケット，

ＣＳ・ＲＳ保管ポット，ＣＳ・ＲＳ回収ポット及び先行試験ポッ

ト） 

(ａ) 個数 

１式 

⑤ ペレット一時保管設備 

ａ．ペレット一時保管棚グローブボックス 

(ａ) 設置場所 

ペレット一時保管室 

(ｂ) 個数 

３基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 
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パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ｂ．ペレット一時保管棚 

(ａ) 設置場所 

ペレット一時保管室 

(ｂ) 個数 

３台 

(ｃ) 貯蔵容量 

192棚 

(ｄ) 主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｃ．焼結ボート入出庫装置 

(ａ) 設置場所 

ペレット一時保管室，ペレット加工第１室及びペレット加工第

４室 

(ｂ) 個数 

２台 

ｄ．焼結ボート受渡装置グローブボックス 

(ａ) 設置場所 

ペレット一時保管室，ペレット加工第１室及びペレット加工第

４室 

(ｂ) 個数 

４基 

(ｃ) 主要な構成材 
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缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ｅ．焼結ボート受渡装置 

(ａ) 設置場所 

ペレット一時保管室，ペレット加工第１室及びペレット加工第

４室 

(ｂ) 個数 

８台 

(ｃ) 主要な構成材 

鋼材 

ｆ．収納パレット 

(ａ) 設置場所 

ペレット一時保管室 

(ｂ) 個数 

収納パレット－１ 188基 

収納パレット－２ ４基 

ｇ．容器（焼結ボート，先行試験焼結ボート，スクラップ焼結ボート

及び規格外ペレット保管容器） 

(ａ) 個数 

１式 

⑥ スクラップ貯蔵設備 

ａ．スクラップ貯蔵棚グローブボックス 

(ａ) 設置場所 
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ペレット・スクラップ貯蔵室 

(ｂ) 個数 

５基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ｂ．スクラップ貯蔵棚 

(ａ) 設置場所 

ペレット・スクラップ貯蔵室 

(ｂ) 個数 

５台 

(ｃ) 貯蔵容量 

210棚 

(ｄ) 主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｃ．スクラップ保管容器入出庫装置 

(ａ) 設置場所 

ペレット・スクラップ貯蔵室，点検第３室及び点検第４室 

(ｂ) 個数 

１台 

ｄ．スクラップ保管容器受渡装置グローブボックス 

(ａ) 設置場所 

点検第３室及び点検第４室 
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(ｂ) 個数 

２基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ｅ．スクラップ保管容器受渡装置 

(ａ) 設置場所 

点検第３室及び点検第４室 

(ｂ) 個数 

２台 

(ｃ) 主要な構成材 

鋼材及びステンレス鋼 

ｆ．収納パレット 

(ａ) 設置場所 

ペレット・スクラップ貯蔵室 

(ｂ) 個数 

210基 

ｇ．容器（ペレット保管容器，９缶バスケット，規格外ペレット保管

容器及びＣＳ・ＲＳ保管ポット） 

(ａ) 個数 

１式 

⑦ 製品ペレット貯蔵設備 

ａ．製品ペレット貯蔵棚グローブボックス 
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(ａ) 設置場所 

ペレット・スクラップ貯蔵室 

(ｂ) 個数 

５基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

空気雰囲気 

ｂ．製品ペレット貯蔵棚 

(ａ) 設置場所 

ペレット・スクラップ貯蔵室 

(ｂ) 個数 

５台 

(ｃ) 貯蔵容量 

350棚 

(ｄ) 主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｃ．ペレット保管容器入出庫装置 

(ａ) 設置場所 

ペレット・スクラップ貯蔵室，点検第３室及び点検第４室 

(ｂ) 個数 

１台 

ｄ．ペレット保管容器受渡装置グローブボックス 

(ａ) 設置場所 
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点検第３室及び点検第４室 

(ｂ) 個数 

２基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

空気雰囲気 

ｅ．ペレット保管容器受渡装置 

(ａ) 設置場所 

点検第３室及び点検第４室 

(ｂ) 個数 

２台 

(ｃ) 主要な構成材 

鋼材及びステンレス鋼 

ｆ．収納パレット 

(ａ) 設置場所 

ペレット・スクラップ貯蔵室 

(ｂ) 個数 

350基 

ｇ．容器（ペレット保管容器及びペレット保存試料保管容器） 

(ａ) 個数 

１式 

⑧ 燃料棒貯蔵設備 

ａ．燃料棒貯蔵棚 
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(ａ) 設置場所 

燃料棒貯蔵室 

(ｂ) 個数 

２台 

(ｃ) 貯蔵容量 

72棚 

ｂ．貯蔵マガジン入出庫装置 

(ａ) 設置場所 

燃料棒貯蔵室 

(ｂ) 個数 

１台 

ｃ．ウラン燃料棒収容装置 

(ａ) 設置場所 

燃料棒受入室 

(ｂ) 個数 

１台 

⑨ 燃料集合体貯蔵設備 

ａ．燃料集合体貯蔵チャンネル 

(ａ) 設置場所 

燃料集合体貯蔵室 

(ｂ) 個数 

220チャンネル(注１) 

(注１) １チャンネル当たりＢＷＲ燃料集合体４体，ＰＷＲ燃

料集合体１体 

⑩ グローブボックス負圧・温度監視設備 
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ａ．個数 

１式 

⑪ ウラン貯蔵エリア 

ａ．設置場所 

燃料集合体組立クレーン室 

⑫ 燃料棒受入一時保管エリア 

ａ．設置場所 

荷卸室 

⑬ 燃料集合体輸送容器一時保管エリア 

ａ．設置場所 

輸送容器保管室 

⑭ ウラン輸送容器一時保管エリア 

ａ．設置場所 

ウラン貯蔵室，燃料集合体組立クレーン室，入出庫室，輸送容器

保管室及び固体廃棄物払出準備室 

核燃料物質の貯蔵施設の配置図を第５図に示す。 

 

(ハ) 貯蔵する核燃料物質の種類及び最大貯蔵能力 

(１) 核燃料物質の種類 

① ＭＯＸ 

プルトニウム富化度 18％以下（貯蔵容器一時保管設備，原料ＭＯ

Ｘ粉末缶一時保管設備及び粉末一

時保管設備については，60％以下

とする。） 

プルトニウム中のプルトニウム－240含有率  17％以上 
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ウラン中のウラン－235含有率  1.6％以下 

② ウラン酸化物 

ウラン中のウラン－235含有率   天然ウラン中の含有率以下  

                ウラン燃料棒として５％以下 

(２) 最大貯蔵能力 

設置場所 貯蔵設備 貯蔵形態 最大貯蔵能力 

貯蔵容器一時

保管室 

貯蔵容器一時

保管設備 

ＭＯＸ粉末 1.2t･ＨＭ 

粉末調整第１

室 

原料ＭＯＸ粉

末缶一時保管

設備 

ＭＯＸ粉末 0.3t･ＨＭ 

ウラン貯蔵室 ウラン貯蔵設

備 

ウラン粉末(注１)(注２) 60t･ＨＭ 

燃料集合体組

立クレーン室 

－ 

（ウラン貯蔵

エリア） 

ウラン粉末(注１)(注２) 20t･ＨＭ 

粉末一時保管

室 

粉末一時保管

設備 

ＭＯＸ粉末，ウラン粉

末，ペレット 

6.1t･ＨＭ 

ペレット一時

保管室 

ペレット一時

保管設備 

ペレット 1.7t･ＨＭ 

ペレット・ス

クラップ貯蔵

室 

スクラップ貯

蔵設備 

ＭＯＸ粉末，ペレット 10t･ＨＭ 

ペレット・ス

クラップ貯蔵

室 

製品ペレット

貯蔵設備 

ペレット 6.3t･ＨＭ 

燃料棒貯蔵室 燃料棒貯蔵設

備 

ＭＯＸ燃料棒，ウラン燃

料棒(注１) 

60t･ＨＭ 

燃料集合体貯

蔵室 

燃料集合体貯

蔵設備 

ＢＷＲ燃料集合体(注１)，

ＰＷＲ燃料集合体(注１) 

170t･ＨＭ 
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設置場所 貯蔵設備 貯蔵形態 最大貯蔵能力 

ウラン貯蔵

室，固体廃棄

物払出準備

室，入出庫

室，輸送容器

保管室，燃料

集合体組立ク

レーン室 

－ 

（ウラン輸送

容器一時保管

エリア） 

原料ウラン粉末缶輸送容

器(注３) 

80t･ＨＭ 

荷卸室 － 

（燃料棒受入

一時保管エリ

ア） 

ウラン燃料棒用輸送容器
(注３) ，ウラン燃料棒用

輸送容器の内容器 

15t･ＨＭ 

輸送容器保管

室 

－ 

（燃料集合体

輸送容器一時

保管エリア） 

燃料集合体用輸送容器(注３) 

 

65t･ＨＭ 

(注１) 試験に用いたウランを必要に応じ貯蔵する。 

(注２) 粉末混合のための未使用のウラン合金ボール（ウラン中の

ウラン－235含有率：天然ウラン中の含有率以下）。 

(注３) 核燃料物質を，「核燃料物質等の工場又は事業所の外にお

ける運搬に関する規則」に定める技術基準に適合する核燃料

輸送物として保管する。 

 

(ニ) 主要な核的制限値 

貯蔵施設の臨界管理のために，単一ユニットである貯蔵単位の集合を

複数ユニットとし，取り扱う核燃料物質の形態に応じ，裕度ある条件を

設定し，十分信頼性のある計算コードを使用して，中性子実効増倍率が

0.95以下となるように配置等を設定する。 
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ホ．放射性廃棄物の廃棄施設の構造及び設備 

(イ) 気体廃棄物の廃棄設備 

(１) 構造 

① 概要 

ａ．設計基準対処の施設 

気体廃棄物の廃棄設備は，建屋排気設備，工程室排気設備，グロ

ーブボックス排気設備，給気設備，窒素循環設備及び排気筒で構成

する。 

建屋排気設備，工程室排気設備，グローブボックス排気設備，給

気設備及び窒素循環設備は燃料加工建屋に収納する。 

燃料加工建屋の主要構造は「ハ.(ハ)成型施設(１)施設の種類」に

示す。 

各排気設備は，高性能エアフィルタ，排風機等を設ける。 

気体廃棄物の廃棄設備は，放射性物質を閉じ込めるため，グロー

ブボックス等及び管理区域を換気し，負圧を維持する。また，オー

プンポートボックス及びフードは排気により開口部を所定の風速以

上に維持することで閉じ込めを維持する。また，グローブ１個が破

損した場合でもグローブポートの開口部における空気流入風速を設

定値以上に維持する。 

気体廃棄物の廃棄設備は，排気中に含まれる放射性物質を高性能

エアフィルタにより除去した後，放射性物質の濃度等を監視し，排

気筒の排気口から放出する設計とする。 

燃料加工建屋，工程室，グローブボックス等の順に負圧を低くす

る。 

核燃料物質等の逆流により核燃料物質等を拡散しない設計とする。 
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ｂ．重大事故等対処設備 

(ａ) 外部放出抑制設備 

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失が発生した場合において，

グローブボックス排気設備及び工程室排気設備の流路を遮断する

ことで，火災の影響によりグローブボックス内及び工程室内の気

相中に移行したＭＯＸ粉末が，外部へ放出されることを可能な限

り防止するために必要な核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失の

拡大防止対策に使用する重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

外部放出抑制設備は，グローブボックス排気設備のダクト，グ

ローブボックス給気フィルタ，グローブボックス排気フィルタ，

グローブボックス排気フィルタユニット及びグローブボックス排

風機入口手動ダンパ，工程室排気設備の工程室排気ダクト，工程

室排気フィルタユニット及び工程室排風機入口手動ダンパ，グロ

ーブボックス排気閉止ダンパ，工程室排気閉止ダンパ並びに可搬

型ダンパ出口風速計で構成する。 

所内電源設備の一部である受電開閉設備，高圧母線及び低圧母

線（以下「受電開閉設備等」という。）を常設重大事故等対処設

備として設置する。 

また，設計基準対象の施設と兼用するグローブボックス排気設

備のグローブボックス排気ダクトの一部，グローブボックス給気

フィルタの一部，グローブボックス排気フィルタの一部，グロー

ブボックス排気フィルタユニット及びグローブボックス排風機入

口手動ダンパ，工程室排気設備の工程室排気ダクトの一部，工程

室排気フィルタユニット及び工程室排風機入口手動ダンパ並びに

重大事故の発生を仮定するグローブボックス（第１表）を常設重
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大事故等対処設備として位置付ける。 

所内電源設備については「ト．(イ)(３) 所内電源設備」に示

す。 

外部放出抑制設備は，重大事故の発生を仮定するグローブボッ

クスに係る設計基準対象の施設として機能を期待するグローブボ

ックス温度監視装置の感知機能又はグローブボックス消火装置の

消火機能が喪失した場合には，放出経路となり得るグローブボッ

クスからの排気系に設置するグローブボックス排気閉止ダンパ及

び工程室からの排気系に設置する工程室排気閉止ダンパを中央監

視室に設置する盤の手動操作により駆動動力源の窒素を当該ダン

パに供給することで閉止できる設計とする。 

グローブボックス排気閉止ダンパ及び工程室排気閉止ダンパが

使用できない場合は，放出経路となり得るグローブボックスから

の排気系に設置するグローブボックス排風機入口手動ダンパ及び

工程室からの排気系に設置する工程室排風機入口手動ダンパを地

下１階の現場にて手動操作により閉止できる設計とする。 

上記の対策が完了するまでの間，火災の影響を受けてグローブ

ボックス内又は工程室内の気相中に飛散又は漏えいしたＭＯＸ粉

末は，火災によって生ずる気流に押し流されて外部に放出される

ことから，これを抑制するため，グローブボックス排気設備及び

工程室排気設備に設置された高性能エアフィルタでＭＯＸ粉末を

捕集できる設計とする。 

また，上記の対策によりグローブボックス排気設備及び工程室

排気設備からの外部への放出経路が遮断されたことを確認するた

め，ダンパ出口側のダクトに可搬型ダンパ出口風速計を接続し，
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ダクト内の風速を計測できる設計とする。 

グローブボックス排気閉止ダンパ及び工程室排気閉止ダンパは，

所内電源設備の一部である受電開閉設備等の給電により中央監視

室に設置する盤の手動操作が可能な設計とする。 

可搬型ダンパ出口風速計は，乾電池を使用する設計とする。 

重大事故の発生を仮定するグローブボックスは，核燃料物質等

を閉じ込める機能の喪失が発生した場合において，グローブボッ

クスからの漏えいを一定程度抑制できる設計とする。 

外部放出抑制設備のグローブボックス排気設備及び工程室排気

設備の流路を遮断する手段については，中央監視室に設置する盤

の手動操作により駆動動力源の窒素を供給することで閉止するグ

ローブボックス排気閉止ダンパ及び工程室排気閉止ダンパ並びに

地下１階の現場にて手動操作により閉止できるグローブボックス

排風機入口手動ダンパ及び工程室排風機入口手動ダンパを設置す

ることで，多重性を確保した設計とする。 

外部放出抑制設備の可搬型ダンパ出口風速計は，燃料加工建屋

から100ｍ以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管すると

ともに，燃料加工建屋にも保管することで位置的分散を図る。 

外部放出抑制設備の常設重大事故等対処設備は，グローブボッ

クス排風機入口手動ダンパ，工程室排風機入口手動ダンパ，グロ

ーブボックス排気閉止ダンパ及び工程室排気閉止ダンパの操作に

よって安全機能を有する施設として使用する系統構成から重大事

故等対処設備としての系統構成とすることにより，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

外部放出抑制設備の可搬型ダンパ出口風速計は，他の設備から
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独立して単独で使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

外部放出抑制設備の可搬型ダンパ出口風速計は，グローブボッ

クス排気設備及び工程室排気設備の放出経路遮断後におけるダン

パ出口のダクト内風速を確認するため，重大事故に想定される変

動範囲を監視可能な０～50ｍ/sの計測範囲を有する設計とすると

ともに，保有数は，必要数として２台，予備として故障時及び点

検保守による待機除外時のバックアップを３台の合計５台以上を

確保する。 

外部放出抑制設備は，グローブボックス排気設備，工程室排気

設備に対して，当該系統の範囲ごとに重大事故等への対処に必要

な設備を１セット確保する。 

外部放出抑制設備は，耐熱性を有する又は火災による温度上昇

の影響を受けない場所に設置することで，重大事故の発生を仮定

するグローブボックス内における火災により上昇する温度の影響

を考慮しても機能を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる外部放出抑制設

備の常設重大事故等対処設備，可搬型ダンパ出口風速計は，「ロ．

(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震

設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とす

る。 

外部放出抑制設備の常設重大事故等対処設備は，外部からの衝

撃による損傷を防止できる燃料加工建屋に設置し，風（台風）等

により機能を損なわない設計とする。 

外部放出抑制設備の可搬型ダンパ出口風速計は，外部からの衝
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撃による損傷を防止できる燃料加工建屋，第１保管庫・貯水所又

は第２保管庫・貯水所に保管し，風（台風）等により機能を損な

わない設計とする。 

外部放出抑制設備の常設事故等対処設備及び可搬型ダンパ出口

風速計は，溢水量を考慮し，影響を受けない高さへの設置又は保

管及び被水防護する設計とする。 

外部放出抑制設備の常設事故等対処設備は，内部発生飛散物の

影響を受けない場所に設置することにより，機能を損なわない設

計とする。 

外部放出抑制設備の可搬型ダンパ出口風速計は，内部発生飛散

物の影響を考慮し，燃料加工建屋，第１保管庫・貯水所又は第２

保管庫・貯水所の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管す

ることにより，機能を損なわない設計とする。 

内的事象を要因として発生した場合に対処に用いる外部放出抑

制設備のグローブボックス排気閉止ダンパ及び工程室排気閉止ダ

ンパは，自然現象，人為事象，溢水，火災及び内部発生飛散物に

対して代替設備による機能の確保，修理の対応により重大事故等

に対処するための機能を損なわない設計とする。 

外部放出抑制設備のグローブボックス排風機入口手動ダンパ，

工程室排風機入口手動ダンパ，グローブボックス排気閉止ダンパ

及び工程室排気閉止ダンパは，想定される重大事故等が発生した

場合においても操作に支障がないように，線量率の高くなるおそ

れの少ない場所の選定として，放射線の影響を受けない異なる区

画又は離れた場所から操作可能な設計とする。 

外部放出抑制設備の可搬型ダンパ出口風速計は，想定される重
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大事故等が発生した場合においても設置及び常設設備との接続に

支障がないように，線量率の高くなるおそれの少ない場所の選定

として，放射線の影響を受けない異なる区画若しくは離れた場所

で操作可能な設計とするとともに，高性能エアフィルタによりＭ

ＯＸ粉末を捕集した後のダクトに接続口を設けることで接続操作

時に汚染が拡大しないよう考慮することにより，当該設備の設置

及び常設設備との接続が可能な設計とする。 

外部放出抑制設備の可搬型ダンパ出口風速計と常設ダクトとの

接続は，常設ダクトに測定口を設けて可搬型ダンパ出口風速計の

検出部を挿入する接続に統一することにより，速やかに，容易か

つ確実に現場での接続が可能な設計とする。 

外部放出抑制設備の常設重大事故等対処設備は，通常時におい

て，重大事故等に対処するために必要な機能を確認するため，外

観点検，機能性能確認等が可能な設計とする。また，当該機能を

健全に維持するため，保修等が可能な設計とする。 

外部放出抑制設備のグローブボックス排風機入口手動ダンパ，

工程室排風機入口手動ダンパ，グローブボックス排気閉止ダンパ

及び工程室排気閉止ダンパは，通常時において，重大事故等に対

処するために必要な機能を確認するため，動作確認によりダンパ

の固着がないことの確認が可能な設計とする。 

外部放出抑制設備のグローブボックス給気フィルタ，グローブ

ボックス排気フィルタ，グローブボックス排気フィルタユニット

及び工程室排気フィルタユニットは，通常時において，重大事故

等に対処するために必要な機能を確認するため，差圧の確認によ

りフィルタの目詰まりがないことの確認が可能な設計とする。 
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外部放出抑制設備の可搬型ダンパ出口風速計は，通常時におい

て，重大事故等に対処するために必要な機能を確認するため，外

観点検，員数確認，模擬入力による機能，性能の確認及び校正等

が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，取

替えが可能な設計とする。 

(ｂ) 代替グローブボックス排気設備 

核燃料物質等の回収の一環として，グローブボックス排気設備

の排気機能を回復し，工程室からグローブボックス排気経路への

気流を確保することで，工程室内のＭＯＸ粉末を回収する際の作

業環境を確保するために必要な閉じ込める機能の回復に使用する

重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

代替グローブボックス排気設備は，グローブボックス排気設備

のグローブボックス排気ダクト，グローブボックス給気フィルタ

及びグローブボックス排気フィルタ，可搬型排風機付フィルタユ

ニット，可搬型フィルタユニット並びに可搬型ダクトで構成する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である第１軽油貯槽及び第２軽

油貯槽（以下「軽油貯槽」という。）を常設重大事故等対処設備

として設置する。 

代替モニタリング設備の一部である可搬型排気モニタリング設

備，代替試料分析関係設備の一部である可搬型放出管理分析設備，

代替電源設備の一部である燃料加工建屋可搬型発電機，可搬型分

電盤及び可搬型電源ケーブル並びに補機駆動用燃料補給設備の一

部である軽油用タンクローリを可搬型重大事故等対処設備として

配備する。 

また，設計基準対象の施設と兼用するグローブボックス排気設
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備のグローブボックス排気ダクトの一部，グローブボックス給気

フィルタの一部及びグローブボックス排気フィルタの一部並びに

重大事故の発生を仮定するグローブボックス（第１表）を常設重

大事故等対処設備として位置付ける。 

代替モニタリング設備については「ヘ．(ロ)(１) 放射線監視

設備」に，代替試料分析関係設備については「ヘ．(ロ)(２) 試

料分析関係設備」に，代替電源設備については「ト．(イ)(３) 所

内電源設備」に，補機駆動用燃料補給設備については「ト．(イ)(４) 

補機駆動用燃料補給設備」に示す。 

代替グローブボックス排気設備は，核燃料物質等の回収の一環

として，設計基準対象の施設であるグローブボックス排風機の復

旧等に時間を要することが想定されるため，可搬型排風機付フィ

ルタユニット，可搬型フィルタユニット及び可搬型ダクトを敷設

及び接続し，可搬型ダクト及びグローブボックス排気設備を接続

した後，可搬型排風機付フィルタユニットを運転することで，工

程室からグローブボックス排気経路への気流を確保するとともに，

可搬型排風機付フィルタユニット及び可搬型フィルタユニットに

内蔵する合計４段の高性能エアフィルタによりＭＯＸ粉末を捕集

できる設計とする。 

代替グローブボックス排気設備は，設計基準対象の施設のグロ

ーブボックス排気設備の排気機能を回復することで，グローブボ

ックスから間接的に工程室内の空気も排気することが可能である

ため，グローブボックス排気設備の排気機能のみ回復する設計と

する。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型排風機付フィルタユニ
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ットは，代替電源設備の燃料加工建屋可搬型発電機の給電により

駆動し，燃料加工建屋可搬型発電機の運転に必要な燃料は，補機

駆動用燃料補給設備から補給が可能な設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型重大事故等対処設備は，

共通要因によってグローブボックス排気設備と同時にその機能が

損なわれるおそれがないように，グローブボックス排気設備が設

置される燃料加工建屋から100ｍ以上の離隔距離を確保した外部保

管エリアに保管するとともに，燃料加工建屋にも保管することで

位置的分散を図る。燃料加工建屋内に保管する場合はグローブボ

ックス排気設備と異なる場所に保管することで位置的分散を図る。 

代替グローブボックス排気設備の常設重大事故等対処設備は，

グローブボックス排気ダクトに設置するダンパ操作によって安全

機能を有する施設として使用する系統構成から重大事故等対処設

備としての系統構成とすることにより，他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

屋外に保管する代替グローブボックス排気設備の可搬型ダクト

は，竜巻により飛来物とならないよう必要に応じて固縛等の措置

をとることで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型排風機付フィルタユニ

ットは，ＭＯＸ粉末を可搬型排風機付フィルタユニット及び可搬

型フィルタユニットの高性能エアフィルタで捕集しつつ，可搬型

ダクトを介して，外部に放出するために必要な排気風量を有する

設計とするとともに，保有数は，必要数として１台，予備として

故障時及び点検保守による待機除外時のバックアップを２台の合

計３台以上を確保する。 
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また，代替グローブボックス排気設備の可搬型フィルタユニッ

トは，保有数は，必要数として１台，予備として故障時及び点検

保守による待機除外時のバックアップ２台の合計３台以上を確保

する。 

代替グローブボックス排気設備は，グローブボックス排気設備

に対して，当該系統の範囲ごとに重大事故等への対処に必要な設

備を１セット確保する。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替グローブボ

ックス排気設備の常設重大事故等対処設備，可搬型重大事故等対

処設備は，「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等に

対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損

なわない設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の常設重大事故等対処設備は，

外部からの衝撃による損傷を防止できる燃料加工建屋に設置し，

風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型排風機付フィルタユニ

ット及び可搬型フィルタユニットは，外部からの衝撃による損傷

を防止できる燃料加工建屋，第１保管庫・貯水所又は第２保管庫・

貯水所に保管し，風（台風）等により機能を損なわない設計とす

る。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型ダクトは，外部からの

衝撃による損傷を防止できる燃料加工建屋に設置し，風（台風）

等により機能を損なわない設計とするか，又は風（台風）及び竜

巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，収納す

るコンテナ等に対して転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する
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設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の常設重大事故等対処設備，可

搬型排風機付フィルタユニット及び可搬型フィルタユニットは，

溢水量を考慮し，影響を受けない高さへの設置又は保管及び被水

防護する設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の常設重大事故等対処設備は，

内部発生飛散物の影響を考慮し，内部発生飛散物の影響を受けな

い場所に設置することにより，機能を損なわない設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型排風機付フィルタユニ

ット及び可搬型フィルタユニットは，内部発生飛散物の影響を考

慮し，燃料加工建屋，第１保管庫・貯水所又は第２保管庫・貯水

所の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，

機能を損なわない設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型ダクトは，内部発生飛

散物の影響を考慮し，燃料加工建屋の内部発生飛散物の影響を受

けない場所に保管することにより，機能を損なわない設計とする。 

代替グローブボックス排気設備のグローブボックス排気ダクト

の系統に設置するダンパの操作は，想定される重大事故等が発生

した場合においても操作に支障がないように，線量率の高くなる

おそれの少ない場所の選定として，放射線の影響を受けない異な

る区画若しくは離れた場所から操作可能な設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型重大事故等対処設備は，

想定される重大事故等が発生した場合においても設置及び常設設

備との接続に支障がないように，線量率の高くなるおそれの少な

い場所の選定として，放射線の影響を受けない異なる区画若しく
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は離れた場所で操作可能な設計により，当該設備の設置及び常設

設備との接続が可能な設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型ダクトと代替グローブ

ボックス排気設備のグローブボックス排気ダクトとの接続は，フ

ランジ接続に統一することにより，速やかに，容易かつ確実に現

場での接続が可能な設計とする。 

代替グローブボックス排気設備のグローブボックス排気ダクト

は，通常時に使用する系統から速やかに切り替えることができる

よう，系統に必要なダンパを設ける設計とし，それぞれ簡易な接

続及びダンパの操作により安全機能を有する施設の系統から重大

事故等対処設備の系統に速やかに切り替えられる設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型ダクトは，容易かつ確

実に接続でき，かつ，複数の系統が相互に使用することができる

よう，フランジ接続又はより簡便な接続方式を用いる設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の常設重大事故等対処設備は，

通常時において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認

するため，外観点検，機能性能確認等が可能な設計とする。また，

当該機能を健全に維持するため，保修等が可能な設計とする。 

代替グローブボックス排気設備のグローブボックス給気フィル

タ及びグローブボックス排気フィルタは，通常時において，重大

事故等に対処するために必要な機能を確認するため，差圧の確認

によりフィルタの目詰まりがないことの確認が可能な設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型重大事故等対処設備は，

通常時において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認

するため，外観点検，員数確認，動作確認等が可能な設計とする。
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また，当該機能を健全に維持するため，分解点検等が可能な設計

とする。 

可搬型ダクトを使用した代替グローブボックス排気設備のグロ

ーブボックス排気ダクトの接続口は，通常時において，重大事故

等に対処するために必要な機能を確認するため，外観の確認が可

能な設計とする。 

(ｃ) 工程室放射線計測設備 

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失の拡大防止対策のうち，

代替消火設備，代替火災感知設備及び外部放出抑制設備を用いた

一連の対策が完了した後，工程室内の気相中における放射性物質

の濃度を計測することで，工程室内雰囲気が安定した状態である

ことを確認するために必要な核燃料物質等の回収に使用する重大

事故等対処設備を保管する。 

工程室放射線計測設備は，可搬型ダストサンプラ及びアルファ・

ベータ線用サーベイメータで構成する。 

工程室放射線計測設備は，核燃料物質等を閉じ込める機能の喪

失の拡大防止対策のうち，代替消火設備，代替火災感知設備及び

外部放出抑制設備を用いた一連の対策が完了し，工程室内雰囲気

が安定した状態であることを確認した後に，ウエス等の資機材に

よりＭＯＸ粉末を回収することから，当該作業の着手判断として，

可搬型ダストサンプラにより，工程室内の気相中のＭＯＸ粉末を

捕集し，アルファ・ベータ線用サーベイメータにより，放射性物

質の濃度を計測することで，工程室内雰囲気が安定した状態であ

ることを確認できる設計とする。 

可搬型ダストサンプラ及びアルファ・ベータ線用サーベイメー
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タは,充電池又は乾電池を使用する設計とする。 

工程室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラ及びアルファ・

ベータ線用サーベイメータは，故障時のバックアップを含めて必

要な数量を燃料加工建屋から100ｍ以上の離隔距離を確保した複数

の外部保管エリアに分散して保管することで位置的分散を図る。 

工程室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラ及びアルファ・

ベータ線用サーベイメータは，他の設備から独立して単独で使用

可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

工程室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラは，工程室内の

放射性物質濃度の測定に必要な容量の充電池又は乾電池を有する

設計とするとともに，保有数は，必要数として１台，予備として

故障時のバックアップを１台の合計２台以上を確保する。 

工程室放射線計測設備のアルファ・ベータ線用サーベイメータ

は，工程室内の放射性物質濃度の測定に必要な容量の充電池又は

乾電池を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として１

台，予備として故障時のバックアップを１台の合計２台以上を確

保する。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる工程室放射線計

測設備の可搬型ダストサンプラ及びアルファ・ベータ線用サーベ

イメータは，「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等

に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を

損なわない設計とする。 

工程室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラ及びアルファ・

ベータ線用サーベイメータは，外部からの衝撃による損傷を防止

できる燃料加工建屋，第１保管庫・貯水所又は第２保管庫・貯水
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所に保管し，風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

工程室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラ及びアルファ・

ベータ線用サーベイメータは，溢水量を考慮し，影響を受けない

高さへの保管及び被水防護する設計とする。 

工程室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラ及びアルファ・

ベータ線用サーベイメータは，内部発生飛散物の影響を考慮し，

第１保管庫・貯水所又は第２保管庫・貯水所の内部発生飛散物の

影響を受けない場所に保管することにより，機能を損なわない設

計とする。 

工程室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラ及びアルファ・

ベータ線用サーベイメータは，想定される重大事故等が発生した

場合においても設置に支障がないように，線量率の高くなるおそ

れの少ない場所の選定として，放射線の影響を受けない異なる区

画若しくは離れた場所で操作可能な設計により，当該設備の設置

が可能な設計とする。 

工程室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラ及びアルファ・

ベータ線用サーベイメータは，通常時において，重大事故等に対

処するために必要な機能を確認するため，外観点検，機能性能確

認等が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，

取替え等が可能な設計とする。 

工程室放射線計測設備の可搬型ダストサンプラは，通常時にお

いて，重大事故等に対処するために必要な機能を確認するため，

動作確認が可能な設計とする。 

工程室放射線計測設備のアルファ・ベータ線用サーベイメータ

は，通常時において，重大事故等に対処するために必要な機能を
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確認するため，外観点検，模擬入力による機能，性能の確認及び

校正が可能な設計とする。 

② 主要な設備及び機器の種類及び個数 

ａ．設計基準対象の施設 

(ａ) 建屋排気設備 

ⅰ．建屋排気ダクト 

(ⅰ) 設置場所 

燃料加工建屋 

(ⅱ) 個数 

１式 

ⅱ．建屋排気フィルタユニット 

(ⅰ) 設置場所 

排気フィルタ第２室及び排気フィルタ第３室 

(ⅱ) 個数 

１式 

(ⅲ) フィルタ段数 

高性能エアフィルタ２段 

ⅲ．建屋排風機 

(ⅰ) 設置場所 

排風機室 

(ⅱ) 個数 

３台（うち１台予備） 

(ｂ) 工程室排気設備 

ⅰ．工程室排気ダクト 

(ⅰ) 設置場所 
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燃料加工建屋 

(ⅱ) 個数 

１式 

ⅱ．工程室排気フィルタユニット 

(ⅰ) 設置場所 

排気フィルタ第１室 

(ⅱ) 個数 

１式 

(ⅲ) フィルタ段数 

高性能エアフィルタ２段 

ⅲ．工程室排風機 

(ⅰ) 設置場所 

排風機室 

(ⅱ) 個数 

２台（うち１台予備） 

ⅳ．工程室排風機入口手動ダンパ 

(ⅰ) 個数 

２基 

(ｃ) グローブボックス排気設備 

ⅰ．グローブボックス排気ダクト 

(ⅰ) 設置場所 

燃料加工建屋 

(ⅱ) 個数 

１式 

ⅱ．グローブボックス給気フィルタ 
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(ⅰ) 設置場所 

各グローブボックス給気口 

(ⅱ) 個数 

１式 

ⅲ．グローブボックス排気フィルタ 

(ⅰ) 設置場所 

工程室内 

(ⅱ) 個数 

１式 

(ⅲ) フィルタ段数 

高性能エアフィルタ１段又は２段 

ⅳ．グローブボックス排気フィルタユニット 

(ⅰ) 設置場所 

排気フィルタ第１室 

(ⅱ) 個数 

１式 

(ⅲ) フィルタ段数 

高性能エアフィルタ２段 

ⅴ．グローブボックス排風機 

(ⅰ) 設置場所 

排風機室 

(ⅱ) 個数 

２台（うち１台予備） 

ⅵ．グローブボックス排風機入口手動ダンパ 

(ⅰ) 個数 
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２基 

(ｄ) 給気設備 

ⅰ．設置場所 

燃料加工建屋 

ⅱ．個数 

１式 

(ｅ) 窒素循環設備 

ⅰ．窒素循環ダクト 

(ⅰ) 設置場所 

燃料加工建屋 

(ⅱ) 個数 

１式 

ⅱ．窒素循環ファン 

(ⅰ) 設置場所 

冷却機械室 

(ⅱ) 個数 

２台（うち１台予備） 

ⅲ．窒素循環冷却機 

(ⅰ) 設置場所 

冷却機械室 

(ⅱ) 個数 

２台（うち１台予備） 

(ｆ) 排気筒 

ⅰ．設置場所 

燃料加工建屋地上１階屋外 
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ⅱ．個数 

１基 

気体廃棄物の廃棄設備の配置図を第５図に示す。また，気体廃棄

物の廃棄設備の系統概要図を第10図に示す。 

ｂ．重大事故等対処設備 

(ａ) 外部放出抑制設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

グローブボックス排気ダクト（設計基準対象の施設と兼用）（第

２表） 

１式 

グローブボックス給気フィルタ（設計基準対象の施設と兼用）（第

２表） 

１式 

粒子除去効率 99.97％以上 

（0.15μmＤＯＰ粒子）／段 

グローブボックス排気フィルタ（設計基準対象の施設と兼用）（第

２表） 

１式 

粒子除去効率 99.97％以上 

（0.15μmＤＯＰ粒子）／段 

グローブボックス排気フィルタユニット（設計基準対象の施設と

兼用）（第２表） 

１式 

粒子除去効率 99.97％以上 

（0.15μmＤＯＰ粒子）／段 
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工程室排気ダクト（設計基準対象の施設と兼用）（第２表） 

１式 

工程室排気フィルタユニット（設計基準対象の施設と兼用）（第

２表） 

１式 

粒子除去効率 99.97％以上 

（0.15μmＤＯＰ粒子）／段 

グローブボックス排風機入口手動ダンパ（設計基準対象の施設と

兼用）（第２表） 

２基 

駆動動力源 手動 

取付位置  グローブボックス排風機前部 

工程室排風機入口手動ダンパ（設計基準対象の施設と兼用）（第

２表） 

２基 

駆動動力源 手動 

取付位置  工程室排風機前部 

グローブボックス排気閉止ダンパ 

２基 

駆動動力源 窒素 

取付位置  グローブボックス排風機前部 

工程室排気閉止ダンパ 

２基 

駆動動力源 窒素 

取付位置  工程室排風機前部 
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重大事故の発生を仮定するグローブボックス（設計基準対象の施

設と兼用）（第１表） 

８基 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型ダンパ出口風速計 

５台（予備として故障時及び待機除外時の

バックアップを３台） 

計測範囲  ０～50ｍ/s 

計測方式  熱式風速計 

(ｂ) 代替グローブボックス排気設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

グローブボックス排気ダクト（設計基準対象の施設と兼用）（第

３表） 

１式 

グローブボックス給気フィルタ（設計基準対象の施設と兼用）（第

３表） 

１式 

グローブボックス排気フィルタ（設計基準対象の施設と兼用）（第

３表） 

１式 

重大事故の発生を仮定するグローブボックス（設計基準対象の施

設と兼用）（第１表） 

８基 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型排風機付フィルタユニット 
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３台（予備として故障時及び待機除外時の

バックアップを２台） 

粒子除去効率  99.97％以上 

（0.15μmＤＯＰ粒子）／段 

容  量  約1100m3/h/台 

可搬型フィルタユニット 

３台（予備として故障時及び待機除外時の

バックアップを２台） 

粒子除去効率  99.97％以上 

（0.15μmＤＯＰ粒子）／段 

可搬型ダクト     １式 

(ｃ) 工程室放射線計測設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型ダストサンプラ 

２台（予備として故障時のバックアップを

１台） 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ 

２台（予備として故障時のバックアップを

１台） 

計測範囲  B.G～100Kmin-1（アルファ線） 

B.G～300Kmin-1（ベータ線） 

種  類  ＺｎＳ（Ａｇ）シンチレーション式検出器 

プラスチックシンチレーション式検出器 

(２) 廃棄物の処理能力 

① 排気能力 
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建屋排風機，工程室排風機，グローブボックス排風機の排気量の合

計 約320000m3/h 

② 高性能エアフィルタの捕集効率 

99.97％以上（0.15μmＤＯＰ粒子） 

(３) 排気口の位置 

排気口は，燃料加工建屋の北東に位置し，その地上高さは約20ｍ（標

高約75ｍ）である。排気口の位置を第２図に示す。 

 

(ロ) 液体廃棄物の廃棄設備 

(１) 構造 

① 概要 

ａ．液体廃棄物の廃棄設備の種類 

液体廃棄物の廃棄設備は，低レベル廃液処理設備，廃油保管室の

廃油保管エリア及び海洋放出管理系で構成する。 

低レベル廃液処理設備及び廃油保管室の廃油保管エリアは燃料加

工建屋に収納する。 

燃料加工建屋の主要構造は「ハ.(ハ)成形施設(１)施設の種類」に

示す。 

低レベル廃液処理設備は，分析設備から発生する廃液，放出管理

分析設備から発生する廃液，管理区域内で発生する空調機器ドレン

水等を受け入れ，必要に応じてろ過等の処理を行い放射性物質の濃

度が線量告示に定められた周辺監視区域外の水中の濃度限度以下で

あることを確認した後，排水口から排出する設計とする。 

排水口から排出した排水は，海洋放出管理系の第１放出前貯槽及

び第１海洋放出ポンプを経由して海洋放出管の海洋放出口から海洋
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へ放出する設計とする。ＭＯＸ燃料加工施設から排出した排水が通

過する再処理施設の経路を，再処理施設と共用し，共用によってＭ

ＯＸ燃料加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

廃油保管室の廃油保管エリアは，管理区域内において，機器の点

検並びに交換及び装置の稼動に伴って発生する機械油又は分析作業

に伴い発生する有機溶媒（以下「油類」という。）を油類廃棄物と

して保管廃棄するために必要な容量を確保する設計とする。 

ｂ．主要な設備及び機器の種類及び個数 

(ａ) 低レベル廃液処理設備 

ⅰ．検査槽 

(ⅰ) 設置場所 

液体廃棄物処理第３室 

(ⅱ) 個数 

４基 

ⅱ．ろ過処理オープンポートボックス 

(ⅰ) 設置場所 

液体廃棄物処理第２室 

(ⅱ) 個数 

１基 

ⅲ．ろ過処理装置 

(ⅰ) 設置場所 

液体廃棄物処理第２室及び液体廃棄物処理第３室 

(ⅱ) 個数 

１台 

ⅳ．吸着処理オープンポートボックス 
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(ⅰ) 設置場所 

液体廃棄物処理第２室 

(ⅱ) 個数 

１基 

ⅴ．吸着処理装置 

(ⅰ) 設置場所 

液体廃棄物処理第１室及び液体廃棄物処理第２室 

(ⅱ) 個数 

１台 

ⅵ．廃液貯槽 

(ⅰ) 設置場所 

液体廃棄物処理第３室 

(ⅱ) 個数 

３基 

(ｂ) 廃油保管室の廃油保管エリア 

ⅰ．設置場所 

廃油保管室 

(ｃ) グローブボックス負圧・温度監視設備 

ⅰ．個数 

１式 

液体廃棄物の廃棄設備の配置図を第５図に示す。また，液体廃棄物

の廃棄設備の系統概要図を第11図に示す。 

(２) 廃棄物の処理能力 

① 低レベル廃液処理設備の処理能力を以下に示す。 
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主要な設備・機器 処理能力又は貯槽容量 

低レベル廃液処理設備 

検査槽 

ろ過処理装置 

吸着処理装置 

廃液貯槽 

 

約10ｍ3×２基，約２ｍ3×２基 

約５m3/d 

約0.5m3/d 

約22ｍ3×３基 

② 廃油保管室の廃油保管エリアは，油類廃棄物を200Ｌドラム缶換算

で約100本保管廃棄する能力を確保する。 

(３) 排水口の位置 

排水口は，低レベル廃液処理設備の排水弁の出口であり，燃料加工

建屋の南西に位置する。排水口の位置を第２図に示す。 

なお，排水口からの排水は，再処理施設の海洋放出管理系の第１放

出前貯槽及び第１海洋放出ポンプを経由して海洋放出管の海洋放出口

から海洋へ放出する。 

 

(ハ) 固体廃棄物の廃棄設備 

(１) 構造 

① 固体廃棄物の廃棄設備の種類 

固体廃棄物の廃棄設備は，廃棄物保管設備（廃棄物保管第１室及び

廃棄物保管第２室の廃棄物保管エリア）及び再処理施設の第２低レベ

ル廃棄物貯蔵建屋の低レベル固体廃棄物貯蔵設備の第２低レベル廃棄

物貯蔵系で構成する。 

廃棄物保管設備は燃料加工建屋に収納する。 

燃料加工建屋の主要構造は「ハ.(ハ)成形施設(１)施設の種類」に示

す。 

廃棄物保管設備及び第２低レベル廃棄物貯蔵系は，ドラム缶又は金
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属製角型容器に封入した雑固体（固型化処理した油類を含む。）を固

体廃棄物として保管廃棄する。 

廃棄物保管設備及び第２低レベル廃棄物貯蔵系は，固体廃棄物を保

管廃棄するために必要な容量を確保する設計とする。 

このため，再処理施設の第２低レベル廃棄物貯蔵系を，再処理施設

と共用し，共用によってＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損なわない設

計とする。 

② 主要な設備及び機器の種類及び個数 

ａ．廃棄物保管設備 

(ａ) 廃棄物保管エリア 

ⅰ．設置場所 

廃棄物保管第１室及び廃棄物保管第２室 

ｂ．低レベル固体廃棄物貯蔵設備 

(ａ) 第２低レベル廃棄物貯蔵系（再処理施設と共用） 

ⅰ．設置場所 

再処理施設 第２低レベル廃棄物貯蔵建屋 

廃棄物保管設備の位置を第５図に，低レベル固体廃棄物貯蔵設備の

第２低レベル廃棄物貯蔵系の位置を第２図に示す。 

(２) 廃棄物の処理能力 

該当なし 

(３) 保管廃棄施設の最大保管廃棄能力 

固体廃棄物の廃棄設備の最大保管廃棄能力を以下に示す。 

① 廃棄物保管設備 

200Ｌドラム缶換算で約2500本 

② 第２低レベル廃棄物貯蔵系 
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200Ｌドラム缶換算で約55200本 
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へ．放射線管理施設の構造及び設備 

ＭＯＸ燃料加工施設の通常時及び設計基準事故時において，ＭＯＸ燃料

加工施設から放出される放射性物質の濃度，周辺監視区域境界付近の放射

線等を監視するために，放射線監視設備として排気モニタリング設備及び

環境モニタリング設備を，試料分析関係設備として放出管理分析設備及び

環境試料測定設備を，環境管理設備として放射能観測車を設ける。 

環境モニタリング設備であるモニタリングポスト及びダストモニタにつ

いては，設計基準事故時における迅速な対応のために必要な情報を中央監

視室及び緊急時対策所に指示できる設計とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，非常用所内電源系統に接続し，

電源復旧までの期間，非常用所内電源系統から受電できる設計とする。さ

らに，モニタリングポスト及びダストモニタは，専用の無停電電源装置を

有し，電源切替時の短時間の停電時に無停電電源装置から受電できる設計

とする。 

モニタリングポスト及びダストモニタから中央監視室及び緊急時対策所

までのデータの伝送系は，有線及び無線（衛星回線を含む。）により多様

性を有する設計とし，測定値は中央監視室で監視，記録を行うことができ

る設計とする。また，緊急時対策所でも監視することができる設計とする。

モニタリングポスト及びダストモニタは，その測定値が設定値以上に上昇

した場合，直ちに中央監視室に警報を発信する設計とする。 

重大事故等が発生した場合にＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ放出され

る放射性物質の濃度及び線量を監視し，及び測定し，並びにその結果を記

録するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

重大事故等が発生した場合に敷地内において，風向，風速その他の気象

条件を測定し，及びその結果を記録するために必要な重大事故等対処設備
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を設置及び保管する。 

重大事故等が発生し，モニタリングポスト及びダストモニタの電源が喪

失した場合に，代替電源から電源を供給するために必要な重大事故等対処

設備を設置及び保管する。 

放射線管理施設の重大事故等対処設備は，放射線監視設備，代替モニタ

リング設備，試料分析関係設備，代替試料分析関係設備，環境管理設備，

代替放射能観測設備，代替気象観測設備及び環境モニタリング用代替電源

設備で構成する。 

放射線業務従事者等の放射線管理を確実に行うとともに，周辺環境にお

ける線量当量等を監視するため，以下の設備を設ける。 

非常用所内電源系統については，「ト.(イ)(３) 所内電源設備」に記載

する。 

 

(イ) 屋内管理用の主要な設備の種類 

屋内管理用の主要な設備は，以下の設備で構成し，これらの設備を用

い，屋内の放射線管理を行う。 

(１) 放射線監視設備 

ＭＯＸ燃料加工施設内の放射線レベル又は放射能レベルを監視する

ための屋内モニタリング設備として，エリアモニタ，ダストモニタ，

エアスニファ及び臨界検知用ガスモニタを設ける。また，放射線サー

ベイに使用する放射線サーベイ機器を備える。 

(２) 試料分析関係設備 

作業環境，設備及び物品の放射線管理用試料の放射能を測定するた

め，放射能測定設備を備える。 

(３) 個人管理設備（個人管理用設備） 
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放射線業務従事者等の線量評価のため，個人線量計及びホールボデ

ィカウンタを備える。 

個人線量計及びホールボディカウンタは，ＭＯＸ燃料加工施設及び

再処理施設の放射線業務従事者等の線量評価のための設備であり，再

処理施設と共用し，共用によってＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損な

わない設計とする。 

(４) 出入管理設備 

放射線業務従事者等の管理区域の出入管理並びに汚染管理及び除染

のための出入管理設備を設ける。 

 

(ロ) 屋外管理用の主要な設備の種類 

屋外管理用の主要な設備は，以下の設備で構成し，これらの設備を用

い，気体廃棄物及び液体廃棄物の放射性物質の濃度等の監視並びに周辺

監視区域境界付近の線量等の監視を行う。 

(１) 放射線監視設備 

ＭＯＸ燃料加工施設から放出される放射性物質の濃度並びに周辺監

視区域境界付近の空間放射線量率及び空気中の放射性物質の濃度を監

視するための屋外モニタリング設備として，排気モニタリング設備及

び環境モニタリング設備を設ける。 

環境モニタリング設備は，モニタリングポスト，ダストモニタ及び

積算線量計で構成し，周辺監視区域境界付近に設ける。 

モニタリングポスト及びダストモニタは，ＭＯＸ燃料加工施設及び

再処理施設の周辺監視区域境界付近の空間放射線量率及び空気中の放

射性物質の濃度の測定を行うための設備であり，周辺監視区域が同一

の区域であることから，再処理施設と共用し，共用によってＭＯＸ燃
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料加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

また，積算線量計は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設の周辺監

視区域付近の空間放射線量測定のための設備であり，周辺監視区域が

同一の区域であることから再処理施設と共用し，共用によってＭＯＸ

燃料加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

重大事故等時において，ＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ放出され

る放射性物質の濃度並びに周辺監視区域における放射性物質の濃度及

び線量を監視し，及び測定し，並びにその結果を記録するため，放射

線監視設備を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

放射線監視設備は，排気モニタリング設備，工程室排気ダクト，グ

ローブボックス排気ダクト，排気筒及び環境モニタリング設備で構成

する。 

重大事故等時において，気体廃棄物の廃棄設備からの放出が想定さ

れる排気筒及び代替グローブボックス排気設備をモニタリング対象と

する。 

重大事故等時において，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設の周辺

監視区域境界付近の空間放射線量率及び空気中の放射性物質の濃度を

モニタリング対象とする。 

重大事故等時において，放射線監視設備が機能喪失した場合に，そ

の機能を代替する代替モニタリング設備を可搬型重大事故等対処設備

として配備する。 

所内電源設備の一部である受電開閉設備等を常設重大事故等対処設

備として設置する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽を常設重大事故等対

処設備として設置する。 
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緊急時対策建屋情報把握設備の一部であるデータ収集装置（燃料加

工建屋）及びデータ表示装置（燃料加工建屋）を常設重大事故等対処

設備として位置付ける。 

緊急時対策建屋情報把握設備の一部である情報収集装置及び情報表

示装置を常設重大事故等対処設備として設置する。 

制御建屋情報把握設備の一部である制御建屋データ収集装置及び制

御建屋データ表示装置を常設重大事故等対処設備として設置する。 

情報把握収集伝送設備の一部である燃料加工建屋データ収集装置を

常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

代替グローブボックス排気設備の一部である可搬型ダクトを可搬型

重大事故等対処設備として配備する。 

代替電源設備の一部である燃料加工建屋可搬型発電機，可搬型分電

盤及び可搬型電源ケーブルを可搬型重大事故等対処設備として配備す

る。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油用タンクローリを可搬型

重大事故等対処設備として配備する。 

制御建屋情報把握設備の一部である制御建屋可搬型情報収集装置

（燃料加工建屋)及び制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋)を

可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

排気モニタリング設備の代替設備である可搬型排気モニタリング設

備は，「ト.(イ)(３) 所内電源設備（電気設備）」の一部である，燃

料加工建屋可搬型発電機により電力を受電する設計とする。 

代替モニタリング設備の可搬型重大事故等対処設備を接続するため

の代替グローブボックス排気設備については，「ホ.(イ) 気体廃棄物

の廃棄設備」に，放射線監視設備の常設重大事故等対処設備に給電す
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るための，所内電源設備については，「ト.(イ)(３) 所内電源設備（電

気設備）」に，代替モニタリング設備の可搬型重大事故等対処設備に

給電するための代替電源設備については，「ト.(イ)(３) 所内電源設

備（電気設備）」に，燃料加工建屋可搬型発電機等へ給油するための

補機駆動用燃料補給設備については，「ト.(イ)(４) 補機駆動用燃料

補給設備」に，放射線監視設備及び代替モニタリング設備の測定値を

監視及び記録するための緊急時対策建屋情報把握設備，制御建屋情報

把握設備及び情報把握収集伝送設備については，「ト.(イ)(８)④ 情

報把握設備」に示す。 

代替モニタリング設備は，可搬型排気モニタリング設備，可搬型排

気モニタリング用データ伝送装置，可搬型環境モニタリング設備，可

搬型環境モニタリング用データ伝送装置，可搬型環境モニタリング用

発電機，可搬型建屋周辺モニタリング設備及び監視測定用運搬車で構

成する。 

代替モニタリング設備は，常設モニタリング設備（モニタリングポ

スト等）が機能喪失しても代替し得る十分な台数を配備する設計とす

る。 

重大事故等時において，環境モニタリング設備，可搬型環境モニタ

リング設備，可搬型環境モニタリング用データ伝送装置，可搬型環境

モニタリング用発電機及び監視測定用運搬車は，再処理施設と共用す

る。 

重大事故等時において，共用する環境モニタリング設備，可搬型環

境モニタリング設備，可搬型環境モニタリング用データ伝送装置，可

搬型環境モニタリング用発電機及び監視測定用運搬車は，ＭＯＸ燃料

加工施設及び再処理施設における重大事故等対処を考慮し，共用によ
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って重大事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

代替グローブボックス排気設備の可搬型ダクトをモニタリング対象

とする可搬型排気モニタリング設備及び可搬型排気モニタリング用デ

ータ伝送装置は，共通要因によって排気モニタリング設備と同時にそ

の機能が損なわれるおそれがないように，故障時のバックアップを含

めて必要な数量を排気モニタリング設備が設置される建屋から100ｍ以

上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，燃料加

工建屋にも保管することで位置的分散を図る。燃料加工建屋内にも保

管する場合は，排気モニタリング設備が設置される場所と異なる場所

に保管することで位置的分散を図る。 

可搬型環境モニタリング設備，可搬型環境モニタリング用データ伝

送装置及び可搬型環境モニタリング用発電機は，共通要因によって環

境モニタリング設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう

に，故障時のバックアップを含めて必要な数量を環境モニタリング設

備が設置される周辺監視区域境界付近から100ｍ以上の離隔距離を確保

した複数の外部保管エリアに分散して保管することで位置的分散を図

る。 

可搬型建屋周辺モニタリング設備は，共通要因によって環境モニタ

リング設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないように，故障

時のバックアップを含めて必要な数量を環境モニタリング設備が設置

される周辺監視区域境界付近から100ｍ以上の離隔距離を確保した外部

保管エリアに保管するとともに，燃料加工建屋にも保管することで位

置的分散を図る。 

放射線監視設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と同

じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設
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備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

排気モニタリング設備は，ＭＯＸ燃料加工施設から放出される放射

性物質の濃度の監視，測定するために必要なサンプリング量及び計測

範囲に対して十分な容量を有する設計とするとともに，２系列を有す

る設計とする。 

再処理施設と共用する環境モニタリング設備は，周辺監視区域境界

付近において，放射性物質の濃度及び線量の監視，測定するために必

要なサンプリング量及び計測範囲に対して十分な容量を有する設計と

するとともに，９台を有する設計とする。 

可搬型排気モニタリング設備は，ＭＯＸ燃料加工施設から放出され

る放射性物質の濃度の監視，測定に必要なサンプリング量及び計測範

囲を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として１台，予備

として故障時のバックアップを１台の合計２台以上を確保する。 

可搬型排気モニタリング用データ伝送装置は，可搬型排気モニタリ

ング設備の測定値を衛星通信により再処理施設の中央制御室及び緊急

時対策所に伝送できる設計とするとともに，保有数は，必要数として

１台，予備として故障時のバックアップを１台の合計２台以上を確保

する。 

再処理施設と共用する可搬型環境モニタリング設備は，周辺監視区

域において，放射性物質の濃度及び線量の監視，測定に必要なサンプ

リング量及び計測範囲を有する設計とするとともに，保有数は，必要

数として９台，予備として故障時のバックアップを９台の合計18台以

上を確保する。 

再処理施設と共用する可搬型環境モニタリング用データ伝送装置は，

可搬型環境モニタリング設備の測定値を衛星通信により再処理施設の
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中央制御室及び緊急時対策所に伝送できる設計とするとともに，保有

数は，必要数として９台，予備として故障時のバックアップを９台の

合計18台以上を確保する。 

再処理施設と共用する可搬型環境モニタリング用発電機は，可搬型

環境モニタリング設備及び可搬型環境モニタリング用データ伝送装置

に給電できる容量を有する設計とするとともに，保有数は，必要数と

して９台，予備として故障時及び点検保守による待機除外時のバック

アップを10台の合計19台以上を確保する。 

可搬型建屋周辺モニタリング設備のガンマ線用サーベイメータ（Ｓ

Ａ）及び中性子線用サーベイメータ（ＳＡ）は，建屋周辺において，

線量当量率を測定するための計測範囲を有する設計とするとともに，

保有数は，必要数として各１台，予備として故障時のバックアップを

各１台の合計各２台以上を確保する。 

可搬型建屋周辺モニタリング設備のアルファ・ベータ線用サーベイ

メータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ（ＳＡ）は，建屋周辺にお

いて，空気中の放射性物質の濃度を測定するためのサンプリング量及

び計測範囲を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として各

１台，予備として故障時のバックアップを各１台の合計各２台以上を

確保する。 

内的事象を要因として発生した場合に対処に用いる放射線監視設備

は，自然現象，人為事象，溢水，火災及び内部発生飛散物に対して代

替設備による機能の確保，修理の対応等により重大事故等に対処する

ための機能を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる可搬型排気モニタリ

ング設備，可搬型排気モニタリング用データ伝送装置，可搬型環境モ
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ニタリング設備，可搬型環境モニタリング用データ伝送装置，可搬型

環境モニタリング用発電機及び可搬型建屋周辺モニタリング設備は，

「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐

震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とする。 

可搬型排気モニタリング設備，可搬型排気モニタリング用データ伝

送装置，可搬型環境モニタリング設備，可搬型環境モニタリング用デ

ータ伝送装置，可搬型建屋周辺モニタリング設備及び可搬型環境モニ

タリング用発電機は，外部からの衝撃による損傷を防止できる燃料加

工建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管し，風（台

風）等により機能を損なわない設計とする。 

可搬型排気モニタリング設備，可搬型排気モニタリング用データ伝

送装置及び可搬型建屋周辺モニタリング設備は，溢水量を考慮し，影

響を受けない高さへの保管及び被水防護する設計とする。 

代替モニタリング設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，燃料加

工建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所の内部発生飛散

物の影響を受けない場所に保管することにより，機能を損なわない設

計とする。 

放射線監視設備，可搬型排気モニタリング設備，可搬型環境モニタ

リング設備及び可搬型建屋周辺モニタリング設備は，通常時において，

重大事故等に対処するために必要な機能を確認するため，校正，機能

の確認，性能の確認及び外観の確認が可能な設計とする。また，当該

機能を健全に維持するため，保修等が可能な設計とする。 

排気モニタリング設備は，各々が独立して試験又は検査が可能な設

計とする。 

可搬型排気モニタリング用データ伝送装置，可搬型環境モニタリン
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グ用データ伝送装置及び可搬型環境モニタリング用発電機は，通常時

において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認するため，

機能の確認，性能の確認及び外観の確認が可能な設計とする。また，

当該機能を健全に維持するため，取替え等が可能な設計とする。 

① 主要な設備 

ａ．放射線監視設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

(ａ) 排気モニタリング設備（設計基準対象の施設と兼用） 

ⅰ．排気モニタ ２系列 

(ｂ) 工程室排気ダクト １系列（設計基準対象の施設と兼用） 

(ｃ) グローブボックス排気ダクト １系列（設計基準対象の施設と

兼用） 

(ｄ) 排気筒 １基（設計基準対象の施設と兼用） 

(ｅ) 環境モニタリング設備（再処理施設と共用）（設計基準対象の

施設と兼用） 

ⅰ．モニタリングポスト ９台 

ⅱ．ダストモニタ ９台 

ｂ．代替モニタリング設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

(ａ) 可搬型排気モニタリング設備 

ⅰ．可搬型ダストモニタ ２台（予備として故障時のバックアップ

を１台） 

(ｂ) 可搬型排気モニタリング用データ伝送装置 ２台（予備として

故障時のバックアップを１台） 

(ｃ) 可搬型環境モニタリング設備（再処理施設と共用） 
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ⅰ．可搬型線量率計 18台（予備として故障時のバックアップを９

台） 

ⅱ．可搬型ダストモニタ 18台（予備として故障時のバックアップ

を９台） 

(ｄ) 可搬型環境モニタリング用データ伝送装置（再処理施設と共用） 

18台（予備として故障時のバックアップを９台） 

(ｅ) 可搬型環境モニタリング用発電機（再処理施設と共用） 19台

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを10台） 

(ｆ) 可搬型建屋周辺モニタリング設備 

ⅰ．ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ） ２台（予備として故障時

のバックアップを１台） 

ⅱ．中性子線用サーベイメータ（ＳＡ） ２台（予備として故障時

のバックアップを１台） 

ⅲ．アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） ２台（予備と

して故障時のバックアップを１台） 

ⅳ．可搬型ダストサンプラ（ＳＡ） ２台（予備として故障時のバ

ックアップを１台） 

(ｇ) 監視測定用運搬車（再処理施設と共用） ７台（予備として故

障時及び待機除外時のバックアップを４台） 

(２) 試料分析関係設備 

放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物の放出に係る試料の分析及

び放射能測定を行うため，放出管理分析設備を備える。また，放出管

理分析設備では標準試料として，少量の核燃料物質（プルトニウム

溶液）を使用する。 

周辺監視区域境界付近で採取した試料の放射能測定を行うため，環
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境試料測定設備を備える。 

環境試料測定設備は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設の周辺監

視区域境界付近で採取した試料の放射能測定を行うための設備であり，

周辺監視区域が同一の区域であることから，再処理施設と環境試料測

定設備を共用し，共用によってＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損なわ

ない設計とする。 

重大事故等時において，ＭＯＸ燃料加工施設から放出される放射性

物質の濃度及び周辺監視区域境界付近の空気中の放射性物質の濃度を

測定するため，試料分析関係設備を常設重大事故等対処設備として位

置付ける。 

所内電源設備の一部である受電開閉設備等を常設重大事故等対処設

備として設置する。 

試料分析関係設備の常設重大事故等対処設備に給電するための，所

内電源設備については，「ト.(イ)(３) 所内電源設備（電気設備）」

に示す。 

試料分析関係設備は，放出管理分析設備及び環境試料測定設備で構

成し，重大事故等時において，捕集した試料の放射性物質の濃度を測

定できる設計とする。 

重大事故等時において，試料分析関係設備が機能喪失した場合に，

その機能を代替する代替試料分析関係設備を可搬型重大事故等対処設

備として配備する。 

代替試料分析関係設備は，可搬型放出管理分析設備，可搬型試料分

析設備及び可搬型排気モニタリング用発電機で構成する。 

重大事故等時において，環境試料測定設備及び可搬型試料分析設備

は，再処理施設と共用する。 
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重大事故等時において，共用する環境試料測定設備及び可搬型試料

分析設備は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設における重大事故等

対処を考慮し，共用によって重大事故時の対処に影響を及ぼさない設

計とする。 

代替試料分析関係設備は，共通要因によって試料分析関係設備と同

時にその機能が損なわれるおそれがないように，故障時のバックアッ

プを含めて必要な数量を試料分析関係設備が設置される建屋から100ｍ

以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，燃料

加工建屋及び再処理施設の主排気筒管理建屋にも保管することで位置

的分散を図る。燃料加工建屋内に保管する場合は，試料分析関係設備

が設置されている場所と異なる場所に保管することで位置的分散を図

る。 

試料分析関係設備は，安全機能を有する施設として使用する場合と

同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の

設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

放出管理分析設備は，ＭＯＸ燃料加工施設から放出される放射性物

質の濃度を測定するために必要な計測範囲に対して十分な容量を有す

る設計とするとともに，１台を有する設計とする。 

再処理施設と共用する環境試料測定設備は，ＭＯＸ燃料加工施設及

び再処理施設から放出される放射性物質の濃度を測定するために必要

な計測範囲に対して十分な容量を有する設計とするとともに，１台を

有する設計とする。 

可搬型放出管理分析設備の可搬型放射能測定装置は，ＭＯＸ燃料加

工施設から放出される放射性物質の濃度を測定できる計測範囲を有す

る設計とするとともに，保有数は，必要数として１台，予備として故
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障時のバックアップを１台の合計２台以上を確保する。 

再処理施設と共用する可搬型試料分析設備の可搬型放射能測定装置

は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設から放出される放射性物質の

濃度を測定できる計測範囲を有する設計とするとともに，保有数は，

必要数として１台，予備として故障時のバックアップを１台の合計２

台以上を確保する。 

再処理施設と共用する可搬型試料分析設備の可搬型核種分析装置は，

ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設から放出される放射性物質の濃度

を測定できる計測範囲を有する設計とするとともに，保有数は，必要

数として２台，予備として故障時のバックアップを２台の合計４台以

上を確保する。 

再処理施設と共用する可搬型排気モニタリング用発電機は，代替試

料分析関係設備の可搬型核種分析装置に給電できる容量を有する設計

とするとともに，保有数は，必要数として１台，予備として故障時及

び点検保守による待機除外時のバックアップを２台の合計３台以上を

確保する。 

内的事象を要因として発生した場合に対処に用いる試料分析関係設

備は，自然現象，人為事象，溢水，火災及び内部発生飛散物に対して

代替設備による機能の確保，修理の対応等により重大事故等に対処す

るための機能を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる可搬型放出管理分析

設備，可搬型試料分析設備及び可搬型排気モニタリング用発電機は，

「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐

震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とする。 

代替試料分析関係設備は，外部からの衝撃による損傷を防止できる
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燃料加工建屋，再処理施設の主排気筒管理建屋，第１保管庫・貯水所

及び第２保管庫・貯水所に保管し，風（台風）等により機能を損なわ

ない設計とする。 

可搬型放出管理分析設備は，溢水量を考慮し，影響を受けない高さ

への保管及び被水防護する設計とする。 

代替試料分析関係設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，燃料加

工建屋，再処理施設の主排気筒管理建屋，第１保管庫・貯水所及び第

２保管庫・貯水所の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管する

ことにより，機能を損なわない設計とする。 

試料分析関係設備，可搬型放出管理分析設備及び可搬型試料分析設

備は，通常時において，重大事故等に対処するために必要な機能を確

認するため，校正，機能の確認，性能の確認及び外観の確認が可能な

設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，保修等が可能な

設計とする。 

可搬型排気モニタリング用発電機は，通常時において，重大事故等

に対処するために必要な機能を確認するため，機能の確認，性能の確

認及び外観の確認が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持

するため，取替え等が可能な設計とする。 

① 主要な設備 

ａ．試料分析関係設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

(ａ) 放出管理分析設備（設計基準対象の施設と兼用） 

ⅰ．アルファ線用放射能測定装置 １台 

ⅱ．ベータ線用放射能測定装置 １台 

(ｂ) 環境試料測定設備（再処理施設と共用）（設計基準対象の施設
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と兼用） 

ⅰ．核種分析装置 １台 

ｂ．代替試料分析関係設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

(ａ) 可搬型放出管理分析設備 

ⅰ．可搬型放射能測定装置 ２台（予備として故障時のバックアッ

プを１台） 

(ｂ) 可搬型試料分析設備 

ⅰ．可搬型放射能測定装置（再処理施設と共用） ２台（予備とし

て故障時のバックアップを１台） 

ⅱ．可搬型核種分析装置（再処理施設と共用） ４台（予備として

故障時のバックアップを２台） 

(ｃ) 可搬型排気モニタリング用発電機（再処理施設と共用） ３台

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを２台） 

(３) 環境管理設備 

敷地周辺の放射線モニタリングを行う放射能観測車を備える。また，

敷地内に気象を観測する気象観測設備を設ける。 

放射能観測車は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設の通常時及び

設計基準事故時に敷地周辺の空間放射線量率及び空気中の放射性物質

濃度を迅速に測定するための設備であり，敷地が同一であることから，

再処理施設と共用し，共用によってＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損

なわない設計とする。 

また，気象観測設備は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設の敷地

内において気象を観測するための設備であり，敷地が同一であること

から，再処理施設と気象観測設備を共用し，共用によってＭＯＸ燃料

－ 213 －



加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

重大事故等時において，敷地周辺の空間放射線量率及び空気中の放

射性物質の濃度を迅速に測定するため，放射能観測車を可搬型重大事

故等対処設備として位置付ける。 

重大事故等時において，敷地内の風向，風速，日射量，放射収支量

及び雨量を観測し，及びその結果を記録するため，気象観測設備を常

設重大事故等対処設備として位置付ける。 

環境管理設備は，放射能観測車及び気象観測設備で構成する。 

重大事故等時において，敷地内の気象条件，敷地周辺の空間放射線

量率及び空気中の放射性物質の濃度をモニタリング対象とする。 

重大事故等時において，放射能観測車が機能喪失した場合に，その

機能を代替する代替放射能観測設備を可搬型重大事故等対処設備とし

て配備する。 

代替放射能観測設備は，可搬型放射能観測設備で構成する。 

重大事故等時において，気象観測設備が機能喪失した場合に，その

機能を代替する代替気象観測設備を可搬型重大事故等対処設備として

配備する。 

代替気象観測設備は，可搬型気象観測設備，可搬型気象観測用デー

タ伝送装置，可搬型風向風速計，可搬型気象観測用発電機及び監視測

定用運搬車で構成する。 

所内電源設備の一部である受電開閉設備等を常設重大事故等対処設

備として設置する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽を常設重大事故等対

処設備として設置する。 

緊急時対策建屋情報把握設備の一部であるデータ収集装置（燃料加
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工建屋）及びデータ表示装置（燃料加工建屋）を常設重大事故等対処

設備として位置付ける。 

緊急時対策建屋情報把握設備の一部である情報収集装置及び情報表

示装置を常設重大事故等対処設備として設置する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油用タンクローリを可搬型

重大事故等対処設備として配備する。 

制御建屋情報把握設備の一部である制御建屋可搬型情報収集装置

（燃料加工建屋)及び制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋)を

可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

環境管理設備の常設重大事故等対処設備に給電するための，所内電

源設備については，「ト.(イ)(３) 所内電源設備（電気設備）」に，

可搬型気象観測用発電機へ給油するための補機駆動用燃料補給設備に

ついては，「ト.(イ)(４) 補機駆動用燃料補給設備」に，気象観測設

備及び代替気象観測設備の観測値を記録するための緊急時対策建屋情

報把握設備及び制御建屋情報把握設備については，「ト.(イ)(８)④ 情

報把握設備」に示す。 

重大事故等時において，環境管理設備，可搬型放射能観測設備，可

搬型気象観測設備，可搬型気象観測用データ伝送装置，可搬型気象観

測用発電機及び監視測定用運搬車は，再処理施設と共用する。 

重大事故等時において，共用する環境管理設備，可搬型放射能観測

設備，可搬型気象観測設備，可搬型気象観測用データ伝送装置，可搬

型気象観測用発電機及び監視測定用運搬車は，ＭＯＸ燃料加工施設及

び再処理施設における重大事故等対処を考慮し，共用によって重大事

故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

代替放射能観測設備，可搬型気象観測設備，可搬型気象観測用デー
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タ伝送装置及び可搬型気象観測用発電機は，共通要因によって環境管

理設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないように，故障時の

バックアップを含めて必要な数量を環境管理設備が設置される環境管

理建屋近傍及びＭＯＸ燃料加工施設の敷地内の露場から 100ｍ以上の

離隔距離を確保した複数の外部保管エリアに分散して保管することで

位置的分散を図る。 

可搬型風向風速計は，共通要因によって気象観測設備と同時にその

機能が損なわれるおそれがないように，故障時のバックアップを含め

て必要な数量をＭＯＸ燃料加工施設の敷地内の露場から 100ｍ以上の

離隔距離を確保した外部保管エリアに分散して保管するとともに，燃

料加工建屋にも保管することで位置的分散を図る。 

環境管理設備の気象観測設備は，安全機能を有する施設として使用

する場合と同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することに

より，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

屋外に保管する環境管理設備の放射能観測車は，竜巻により飛来物

とならないよう必要に応じて固縛等の措置をとることで他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

再処理施設と共用する環境管理設備の気象観測設備は，敷地内にお

いて風向，風速その他の気象条件を観測するために必要な計測範囲に

対して十分な容量を有する設計とするとともに，１台を有する設計と

する。 

再処理施設と共用する環境管理設備の放射能観測車は，敷地内にお

いて，空気中の放射性物質の濃度及び線量を測定するために必要なサ

ンプリング量及び計測範囲に対して十分な容量を有する設計とすると

ともに，１台を有する設計とする。 
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再処理施設と共用する代替放射能観測設備は，敷地内において，空

気中の放射性物質の濃度及び線量を測定するために必要なサンプリン

グ量及び計測範囲を有する設計とするとともに，保有数は，必要数と

して１台，予備として故障時のバックアップを１台の合計２台以上を

確保する。 

再処理施設と共用する可搬型気象観測設備は，敷地内において風向，

風速その他の気象条件を観測できる設計とするとともに，保有数は，

必要数として１台，予備として故障時及び点検保守による待機除外時

のバックアップを２台の合計３台以上を確保する。 

再処理施設と共用する可搬型気象観測用データ伝送装置は，可搬型

気象観測設備の観測値を衛星通信により再処理施設の中央制御室及び

緊急時対策所に伝送できる設計とするとともに，保有数は，必要数と

して１台，予備として故障時のバックアップを１台の合計２台以上を

確保する。 

再処理施設と共用する可搬型気象観測用発電機は，可搬型気象観測

設備及び可搬型気象観測用データ伝送装置に給電できる容量を有する

設計とするとともに，保有数は，必要数として１台，予備として故障

時及び点検保守による待機除外時のバックアップを２台の合計３台以

上を確保する。 

可搬型風向風速計は，敷地内において風向，風速を測定できる設計

とするとともに，保有数は，必要数として１台，予備として故障時及

び点検保守による待機除外時のバックアップを２台の合計３台以上を

確保する。 

環境管理設備の気象観測設備は，風（台風），竜巻，積雪及び火山

の影響に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重，積雪荷重及び降
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下火砕物による積載荷重により機能を損なわない設計とする。 

内的事象を要因として発生した場合に対処に用いる環境管理設備は，

自然現象，人為事象，溢水及び火災に対して代替設備による機能の確

保，修理の対応等により重大事故等に対処するための機能を損なわな

い設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる可搬型放射能観測設

備，可搬型気象観測設備，可搬型気象観測用データ伝送装置，可搬型

風向風速計及び可搬型気象観測用発電機は，「ロ．(ト)(２)②ｅ．地

震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計と

することでその機能を損なわない設計とする。 

屋外に保管する環境管理設備の放射能観測車は，風（台風）及び竜

巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，当該設備の

転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計とする。 

代替放射能観測設備及び代替気象観測設備は，外部からの衝撃によ

る損傷を防止できる第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に保

管し，風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

可搬型風向風速計は，溢水量を考慮し，影響を受けない高さへの保

管及び被水防護する設計とする。 

代替放射能観測設備及び代替気象観測設備は，内部発生飛散物の影

響を考慮し，燃料加工建屋，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯

水所の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，

機能を損なわない設計とする。 

環境管理設備，代替放射能観測設備，可搬型気象観測設備及び可搬

型風向風速計は，通常時において，重大事故等に対処するために必要

な機能を確認するため，校正，機能の確認，性能の確認及び外観の確
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認が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，保修

等が可能な設計とする。 

可搬型気象観測用データ伝送装置及び可搬型気象観測用発電機は，

通常時において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認する

ため，機能の確認，性能の確認及び外観の確認が可能な設計とする。

また，当該機能を健全に維持するため，取替え等が可能な設計とする。 

① 主要な設備 

ａ．環境管理設備（再処理施設と共用）（設計基準対象の施設と兼用） 

［常設重大事故等対処設備］ 

(ａ) 気象観測設備（風向風速計，日射計，放射収支計，雨量計） １

台 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

(ｂ) 放射能観測車 １台 

ｂ．代替放射能観測設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

(ａ) 可搬型放射能観測設備（再処理施設と共用） 

ⅰ．ガンマ線用サーベイメータ（ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション）

（ＳＡ） ２台（予備として故障時のバックアップを１台） 

ⅱ．ガンマ線用サーベイメータ（電離箱）（ＳＡ） ２台（予備と

して故障時のバックアップを１台） 

ⅲ．中性子線用サーベイメータ（ＳＡ） ２台（予備として故障時

のバックアップを１台） 

ⅳ．アルファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ） ２台（予備と

して故障時のバックアップを１台） 

ⅴ．可搬型ダスト・よう素サンプラ（ＳＡ） ２台（予備として故
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障時のバックアップを１台） 

ｃ．代替気象観測設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

(ａ) 可搬型気象観測設備（風向風速計，日射計，放射収支計，雨量

計）（再処理施設と共用） ３台（予備として故障時及び待機除

外時のバックアップを２台） 

(ｂ) 可搬型気象観測用データ伝送装置（再処理施設と共用） ２台

（予備として故障時のバックアップを１台） 

(ｃ) 可搬型気象観測用発電機（再処理施設と共用） ３台（予備と

して故障時及び待機除外時のバックアップを２台） 

(ｄ) 可搬型風向風速計 ３台（予備として故障時及び待機除外時の

バックアップを２台） 

(ｅ) 監視測定用運搬車（代替モニタリング設備と兼用） ３台（予

備として故障時及び待機除外時のバックアップを２台） 

(４) 環境モニタリング用代替電源設備 

重大事故等時において，非常用所内電源系統から環境モニタリング

設備への給電が喪失した場合に，代替電源から給電するため，環境モ

ニタリング用代替電源設備を可搬型重大事故等対処設備として配備す

る。 

環境モニタリング設備は，環境モニタリング用可搬型発電機からの

給電を可能とする設計とする。 

環境モニタリング用代替電源設備は，環境モニタリング用可搬型発

電機及び監視測定用運搬車で構成する。 

環境モニタリング用代替電源設備は，再処理施設と共用する。 

共用する環境モニタリング用代替電源設備は，給電先が共用する環
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境モニタリング設備であり，必要となる電力及び燃料が増加するもの

ではないことから，共用によって重大事故時の対処に影響を及ぼさな

い設計とする。 

所内電源設備の一部である受電開閉設備等を常設重大事故等対処設

備として設置する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽を常設重大事故等対

処設備として設置する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油用タンクローリを可搬型

重大事故等対処設備として配備する。 

放射線監視設備，試料分析関係設備及び環境管理設備の常設重大事

故等対処設備に給電するための，所内電源設備については，

「ト.(イ)(３) 所内電源設備（電気設備）」に，環境モニタリング用

可搬型発電機へ給油するための補機駆動用燃料補給設備については，

「ト.(イ)(４) 補機駆動用燃料補給設備」に示す。 

環境モニタリング用代替電源設備は，共通要因によって環境モニタ

リング設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないように，故障

時のバックアップを含めて必要な数量を環境モニタリング設備が設置

される周辺監視区域境界付近から 100ｍ以上の離隔距離を確保した複

数の外部保管エリアに分散して保管することで位置的分散を図る。 

再処理施設と共用する環境モニタリング用代替電源設備は，環境モ

ニタリング設備に給電できる容量を有する設計とするとともに，保有

数は，必要数として９台，予備として故障時及び点検保守による待機

除外時のバックアップを10台の合計19台以上を確保する。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる環境モニタリング用

可搬型発電機は，「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等
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に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損な

わない設計とする。 

環境モニタリング用代替電源設備は，外部からの衝撃による損傷を

防止できる第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管し，風

（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

環境モニタリング用代替電源設備は，内部発生飛散物の影響を考慮

し，第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所の内部発生飛散物の

影響を受けない場所に保管することにより，機能を損なわない設計と

する。 

環境モニタリング用代替電源設備は，環境モニタリング設備と容易

かつ確実に接続できるよう，ケーブルはボルト・ネジ接続又はより簡

便な接続方式を用いる設計とする。 

環境モニタリング用代替電源設備は，通常時において，重大事故等

に対処するために必要な機能を確認するため，機能の確認，性能の確

認及び外観の確認が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持

するため，取替え等が可能な設計とする。 

① 主要な設備 

ａ．環境モニタリング用代替電源設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

(ａ) 環境モニタリング用可搬型発電機（再処理施設と共用） 19台

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを10台） 

容量 約５kＶＡ／台 

(ｂ) 監視測定用運搬車（代替モニタリング設備と兼用）   ７台

（予備として故障時及び待機除外時のバックアップを４台） 
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ト．その他加工設備の附属施設の構造及び設備 

(イ) 非常用設備の種類 

非常用設備は，火災防護設備，照明設備，所内電源設備，補機駆動用

燃料補給設備，拡散抑制設備，水供給設備，緊急時対策所及び通信連絡

設備で構成する。 

(１) 火災防護設備 

① 構造 

ａ．安全機能を有する施設に対する火災防護設備及び重大事故等対処

施設に対する火災防護設備 

火災防護設備は，安全機能を有する施設に対する火災防護設備及

び重大事故等対処施設に対する火災防護設備で構成する。 

安全機能を有する施設を火災から防護するための火災防護設備は，

火災発生防止設備，火災感知設備，消火設備及び火災影響軽減設備

で構成する。 

また，重大事故等対処施設を火災から防護するための火災防護設

備は，火災発生防止設備，火災感知設備及び消火設備で構成する。 

火災感知設備は，固有の信号を発するアナログ式の煙感知器及び

アナログ式の熱感知器を組み合わせて設置することを基本とするが，

各火災区域又は火災区画における放射線，取付面高さ，温度，湿度，

空気流等の環境条件や火災の性質を考慮し，上記の設置が適切でな

い場合においては，非アナログ式の火災感知器の中から２つの異な

る種類の感知器を設置する。また，中央監視室で常時監視可能な火

災受信機を設置する。 

グローブボックス内に設置する火災感知設備は，火災源の位置等

を考慮した上で，早期感知ができ，また，動作原理の異なる２種類
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の熱感知器を組み合わせて設置する。また，中央監視室で常時監視

可能な監視制御盤を設置する。 

消火設備は，破損，誤作動又は誤操作により，安全上重要な施設

の安全機能及びグローブボックスの閉じ込め機能を損なわない設計

とし，火災発生時の煙の充満又は放射線の影響により消火活動が困

難である火災区域又は火災区画であるかを考慮し，固定式のガス消

火装置等を設置する。 

消火設備のうち，消火用水を供給する消火水供給設備は，再処理

施設及び廃棄物管理施設と共用する。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設境界の扉については，火災区域設定の

ため，火災影響軽減設備とする設計とし，再処理施設と共用する。 

再処理施設と共用する火災防護設備は，共用によってＭＯＸ燃料

加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

火災及び爆発の影響軽減の機能を有するものとして，安重機能を

有する機器等及び放射性物質貯蔵等の機器等を設置する火災区域又

は火災区画及び隣接する火災区域又は火災区画の火災及び爆発によ

る影響を軽減するため，火災耐久試験で確認した３時間以上の耐火

能力を有する耐火壁又は１時間以上の耐火能力を有する隔壁等を設

置する。 

ｂ．重大事故等対処設備 

(ａ) 代替火災感知設備 

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失が発生した場合において，

重大事故の発生を仮定するグローブボックス内の火災源近傍の温

度を計測することで，核燃料物質等の飛散又は漏えいの原因とな

る火災を確認し，消火の実施を判断するために必要な核燃料物質
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等を閉じ込める機能の喪失の拡大防止対策に使用する重大事故等

対処設備を設置及び保管する。 

代替火災感知設備は，重大事故の発生を仮定するグローブボッ

クス内の火災源近傍に設置する測温抵抗体及び中央監視室に設置

する端子盤を有する火災状況確認用温度計並びに火災状況確認用

温度計で計測した火災源近傍の温度を表示する火災状況確認用温

度表示装置及び可搬型グローブボックス温度表示端末で構成する。 

代替火災感知設備は，重大事故の発生を仮定するグローブボッ

クス内における火災を確認し，遠隔消火装置による消火の実施を

判断するため，火災状況確認用温度計及び火災状況確認用温度計

に接続して設置する火災状況確認用温度表示装置の組合せにより，

中央監視室にて重大事故の発生を仮定するグローブボックス内に

おける火災源近傍の温度を確認できる設計とする。 

火災状況確認用温度表示装置を使用できない場合は，火災状況

確認用温度計に中央監視室から可搬型グローブボックス温度表示

端末を接続することで，重大事故の発生を仮定するグローブボッ

クス内における火災源近傍の温度を確認できる設計とする。 

代替火災感知設備は，環境条件を考慮することに加え，内蔵す

る充電池の給電により動作する火災状況確認用温度表示装置又は

乾電池の給電により動作する可搬型グローブボックス温度表示端

末で火災源近傍の温度を確認できる設計とすることで，非常用所

内電源設備の給電により動作する火災防護設備のグローブボック

ス温度監視装置に対して給電方式の多様性を図る設計とする。 

また，火災状況確認用温度計で計測した火災源近傍の温度は火

災状況確認用温度表示装置に表示することで確認できる設計とす
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るとともに，静的機器のみで構成する火災状況確認用温度計に可

搬型グローブボックス温度表示端末を接続することにより，計測

した火災源近傍の温度を確認できる設計とすることで，火災防護

設備のグローブボックス温度監視装置に対して独立性を有する設

計とする。 

代替火災感知設備の可搬型グローブボックス温度表示端末は，

共通要因によって火災防護設備のグローブボックス温度監視装置

又は代替火災感知設備の常設重大事故等対処設備と同時にその機

能が損なわれるおそれがないように，火災防護設備のグローブボ

ックス温度監視装置又は代替火災感知設備の常設重大事故等対処

設備が設置される建屋から100ｍ以上の離隔距離を確保した外部保

管エリアに保管するとともに，燃料加工建屋にも保管することで

位置的分散を図る。燃料加工建屋内に保管する場合は火災防護設

備のグローブボックス温度監視装置又は代替火災感知設備の常設

重大事故等対処設備と異なる場所に保管することで位置的分散を

図る。 

代替火災感知設備の火災状況確認用温度計は，重大事故等発生

前（通常時）の離隔若しくは分離された状態からコネクタ接続に

より重大事故等対処設備としての系統構成とすることにより，他

の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替火災感知設備の火災状況確認用温度計は，重大事故の発生

を仮定するグローブボックス内における火災源近傍の温度を確認

するため，重大事故時に想定される変動範囲を監視可能な-196～

450℃の計測範囲を有する設計とするとともに，重大事故の発生を

仮定するグローブボックス内の火災源となる９箇所に対してそれ
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ぞれの火災源近傍の温度を計測できるよう９系列有する設計とす

る。 

代替火災感知設備の火災状況確認用温度表示装置は，代替消火

設備及び外部放出抑制設備を用いた重大事故等対策が完了するま

での間，重大事故の発生を仮定するグローブボックス内における

火災源近傍の温度を確認するために必要な容量の充電池を有する

設計とする。 

代替火災感知設備の可搬型グローブボックス温度表示端末は，

代替消火設備及び外部放出抑制設備を用いた重大事故等対策が完

了するまでの間，重大事故の発生を仮定するグローブボックス内

における火災源近傍の温度を確認するために必要な容量の乾電池

を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として１台，予

備として故障時のバックアップを１台の合計２台以上を確保する。 

代替火災感知設備は，火災防護設備のグローブボックス温度監

視装置の安全機能の喪失を想定し，その範囲が系統で機能喪失す

る重大事故等に対処することから，当該系統の範囲ごとに重大事

故等への対処に必要な設備を１セット確保する。 

代替火災感知設備は，耐熱性を有する又は火災による温度上昇

の影響を受けない場所に設置することで，重大事故の発生を仮定

するグローブボックス内における火災により上昇する温度の影響

を考慮しても機能を維持できる設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替火災感知設

備の火災状況確認用温度計及び可搬型グローブボックス温度表示

端末は，「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対

する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損な
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わない設計とする。 

代替火災感知設備の常設重大事故等対処設備は，外部からの衝

撃による損傷を防止できる燃料加工建屋に設置し，風（台風）等

により機能を損なわない設計とする。 

代替火災感知設備の可搬型グローブボックス温度表示端末は，

外部からの衝撃による損傷を防止できる燃料加工建屋，第１保管

庫・貯水所又は第２保管庫・貯水所に保管し，風（台風）等によ

り機能を損なわない設計とする。 

代替火災感知設備の常設重大事故等対処設備，可搬型グローブ

ボックス温度表示端末は，溢水量を考慮し，影響を受けない高さ

への設置又は保管及び被水防護する設計とする。 

代替火災感知設備の常設事故等対処設備は，内部発生飛散物の

影響を受けない場所に設置することにより，機能を損なわない設

計とする。 

代替火災感知設備の可搬型グローブボックス温度表示端末は，

内部発生飛散物の影響を考慮し，燃料加工建屋，第１保管庫・貯

水所又は第２保管庫・貯水所の内部発生飛散物の影響を受けない

場所に保管することにより，機能を損なわない設計とする。 

内的事象を要因として発生した場合に対処に用いる代替火災感

知設備の火災状況確認用温度表示装置は，自然現象，人為事象，

溢水，火災及び内部発生飛散物に対して代替設備による機能の確

保，修理の対応により重大事故等に対処するための機能を損なわ

ない設計とする。 

代替火災感知設備の可搬型グローブボックス温度表示端末は，

想定される重大事故等が発生した場合においても設置及び常設設
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備との接続に支障がないように，線量率の高くなるおそれの少な

い場所の選定として，中央監視室で操作可能な設計とすることに

より，当該設備の設置及び常設設備との接続が可能な設計とする。 

代替火災感知設備の可搬型グローブボックス温度表示端末と代

替火災感知設備の火災状況確認用温度計との接続は，コネクタ接

続に統一することにより，速やかに，容易かつ確実に現場での接

続が可能な設計とする。 

代替火災感知設備の可搬型グローブボックス温度表示端末は，

容易かつ確実に接続でき，かつ，複数の系統が相互に使用するこ

とができるよう，コネクタ接続又はより簡便な接続方式を用いる

設計とする。 

代替火災感知設備の常設重大事故等対処設備は，通常時におい

て，重大事故等に対処するために必要な機能を確認するため，独

立して外観点検，機能性能確認等が可能な設計とする。また，当

該機能を健全に維持するため，保修等が可能な設計とする。 

代替火災感知設備の可搬型グローブボックス温度表示端末は，

通常時において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認

するため，独立して動作確認が可能な設計とする。 

(ｂ) 代替消火設備 

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失が発生した場合において，

重大事故の発生を仮定するグローブボックス内の火災源に対し消

火剤を放出することで，核燃料物質等の飛散又は漏えいの原因と

なる火災を消火するために必要な核燃料物質等を閉じ込める機能

の喪失の拡大防止対策に使用する重大事故等対処設備を設置する。 

代替消火設備である遠隔消火装置は，消火ガスボンベ，消火ガ
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ス配管，消火ノズル等の消火剤を放出する流路及び遠隔消火装置

を起動するために起動用配管内に充填する圧力を開放する系統で

構成する。また，起動用配管内に充填する圧力を開放する系統は，

盤の手動操作により電磁弁を開放することで起動用配管内の圧力

を開放する手段及び手動操作により圧力開放用の弁を開放するこ

とで起動用配管内の圧力を開放する手段を有する系統とする。 

所内電源設備の一部である受電開閉設備等を常設重大事故等対

処設備として設置する。 

所内電源設備については「ト．(イ)(３) 所内電源設備」に示

す。 

代替消火設備の遠隔消火装置は，重大事故の発生を仮定するグ

ローブボックスに係る設計基準対象の施設として機能を期待する

グローブボックス温度監視装置の感知機能又はグローブボックス

消火装置の消火機能の喪失を確認し，重大事故の発生を仮定する

グローブボックス内における火災の発生を確認した場合には，速

やかに火災を消火するため，中央監視室に設置する盤の手動操作

により電磁弁を開放することで起動用配管内の圧力を開放し，起

動用配管内の圧力により通常閉止している消火ガスボンベのばね

式の弁が自動的に開放することによって，消火ガスボンベから消

火剤を放出できる設計とする。 

中央監視室に設置する盤等が使用できない場合は，中央監視室

近傍に設置する圧力開放用の弁を手動操作により開放することで

起動用配管内の圧力を開放し，起動用配管内の圧力により通常閉

止している消火ガスボンベのばね式の弁が自動的に開放すること

によって，消火ガスボンベから消火剤を放出できる設計とする。
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また，遠隔消火装置の中央監視室近傍で操作する圧力開放用の弁

は，重大事故に対処するための機能を発揮することができるよう

並列に２重化する設計とする。 

代替消火設備の遠隔消火装置の消火ノズルは，消火剤を放出す

る対象となるオイルパンの全面に対して消火剤を放出できる位置

に設置することで，確実に火災を消火できる設計とする。 

遠隔消火装置は，重大事故の発生を仮定するグローブボックス

内の火災源となる９箇所に対し，それぞれ消火できるよう設置す

る設計とする。 

代替消火設備の遠隔消火装置のうち中央監視室に設置する盤の

手動操作にて起動するために必要な設備は，所内電源設備の一部

である受電開閉設備等の給電により起動する設計とする。 

代替消火設備の遠隔消火装置は，環境条件を考慮することに加

え，中央監視室に設置する盤の手動操作又は中央監視室近傍に設

置する圧力開放用の弁の手動操作により圧力を充填する起動用配

管内の圧力を開放し，消火ガスボンベから消火剤を放出できる設

計とすることで，自動起動する火災防護設備のグローブボックス

消火装置に対して動作原理の多様性を図る設計とする。 

また，遠隔消火装置は，電源を必要とせずに起動又は内蔵する

蓄電池の給電により起動できる設計とすることで，非常用所内電

源設備の給電により起動する火災防護設備のグローブボックス消

火装置に対して給電方式の多様性を図る設計とする。 

さらに，遠隔消火装置は，火災源となる潤滑油に設置したオイ

ルパンに対して局所的に消火剤を放出又はオイルパンを内包する

機器筐体に対して局所的に消火剤を放出する設計とすることで，
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グローブボックス全体に対して消火剤を放出し窒息消火を行う火

災防護設備のグローブボックス消火設備に対して消火方式の多様

性を図る設計とする。 

代替消火設備の遠隔消火装置は，他の設備から独立して単独で

使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とす

る。 

代替消火設備の遠隔消火装置は，重大事故の発生を仮定するグ

ローブボックス内における火災を消火するため，検証試験によっ

て消火性能が確認された消火剤を使用するとともに，全域放出方

式の場合は消防法施行規則第20条に基づき算出する消火剤量又は

局所放出方式の場合は検証試験結果を基に火災源となる潤滑油に

対して設置したオイルパンの燃焼面積に対して必要な消火剤量に

余裕を考慮した消火剤量を有する設計とするとともに，重大事故

の発生を仮定するグローブボックス内の火災源となる９箇所に対

してそれぞれ消火できるよう９系列有する設計とする。 

代替消火設備の遠隔消火装置は，火災防護設備のグローブボッ

クス消火装置の安全機能の喪失を想定し，その範囲が系統で機能

喪失する重大事故等に対処することから，当該系統の範囲ごとに

重大事故等への対処に必要な設備を１セット確保する。 

代替消火設備は，耐熱性を有する又は火災による温度上昇の影

響を受けない場所に設置することで，重大事故の発生を仮定する

グローブボックス内における火災により上昇する温度の影響を考

慮しても機能を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替消火設備の

遠隔消火装置のうち弁の手動操作により起動するための系統及び
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消化剤を放出する系統に係る設備は，「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震

を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計

とすることでその機能を損なわない設計とする。 

代替消火設備の遠隔消火装置は，外部からの衝撃による損傷を

防止できる燃料加工建屋に設置し，風（台風）等により機能を損

なわない設計とする。 

代替消火設備の遠隔消火装置は，溢水量を考慮し，影響を受け

ない高さへの設置及び被水防護する設計とする。 

代替消火設備の遠隔消火装置は，内部発生飛散物の影響を受け

ない場所に設置することにより，機能を損なわない設計とする。 

内的事象を要因として発生した場合に対処に用いる代替消火設

備の遠隔消火装置の中央監視室に設置する盤の手動操作にて起動

するために必要な設備は，自然現象，人為事象，溢水，火災及び

内部発生飛散物に対して代替設備による機能の確保，修理の対応

により重大事故等に対処するための機能を損なわない設計とする。 

代替消火設備の遠隔消火装置は，想定される重大事故等が発生

した場合においても操作に支障がないように，線量率の高くなる

おそれの少ない場所の選定として，放射線の影響を受けない異な

る区画若しくは離れた場所から操作可能な設計又は中央監視室で

操作可能な設計とする。 

代替消火設備は，通常時において，重大事故等に対処するため

に必要な機能を確認するため，独立して外観点検，機能確認等が

可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，保修

等が可能な設計とする。 

代替消火設備の遠隔消火装置は，通常時において，重大事故等
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に対処するために必要な機能を確認するため，独立して機器付き

の圧力計により遠隔消火装置の起動用配管における系統内の圧力

が所定値以上であることの確認が可能な設計とする。 

代替消火設備の遠隔消火装置のうち中央監視室近傍に設置する

圧力開放用の弁は，通常時において，重大事故等に対処するため

に必要な機能を確認するため，独立して動作確認により２重化さ

れたそれぞれの圧力開放用の弁に固着がないことの確認が可能な

設計とする。 

② 主要な設備・機器の種類 

ａ．安全機能を有する施設に対する火災防護設備 

(ａ) 火災感知設備 

火災感知器の設置場所 火災感知器の型式 

・一般区域 

「異なる２種類の火災

感知器」の設置要求を

満足するため，火災感知

器を設置 

煙感知器 熱感知器 

火災時に炎が生じる前の

発煙段階から感知できる

煙感知器を設置（アナログ

式） 

火災時に生じる熱を感知

できる熱感知器を設置

（アナログ式） 

 

・一般区域のうち天井高

さ８m以上の区域 

天井高さを考慮した火

災感知器を設置 

煙感知器 
熱感知器 

（差動式分布型） 

上記同様 火災時に生じる熱を広範

囲に感知できる熱感知器

を設置（非アナログ式（注

１）） 

・蓄電池室 

蓄電池室は水素による

感知器の誤動作を考慮

した火災感知器を設置 

 

 

煙感知器 熱感知器（耐酸型） 

上記同様 耐酸機能を有する火災感

知器として熱感知器を設

置（非アナログ式（注１）） 
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火災感知器の設置場所 火災感知器の型式 

・放射線の影響を考慮す

る区域 

放射線の影響を考慮し

た感知器を設置 

煙感知器 熱感知器 

放射線の影響を受けにく

い非アナログ式（注２）の煙

感知器を設置 

放射線の影響を受けにく

い非アナログ式（注１）の熱

感知器を設置 

・オイルタンク室上部の配

管室 

(屋外埋設) 

万が一の燃料気化による

引火性又は発火性の雰囲

気 

煙感知器 
熱感知器 

(定温式スポット型) 

防爆機能を有する火災感

知器として火災時に炎が

生じる前の発煙段階から

感知できる煙感知器を設

置(非アナログ式) 

防爆機能を有する火災

感知器として火災時に

生じる熱を感知できる熱

感知器を設置(非アナロ

グ式) 

・グローブボックス内 

放射線の影響を考慮し

た感知器を設置 

 

熱感知器 

（白金測温抵抗体） 

熱感知器 

（差動式分布型） 

火災時に生じる熱を広範

囲に感知できる熱感知器

を設置する（非アナログ式
（注３）） 

火災時に生じる熱を広範

囲に感知できる熱感知器

を設置する（非アナログ

式） 

（注１）非アナログ式の熱感知器は，作動温度を周囲温度より高い温度に設

定する設計とすることにより，誤作動を防止する設計とする。 

（注２）非アナログ式の煙感知器は，蒸気等が充満する場所に設置しない設

計とすることにより，誤作動を防止する設計とする。 

（注３）潤滑油を内包する機器近傍に設置する場合は，当該機器のプロセス

温度監視及び異常時の工程停止の措置を講ずることで，機器発熱に

よる誤作動（非火災報）を防止する。 

 

(ｂ) 消火設備 

種  類 
主要な 

消火剤 

消火 

方式 
設置箇所 

窒素ガス消火装置 窒素注１ 
全域放出

方式 

・燃料加工建屋の火災区域又は 

火災区画 
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種  類 
主要な 

消火剤 

消火 

方式 
設置箇所 

二酸化炭素消火 

装置 

二酸化炭素 
注１，注２ 

全域放出

方式 
・燃料加工建屋の火災区域 

グローブボックス

消火装置 
窒素注３ 

全域放出

方式 
・グローブボックス 

粉末消火器 粉末注４ － 
・燃料加工建屋の火災区域又は 

火災区画 

二酸化炭素消火器 
二酸化炭素 

注４ 
－ 

・燃料加工建屋の火災区域又は 

火災区画 

屋内消火栓 水注５ － 

・燃料加工建屋の火災区域又は 

火災区画(安重機能を有する機

器等及び放射性物質貯蔵等の

機器等を設置する火災区域を

除く) 

注１：火災区域又は火災区画に設置する窒素消火装置及び二酸化炭素消火装

置（注２を除く）は，消防法施行規則第十九条に基づき，単位体積あ

たりに必要な量の消火剤を配備する。 

注２：油火災（油内包設備や燃料タンクからの火災）が想定される非常用発

電機室は，消防法施行規則第十九条に基づき算出される必要量の消火

剤を配備する。 

注３：グローブボックス消火装置は，グローブボックスの給気量に対して95%

の消火ガスを放出する。 

また，複数連結したグローブボックスについては，消火ガスの放出単

位を設定し，その放出単位の給気量の合計値に対して95%の消火ガスを

放出する設計とし，消火剤容量は最も大きな放出単位を消火できる量

以上を配備する。 

注４：火災区域又は火災区画に設置する消火器については，消防法施行規則

第六条から第八条に基づき延床面積又は床面積から算出した必要量の
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消火剤を配備する。 

 ・防火水槽      １式 

 ・ピストンダンパ   １式 

消火ガスを放出するためのより良い条件を形成する。 

消火ガス放出後のグローブボックス内の雰囲気維持を行う。 

 ・避圧エリア形成用自動閉止ダンパ(ダンパ作動回路を含む) １式 

窒素消火装置の消火ガス放出時に安全上重要な機器等のグローブ

ボックスが破損しないよう圧力上昇緩和に必要な区域を形成する。 

 ・連結散水装置   １式 

注５：火災区域の消火活動に対処できるよう，消防法施行令第十一条(屋内消

火栓設備に関する基準)に準拠し配置する。 

 

ｂ．重大事故等対処施設に対する火災防護設備 

(ａ) 火災感知設備 

火災感知器の設置場所 火災感知器の型式 

・一般区域 

「異なる２種類の火災

感知器」の設置要求を

満足するため，火災感知

器を設置 

煙感知器 熱感知器 

火災時に炎が生じる前の

発煙段階から感知できる

煙感知器を設置(アナログ

式) 

火災時に生じる熱を感知

できる熱感知器を設置

(アナログ式) 

・一般区域のうち天井高

さ８m以上の区域 

天井高さを考慮した火

災感知器を設置 

煙感知器 
熱感知器 

（差動式分布型） 

上記同様 火災時に生じる熱を広

範囲に感知できる熱感

知器を設置（非アナログ

式（注１）） 
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火災感知器の設置場所 火災感知器の型式 

・蓄電池室 

蓄電池室は水素による

感知器の誤動作を考慮

した火災感知器を設置 

煙感知器 熱感知器（耐酸型） 

上記同様 耐酸機能を有する火災感

知器として熱感知器を設

置（非アナログ式（注１）） 

・放射線の影響を考慮す

る区域 

放射線の影響を考慮し

た感知器を設置 

煙感知器 熱感知器 

放射線の影響を受けにく

い非アナログ式（注２）の煙

感知器を設置 

放射線の影響を受けにく

い非アナログ式（注１）の熱

感知器を設置 

・オイルタンク室上部の配

管室 

(屋外埋設) 

万が一の燃料気化によ

る引火性又は発火性の

雰囲気 

煙感知器 
熱感知器 

(定温式スポット型) 

防爆機能を有する火災感

知器として火災時に炎が

生じる前の発煙段階から

感知できる煙感知器を設

置(非アナログ式) 

防爆機能を有する火災感

知器として火災時に生じ

る熱を感知できる熱感知

器を設置(非アナログ式) 

・軽油，重油タンク室 

(屋外埋設) 

万が一の燃料気化によ

る引火性又は発火性の

雰囲気 

防爆型赤外線式 

炎感知器 
防爆型熱電対 

防爆機能を有する火災感

知器として炎から発生す

る赤外線の波長を感知す

る炎感知器を設置(非アナ

ログ式) 

防爆機能を有する火災感

知器として火災時に生じ

る熱を感知できる熱電対

を設置(アナログ式) 

・グローブボックス内 

放射線の影響を考慮し

た感知器を設置 

 

熱感知器 

（白金測温抵抗体） 

熱感知器 

（差動式分布型） 

火災時に生じる熱を広範

囲に感知できる熱感知器

を設置する(非アナログ式
（注３）) 

火災時に生じる熱を広

範囲に感知できる熱感

知器を設置する(非アナ

ログ式) 

（注１）非アナログ式の熱感知器は，作動温度を周囲温度より高い温度に設

定する設計とすることにより，誤作動を防止する設計とする。 

（注２）非アナログ式の煙感知器は，蒸気等が充満する場所に設置しない設

計とすることにより，誤作動を防止する設計とする。 

（注３）潤滑油を内包する機器近傍に設置する場合は，当該機器のプロセス
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温度監視及び異常時の工程停止の措置を講ずることで，機器発熱に

よる誤作動（非火災報）を防止する。 

 

(ｂ) 消火設備 

種  類 
主要な 

消火剤 

消火 

方式 
設置箇所 

窒素ガス消火装置 窒素注１ 
全域放出

方式 

・燃料加工建屋の火災区域又は 

火災区画 

二酸化炭素消火 

装置 

二酸化炭素 
注１，注２ 

全域放出

方式 
・燃料加工建屋の火災区域 

グローブボックス

消火装置 
窒素注３ 

全域放出

方式 
・グローブボックス 

粉末消火器 粉末注４ － 
・燃料加工建屋の火災区域又は 

火災区画 

二酸化炭素消火器 
二酸化炭素 

注４ 
－ 

・燃料加工建屋の火災区域又は 

火災区画 

屋内消火栓 水注５ － 

・燃料加工建屋の火災区域又は 

火災区画(安重機能を有する機器

等及び放射性物質貯蔵等の機器

等を設置する火災区域を除く) 

泡消火設備又は 

粉末消火設備 

泡消火薬剤

又は 

第三種粉末 

全域放 

出方式 ・第１保管庫・貯水所 

・第２保管庫・貯水所 局所放 

出方式 

ハロゲン化物 

消火設備 

HFC-227ea 

ハロン1301 

FK-5-1-12 

全域放 

出方式 

・火災発生時の煙の充満等により

消火活動が困難な火災区域又

は火災区画（再処理施設と共用

する緊急時対策建屋） 

注１：火災区域又は火災区画に設置する窒素消火装置及び二酸化炭素消火装

置（注２を除く）は，消防法施行規則第十九条に基づき，単位体積あ

たりに必要な量の消火剤を配備する。 

注２：油火災（油内包設備や燃料タンクからの火災）が想定される非常用発
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電機室は，消防法施行規則第十九条に基づき算出される必要量の消火

剤を配備する。 

注３：グローブボックス消火装置は，グローブボックスの給気量に対して95%

の消火ガスを放出する。 

また，複数連結したグローブボックスについては，消火ガスの放出単

位を設定し，その放出単位の給気量の合計値に対して95%の消火ガスを

放出する設計とし，消火剤容量は最も大きな放出単位を消火できる量

以上を配備する。 

注４：火災区域又は火災区画に設置する消火器については，消防法施行規則

第六条から第八条に基づき延床面積又は床面積から算出した必要量の

消火剤を配備する。 

 ・防火水槽      １式 

 ・ピストンダンパ   １式 

消火ガスを放出するためのより良い条件を形成する。 

消火ガス放出後のグローブボックス内の雰囲気維持を行う。 

 ・避圧エリア形成用自動閉止ダンパ(ダンパ作動回路を含む) １式 

窒素消火装置の消火ガス放出時に安全上重要な機器等のグローブ

ボックスが破損しないよう圧力上昇緩和に必要な区域を形成する。 

 ・連結散水装置   １式 

注５：火災区域の消火活動に対処できるよう，消防法施行令第十一条(屋内消

火栓設備に関する基準)に準拠し配置する。 

 

ｃ．重大事故等対処設備 

(ａ) 代替火災感知設備 

［常設重大事故等対処設備］ 
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火災状況確認用温度計 

９系列 

計測範囲  -196～450℃ 

計測方式  測温抵抗体 

火災状況確認用温度表示装置 

１台 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型グローブボックス温度表示端末 

２台（予備として故障時のバックアップ

を１台） 

(ｂ) 代替消火設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

遠隔消火装置     ９系列 

消火剤   ハロゲン化物消火剤 

消火方式  局所放出方式 

又は全域放出方式 (注１) 

消火剤量  検証試験結果を基に算出する量以上 

ただし，全域放出方式の場合は，消防法

施行規則第20条に基づき算出する量以

上 

設置場所  重大事故の発生を仮定するグローブボッ

クス内の火災源 

注１ 火災源及びオイルパンが機器の筐体で覆われている箇所

等は，全域放出方式を採用する。 
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(２) 照明設備 

① 構造 

照明設備は，避難に用いる避難・誘導設備並びに事故が発生した場

合の作業用の照明である運転保安灯で構成し，避難・誘導設備は，人

の立ち入る区域から，出口に至る通路，階段及び踊り場に設ける設計

とする。また，避難・誘導設備は，外部電源喪失時には，蓄電池から

給電できる設計とする。 

照明設備には本設備を運転する上で必要な盤類を含む。 

② 主要な設備・機器の種類 

ａ．避難・誘導設備 

(ａ) 誘導灯 

ⅰ．設置場所 

燃料加工建屋 

ⅱ．個数 

１式 

(ｂ) 非常用照明 

ⅰ．設置場所 

燃料加工建屋 

ⅱ．個数 

１式 

ｂ．運転保安灯 

(ａ) 設置場所 

制御第１室，制御第４室及び中央監視室 

(ｂ) 個数 

１式 
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(３) 所内電源設備（電気設備） 

① 構造 

ａ．設計基準対象の施設 

ＭＯＸ燃料加工施設は，外部から再処理施設の受電開閉設備等を

共用し，6.9kＶ２回線で受電する設計とする。 

外部電源系統の機能喪失時に備えて，非常用発電機，非常用母線

スイッチギア及びケーブル等で構成する非常用所内電源設備を設置

する。また，燃料加工建屋に非常用直流電源設備，非常用無停電電

源装置等を設置する。さらに，燃料を貯蔵する設備として，非常用

発電機用に燃料油貯蔵タンクを設置する設計とする。 

なお，再処理施設と共用する放射線監視設備のモニタリングポス

トは，再処理施設の使用済燃料受入れ・貯蔵建屋の第１非常用ディ

ーゼル発電機を非常用電源とする設計とする。再処理施設の第１非

常用ディーゼル発電機に燃料を供給するための再処理施設の重油タ

ンク及び使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用安全冷却水系冷却

塔を再処理施設と共用する。 

燃料油貯蔵タンクは，設計基準事故に対処するために必要な非常

用発電機１台により必要とする電力を供給するための燃料を事業所

内に貯蔵する設計とする。 

再処理施設の重油タンクは，設計基準事故に対処するために必要

な第１非常用ディーゼル発電機１台により必要とする電力を供給で

きる容量以上の燃料を事業所内に貯蔵する設計とする。 

再処理施設の使用済燃料受入れ施設及び貯蔵施設用の安全冷却水

系は，再処理施設と共用するモニタリングポストの非常用所内電源

設備である第１非常用ディーゼル発電機で発生する熱を除去する設
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計とする。 

非常用所内電源設備はグローブボックスの換気設備等，放射線監

視設備，火災又は臨界等の警報設備，通信連絡設備及び非常用照明，

並びに核的，熱的及び化学的制限値を維持するために必要な設備の

安全機能の確保を行うために，十分な容量，機能及び信頼性を確保

できるよう，多重性及び独立性を確保し，設計基準事故時において

設計基準事故に対処するための設備がその機能を確保するために必

要な電力を，非常用発電機及び再処理施設の第１非常用ディーゼル

発電機の運転により供給できる設計とする。  

非常用所内電源設備を構成する再処理施設の第１非常用ディーゼ

ル発電機は，電源復旧までの期間，モニタリングポスト及びダスト

モニタに，給電できる設計とする。 

なお，所内電源設備の一部は,再処理施設と共用する。 

ｂ．重大事故等対処設備 

全交流電源が喪失した場合において，代替グローブボックス排気

設備，代替モニタリング設備，制御建屋情報把握設備，制御建屋情

報把握設備，情報把握収集伝送設備及び代替通信連絡設備に必要な

電力を確保するために必要な設備を重大事故等対処設備として配備

する設計とする。 

全交流電源喪失した場合において必要とする重大事故等対処設備

は，代替電源設備を使用する設計とする。 

代替電源設備は，燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋可搬型発

電機，情報連絡用可搬型発電機，可搬型分電盤及び可搬型電源ケー

ブルで構成し，設置場所で他の設備から独立して使用可能とするこ

とにより電力を供給できる設計とする。 
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なお，重大事故等時において制御建屋可搬型発電機を再処理施設

と共用する。 

代替電源設備は，「ホ．(イ) 気体廃棄物の廃棄設備」，「ヘ．

(ロ) 屋外管理用の主要は設備の種類」及び「ト．(イ)(８) 通信

連絡設備」に必要な電力を確保できる設計とする。 

また，全交流電源喪失以外の状態において，外部放出抑制設備，

代替消火設備，放射線監視設備，試料分析関係設備，環境管理設備，

情報把握収集伝送設備及び所内通信連絡設備に電力を供給する設備

は，受電開閉設備等を設置する設計とするとともに，設計基準対象

の施設の非常用所内電源設備の一部である使用済燃料の受入れ施設

及び貯蔵施設の6.9kＶ非常用母線，燃料加工建屋の6.9kＶ非常用母

線，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の 460Ｖ非常用母線及び

燃料加工建屋の 460Ｖ非常用母線を兼用し，常設重大事故等対処設

備として位置付ける。 

重大事故等時において受電開閉設備等は再処理施設と共用する。 

常設重大事故等対処設備（設計基準対象の施設と一部兼用）は，

「ホ．(イ) 気体廃棄物の廃棄設備」，「ヘ．(ロ) 屋外管理用の

主要な設備の種類」，「ト．(イ)(１) 火災防護設備」，「ト．(イ)(８) 

通信連絡設備」を使用するため，受電開閉設備，受電変圧器，6.9k

Ｖ非常用主母線，6.9kＶ運転予備用主母線，6.9kＶ常用主母線，6.9k

Ｖ非常用母線，6.9kＶ運転予備用母線，6.9kＶ常用母線，460Ｖ非常

用母線，460Ｖ運転予備用母線及び460Ｖ常用母線を設置することに

より，必要な電力を供給する設計とする。 

屋外に保管する代替電源設備（燃料加工建屋可搬型発電機及び制

御建屋可搬型発電機）は，共通要因によって非常用所内電源設備と
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同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，通常は使用する建

屋近傍の屋外に保管し，対処時はその場で運転し使用すること，ま

た，屋内に保管する代替電源設備（情報連絡用可搬型発電機、可搬

型分電盤及び可搬型電源ケーブル）は，通常は非常用所内電源設備

と異なる場所に保管し，対処時は非常用所内電源設備と異なる系統

構成とすることで，非常用所内電源設備に対して独立性を有する設

計とする。 

代替電源設備は，共通要因によって非常用発電機と同時にその機

能が損なわれるおそれがないように，故障時のバックアップを含め

て必要な数量を非常用発電機が設置される建屋から 100ｍ以上の離

隔距離を確保した場所に保管することで位置的分散を図る。 

代替電源設備は，他の設備から独立して単独で使用可能なことに

より，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

屋外に保管する代替電源設備は，竜巻により飛来物とならないよ

う必要に応じて固縛等の措置をとることで他の設備に悪影響を及ぼ

さない設計とする。 

所内電源設備の常設重大事故等対処設備は，通常時と同じ系統構

成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の設備に悪

影響を及ぼさない設計とする。 

代替電源設備の燃料加工建屋可搬型発電機は，重大事故等に対処

するために必要な電力を確保するために必要な容量約 50kＶＡを有

する設計とするとともに，保有数は，必要数として１台，予備とし

て故障時及び点検保守による待機除外時のバックアップを２台の合

計３台以上を確保する。 

代替電源設備の情報連絡用可搬型発電機は，重大事故等に対処す
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るために必要な電力を確保するために必要な容量約３kＶＡを有する

設計とするとともに，保有数は，必要数として２台，予備として故

障時及び点検保守による待機除外時のバックアップを３台の合計５

台以上を確保する。 

代替電源設備のうち再処理施設と共用する制御建屋可搬型発電機

は，重大事故等に対処するために必要な電力を確保するために必要

な容量約80kＶＡを有する設計とするとともに，保有数は，必要数と

して１台，予備として故障時のバックアップを２台の合計３台以上

を確保する設計とする。 

代替電源設備の可搬型分電盤及び可搬型電源ケーブルは，重大事

故等に対処するための系統の目的に応じて必要な容量を有する設計

とするとともに，保有数は必要数として１式，予備として故障時の

バックアップ１式を確保する。 

所内電源設備の常設重大事故等対処設備は，重大事故等に対処す

るために必要な設備の電源容量に対して十分な容量を有する設計と

するとともに，１系統以上有する設計とする。 

屋外に保管する代替電源設備は，風（台風）及び竜巻に対して，

風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，当該設備の転倒防止，

固縛等の措置を講じて保管する設計とする。 

屋内に保管する代替電源設備は，外部からの衝撃による損傷を防

止できる燃料加工建屋に保管し，風（台風）等により機能を損なわ

ない設計とする。 

代替電源設備は「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故

等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を

損なわない設計とする。 
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代替電源設備は，溢水量を考慮し，影響を受けない高さへの保管

及び被水防護する設計とする。 

屋内に保管する代替電源設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，

燃料加工建屋の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管するこ

とにより，機能を損なわない設計とする。 

所内電源設備の常設重大事故等対処設備のうち再処理施設と共用

する受電開閉設備は，風（台風），竜巻，積雪及び火山の影響に対

して，風（台風）及び竜巻による風荷重，積雪荷重及び降下火砕物

による積載荷重により機能を損なわない設計とする。 

所内電源設備の常設重大事故等対処設備は，自然現象，人為事象，

溢水，火災及び内部発生飛散物により機能が損なわれる場合，関連

する工程を停止する等の手順を整備することにより重大事故等に対

処するための機能を損なわない設計とする。 

所内電源設備の常設重大事故等対処設備の高圧母線及び低圧母線

のうち設計基準対象の施設の一部を兼用する設備は，溢水量を考慮

し，影響を受けない高さへの設置及び被水防護する設計とする。 

代替電源設備は，想定される重大事故等が発生した場合において

も，設置に支障がないように，線量率の高くなるおそれの少ない場

所を選定し，当該設備の設置が可能な設計とする。 

代替電源設備は，接続方式を統一することにより，速やかに，容

易かつ確実に現場での接続が可能な設計とする。 

代替電源設備は，通常時において，重大事故等に対処するために

必要な機能を確認するため，独立して外観検査及び絶縁抵抗測定に

よる性能確認が可能な設計とする。 

また，当該機能を健全に維持するため，独立して取替え等が可能
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な設計とする。 

所内電源設備の常設重大事故等対処設備は，通常時において，重

大事故等に対処するために必要な機能を確認するため，外観検査及

び絶縁抵抗測定による性能確認が可能な設計とする。 

また，当該機能を健全に維持するため，保修等が可能な設計とす

る。 

② 主要な設備・機器の構造 

ａ．設計基準対象の施設 

(ａ) 非常用発電機 

台  数 ２台 

出  力 約1000kＶＡ/台 

起動時間 40秒以内 

電源容量は，外部電源が喪失した場合でも，非常用発電機１台

でＭＯＸ燃料加工施設の安全を確保するための負荷に対して給電

できる設計とする。 

(ｂ) 第１非常用ディーゼル発電機（再処理施設と共用） 

台  数 ２台 

出  力 約4400kＷ/台 

起動時間 約15秒 

電源容量は，外部電源が喪失した場合でも，第１非常用ディー

ゼル発電機１台でモニタリングポスト及びダストモニタに，給電

できる設計とする。 

(ｃ) 燃料油貯蔵タンク 

基  数 １基 

容  量 60ｍ3/基 
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(ｄ) 重油タンク（再処理施設と共用） 

基  数 ４基 

容  量 130ｍ3/基 

(ｅ) 安全冷却水系（冷却水設備）（再処理施設と共用） 

ⅰ．使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設用 安全冷却水系冷却塔

（再処理施設と共用） 

基  数 ２基（１基/系列） 

(ｆ) 非常用直流電源設備 

個  数 

ⅰ．蓄電池 ２系統 

ⅱ．充電器 ２系統 

(ｇ) 非常用無停電電源装置 

個  数 ３系統 

ｂ．重大事故等対処設備 

(ａ) 代替電源設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

燃料加工建屋可搬型発電機 

   台  数 ３台（予備として故障時及び待機除外時のバック

アップを２台） 

容  量 約50kＶＡ /台 

情報連絡用可搬型発電機 

   台  数 ５台（予備として故障時及び待機除外時のバック

アップを３台） 

容  量 約３kＶＡ /台 

制御建屋可搬型発電機（再処理施設と共用） 
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   台  数 ３台（予備として故障時バックアップを２台） 

容  量 約80kＶＡ /台 

可搬型分電盤 

   数  量 １式 

可搬型電源ケーブル 

   数  量 １式 

(ｂ) 受電開閉設備 

ⅰ．常設重大事故等対処設備 

受電開閉設備（再処理施設と共用） 

   数  量 ２系統 

受電変圧器（再処理施設と共用） 

 数  量 ４台 

(ｃ) 高圧母線（設計基準対象の施設と一部兼用） 

ⅰ．常設重大事故等対処設備 

非常用電源建屋の6.9kＶ非常用主母線（再処理施設と一部共用） 

   数  量 ２系統 

ユーティリティ建屋の6.9kＶ運転予備用主母線（再処理施設と

共用） 

   数  量 １系統 

ユーティリティ建屋の 6.9kＶ常用主母線（再処理施設と共用） 

   数  量 ２系統 

第２ユーティリティ建屋の6.9kＶ運転予備用主母線（再処理施

設と一部共用） 

   数  量 ３系統 

第２ユーティリティ建屋の6.9kＶ常用主母線（再処理施設と共
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用） 

   数  量 １系統 

制御建屋の6.9kＶ非常用母線（再処理施設と一部共用） 

   数  量 ２系統 

制御建屋の6.9kＶ運転予備用母線（再処理施設と一部共用） 

   数  量 ２系統 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9kＶ非常用母線（再

処理施設と共用） 

   数  量 ２系統 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の6.9kＶ常用母線（再処

理施設と共用） 

   数  量 ２系統 

低レベル廃棄物処理建屋の6.9kＶ運転予備用母線（再処理施設

と共用） 

   数  量 １系統 

燃料加工建屋の6.9kＶ非常用母線 

   数  量 ２系統 

燃料加工建屋の6.9kＶ運転予備用母線 

   数  量 １系統 

燃料加工建屋の6.9kＶ常用母線 

   数  量 １系統 

(ｄ) 低圧母線（設計基準対象の施設と一部兼用） 

［常設重大事故等対処設備］ 

制御建屋の460Ｖ非常用母線（再処理施設と一部共用） 

   数  量 ２系統 
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制御建屋の460Ｖ運転予備用母線（再処理施設と一部共用） 

   数  量 ２系統 

使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の 460Ｖ非常用母線（再

処理施設と共用） 

   数  量 ２系統 

低レベル廃棄物処理建屋の 460Ｖ運転予備用母線（再処理施設

と共用） 

   数  量 １系統 

燃料加工建屋の460Ｖ非常用母線 

   数  量 ２系統 

燃料加工建屋の460Ｖ運転予備用母線 

   数  量 １系統 

燃料加工建屋の460Ｖ常用母線 

   数  量 １系統 

(４) 補機駆動用燃料補給設備 

   重大事故等時に重大事故等対処設備へ補機駆動用の燃料を補給する

ための設備として，補機駆動用燃料補給設備を設置及び配備する設計

とする。 

① 構造 

ａ．重大事故等対処設備の補機駆動用燃料補給設備 

(ａ) 補機駆動用燃料補給設備 

重大事故等の対処に用いる設備に対する補機駆動用の燃料を補

給する設備は，再処理施設の軽油貯槽及び軽油用タンクローリを

使用する。 

重大事故等の対処に用いる再処理施設の軽油貯槽は，地下に設
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置し，共通要因によって非常用発電機の燃料油貯蔵タンクと同時

にその機能を損なわないよう，非常用発電機の燃料油貯蔵タンク

から離れた異なる場所に設置することにより，独立性を有し，位

置的分散を図る設計とする。 

重大事故等対処設備の補機駆動用燃料補給設備は，共通要因に

よって非常用発電機の燃料油貯蔵タンクと同時にその機能を損な

わないよう，異なる燃料とすることで多様性を有する設計とする。 

補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽は，常設重大事故等対処設

備として設置し，大型移送ポンプ車，ホース展張車，運搬車，可

搬型中型移送ポンプ運搬車，ホイールローダ及び軽油用タンクロ

ーリに燃料を補給できる設計とする。 

補機駆動用燃料補給設備の軽油用タンクローリは，可搬型重大

事故等対処設備として配備し，可搬型発電機及び大型移送ポンプ

車に燃料を補給できる設計とする。 

再処理施設と共用する補機駆動用燃料補給設備は，再処理施設

への燃料の補給を考慮し，十分な容量を確保することで，共用に

よって重大事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

軽油貯槽及び軽油用タンクローリにより燃料を補給する設備を，

「ホ．(イ) 気体廃棄物の廃棄設備」，「ヘ．(ロ) 屋外管理用

の主要な設備の種類」，「ト．(イ)(５) 拡散抑制設備」，「ト．

(イ)(６) 水供給設備」及び「ト．(イ)(８) 通信連絡設備」に

示す。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油貯槽は，共通

要因によって非常用発電機の燃料油貯蔵タンクと同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう，地下の異なる場所に設置するこ
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とで，非常用発電機の燃料油貯蔵タンクに対して，独立性を有す

る設計とする。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油貯槽は，共通

要因によって非常用発電機の燃料油貯蔵タンクと同時にその機能

が損なわれるおそれがないよう，外部保管エリアの地下に設置す

ることにより，非常用発電機の燃料油貯蔵タンクと位置的分散を

図る設計とする。 

なお，補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油貯槽は，

共通要因によって非常用発電機の燃料油貯蔵タンクと同時にその

機能が損なわれるおそれがないよう，異なる種類の燃料を貯蔵す

ることで，非常用発電機の燃料油貯蔵タンクに対して多様性を図

る。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油貯槽は，他の

設備から独立して使用可能な設計とすることにより，他の設備に

悪影響を及ぼさない設計とする。 

再処理施設と共用する軽油貯槽は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再

処理施設における重大事故等に対処するために必要な燃料を確保

するために必要な予備を含めた容量約660ｍ3に対して，１基あた

り容量約100ｍ3の第１軽油貯槽を４基，第２軽油貯槽を４基有す

る設計とすることで，予備を含めた容量約800ｍ3を確保する設計

とする。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油貯槽は，「ロ．

(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震

設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とす

る。 
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補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油貯槽は，風（台

風），竜巻，積雪及び火山の影響に対して，風（台風）及び竜巻

による風荷重，積雪荷重及び降下火砕物による積載荷重により機

能を損なわない設計とする。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油貯槽は，溢水

量を考慮し，影響を受けない高さへの設置及び被水防護する設計

とする。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油貯槽と軽油用

タンクローリとの接続は，コネクタ接続に統一することにより，

速やかに，容易かつ確実に現場での接続が可能な設計とする。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油貯槽は，通常

時において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認する

ため，独立して外観の確認等が可能な設計とする。 

また，当該設備を健全に維持するため，独立して保修等が可能

な設計とする。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油用タンクロー

リは，共通要因によって非常用発電機の燃料油貯蔵タンクと同時

にその機能が損なわれるおそれがないよう，他の設備から独立し

て単独で使用することで，非常用発電機に対して独立性を有する

設計とする。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油用タンクロー

リは，共通要因によって非常用発電機の燃料油貯蔵タンクと同時

にその機能が損なわれるおそれがないように，故障時のバックア

ップを含めて必要な数量を，非常用発電機の燃料油貯蔵タンクか

ら 100ｍ以上の離隔距離を確保した複数の外部保管エリアの異な
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る場所に分散して保管することで位置的分散を図る。 

補機駆動用燃料補給設備のうち屋外に保管する再処理施設の軽

油用タンクローリは，竜巻により飛来物とならないよう必要に応

じて固縛等の措置をとることで他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。 

再処理施設と共用する軽油用タンクローリは，ＭＯＸ燃料加工

施設及び再処理施設における重大事故等に対処するために必要な

容量を有する設計とするとともに，保有数は，対処に必要な４台，

予備として故障時及び点検保守による待機除外時のバックアップ

５台の合計９台以上を確保する。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油用タンクロー

リは，風（台風）及び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による

風荷重を考慮し，当該設備の転倒防止，固縛等の措置を講じて保

管する設計とする。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油用タンクロー

リは，溢水量を考慮し，影響を受けない高さへの保管及び被水防

護する設計とする。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油用タンクロー

リは，内部発生飛散物の影響を考慮し，外部保管エリアの内部発

生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，機能を損

なわない設計とする。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油用タンクロー

リは，容易かつ確実に接続でき，かつ，複数の設備に使用するこ

とができるよう，より簡便な接続方式を用いる設計とする。 

補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油用タンクロー
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リは，通常時において，重大事故等に対処するために必要な機能

を確認するため，独立して外観点検，性能確認等が可能な設計と

する。並びに，補機駆動用燃料補給設備のうち再処理施設の軽油

用タンクローリは，車両として運転状態及び外観の確認が可能な

設計とする。 

また，当該設備を健全に維持するため，独立して保修等が可能

な設計とする。 

② 主要な設備・機器の構造 

ａ．重大事故等対処設備 

(ａ) 補機駆動用燃料補給設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

第１軽油貯槽（再処理施設と共用） 

   基  数 ４基 

   容  量 約100ｍ3/基 

第２軽油貯槽（再処理施設と共用） 

   基  数 ４基 

   容  量 約100ｍ3/基 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

軽油用タンクローリ（再処理施設と共用） 

   台  数 ９台（予備として故障時及び待機除外時のバック

アップを５台） 

   容  量 約４kL/台 

(５) 拡散抑制設備 

① 放水設備 

燃料加工建屋において重大事故等が発生し，大気中への放射性物質
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の拡散に至るおそれがある場合，建屋に放水し，放射性物質の拡散を

抑制するために必要な重大事故等対処設備を設置及び保管する。 

放射性物質の拡散を抑制するための対処及び航空機燃料火災への対

処では，放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型放水砲，可搬型建屋外

ホース，ホイールローダ，可搬型放水砲流量計及び可搬型放水砲圧力

計，水供給設備の一部である第１貯水槽，ホース展張車及び運搬車並

びに補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽及び軽油用タンク

ローリを使用する。 

燃料加工建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災が発生

した場合，泡消火又は放水による消火活動を実施するために必要な重

大事故等対処設備を設置及び保管する。 

放水設備は，大型移送ポンプ車，可搬型放水砲，可搬型建屋外ホー

ス，ホイールローダ，可搬型放水砲流量計及び可搬型放水砲圧力計で

構成する。 

水供給設備の一部である第１貯水槽及び補機駆動用燃料補給設備の

一部である軽油貯槽を常設重大事故等対処設備として設置する。 

水供給設備の一部であるホース展張車及び運搬車並びに補機駆動用

燃料補給設備の一部である軽油用タンクローリを可搬型重大事故等対

処設備として配備する。 

水供給設備については，「ト．(イ)(６)水供給設備」に，補機駆動

用燃料補給設備については，「ト．(イ)(４)補機駆動用燃料補給設備」

に示す。 

放水設備は，燃料加工建屋において重大事故等が発生し，大気中へ

の放射性物質の拡散に至るおそれがある場合，大型移送ポンプ車から

供給する水を，可搬型建屋外ホースを介して可搬型放水砲により燃料
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加工建屋に放水できる設計とする。 

放水設備は，燃料加工建屋周辺における航空機衝突による航空機燃

料火災が発生した場合，大型移送ポンプ車から供給する水を，可搬型

建屋外ホースを介して可搬型放水砲による泡消火又は放水による消火

活動を行い，航空機燃料火災に対応できる設計とする。 

放水設備は，移動等により複数の方向から燃料加工建屋に向けて放

水することが可能な設計とする。 

放水設備の可搬型放水砲は，放水設備のホイールローダを用いて運

搬できる設計とする。 

放水系統には，放水設備の可搬型放水砲流量計及び可搬型放水砲圧

力計を設置し，放水時の流量及び圧力を確認できる設計とする。 

放水設備の可搬型放水砲流量計は，乾電池を使用する設計とする。 

放水設備は，再処理施設と共用する。 

放水設備は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設における重大事故

等対処に同時に対処することを考慮し，十分な数量を確保することで，

共用によって重大事故等時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型放水砲，可搬型建屋外ホース，

可搬型放水砲流量計及び可搬型放水砲圧力計は，故障時のバックアッ

プを含めて必要な数量を燃料加工建屋から 100ｍ以上の離隔距離を確

保した複数の外部保管エリアに分散して保管することで位置的分散を

図る。 

屋外に保管する放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型放水砲及び可

搬型建屋外ホースは，竜巻により飛来物とならないよう必要に応じて

固縛等の措置をとることで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

再処理施設と共用する大気中への放射性物質の拡散を抑制するため
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に使用する放水設備の大型移送ポンプ車は，燃料加工建屋の最高点で

ある屋上全般にわたって放水設備の可搬型放水砲で放水するための水

を供給する。放水設備の可搬型放水砲で放水する最大の流量が約

900m3/hであり，放水設備の可搬型放水砲の放水を可能にするために，

放水設備の大型移送ポンプ車は，約1800m3/hの送水流量を有する設計

とするとともに，保有数は，必要数として８台，予備として故障時及

び点検保守による待機除外時のバックアップを９台の合計17台以上を

確保する。 

再処理施設と共用する燃料加工建屋周辺における航空機衝突による

航空機燃料火災に使用する放水設備の大型移送ポンプ車は，燃料加工

建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災に対応するために

放水設備の可搬型放水砲で放水するための水を供給する。放水設備の

可搬型放水砲で放水する最大の流量が約900 m3/hに対して放水設備の

大型移送ポンプ車は，約1800m3/hの送水流量を有する設計とする。燃

料加工建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災に使用する

放水設備の大型移送ポンプ車の必要数は２台であり，大気中への放射

性物質の拡散を抑制するために使用する放水設備の大型移送ポンプ車

を兼用する。 

再処理施設と共用する大気中への放射性物質の拡散を抑制するため

に使用する放水設備の可搬型放水砲は，燃料加工建屋の最高点である

屋上全般にわたって放水するために必要な容量を有する設計とすると

ともに，保有数は，必要数として７台，予備として故障時のバックア

ップを７台の合計14台以上を確保する。 

再処理施設と共用する燃料加工建屋周辺における航空機衝突による

航空機燃料火災に使用する放水設備の可搬型放水砲は，燃料加工建屋
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周辺における航空機衝突による航空機燃料火災に対応するために必要

な容量を有する設計とする。燃料加工建屋周辺における航空機衝突に

よる航空機燃料火災に使用する放水設備の可搬型放水砲の必要数は１

台であり，大気中への放射性物質の拡散を抑制するために使用する放

水設備の可搬型放水砲を兼用する。 

再処理施設と共用する放水設備の可搬型建屋外ホースは，重大事故

等への対処に必要となる流路を確保するための必要数を確保すること

に加えて，予備として故障時のバックアップを確保する。 

再処理施設と共用する放水設備の可搬型放水砲流量計は，放水設備

の可搬型放水砲の放水量を監視するため，重大事故時に想定される変

動範囲を監視可能な０～1800m3/hの測定範囲を有する設計とするとと

もに，保有数は必要数として７台，予備として故障時及び点検保守に

よる待機除外時のバックアップを 14 台の合計 21 台以上を確保する。 

再処理施設と共用する放水設備の可搬型放水砲圧力計は，放水設備

の可搬型放水砲の放水時の圧力を監視するため，重大事故時に想定さ

れる変動範囲を監視可能な０～1.6ＭPa の測定範囲を有する設計とす

るとともに保有数は必要数として７台，予備として故障時のバックア

ップを７台の合計14台以上を確保する。 

放水設備の大型移送ポンプ車及び可搬型放水砲は，汽水の影響に対

して耐腐食性材料を使用する設計とする。 

屋外に保管する放水設備の大型移送ポンプ車及び可搬型放水砲は，

風（台風）及び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考

慮し，当該設備の転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計とす

る。 

屋外に保管する放水設備の可搬型建屋外ホースは，風（台風）及び

－ 262 －



竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，収容する

コンテナ等に対して転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計と

する。 

放水設備の可搬型放水砲流量計及び可搬型放水砲圧力計は，外部か

らの衝撃による損傷を防止できる第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・

貯水所に保管し，風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる放水設備の大型移送

ポンプ車及び可搬型放水砲流量計は「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因

とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすること

でその機能を損なわない設計とする。 

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型放水砲，可搬型建屋外ホース，

可搬型放水砲流量計及び可搬型放水砲圧力計は，内部発生飛散物の影

響を考慮し，外部保管エリアの内部発生飛散物の影響を受けない場所

に保管することにより，機能を損なわない設計とする。 

放水設備の大型移送ポンプ車及び可搬型放水砲は，想定される重大

事故等が発生した場合においても操作に支障がないように線量率の高

くなるおそれの少ない屋外で操作可能な設計とする。 

放水設備の大型移送ポンプ車，可搬型放水砲，可搬型建屋外ホース，

可搬型放水砲流量計及び可搬型放水砲圧力計は，コネクタ接続に統一

することにより，現場での接続が可能な設計とする。 

放水設備の大型移送ポンプ車は，通常時において，重大事故等に対

処するために必要な機能を確認するため，外観点検，員数確認，性能

確認，分解点検等が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持

するため，分解点検等が可能な設計とする。 

放水設備の大型移送ポンプ車は，車両として運転状態の確認が可能
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な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，保修等が可能

な設計とする。 

放水設備の可搬型放水砲は，通常時において，重大事故等に対処す

るために必要な機能を確認するため，外観の確認が可能な設計とする。

また，当該機能を健全に維持するため，取替え等が可能な設計とする。 

放水設備の可搬型放水砲流量計及び可搬型放水砲圧力計は，通常時

において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認するため，

模擬入力による機能，性能の確認及び校正並びに外観の確認が可能な

設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，取替え等が可能

な設計とする。 

ａ．主要な設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

大型移送ポンプ車（再処理施設と共用） 

台  数  17台（予備として故障時及び待機除外時のバ

ックアップを９台） 

容  量  約1800m3/h/台 

可搬型放水砲（再処理施設と共用） 

台  数  14台（予備として故障時のバックアップを７

台） 

ホイールローダ（再処理施設と共用） 

台  数  ７台（予備として故障時及び待機除外時のバ

ックアップを４台） 

可搬型建屋外ホース（再処理施設と共用） 

数  量  １式 

可搬型放水砲流量計（再処理施設と共用） 
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台  数  21台（予備として故障時及び待機除外時のバ

ックアップを14台） 

計測範囲  ０～1800 m3/h 

測定方式  電磁式 

可搬型放水砲圧力計（再処理施設と共用） 

台  数  14台（予備として故障時及び待機除外時のバ

ックアップを７台） 

計測範囲  ０～1.6ＭPa 

測定方式  圧力式 

② 抑制設備 

燃料加工建屋において重大事故等が発生し，ＭＯＸ燃料加工施設の

敷地に隣接する尾駮沼及び海洋へ放射性物質が流出するおそれがある

場合，放射性物質の流出を抑制するために必要な重大事故等対処設備

を設置及び保管する。 

放射性物質の流出を抑制するための対処では，抑制設備の可搬型汚

濁水拡散防止フェンス，放射性物質吸着材，小型船舶，可搬型中型移

送ポンプ運搬車及び運搬車，水供給設備の一部であるホース展張車並

びに補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽を使用する。 

抑制設備は，可搬型汚濁水拡散防止フェンス，放射性物質吸着材，

小型船舶，可搬型中型移送ポンプ運搬車及び運搬車で構成する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽を常設重大事故等対

処設備として設置する。 

水供給設備の一部であるホース展張車を可搬型重大事故等対処設備

として配備する。 

補機駆動用燃料補給設備については「ト．(イ)(４) 補機駆動用燃
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料補給設備」に，水供給設備については「ト．(イ)(６) 水供給設備」

に示す。 

抑制設備は，燃料加工建屋において重大事故等が発生し，ＭＯＸ燃

料加工施設の敷地に隣接する尾駮沼及び海洋へ放射性物質が流出する

おそれがある場合，ＭＯＸ燃料加工施設の敷地を通る排水路に可搬型

汚濁水拡散防止フェンス及び放射性物質吸着材を設置して，放射性物

質の流出を抑制できる設計とする。 

抑制設備は，海洋への放射性物質の流出を抑制するために，可搬型

汚濁水拡散防止フェンスを尾駮沼へ設置して，放射性物質の流出を抑

制できる設計とする。 

抑制設備の放射性物質吸着材及び小型船舶は，運搬車により運搬で

きる設計とする。 

排水路に設置する抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェンスは，運

搬車により運搬できる設計とする。 

尾駮沼に設置する抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェンスは，ホ

ース展張車及び可搬型中型移送ポンプ運搬車で運搬できる設計とする。 

抑制設備は，再処理施設と共用する。 

抑制設備は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設における重大事故

等対処で同様の対処を実施することで，共用によって重大事故等時の

対処に影響を及ぼさない設計とする。 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェンス，放射性物質吸着材及び

小型船舶は，故障時のバックアップを含めて必要な数量を複数の外部

保管エリアに分散して保管することで位置的分散を図る。 

屋外に保管する抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェンス及び放射

性物質吸着材は，竜巻により飛来物とならないよう必要に応じて固縛
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等の措置をとることで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

再処理施設と共用する抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェンスは，

海洋，河川，湖沼等への放射性物質の流出を抑制するため，設置場所

に応じた高さ及び幅を有する設計とするとともに，必要数を確保する

ことに加えて，予備として故障時のバックアップを確保する。 

再処理施設と共用する抑制設備の放射性物質吸着材は，ＭＯＸ燃料

加工施設の敷地を通る排水路を考慮して，排水路に設置する必要数を

確保することに加えて，予備として故障時のバックアップを確保する。 

再処理施設と共用する抑制設備の小型船舶は，尾駮沼に可搬型汚濁

水拡散防止フェンスを設置するために必要な能力を有する設計とする

とともに，保有数は，必要数として１艇，予備として故障時及び点検

保守による待機除外時のバックアップを２艇の合計３艇以上を確保す

る。 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェンス及び小型船舶は，汽水の

影響に対して耐腐食性材料を使用する設計とする。 

屋外に保管する抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェンス及び放射

性物質吸着材は，風（台風）及び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻

による風荷重を考慮し，収容するコンテナ等に対して転倒防止，固縛

等の措置を講じて保管する設計とする。 

抑制設備の小型船舶は，外部からの衝撃による損傷を防止できる第

１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管し，風（台風）等に

より機能を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる抑制設備の小型船舶

は，「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対する施設

の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計と
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する。 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェンス，放射性物質吸着材及び

小型船舶は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外部保管エリアの内部

発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，機能を損な

わない設計とする。 

抑制設備の小型船舶は，想定される重大事故等が発生した場合にお

いても操作に支障がないように線量率の高くなるおそれの少ない屋外

で操作可能な設計とする。 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェンスは，簡便な接続方式とす

ることで，現場での接続が可能な設計とする。 

抑制設備の可搬型汚濁水拡散防止フェンス及び放射性物質吸着材は，

通常時において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認する

ため，外観の確認が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持

するため，取替え等が可能な設計とする。 

抑制設備の小型船舶は，通常時において，重大事故等に対処するた

めに必要な機能を確認するため，外観点検，員数確認，性能確認等が

可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，分解点検

等が可能な設計とする。 

ａ．主要な設備 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型汚濁水拡散防止フェンス（再処理施設と共用） 

数  量  １式 

放射性物質吸着材（再処理施設と共用） 

数  量  １式 

小型船舶（再処理施設と共用） 
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艇  数  ３艇（予備として故障時及び待機除外時のバ

ックアップを２艇） 

運搬車（再処理施設と共用） 

台  数  ２台（予備として故障時時のバックアップを

１台）（待機除外時のバックアップを

水供給設備の運搬車の待機除外時のパ

ックアップと兼用） 

可搬型中型移送ポンプ運搬車（再処理施設と共用） 

台  数  ５台（予備として故障時及び待機除外時のバッ

クアップを３台） 

(６) 水供給設備 

重大事故等が発生し，大気中への放射性物質の拡散を抑制するため

の対処及び燃料加工建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火

災へ対応するための対処並びに重大事故等への対処を継続するために

水を補給する対処が発生した場合において，対処に必要となる水源を

確保するために水供給設備を使用する。 

水供給設備は，第１貯水槽，第２貯水槽，大型移送ポンプ車，可搬

型建屋外ホース，ホース展張車，運搬車，可搬型貯水槽水位計（ロー

プ式），可搬型貯水槽水位計（電波式）及び可搬型第１貯水槽給水流

量計で構成する。 

重大事故等への対処に必要な水を供給するための対処では，水供給

設備の第１貯水槽，第２貯水槽，大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホ

ース，ホース展張車，運搬車，可搬型貯水槽水位計（ロープ式），可

搬型貯水槽水位計（電波式）及び可搬型第１貯水槽給水流量計，補機

駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽及び軽油用タンクローリ並
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びに情報把握収集伝送設備の一部である第１保管庫・貯水所可搬型情

報収集装置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び情報把握計

装設備可搬型発電機を使用する。 

また，水源からの水の移送ルート及び移送のために用いる設備につ

いては，「ト．(イ)(５)① 放水設備」に示す。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油貯槽を常設重大事故等対

処設備として設置する。 

補機駆動用燃料補給設備の一部である軽油用タンクローリ並びに情

報把握収集伝送設備の一部である第１保管庫・貯水所可搬型情報収集

装置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び情報把握計装設備

可搬型発電機を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

第１保管庫・貯水所は，地下に水供給設備の一部である第１貯水槽

を設置する。また，１階に第１保管庫・貯水所は，保管エリアを有す

る。 

第１保管庫・貯水所の主要構造は，鉄筋コンクリート造で，地上２

階，建築面積約5900ｍ2の建物である。 

第２保管庫・貯水所は，地下に水供給設備の一部である第２貯水槽

を設置する。また，１階に第２保管庫・貯水所は，保管エリアを有す

る。 

第２保管庫・貯水所の主要構造は，鉄筋コンクリート造で，地上２

階，建築面積約5900ｍ2の建物である。 

第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所の機器配置概要図を第

７図～第８図に示す。 

補機駆動用燃料補給設備については，「ト．(イ)(４) 補機駆動用

燃料補給設備」に，情報把握収集伝送設備については，「ト．(イ)(８) 
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④ｃ．情報把握収集伝送設備」に示す。 

水供給設備は，重大事故等への対処に必要となる水源を確保できる

設計とする。 

水供給設備は，第２貯水槽から第１貯水槽へ水を補給できる設計と

する。 

水供給設備は，敷地外の水源から第１貯水槽へ水を補給できる設計

とする。 

水供給設備の第１貯水槽及び第２貯水槽の水位を確認するため，水

供給設備の可搬型貯水槽水位計（ロープ式）及び可搬型貯水槽水位計

（電波式）により貯水槽水位が確認できる設計とする。 

水の補給時の流量を確認するため，水の補給系統に水供給設備の可

搬型第１貯水槽給水流量計を接続し，水の補給時の流量を確認できる

設計とする。 

可搬型貯水槽水位計（ロープ式）及び可搬型第１貯水槽給水流量計

は，乾電池を使用する設計とする。 

可搬型貯水槽水位計（電波式）の電源は，情報把握収集伝送設備の

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置又は第２保管庫・貯水所可搬

型情報収集装置に接続している情報把握収集伝送設備の情報把握計装

設備可搬型発電機により給電可能な設計とする。 

水供給設備は，再処理施設と共用する。 

水供給設備は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設における重大事

故等対処に同時に対処すること考慮し，十分な数量及び容量を確保す

ることで，共用によって重大事故等時の対処に影響を及ぼさない設計

とする。 

水供給設備の第１貯水槽及び第２貯水槽は，互いに位置的分散を図

－ 271 －



る設計とする。 

水供給設備の大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース，可搬型貯水

槽水位計（ロープ式），可搬型貯水槽水位計（電波式）及び可搬型第

１貯水槽給水流量計は，故障時のバックアップを含めて必要な数量を

燃料加工建屋から 100ｍ以上の離隔距離を確保した複数の外部保管エ

リアに分散して保管することで位置的分散を図る。 

水供給設備の第１貯水槽及び第２貯水槽は，他の設備から独立して

単独で使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計と

する。 

屋外に保管する水供給設備の大型移送ポンプ車及び可搬型建屋外ホ

ースは，竜巻により飛来物とならないよう必要に応じて固縛等の措置

をとることで他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

再処理施設と共用する水供給設備の第１貯水槽は，重大事故等への

対処に必要となる水を供給できる容量として約20000ｍ3（第１貯水槽

Ａ約10000ｍ3，第１貯水槽Ｂ約10000ｍ3）を有する設計とし，１基を

有する設計とする。 

再処理施設と共用する水供給設備の第２貯水槽は，大量の水が必要

となる重大事故等への対処を継続させるために水供給設備の第１貯水

槽へ水を補給できる容量として約20000ｍ3(第２貯水槽Ａ約10000ｍ3，

第２貯水槽Ｂ約10000ｍ3）を有する設計とし，１基を有する設計とす

る。 

再処理施設と共用する水供給設備の大型移送ポンプ車は，重大事故

等への対処に必要となる水を補給するために約1800m3/hの送水流量を

有する設計とするとともに，保有数は，必要数として４台，予備とし

て故障時のバックアップを４台の合計８台以上を確保する。 
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点検保守による待機除外時のバックアップについては，同型設備で

ある「ト．(イ)(５)① 放水設備」の大型移送ポンプ車の点検保守に

よる待機除外時のバックアップと兼用する。 

再処理施設と共用する水供給設備の可搬型建屋外ホースは，重大事

故等への対処に必要となる流路を確保するために必要数を確保するこ

とに加えて，予備として故障時のバックアップを確保する。 

再処理施設と共用する可搬型貯水槽水位計（ロープ式）は，水供給

設備の第１貯水槽及び第２貯水槽の水位を監視するため，重大事故時

に想定される変動範囲を監視可能な０～10ｍの計測範囲を有する設計

とするとともに，保有数は必要数として４台，予備として故障時のバ

ックアップを４台の合計８台以上を確保する。 

再処理施設と共用する可搬型貯水槽水位計（電波式）は，水供給設

備の第１貯水槽及び第２貯水槽の水位を監視するため，重大事故時に

想定される変動範囲を監視可能な300～7500mmの計測範囲を有する設

計とするとともに，保有数は必要数として４台，予備として故障時及

び点検保守による待機除外時のバックアップを８台の合計12台以上を

確保する。 

再処理施設と共用する可搬型第１貯水槽流量計は，水供給設備の大

型移送ポンプ車からの吐出流量を監視するため，重大事故時に想定さ

れる変動範囲を監視可能とする０～1800ｍ3／ｈの計測範囲を有する設

計とするとともに，保有数は必要数として10台，予備として故障時及

び点検保守による待機除外時のバックアップを20台の合計30台以上

を確保する。 

水供給設備の第１貯水槽及び第２貯水槽は，コンクリート構造とす

ることで汽水による腐食を考慮した設計とする。 
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地震を要因として発生した場合に対処に用いる水供給設備の第１貯

水槽及び第２貯水槽は，「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大

事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能

を損なわない設計とする。 

水供給設備の第１貯水槽及び第２貯水槽は，外部からの衝撃による

損傷を防止できる第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に設置

し，風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

水供給設備の大型移送ポンプ車は，汽水の影響に対して耐腐食性材

料を使用する設計とする。また，大型移送ポンプ車は，ストレーナを

設置することにより直接取水する際の異物の流入防止を考慮した設計

とする。 

屋外に保管する水供給設備の大型移送ポンプ車は，風（台風）及び

竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，当該設備

の転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計とする。 

屋外に保管する水供給設備の可搬型建屋外ホースは，風（台風）及

び竜巻に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重を考慮し，収容す

るコンテナ等に対して転倒防止，固縛等の措置を講じて保管する設計

とする。 

水供給設備の可搬型貯水槽水位計（ロープ式），可搬型貯水槽水位

計（電波式）及び可搬型第１貯水槽給水流量計は，外部からの衝撃に

よる損傷を防止できる第１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に

保管し，風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる水供給設備の大型移

送ポンプ車，可搬型貯水槽水位計（電波式）及び可搬型第１貯水槽給

水流量計は，「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対
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する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損なわな

い設計とする。 

水供給設備の大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース，可搬型貯水

槽水位計（ロープ式），可搬型貯水槽水位計（電波式）及び可搬型第

１貯水槽給水流量計は，内部発生飛散物の影響を考慮し，外部保管エ

リアの内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管することにより，

機能を損なわない設計とする。 

水供給設備の大型移送ポンプ車は，想定される重大事故等が発生し

た場合においても操作に支障がないように，線量率の高くなるおそれ

の少ない屋外で操作可能な設計とする。 

水供給設備の可搬型貯水槽水位計（ロープ式），可搬型貯水槽水位

計（電波式）及び可搬型第１貯水槽給水流量計は，想定される重大事

故等が発生した場合においても操作に支障がないように，線量率の高

くなるおそれの少ない場所を選定することで操作可能な設計とする。 

水供給設備の大型移送ポンプ車，可搬型建屋外ホース及び可搬型第

１貯水槽給水流量計は，コネクタ接続に統一することにより，現場で

の接続が可能な設計とする。 

水供給設備の可搬型貯水槽水位計（電波式）は，コネクタ接続又は

簡便な接続方式に統一することにより，現場での接続が可能な設計と

する。 

水供給設備の第１貯水槽及び第２貯水槽は，通常時において，重大

事故等に対処するために必要な機能を確認するため，水位を定期的に

確認することができる設計とする。また，当該機能を健全に維持する

ため，保修等が可能な設計とする。 

水供給設備の大型移送ポンプ車は，通常時において，重大事故等に
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対処するために必要な機能を確認するため，外観点検，員数確認，性

能確認，分解点検等が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維

持するため，分解点検等が可能な設計とする。 

水供給設備の大型移送ポンプ車は，車両として運転状態の確認及び

外観の確認が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するた

め，保修等が可能な設計とする。 

水供給設備の可搬型貯水槽水位計（ロープ式），可搬型貯水槽水位

計（電波式）及び可搬型第１貯水槽給水流量計は，通常時において，

重大事故等に対処するために必要な機能を確認するため，模擬入力に

よる機能，性能の確認及び校正並びに外観の確認が可能な設計とする。

また，当該機能を健全に維持するため，取替え等が可能な設計とする。 

① 主要な設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

第１貯水槽（再処理施設と共用） 

基  数   １基 

容  量   約20000ｍ3（第１貯水槽Ａ 約10000ｍ３，第１

貯水槽Ｂ 約10000ｍ３） 

第２貯水槽（再処理施設と共用） 

基  数   １基 

容  量   約20000ｍ3（第２貯水槽Ａ 約10000ｍ3，第２

貯水槽Ｂ 約10000ｍ3） 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

大型移送ポンプ車（再処理施設と共用） 

台  数   ８台（予備として故障時のバックアップ４台）

（待機除外時バックアップを放水設備の大型移
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送ポンプ車の待機除外時バックアップと兼用） 

容  量   1800 m3/h/台 

可搬型建屋外ホース（再処理施設と共用） 

数  量   １式 

ホース展張車（再処理施設と共用） 

台  数   13台（予備として故障時及び待機除外時のバッ

クアップを７台） 

運搬車（再処理施設と共用） 

台  数   13台（予備として故障時及び待機除外時のバッ

クアップを７台） 

可搬型貯水槽水位計（ロープ式）（再処理施設と共用） 

台  数   ８台（予備として故障時のバックアップ４台） 

計測範囲   ０～10ｍ 

計測方式   ロープ式 

可搬型貯水槽水位計（電波式）（再処理施設と共用） 

台  数   12台（予備として故障時及び待機除外時のバッ

クアップ８台） 

計測範囲   300～7500 ㎜ 

計測方式   電波式 

可搬型第１貯水槽給水流量計（再処理施設と共用） 

台  数   30台（予備として故障時及び待機除外時のバッ

クアップ20台） 

計測範囲   ０～1800 m3/h 

計測方式   電磁式 
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(７) 緊急時対策所 

① 構造 

ＭＯＸ燃料加工施設は，重大事故等が発生した場合に，適切な措置

をとるため，緊急時対策所を設ける設計とする。 

緊急時対策所は，対策本部室，待機室及び全社対策室から構成され，

緊急時対策建屋に設置する設計とする。 

緊急時対策建屋の主要構造は，鉄筋コンクリート造（一部鉄骨鉄筋

コンクリート造）で，地上１階（一部地上２階建て），地下１階，建

築面積約4900ｍ2の建物である。 

緊急時対策建屋機器配置概要図を第９図に示す。 

緊急時対策所は，重大事故等が発生した場合においても，当該重大

事故等に対処するために必要な指示を行う要員がとどまることができ

るよう，居住性を確保するための設備として適切な遮蔽設備及び換気

設備を設ける等の措置を講じた設計とするとともに，重大事故等に対

処するために必要な情報を把握できる設備及びＭＯＸ燃料加工施設内

外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設

備を設置又は配備する。また，重大事故等に対処するために必要な数

の非常時対策組織の要員を収容できる設計とする。 

緊急時対策所は，基準地震動による地震力に対し，耐震構造とする

緊急時対策建屋内に設けることにより，その機能を喪失しない設計と

する。 

また，緊急時対策建屋は，大きな影響を及ぼすおそれがある津波に

対して必要な機能が損なわれることがないよう，標高約55ｍ及び海岸

からの距離約５kmの地点に設置する設計とする。 

緊急時対策所は，独立性を有することにより，共通要因によって再
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処理施設の中央制御室と同時に機能喪失しない設計とする。 

緊急時対策建屋は，建屋の外側が放射性物質により汚染したような

状況下において，現場作業に従事した要員による緊急時対策所への汚

染の持込みを防止するため，作業服の着替え，防護具の着装及び脱装，

身体汚染検査並びに除染作業ができる区画を設ける設計とする。 

緊急時対策所は，想定される重大事故等に対して十分な保守性を見

込み，火災源となる潤滑油を有する８基のグローブボックス全てで火

災が同時発生した場合において，火災を消火するための対策及びグロ

ーブボックス排気系及び工程室排気系の放出経路上に設置するダンパ

閉止が機能しないことを仮定し，かつ，マスクの着用，交代要員体制

等による被ばく線量の低減措置を考慮しない場合においても，緊急時

対策建屋の遮蔽設備及び緊急時対策建屋換気設備の機能があいまって，

緊急時対策所にとどまる非常時対策組織の要員の実効線量が，７日間

で100mSvを超えない設計とする。 

緊急時対策所は，重大事故等対処において再処理施設と共用し，共

用によって対処に影響を及ぼさない設計とする。 

緊急時対策所は，想定される重大事故等時において，重大事故等に

対処するために必要な指示を行う要員に加え，重大事故等による工場

等外への放射性物質の放出を抑制するために必要な非常時対策組織の

要員並びに再処理施設において事故が同時に発生した場合に対処する

要員として，最大360人を収容できる設計とする。また，再処理施設に

おいて，気体状の放射性物質が大気中へ大規模に放出することにより

居住性が確保できなくなるおそれがある場合は，重大事故等に対処す

るために必要な指示を行う要員など，約50人の要員がとどまることが

できる設計とする。 
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② 主要な設備・機器の種類 

ａ．緊急時対策建屋の遮蔽設備 

重大事故等が発生した場合において，当該重大事故等に対処する

ために必要な指示を行う要員がとどまることができるよう，緊急時

対策建屋の遮蔽設備を常設重大事故等対処設備として設置する。 

緊急時対策建屋の遮蔽設備は，共通要因によって再処理施設の中

央制御室と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，離隔距

離を確保することで，再処理施設の中央制御室に対して独立性を有

する設計とする。 

緊急時対策建屋の遮蔽設備は，共通要因によって再処理施設の中

央制御室と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，緊急時

対策建屋に設置することにより，再処理施設の中央制御室と位置的

分散を図る設計とする。 

緊急時対策建屋の遮蔽設備は，緊急時対策建屋と一体のコンクリ

ート構造物とし，倒壊等により他の設備に悪影響を及ぼさない設計

とする。 

緊急時対策建屋の遮蔽設備は，緊急時対策建屋と一体設置した屋

外設備であり，重大事故等時の環境条件を考慮した設計とする。 

緊急時対策建屋の遮蔽設備は，通常時おいて，重大事故等に対処

するために必要な機能を確認するため，外観点検が可能な設計とす

る。 

(ａ) 緊急時対策建屋の遮蔽設備 

ⅰ．常設重大事故等対処設備 

緊急時対策建屋の遮蔽設備（再処理施設と共用） 

厚さ 約1.0 ｍ以上 
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ｂ．緊急時対策建屋換気設備 

重大事故等が発生した場合において，当該重大事故等に対処する

ために必要な指示を行う要員がとどまることができるよう，緊急時

対策建屋換気設備を常設重大事故等対処設備として設置する。 

緊急時対策建屋換気設備は，重大事故等の発生に伴い放射性物質

の放出を確認した場合には，外気の取り入れを遮断し，緊急時対策

建屋内の空気を再循環できる設計とする。また，再処理施設におい

て気体状の放射性物質が大気中へ大規模に放出するおそれがある場

合は，緊急時対策建屋加圧ユニットにより待機室内を加圧し，放射

性物質の流入を防止できる設計とする。 

緊急時対策建屋換気設備は，共通要因によって再処理施設の中央

制御室と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，離隔距離

を確保することで，再処理施設の中央制御室に対して独立性を有す

る設計とする。 

緊急時対策建屋換気設備は，共通要因によって再処理施設の中央

制御室と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，緊急時対

策建屋に設置することにより，再処理施設の中央制御室と位置的分

散を図る設計とする。 

緊急時対策建屋換気設備は，他の設備から独立して単独で使用可

能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

再処理施設と共用する緊急時対策建屋換気設備の緊急時対策建屋

送風機及び緊急時対策建屋排風機は，緊急時対策所内の居住性を確

保するために必要な２台を有する設計とするとともに，動的機器の

単一故障を考慮した予備を含めた４台以上を有する設計とする。ま

た，緊急時対策建屋フィルタユニットは，緊急時対策所内の居住性
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を確保するために必要な５基を有する設計とするとともに，故障時

のバックアップを含めた６基以上を有する設計とする。 

再処理施設と共用する緊急時対策建屋換気設備の緊急時対策建屋

加圧ユニットは，再処理施設において，気体状の放射性物質が大気

中へ大規模に放出するおそれがある場合，待機室の居住性を確保す

るため，待機室を正圧化し，待機室内へ気体状の放射性物質の侵入

を防止するとともに，酸素濃度及び二酸化炭素濃度を活動に支障が

ない範囲に維持するために必要となる4900ｍ3以上を有する設計とす

る。 

緊急時対策建屋換気設備は，外部からの衝撃による損傷を防止で

きる緊急時対策建屋に設置し，風（台風）等により機能を損なわな

い設計とする。 

緊急時対策建屋換気設備は，溢水量を考慮し，影響を受けない高

さへの設置及び被水防護する設計とする。 

緊急時対策建屋換気設備の緊急時対策建屋送風機及び緊急時対策

建屋排風機は，通常時において，重大事故等に対処するために必要

な機能を確認するため，独立して動作確認が可能な設計とする。ま

た，当該設備を健全に維持するため，独立して分解点検が可能な設

計とする。 

緊急時対策建屋換気設備の緊急時対策建屋フィルタユニットは，

通常時において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認す

るため，外観点検及びパラメータ確認が可能な設計とする。 

緊急時対策建屋換気設備の緊急時対策建屋加圧ユニットは，通常

時において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認するた

め，外観点検及び漏えい確認が可能な設計とする。 
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緊急時対策建屋換気設備の対策本部室差圧計及び待機室差圧計は，

通常時において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認す

るため，校正，動作確認及び外観点検が可能な設計とする。 

(ａ) 緊急時対策建屋換気設備 

ⅰ．常設重大事故等対処設備 

緊急時対策建屋送風機（再処理施設と共用） 

台  数    ４台（予備として故障時のバックアップを

２台） 

容  量    約63500ｍ3/h/台 

緊急時対策建屋排風機（再処理施設と共用） 

台  数    ４台（予備として故障時のバックアップを

２台） 

容  量    約63500ｍ3/h/台 

緊急時対策建屋フィルタユニット（再処理施設と共用） 

種  類    高性能粒子フィルタ２段内蔵型 

台  数    ６基（予備として故障時のバックアップを

１基） 

粒子除去効率  99.9％以上（0.15μｍＤＯＰ粒子） 

容  量    約25400ｍ3/h/基 

緊急時対策建屋換気設備ダクト・ダンパ（再処理施設と共用） 

数  量    １式 

緊急時対策建屋加圧ユニット（再処理施設と共用） 

容  量    4900ｍ3以上 

緊急時対策建屋加圧ユニット配管・弁（再処理施設と共用） 

数  量    １式 
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対策本部室差圧計（再処理施設と共用） 

基  数    １基 

測定範囲    －0.5～0.5kPa 

待機室差圧計（再処理施設と共用） 

基  数    １基 

監視制御盤（再処理施設と共用） 

面  数    １面 

ｃ．緊急時対策建屋環境測定設備 

重大事故等が発生した場合において，当該重大事故等に対処する

ために必要な指示を行う要員がとどまることができるよう，緊急時

対策建屋環境測定設備を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

緊急時対策建屋環境測定設備は，共通要因によって再処理施設の

中央制御室と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，離隔

距離を確保することで，再処理施設の中央制御室に対して独立性を

有する設計とする。 

緊急時対策建屋環境測定設備は，共通要因によって再処理施設の

中央制御室と同時にその機能が損なわれるおそれがないように，故

障時のバックアップを含めて必要な数量を再処理施設の中央制御室

が設置される制御建屋から100ｍ以上の離隔距離を確保した外部保管

エリアに保管するとともに，緊急時対策建屋にも保管することで位

置的分散を図る。 

緊急時対策建屋環境測定設備は，他の設備から独立して単独で使

用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

再処理施設と共用する緊急時対策建屋環境測定設備は，緊急時対

策所の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度が活動に支障
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がない範囲内であることの測定をするために必要な１台を有する設

計とするとともに，保有数は，必要数として１台，予備として故障

時及び保守点検による待機除外時のバックアップを２台の合計３台

以上を確保する。 

緊急時対策建屋環境測定設備は，外部からの衝撃による損傷を防

止できる緊急時対策建屋及び第１保管庫・貯水所に保管し，風（台

風）等により機能を損なわない設計とする。 

緊急時対策建屋環境測定設備は，溢水量を考慮し，影響を受けな

い高さへの保管及び被水防護する設計とする。 

緊急時対策建屋環境測定設備は，内部発生飛散物の影響を考慮し，

緊急時対策建屋の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管する

ことにより，機能を損なわない設計とする。 

緊急時対策建屋環境測定設備は，通常時において，重大事故等に

対処するために必要な機能を確認するため，校正，動作確認及び外

観点検が可能な設計とする。 

(ａ) 緊急時対策建屋環境測定設備 

ⅰ．可搬型重大事故等対処設備 

可搬型酸素濃度計（再処理施設と共用）（設計基準対象の施設

と兼用） 

台  数    ３台（予備として故障時及び待機除外時の

バックアップを２台） 

可搬型二酸化炭素濃度計（再処理施設と共用）（設計基準対象

の施設と兼用） 

台  数    ３台（予備として故障時及び待機除外時の

バックアップを２台） 
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可搬型窒素酸化物濃度計（再処理施設と共用）（設計基準対象

の施設と兼用） 

台  数    ３台（予備として故障時及び待機除外時の

バックアップを２台） 

ｄ．緊急時対策建屋放射線計測設備 

重大事故等が発生した場合において，当該重大事故等に対処する

ために必要な指示を行う要員がとどまることができるよう，緊急時

対策建屋放射線計測設備として可搬型屋内モニタリング設備及び可

搬型環境モニタリング設備並びに代替モニタリング設備の一部であ

る監視測定用運搬車を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

代替モニタリング設備については「へ．(ロ)(１)①ｂ．代替モニ

タリング設備」に示す。 

緊急時対策建屋放射線計測設備は，共通要因によって再処理施設

の中央制御室と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，離

隔距離を確保することで，再処理施設の中央制御室に対して独立性

を有する設計とする。 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境モニタリング設備は，

共通要因によって再処理施設の中央制御室と同時にその機能が損な

われるおそれがないように，故障時のバックアップを含めて必要な

数量を再処理施設の中央制御室が設置される制御建屋から100ｍ以上

の離隔距離を確保した複数の外部保管エリアに分散して保管するこ

とで位置的分散を図る。 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型屋内モニタリング設備は，

共通要因によって再処理施設の中央制御室と同時にその機能が損な

われるおそれがないように，故障時のバックアップを含めて必要な
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数量を制御室が設置される再処理施設の中央制御建屋から100ｍ以上

の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管するとともに，緊急時

対策建屋にも保管することで位置的分散を図る。 

緊急時対策建屋放射線計測設備は，他の設備から独立して単独で

使用可能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

再処理施設と共用する緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型屋

内モニタリング設備並びに可搬型環境モニタリング設備の可搬型線

量率計，可搬型ダストモニタ及び可搬型データ伝送装置は，重大事

故等に対処するために必要な指示を行う要員がとどまることができ

ることを確認するために必要な１台を有する設計とするとともに，

保有数は，必要数として１台，予備として故障時のバックアップを

１台の合計２台以上を確保する。 

再処理施設と共用する緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環

境モニタリング設備の可搬型発電機は，可搬型線量率計等に給電で

きる容量を有する設計とするとともに，保有数は，必要数として１

台，予備として故障時及び保守点検による待機除外時のバックアッ

プを２台の合計３台以上を確保する。 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型屋内モニタリング設備は，

外部からの衝撃による損傷を防止できる緊急時対策建屋及び第１保

管庫・貯水所に保管し，風（台風）等により機能を損なわない設計

とする。 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境モニタリング設備は，

外部からの衝撃による損傷を防止できる第１保管庫・貯水所及び第

２保管庫・貯水所に保管し，風（台風）等により機能を損なわない

設計とする。 
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緊急時対策建屋放射線計測設備は，溢水量を考慮し，影響を受け

ない高さへの保管及び被水防護する設計とする。 

緊急時対策建屋放射線計測設備は，内部発生飛散物の影響を考慮

し，緊急時対策建屋の内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管

することにより，機能を損なわない設計とする。 

緊急時対策建屋放射線計測設備は，想定される重大事故等が発生

した場合においても操作に支障がないように，当該設備の設置場所

で操作可能な設計とする。 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型屋内モニタリング設備並

びに可搬型環境モニタリング設備の可搬型線量率計及び可搬型ダス

トモニタは，通常時において，重大事故等に対処するために必要な

機能を確認するため，校正，動作確認及び外観点検が可能な設計と

する。 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境モニタリング設備の

可搬型データ伝送装置及び可搬型発電機は，通常時において，重大

事故等に対処するために必要な機能を確認するため，動作確認及び

外観点検が可能な設計とする。 

(ａ) 可搬型屋内モニタリング設備 

ⅰ．可搬型重大事故等対処設備 

可搬型エリアモニタ（再処理施設と共用） 

台  数    ２台（予備として故障時のバックアップを

１台） 

計測範囲    0.001～99.99mSv/h 

可搬型ダストサンプラ（再処理施設と共用） 

台  数    ２台（予備として故障時のバックアップを
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１台） 

アルファ・ベータ線用サーベイメータ（再処理施設と共用） 

台  数    ２台（予備として故障時のバックアップを

１台） 

計測範囲    Ｂ．Ｇ～100kmin-1(アルファ線） 

計測範囲    Ｂ．Ｇ～300kmin-1(ベータ線) 

(ｂ) 可搬型環境モニタリング設備 

ⅰ．可搬型重大事故等対処設備 

可搬型線量率計（再処理施設と共用） 

種  類    ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーション式検出器

半導体式検出器 

計測範囲    Ｂ．Ｇ．～100mSv/h又はmGy/h 

台  数    ２台（予備として故障時のバックアップを 

１台） 

可搬型ダストモニタ（再処理施設と共用） 

種  類    ＺｎＳ（Ａｇ）シンチレーション式検出器 

        プラスチックシンチレーション式検出器 

計測範囲    Ｂ．Ｇ．～99.9kmin-1 

台  数    ２台（予備として故障時のバックアップを 

１台） 

 可搬型データ伝送装置（再処理施設と共用） 

台  数    ２台（予備として故障時のバックアップを 

１台） 

可搬型発電機（再処理施設と共用） 

台  数    ３台（予備として故障時及び待機除外時の 
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バックアップを２台） 

容  量    約３kＶＡ/台 

（ｃ）代替モニタリング設備 

ⅰ．可搬型重大事故等対処設備 

監視測定用運搬車 

       台  数    １ 台 

ｅ．緊急時対策建屋電源設備 

緊急時対策所の機能を維持するために必要な設備に電源を給電す

るため，緊急時対策建屋電源設備として，電源設備及び燃料補給設

備を常設重大事故等対処設備として設置する。 

緊急時対策建屋電源設備は，共通要因によって再処理施設の中央

制御室と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，離隔距離

を確保することで，再処理施設の中央制御室に対して独立性を有す

る設計とする。 

緊急時対策建屋電源設備は，共通要因によって再処理の中央制御

室と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，緊急時対策建

屋に設置することにより，再処理施設の中央制御室と位置的分散を

図る設計とする。 

緊急時対策建屋電源設備は，他の設備から独立して単独で使用可

能なことにより，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

再処理施設と共用する緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋

用発電機は，緊急時対策建屋に給電するために必要な１台を有する

設計とするとともに，動的機器の単一故障を考慮した予備を含めた

２台以上設置し多重性を有するとともに，独立した系統構成を有す

る設計とする。 
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再処理施設と共用する緊急時対策建屋電源設備の燃料油移送ポン

プは，１台で緊急時対策建屋用発電機の連続運転に必要な燃料を供

給できるポンプ容量を有するものを各系統に２台，動的機器の単一

故障を考慮した予備を含めた合計４台以上設置することで，多重性

を有する設計とする。 

再処理施設と共用する緊急時対策建屋電源設備の重油貯槽は，外

部からの支援がなくとも，緊急時対策建屋用発電機の７日間以上の

連続運転に必要な１基を有する設計とするとともに，予備を含めた

２基以上を有する設計とする。 

緊急時対策建屋電源設備は，外部からの衝撃による損傷を防止で

きる緊急時対策建屋に設置し，風（台風）等により機能を損なわな

い設計とする。 

緊急時対策建屋電源設備は，溢水量を考慮し，影響を受けない高

さへの設置及び被水防護する設計とする。 

緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機及び燃料油移

送ポンプは，通常時において，重大事故等に対処するために必要な

機能を確認するため，独立して外観点検，起動試験が可能な設計と

する。また，当該機能を健全に維持するため，独立して分解点検が

可能な設計とする。 

緊急時対策建屋電源設備の重油貯槽は，通常時において，重大事

故等に対処するために必要な機能を維持するため，独立してパラメ

ータ確認及び漏えい確認が可能な設計とする。 

(ａ)  電源設備 

    ⅰ．常設重大事故等対処設備 

      緊急時対策建屋用発電機(再処理施設と共用) 
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       ディーゼル機関 

台  数    ２台（予備として故障時のバックアップを

１台） 

燃  料    Ａ重油（約420Ｌ/h） 

発 電 機 

種  類    三相同期発電機 

容  量    約1700kＶＡ/台 

力  率    0.8（遅れ） 

電  圧    6.6kＶ 

周 波 数    50Hz 

      緊急時対策建屋高圧系統6.9kＶ緊急時対策建屋用母線 

      (再処理施設と共用) 

       数  量    ２系統 

      緊急時対策建屋低圧系統460Ｖ緊急時対策建屋用母線 

      (再処理施設と共用) 

       数  量    ２系統 

      燃料油移送ポンプ(再処理施設と共用) 

       台  数    ４台（予備として故障時のバックアップを

３台) 

容  量    約1.3ｍ3/h/台 

      燃料油配管・弁(再処理施設と共用) 

       数  量    １式 

(ｂ) 燃料補給設備 

    ⅰ．常設重大事故等対処設備 

      重油貯槽(再処理施設と共用) 
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       基  数    ２基 

       容  量    約100ｍ3/基 

       使用燃料    Ａ重油 

ｆ．通信連絡設備 

ＭＯＸ燃料加工施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通

信連絡を行うため，所内通信連絡設備の一部であるページング装置，

専用回線電話，一般加入電話及びファクシミリを重大事故等対処設

備として設置する。所外通信連絡設備の一部である統合原子力防災

ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一

般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリを重大事故等対処設備

として設置する。代替通信連絡設備の一部である統合原子力防災ネ

ットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，可搬型衛星電話（屋

内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用），

可搬型トランシーバ（屋外用）を重大事故等対処設備として設置又

は配備する。 

また，緊急時対策所にてＭＯＸ燃料加工施設の情報を把握するた

めの設備及び緊急時対策所にパラメータ等を伝送するための設備と

して，情報把握設備の一部である緊急時対策建屋情報把握設備及び

情報把握収集伝送設備を設置又は配備する。 

通信連絡設備は「ト.(イ)(８)通信連絡設備」に記載する。 

(８) 通信連絡設備 

通信連絡設備は，警報装置，所内通信連絡設備及び所外通信連絡設

備から構成する。 
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設計基準事故が発生した場合において，中央監視室から再処理事業

所内の各所の者への必要な操作，作業又は退避の指示等の連絡をブザ

ー鳴動等により行うことができる装置及び音声等により行うことがで

きる所内通信連絡設備として，ページング装置（警報装置を含む），

所内携帯電話，専用回線電話及びファクシミリを設ける設計とする。 

所内通信連絡設備は，有線回線又は無線回線による通信方式の多様

性を確保した設計とする。また，緊急時対策所へ事故状態等の把握に

必要なデータを伝送できる所内通信連絡設備として，環境中継サーバ

を設置する。 

警報装置及び所内通信連絡設備は，非常用所内電源設備，無停電交

流電源に接続又は蓄電池を内蔵することにより，外部電源が期待でき

ない場合でも動作可能な設計とする。 

設計基準事故が発生した場合において，国，地方公共団体，その他

関係機関等の必要箇所へ事故に係る通信連絡を音声等により行うこと

ができる所外通信連絡設備として，統合原子力防災ネットワークＩＰ

電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネ

ットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携

帯電話及びファクシミリを設ける設計とする。 

また，再処理事業所内から事業所外の必要箇所と必要なデータ伝送

を行うために，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸを兼用して

用いる。 

所外通信連絡設備については，有線回線，無線回線又は衛星回線に

よる通信方式の多様性を確保した構成の専用通信回線に接続し，輻輳

等による制限を受けることなく常時使用可能な設計とする。 

所外通信連絡設備については，非常用所内電源設備，無停電交流電
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源に接続又は蓄電池を内蔵することにより，外部電源が期待できない

場合でも動作可能な設計とする。 

再処理施設の所内通信連絡設備のページング装置及び所内携帯電話

は，再処理施設と共用する。 

所内通信連絡設備の環境中継サーバは，再処理施設と共用する。 

所外通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びフ

ァクシミリは，再処理施設と共用する。 

再処理施設と共用する所内通信連絡設備及び所外通信連絡設備は，

共用によってＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所の内外の通信連

絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために，代替通信連絡設備

及び情報把握設備を設ける設計とする。 

代替通信連絡設備及び情報把握設備は，代替電源設備（電池等の予

備電源設備を含む。）及び緊急時対策建屋電源設備からの給電を可能

とした設計とする。 

また，重大事故等が発生した場合において，設計基準対象の施設が

機能維持している場合は，設計基準対象の施設である所内電源設備及

び所外通信連絡設備を重大事故等対処設備として位置付ける。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うために必要な所内通信連絡設備

及び代替通信連絡設備を配備する。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所内の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡及び計測等を行ったパラメータを再処
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理事業所内の必要な場所で共有するための代替通信連絡設備として，

通話装置のケーブル，可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬

型トランシーバ（屋外用）を配備する。 

重大事故等が発生した場合において，代替通信連絡設備へ給電する

ための設備として，「ト．(イ)(７)②ｆ．緊急時対策建屋電源設備」

の一部である緊急時対策建屋用発電機を常設重大事故等対処設備とし

て設置し，「ト．(イ)(３) 所内電源設備（電源設備）」の一部であ

る燃料加工建屋可搬型発電機及び情報連絡用可搬型発電機並びに制御

建屋可搬型発電機を可搬型重大事故等対処設備として配備する。 

重大事故等が発生した場合において，通信連絡設備へ給電するため

の設備として，「ト．(イ)(３) 所内電源設備（電源設備）」の一部

である受電開閉設備等を常設重大事故等対処設備として位置付ける。 

設計基準対象の施設と兼用する所内通信連絡設備のページング装置，

（制御装置含む），所内携帯電話（交換機含む），専用回線電話，フ

ァクシミリ及び環境中継サーバを常設重大事故等対処設備として位置

付ける。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬

型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，中央監

視室，再処理施設の中央制御室，緊急時対策所及び屋外間で連絡を行

う際に使用するものであり，衛星回線又は無線回線を用いて通信連絡

を行う設備である。 

可搬型通話装置は，乾電池で動作可能な設計とする。 

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用），可搬型ト

ランシーバ（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，充電池
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で動作可能な設備とする。 

さらに，可搬型衛星携帯電話（屋内用）及び可搬型トランシーバ（屋

内用）は，「ト．(イ)(３) 所内電源設備（電源設備）」の燃料加工

建屋可搬型発電機，情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋可搬型発電

機又は「ト．(イ)(７)②ｆ．緊急時対策建屋電源設備」の緊急時対策

建屋用発電機から受電し，動作可能な設計とする。 

乾電池を用いるものについては７日間以上継続して通話ができる設

計とする。また，充電池を用いるものについては，「ト．(イ)(３) 所

内電源設備（電源設備）」の一部である燃料加工建屋可搬型発電機，

情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋可搬型発電機又は「ト．

(イ)(７)②ｆ．緊急時対策建屋電源設備」の一部である緊急時対策建

屋用発電機にて充電又は受電することで７日間以上継続して通話がで

きる設計とする。 

重大事故等が発生した場合において，計測等を行ったパラメータを

再処理事業所内の必要な場所で共有するための情報把握設備として，

緊急時対策建屋情報把握設備の情報収集装置，情報表示装置，データ

収集装置（燃料加工建屋），データ表示装置（燃料加工建屋），制御

建屋情報把握設備の情報把握計装設備用屋内伝送系統，建屋間伝送用

無線装置，制御建屋データ収集装置，制御建屋データ表示装置，制御

建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋），制御建屋可搬型情報表示

装置（燃料加工建屋）及び制御建屋可搬型情報収集装置，情報把握収

集伝送設備の燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統，燃料加

工建屋間伝送用無線装置，燃料加工建屋データ収集装置，燃料加工建

屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，第

２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，グローブボックス温度監視装
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置（伝送路），グローブボックス負圧・温度監視設備（伝送路）及び

情報把握計装設備可搬型発電機を配備する。 

重大事故等に対処するために必要な重要監視パラメータを緊急時対

策所において監視及び記録できるよう，情報収集装置及び情報表示装

置を常設重大事故等対処設備として新たに設置する設計とする。 

また，情報収集装置，情報表示装置，データ収集装置（燃料加工建

屋），データ表示装置（燃料加工建屋）及び緊急時対策建屋電源設備

を常設重大事故等対処設備として位置付ける設計とする。 

情報収集装置は，「ト.(イ)(１) 火災防護設備」の一部である代替

火災感知設備，「ホ.(イ) 気体廃棄物の廃棄設備」の一部である放出

防止設備及び「ト.(イ)(６) 水供給設備」の水供給設備で計測した重

要監視パラメータ並びに「ヘ．放射線管理施設の構造及び設備」の一

部である監視測定設備の代替モニタリング設備の可搬型排気モニタリ

ング設備及び可搬型環境モニタリング設備，代替気象観測設備の可搬

型気象観測設備及び「ト．その他加工設備の附属施設の構造及び設備」

の一部である緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境モニタリン

グ設備の測定データを収集し，情報表示装置に表示する設計とする。 

データ収集装置（燃料加工建屋）は，「ト．(イ)(１) 火災防護設

備」の一部である代替火災感知設備，「ホ．(イ) 気体廃棄物の廃棄

設備」の一部である放出防止設備及び「ト．(イ)(６) 水供給設備」

の一部である水供給設備で計測した重要監視パラメータ並びに「ヘ．

放射線管理施設の構造及び設備」の一部である加工施設における放射

性物質の濃度の確認に必要な測定データを収集し，データ表示装置（燃

料加工建屋）に表示する設計とする。 

重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために
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必要な情報を燃料加工建屋及び再処理施設の中央監視室にて監視及び

記録するとともに，緊急時対策所に伝送することができるよう，情報

把握設備を常設重大事故等対処設備として設置するとともに，可搬型

重大事故等対処設備として配備する。 

重大事故等の対処に有効な緊急時対策建屋情報把握設備は，外的事

象を要因とした重大事故等が発生し，全交流電源喪失及び計測する機

器が故障した場合並びに内的事象を要因とした重大事故等が発生し，

全交流電源喪失の場合は，情報収集装置及び情報表示装置を使用し，

監視及び記録する設計とする。 

また，内的事象を要因とした重大事故等が発生し，全交流電源の喪

失を伴わない場合は，データ収集装置（燃料加工建屋）及びデータ表

示装置（燃料加工建屋）を使用し，監視及び記録する設計とする。 

再処理施設と共用する情報収集装置，情報表示装置は，ＭＯＸ燃料

加工施設及び再処理施設における重大事故等対処に同時に対処するこ

とを考慮しても，共用によって重大事故時の対処に影響を及ぼさない

設計とする。 

情報収集装置，情報表示装置，データ収集装置（燃料加工建屋）及

びデータ表示装置（燃料加工建屋）は「ト．(イ) (７) 緊急時対策所」

の一部である緊急時対策建屋電源設備から給電する設計とする。 

重大事故等が発生した場合において，制御建屋情報把握設備及び情

報把握収集伝送設備へ給電するための設備として「ト．(イ)(３) 所

内電源設備（電源設備）」の一部である燃料加工建屋可搬型発電機，

情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋可搬型発電機を可搬型重大事故

等対処設備として設置する。 

制御建屋情報把握設備は，「ト．(イ)(１) 火災防護設備」の代替
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火災感知設備，放出防止設備及び「ト．(イ)(６)水供給設備」の水供

給設備の重要監視パラメータ並びに「ヘ．放射線管理施設の構造及び

設備」の代替モニタリング設備の可搬型排気モニタリング設備，可搬

型環境モニタリング設備，代替気象観測設備の可搬型気象観測設備及

び緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境モニタリング設備の測

定データを表示，監視及び記録できる設計とする。 

情報把握収集伝送設備は，「ト．(イ)(１) 火災防護設備」の代替

火災感知設備，放出防止設備及び「ト．(イ)(６)水供給設備」の水供

給設備の重要監視パラメータ並びに「ヘ．放射線管理施設の構造及び

設備」の排気モニタリング設備，代替モニタリング設備の可搬型排気

モニタリング設備の測定データを伝送及び記録できる設計とする。 

ＭＯＸ燃料加工施設において重大事故等が発生した場合，重大事故

等に対処するために，再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所にお

いて把握が必要なパラメータを収集し伝送するとともに，監視並びに

記録できる設計とする。 

重大事故等が発生し，計測機器（非常用のものを含む。）の電源の

喪失その他の故障により重大事故等に対処するために監視することが

必要なパラメータを計測することが困難となった場合においても，重

大事故等に対処するために有効な情報を把握するためのパラメータを

監視及び記録できる設計とする。 

電源の喪失その他の故障として，ＭＯＸ燃料加工施設のパラメータ

を計測する機器の多くが交流電源により給電する設計としていること

から，必要なパラメータを計測することが困難となる条件として全交

流電源の喪失を想定し，また，計測機器の故障を想定する。 

重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処するために
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監視することが必要なパラメータを計測する設備は，常設重要計器及

び可搬型重要計器で構成する。 

重大事故等に対処するために監視及び記録することが必要なパラメ

ータは，以下のとおり分類する。 

ＭＯＸ燃料加工施設の状態を監視するパラメータのうち，重大事故

等に対処するために監視及び記録することが必要なパラメータは，技

術的能力審査基準のうち，以下の作業手順に用いるパラメータ及び有

効性評価の監視項目に係るパラメータから抽出する。（以下，「抽出

パラメータ」という。） 

・２．１．１ 臨界事故の拡大を防止するための手順等 

・２．１．２ 核燃料物質等の閉じ込める機能の喪失に対処する

ための手順等 

・２．１．３ その他の事故に対処するための手順等 

・２．１．５ 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための

手順等 

・２．１．６ 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

・２．１．７ 電源の確保に関する手順等 

なお，以下の作業手順に用いるパラメータについては，重大事故等

の発生防止対策及び拡大防止対策を実施するための手順ではないため，

各々の手順において整理する。 

・２．１．８ 監視測定等に関する手順等 

・２．１．９ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

・２．１．10 通信連絡に関する手順等 

抽出パラメータのうち，重大事故等の発生防止対策及び拡大防止対

策を成功させるために監視及び記録することが必要なパラメータを主
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要パラメータとする。また，抽出パラメータのうち，電源設備の受電

状態，重大事故等対処設備の運転状態又はＭＯＸ燃料加工施設の状態

を補助的に監視するパラメータを補助パラメータとする。 

主要パラメータのうち，ＭＯＸ燃料加工施設の状態を直接監視する

パラメータを重要監視パラメータとする。 

重要監視パラメータを計測する常設重大事故等対処設備は，「ロ. 

(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」

に基づく設計とすることでその機能を損なわない設計とし，重要監視

パラメータを計測する可搬型重大事故等対処設備ついては，破損等が

あった場合においても対処可能なように予備として故障時のバックア

ップを配備する設計とする。また，可搬型重大事故等対処設備は，燃

料加工建屋から離隔距離を確保した複数の外部保管エリアに分散して

保管することで位置的分散を図ることにより，重要監視パラメータを

計測する設備の信頼性を確保する設計とすることから，重要代替監視

パラメータは選定しない。 

重大事故等が発生した場合は，重要監視パラメータの計測に着手す

ることで，ＭＯＸ燃料加工施設の状態を把握する手段を有する設計と

する。 

主要パラメータを計測する設備のうち，重要監視パラメータを計測

する設備を重要計器とする。また，重要計器は，重大事故等の発生要

因に応じて常設重大事故等対処設備である常設重要計器又は可搬型重

大事故等対処設備である可搬型重要計器を使用する設計とする。 

重要計器は，ＭＯＸ燃料加工施設の状態を監視するための計測範囲

を有する設計とする。 

重要監視パラメータは，重大事故等の対処のために計測，監視及び
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記録する。ＭＯＸ燃料加工施設の状態は，常設重要計器及び可搬型重

要計器を使用して計測することにより把握する。 

重要監視パラメータを計測，監視及び記録する機器は，ＭＯＸ燃料

加工施設における重大事故等において，外的事象を要因とした重大事

故等が発生した場合，全交流電源喪失及び計測する機器の故障を想定

する。また，内的事象を要因とした重大事故等が発生した場合，全交

流電源が健全である場合又は全交流電源の喪失を想定する。 

ＭＯＸ燃料加工施設において重大事故等が発生した場合は，常設重

要計器，可搬型重要計器，情報把握設備の常設重大事故等対処設備及

び可搬型重大事故等対処設備を使用する設計とする。 

なお，技術的能力審査基準に示す対応手段等により，重要監視パラ

メータの計測に着手することで，ＭＯＸ燃料加工施設の状態を監視及

び記録する手段を有する設計とする。 

緊急時対策所にて表示する「ヘ．放射線管理施設の構造及び設備」

の監視測定設備の測定データは「ヘ．放射線管理施設の構造及び設備」

にて記載する。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設への故意による大型航空機の衝突その他

のテロリズムが発生した場合においても，これら重要監視パラメータ

を監視及び記録できる設計とする。 

重要監視パラメータの対象を第４表に示す。 

制御建屋情報把握設備である情報把握計装設備用屋内伝送系統，建

屋間伝送用無線装置及び制御建屋可搬型情報収集装置並びに情報把握

収集伝送設備である第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，第２保

管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び情報把握計装設備可搬型発電機

は，再処理施設と共用する設計とする。 
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制御建屋情報把握設備の一部である制御建屋可搬型情報収集装置及

び情報把握収集伝送設備の一部である情報把握計装設備用屋内伝送系

統，建屋間伝送用無線装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，

第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び情報把握計装設備可搬型

発電機は再処理施設と共用する。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡及び計測等を行ったパラメータを再処

理事業所外の必要な場所で共有するために，代替通信連絡設備を設け

る設計とする。 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うための代替通信連絡設備として，

可搬型衛星電話（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）を配備する。 

設計基準対象の施設と兼用する所外通信連絡設備の統合原子力防災

ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般

携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリを常設重大事故等対処設備

として位置付ける。 

また，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸは，計測等を行っ

たパラメータを再処理事業所外の必要な場所で共有するために使用す

る。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，再処理事業所外へ通信連絡を行うた

めに使用するものであり，衛星回線を用いて通信連絡を行う設備であ

る。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，ハンドセットを緊急時対策建屋に配

備し屋外に配備したアンテナと接続することにより，屋内で使用でき
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る設計とする。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，

専用回線を介して再処理事業所外へ通信連絡を行うために使用するも

のであり，常設重大事故等対処設備として緊急時対策建屋に設ける設

計とする。 

また，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸは，計測等を行っ

たパラメータを再処理事業所外の必要な場所で共有するために使用す

る。 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，

「ト．(イ)(７)②ｆ．緊急時対策建屋電源設備」の緊急時対策建屋用

発電機から受電し，動作可能な設計とする。 

可搬型衛星電話（屋内用）は，「ト．(イ)(７)②ｆ．緊急時対策建

屋電源設備」の緊急時対策建屋用発電機から受電し，動作可能な設計

とする。 

可搬型衛星電話（屋外用）は，代替電源として充電池で動作可能な

設計とする。 

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システム，可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話

（屋外用）は，再処理施設と共用する。 

共用する代替通信連絡設備は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施設

における重大事故等対処に同時に対処することを考慮し，同一の端末

を使用すること及び十分な数量を確保することで，共用によって重大
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事故時の対処に影響を及ぼさない設計とする。 

代替通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システムは，共通要因によって所外通信連絡設備のうち一般加

入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリと同時にその

機能が損なわれるおそれがないよう，「ト．(イ)(７)②ｆ．緊急時対

策建屋電源設備」の一部である緊急時対策建屋用発電機からの給電に

より使用することで，電源設備に対して多様性を有する設計とする。 

また，代替通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワ

ークＴＶ会議システムは，共通要因によって所外通信連絡設備のうち

一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリと同時

にその機能が損なわれるおそれがないよう，有線回線又は衛星回線に

よる通信方式の多様性を確保した構成の通信回線に接続することで，

所外通信連絡設備の一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及び

ファクシミリに対して通信方式の多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備の通話装置のケーブルは，共通要因によって所内

通信連絡設備のページング装置及び所内携帯電話と同時にその機能が

損なわれるおそれがないよう，所内通信連絡設備のページング装置及

び所内携帯電話と異なる系統構成で使用することで，所内連絡設備の

ページング装置及び所内携帯電話に対して独立性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬

型トランシーバ（屋外用）は，共通要因によって所内通信連絡設備の

ページング装置，所内携帯電話，専用回線電話，ファクシミリ，環境
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中継サーバ及び所外通信連絡設備の一般加入電話，一般携帯電話，衛

星携帯電話及びファクシミリと同時にその機能が損なわれるおそれが

ないよう，「ト．(イ)(３) 所内電源設備（電源設備）」の一部であ

る燃料加工建屋可搬型発電機，情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋

可搬型発電機又は「ト．(イ)(７)②ｆ．緊急時対策建屋電源設備」の

一部である緊急時対策建屋発電機，充電池又は乾電池からの給電によ

り使用することで，電源設備に対して多様性を有する設計とする。 

また，代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内

用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及

び可搬型トランシーバ（屋外用）は，共通要因によって所内通信連絡

設備のページング装置，所内携帯電話，専用回線電話，ファクシミリ，

環境中継サーバ及び所外通信連絡設備の一般加入電話，一般携帯電話，

衛星携帯電話，ファクシミリと同時にその機能が損なわれるおそれが

ないよう， 有線回線，無線回線又は衛星回線による通信方式の多様性

を確保した構成の通信回線に接続することで，所内通信連絡設備のペ

ージング装置，所内携帯電話，専用回線電話，ファクシミリ，環境中

継サーバ，所外通信連絡設備の一般加入電話，一般携帯電話，衛星携

帯電話，ファクシミリに対して通信方式の多様性を有する設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星携帯電話（屋外用）及び

可搬型トランシーバ（屋外用）は，共通要因によって所内通信連絡設

備のページング装置，所内携帯電話，専用回線電話，ファクシミリ及

び環境中継サーバ並びに所外通信連絡設備の統合原子力ネットワーク

ＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防

災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛
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星携帯電話及びファクシミリと同時にその機能が損なわれることがな

いよう，所内通信連絡設備のページング装置，所内携帯電話，専用回

線電話，ファクシミリ及び環境中継サーバ並びに所外通信連絡設備の

統合原子力ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ

－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入

電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリが設置される建

屋から 100ｍ以上の離隔距離を確保した外部保管エリアに保管すると

ともに，燃料加工建屋 ，制御建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋及び

緊急時対策建屋に保管する場合は所内通信連絡設備のページング装置，

所内携帯電話等が設置される場所と異なる場所に保管することで所内

通信連絡設備のページング装置，所内携帯電話，専用回線電話，ファ

クシミリ及び環境中継サーバ並びに所外通信連絡設備の統合原子力ネ

ットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統

合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携

帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリと位置的分散を図る。 

緊急時対策建屋情報把握設備の情報収集装置，情報表示装置，デー

タ収集装置（燃料加工建屋）及びデータ表示装置（燃料加工建屋）は，

それぞれ１台で計測したパラメータを収集及び監視できるものを２台

設置することで，多重性を有する設計とする。 

制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建

屋），制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋）及び制御建屋可

搬型情報収集装置は，「ト.(イ)(３) 所内電源設備（電源設備）」の

一部である制御建屋可搬型発電機及び情報連絡用可搬型発電機から給

電することで，制御建屋データ収集装置及び制御建屋データ表示装置

に対して多様性を有する設計とする。 
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情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋可搬型情報収集装置，第１保

管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び第２保管庫・貯水所可搬型情報

収集装置は，「ト.(イ) (３) 所内電源設備（電源設備）」の一部で

ある情報把握計装設備可搬型発電機及び燃料加工建屋可搬型発電機か

ら給電することで，グローブボックス温度監視装置（伝送路として使

用），グローブボックス負圧・温度監視設備（伝送路として使用）及

び燃料加工建屋データ収集装置に対して多様性を有する設計とする。 

緊急時対策建屋情報把握設備の情報収集装置，情報表示装置，デー

タ収集装置（燃料加工建屋）及びデータ表示装置（燃料加工建屋）は，

共通要因によって制御建屋情報把握設備の制御建屋データ表示装置，

制御建屋データ収集装置，制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建

屋），制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋）及び制御建屋可

搬型情報収集装置と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう，

離隔距離を確保することで，独立性及び位置的分散を図る設計とする。 

制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建

屋），制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋）及び制御建屋可

搬型情報収集装置は，共通要因によって制御建屋データ収集装置及び

制御建屋データ表示装置と同時にその機能が損なわれるおそれがない

ように，故障時のバックアップを含めて必要な数量を制御建屋データ

収集装置及び制御建屋データ表示装置が設置される制御建屋から100m

以上の離隔距離を確保した複数の外部保管エリアに分散して保管する

ことで位置的分散を図る設計とする。 

また，情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋可搬型情報収集装置，

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，第２保管庫・貯水所可搬型

情報収集装置及び情報把握計装設備可搬型発電機は，故障時のバック
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アップを含めて必要な数量を燃料加工建屋から 100ｍ以上の隔離距離

を確保した複数の外部エリアに分散して保管することで位置的分散を

図る設計とする。 

代替通信連絡設備のうち通話装置のケーブルは，重大事故等発生前

（通常時）の分離された状態から可搬型通話装置の接続により重大事

故等対処設備としての系統構成とすることにより，他の設備に悪影響

を及ぼさない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システムは，安全機能を有する施設として使用する場合と

同じ系統構成で重大事故等対処設備として使用することにより，他の

設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

緊急時対策建屋情報把握設備の情報収集装置，情報表示装置，デー

タ収集装置（燃料加工建屋），データ表示装置（燃料加工建屋），制

御建屋情報把握設備の制御建屋データ収集装置，制御建屋データ表示

装置，情報把握計装設備用屋内伝送系統及び建屋間伝送用無線装置及

び情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋データ収集装置，燃料加工建

屋情報把握計装設備用屋内伝送系統及び燃料加工建屋間伝送用無線装

置は，他の設備から独立して単独で使用可能なことにより，他の設備

に悪影響を及ぼさない設計とする。 

情報把握収集伝送設備のグローブボックス温度監視装置及びグロー

ブボックス負圧・温度監視設備は，安全機能を有する施設として使用

する場合と同様の系統構成で重大事故等対処設備として使用すること

により，他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。 

代替通信連絡設備の通話装置のケーブルは，再処理事業所内の通信
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連絡をする必要のある箇所と通信連絡を行うために必要な系統として

２系統を有する設計とする。 

所内通信連絡設備のページング装置，所内携帯電話，専用回線電話

及びファクシミリは，再処理事業所内の通信連絡をする必要のある箇

所と通信連絡を行うために必要な回線を所内通信連絡設備として２回

線以上有する設計とする。 

所外通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システム，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びフ

ァクシミリは，再処理事業所外の通信連絡をする必要のある箇所と通

信連絡を行うために必要な回線を所外通信連絡設備として２回線以上

有する設計とする。 

所内通信連絡設備の環境中継サーバは，計測等を行ったパラメータ

を再処理事業所内の必要な場所に必要なデータ量を伝送できる設計と

するとともに，必要な個数として１台を有する設計とする。 

代替通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸは，

計測等を行ったパラメータを再処理事業所外の必要な箇所に連絡する

ことができる設計とするとともに，必要な個数として１台を有する設

計とする。 

再処理施設と共用する統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合

原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワー

クＴＶ会議システムは，同一の端末を使用する設計とするため，再処

理事業所外等の通信連絡をする必要のある箇所と通信連絡をするため

に必要な回線として１回線以上を有する設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型通話装置の保有数は，必要数として
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13台，予備として故障時のバックアップを13台の合計26台以上を確

保する。 

代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型

衛星電話（屋内用）の保有数は，必要数として２台，予備として故障

時のバックアップを２台の合計４台以上を確保する。 

再処理施設と共用する代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通

信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋内用）の保有数は，必要数として

６台，予備として故障時のバックアップを６台の合計12台以上を確保

する。 

代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型

トランシーバ（屋内用）の保有数は，必要数として８台，予備として

故障時のバックアップを８台の合計16台以上を確保する。 

代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型

衛星電話（屋外用）の保有数は，必要数として９台，予備として故障

時のバックアップを９台の合計18台以上を確保する。 

再処理施設と共用する代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通

信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋外用）の保有数は，必要数として

18台，予備として故障時のバックアップを18台の合計36台以上を確

保する。 

代替通信連絡設備のうち再処理事業所内の通信連絡に用いる可搬型

トランシーバ（屋外用）の保有数は，必要数として44台，予備として

故障時のバックアップを44台の合計88台以上を確保する。 

再処理施設と共用する代替通信連絡設備のうち再処理事業所外への

通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋内用）の保有数は，必要数とし

て３台，予備として故障時のバックアップを３台の合計６台以上を確
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保する。 

再処理施設と共用する代替通信連絡設備のうち再処理事業所外への

通信連絡に用いる可搬型衛星電話（屋外用）の保有数は，必要数とし

て１台，予備として故障時のバックアップを１台の合計２台以上を確

保する。 

再処理施設と共用する代替通信連絡設備の可搬型衛星電話（屋内用）

及び可搬型衛星電話（屋外用）は，再処理施設及びＭＯＸ燃料加工施

設における重大事故等対処の際，同一の端末を使用する設計とする。 

緊急時対策建屋情報把握設備のデータ収集装置（燃料加工建 屋），

データ表示装置（燃料加工建屋），再処理施設と共用する情報収集装

置，情報表示装置は，想定される重大事故等時において必要な重要監

視パラメータを収集及び表示するため，それぞれ１台を有する設計と

するとともに，予備を含めたそれぞれ２台以上を有する設計とする。 

制御建屋情報把握設備の建屋間伝送用無線装置及び情報把握計装設

備用屋内伝送系統，情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋間伝送用無

線装置及び燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統は，収集し

たパラメータを伝送可能な容量を有する設計とするとともに，予備を

含めた数量として制御建屋又は燃料加工建屋に２系統以上を有する設

計とする。 

制御建屋情報把握設備の制御建屋データ収集装置は，収集した重要

監視パラメータを電磁的に記録及び保存し，電源喪失により保存した

記録が失われないようにするとともに帳票として出力できる設計とす

る。また，記録に必要な容量は，記録が必要な期間に亘って保存でき

る容量を有する設計とする。 

制御建屋情報把握設備の制御建屋データ収集装置及び情報把握収集
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伝送設備の燃料加工建屋データ収集装置は，重大事故等時におけるパ

ラメータを記録するために必要な保存容量を有する設計とする。 

制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建

屋）及び制御建屋可搬型情報収集装置，情報把握収集伝送設備の燃料

加工建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装

置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置は，必要なデータ量の収

集及び記録容量を有する設計とし，保有数は，必要数として重大事故

等の対処に必要な個数を有する設計とするとともに，故障時のバック

アップを必要数以上確保する設計とする。 

制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建

屋）及び制御建屋可搬型情報収集装置は，収集した重要監視パラメー

タを電磁的に記録及び保存し，電源喪失により保存した記録が失われ

ないようにするとともに帳票として出力できる設計とする。また，記

録に必要な容量は，記録が必要な期間に亘って保存できる容量を有す

る設計とする。 

再処理施設と共用する制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬型情報

収集装置及び情報把握収集伝送設備の第１保管庫・貯水所可搬型情報

収集装置及び第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置は，ＭＯＸ燃料

加工施設及び再処理施設における重大事故等対処に同時に対処するこ

とを考慮し，対処に必要となるデータの収集，記録容量又はデータの

伝送容量及び個数を確保することで，共用によって重大事故時の対処

に影響を及ぼさない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替通信連絡設備の

通話装置のケーブル，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ
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Ｖ会議システムは，「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故

等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を損

なわない設計とする。 

地震を要因として発生した場合に対処に用いる代替通信連絡設備の

うち可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トランシー

バ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

外用）は，「ロ．(ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事故等に対す

る施設の耐震設計の基本方針」に基づく設計とすることでその機能を

損なわない設計とする。 

所内通信連絡設備のページング装置，専用回線電話，ファクシミリ，

環境中継サーバ，代替通信連絡設備の通話装置のケーブル，統合原子

力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－Ｆ

ＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，外部からの

衝撃による損傷を防止できる燃料加工建屋，制御建屋及び緊急時対策

建屋に設置し，風（台風）等により機能を損なわない設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬

型トランシーバ（屋外用）は，外部からの衝撃による損傷を防止でき

る燃料加工建屋，制御建屋，緊急時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯

蔵建屋及び外部保管エリアに保管し，風（台風）等により機能を損な

わない設計とする。 

代替通信連絡設備のうち可搬型衛星電話（屋内用），可搬型トラン

シーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシー

バ（屋外用）は，火山の影響（降下火砕物による積載荷重）に対して

除灰する手順を整備する。 
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代替通信連絡設備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原

子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴ

Ｖ会議システムは，溢水量を考慮し，影響を受けない高さへの設置及

び被水防護する設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬

型トランシーバ（屋外用）は，溢水量を考慮し，影響を受けない高さ

への保管及び被水防護をする設計とする。 

内的事象を要因として発生した場合に対処に用いる所内通信連絡設

備のページング装置，所内携帯電話，専用回線電話，ファクシミリ，

環境中継サーバ，所外通信連絡設備の一般加入電話，一般携帯電話，

衛星携帯電話及びファクシミリは自然現象，人為事象，溢水，火災及

び内部発生飛散物により機能が損なわれる場合，代替設備による機能

の確保や修理の対応により機能を維持する設計とする 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬

型トランシーバ（屋外用）は，内部発生飛散物の影響を考慮し，燃料

加工建屋，制御建屋，緊急時対策建屋，使用済燃料受入れ・貯蔵建屋

及び外部保管エリアの内部発生飛散物の影響を受けない場所に保管す

ることにより，機能を損なわない設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置は，想定される重大事故等が発

生した場合においても設置及び常設設備との接続に支障がないように，

線量率の高くなるおそれの少ない場所を選定することで，当該設備の

設置及び常設設備との接続が可能な設計とする。 

内的事象を要因として重大事故等が発生した場合に対処に用いる緊
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急時対策建屋情報把握設備のデータ表示装置（燃料加工建屋）は，地

震等により機能が損なわれる場合，代替設備による機能の確保及び修

理により機能を損なわない設計とする。 

緊急時対策建屋情報把握設備のデータ収集装置（燃料加工建屋）及

びデータ表示装置（燃料加工建屋）は，自然現象，人為事象，溢水，

火災及び内部発生飛散物に対して，代替設備により機能を維持する設

計とする。 

緊急時対策建屋情報把握設備のデータ収集装置（燃料加工建屋）及

びデータ表示装置（燃料加工建屋），制御建屋情報把握設備の制御建

屋データ収集装置，制御建屋データ表示装置及び情報把握計装設備用

屋内伝送系統は，溢水量を考慮し，影響を受けない高さへの設置及び

被水防護する設計とする。 

制御建屋情報把握設備の制御建屋データ収集装置，制御建屋データ

表示装置及び情報把握計装設備用屋内伝送系統（再処理施設と共用）

は，外部からの衝撃による損傷を防止できる制御建屋に設置し，風（台

風）等により機能を損なわない設計とする。 

制御建屋情報把握設備の制御建屋データ収集装置及び制御建屋デー

タ表示装置は，地震等により機能が損なわれる場合，代替設備による

機能の確保，修理の対応等により機能を維持する設計とする。 

制御建屋情報把握設備の情報把握計装設備用屋内伝送系統及び建屋

間伝送用無線装置は，「ロ. (ト)(２)②ｅ．地震を要因とする重大事

故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計とすることでその機能を

損なわない設計とする。 

制御建屋情報把握設備の建屋間伝送無線装置は，風（台風），竜巻，

積雪及び火山の影響に対して，風（台風）及び竜巻による風荷重，積
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雪荷重及び降下火砕物による積載荷重により機能を損なわない設計と

する。 

情報把握収集伝送設備のグローブボックス温度監視装置（伝送路と

して使用），グローブボックス負圧・温度監視設備，燃料加工建屋デ

ータ収集装置及び燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統は，

外部からの衝撃による損傷を防止できる燃料加工建屋に設置し，風（台

風）等により機能を損なわない設計とする。 

情報把握収集伝送設備のグローブボックス温度監視装置（伝送路と

して使用），グローブボックス負圧・温度監視設備（伝送路として使

用）及び燃料加工建屋データ収集装置は，地震等により機能が損なわ

れる場合，代替設備による機能の確保，修理の対応等により機能を維

持する設計とする。 

情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送

系統は燃料加工建屋内に設置し，溢水量を考慮し，影響を受けない高

さへの設置及び被水防護する設計とする。 

情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送

系統及び燃料加工建屋間伝送用無線装置は，「ロ. (ト)(２)②ｅ．地

震を要因とする重大事故等に対する施設の耐震設計」に基づく設計と

することでその機能を損なわない設計とする。 

情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋間伝送無線装置は，風（台風），

竜巻，積雪及び火山の影響に対して，風（台風）及び竜巻による風荷

重，積雪荷重及び降下火砕物による積載荷重により機能を損なわない

設計とする。 

制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建

屋），制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋），制御建屋可搬
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型情報収集装置，情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋可搬型情報収

集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，第２保管庫・貯水

所可搬型情報収集装置は，外部からの衝撃による損傷を防止できる第

１保管庫・貯水所及び第２保管庫・貯水所に保管し，風（台風）等に

より機能を損なわない設計とする。 

制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建

屋），制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋），制御建屋可搬

型情報収集装置，情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋可搬型情報収

集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，第２保管庫・貯水

所可搬型情報収集装置は，想定される重大事故等が発生した場合にお

いても操作に支障がないように，線量率の高くなるおそれの少ない場

所の選定等により当該設備の設置場所で操作可能な設計とする。 

代替通信連絡設備の通話装置のケーブルと可搬型通話装置との接続

は，コネクタ接続に統一することにより，速やかに，容易，かつ確実

に現場での接続が可能な設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型衛星電話（屋内用）及び可搬型トランシ

ーバ（屋内用）における機器同士の接続は，コネクタ接続に統一する

ことにより，速やかに，容易，かつ確実に現場での接続が可能な設計

とする。 

制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建

屋），制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋）及び制御建屋可

搬型情報収集装置と情報把握計装設備用屋内伝送系統及び建屋間伝送

用無線装置との接続は，コネクタ方式又はより簡便な接続方式とし，

現場での接続が容易に可能な設計とする。 

情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋可搬型情報収集装置と燃料加
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工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統及び燃料加工建屋間伝送用無

線装置との接続は，コネクタ方式又はより簡便な接続方式とし，現場

での接続が容易に可能な設計とする。 

所内通信連絡設備のページング装置，所内携帯電話，専用回線電話，

ファクシミリ及び環境中継サーバ並びに所外通信連絡設備の一般加入

電話，一般携帯電話，衛星携帯電話，ファクシミリ，代替通信連絡設

備の統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワ

ークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム

は，通常時において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認

するため，性能及び外観の確認が可能な設計とする。また，当該機能

を健全に維持するため，取替え，保修等が可能な設計とする。 

代替通信連絡設備の可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬

型トランシーバ（屋外用）は，通常時において，重大事故等に対処す

るために必要な機能を確認するため，独立して機能，性能及び外観の

確認が可能な設計とする。また，当該機能を健全に維持するため，取

替え，保修，分解点検等が可能な設計とする。 

乾電池を用いるものについては，定期的に乾電池を交換する。充電

池を用いるものについては，定期的に充電を行う。 

 緊急時対策建屋情報把握設備の情報収集装置，情報表示装置，デ

ータ収集装置（燃料加工建屋），データ表示装置（燃料加工建屋），

制御建屋情報把握設備の情報把握計装設備用屋内伝送系統，建屋間伝

送用無線装置，制御建屋データ収集装置，制御建屋データ表示装置，

制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋），制御建屋可搬型情報

表示装置（燃料加工建屋），制御建屋可搬型情報収集装置は，通常時
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において，重大事故等に対処するために必要な機能を確認するため，

独立して動作確認及び外観点検が可能な設計とする。また，当該機能

を健全に維持するため，取替え，保修等が可能な設計とする。 

情報把握収集伝送設備の燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送

系統，燃料加工建屋間伝送用無線装置，燃料加工建屋データ収集装置，

燃料加工建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収

集装置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及び情報把握計装設

備可搬型発電機は，通常時において，重大事故等に対処するために必

要な機能を確認するため，独立して動作確認及び外観点検が可能な設

計とする。また，当該機能を健全に維持するため，取替え，保修等が

可能な設計とする。 

通信連絡設備，代替通信連絡設備，制御建屋情報把握設備及び情報

把握収集伝送設備の一覧を以下に示す。 

① 所内通信連絡設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

ページング装置（警報装置含む）（再処理施設と共用） 

             １式 

所内携帯電話（再処理施設と共用）       １式 

専用回線電話                 １式 

ファクシミリ                 １式 

環境中継サーバ（再処理施設と共用）      １式 

② 所外通信連絡設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話（再処理施設と共用） 

             １式 

－ 321 －



統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ（再処理施設と共用） 

             １式 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム（再処理施設と共用） 

             １式 

一般加入電話（再処理施設と共用）       １式 

一般携帯電話（再処理施設と共用）       １式 

衛星携帯電話（再処理施設と共用）       １式 

ファクシミリ（再処理施設と共用）       １式 

③ 代替通信連絡設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

通話装置のケーブル              １式 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話 

（設計基準対象の施設と兼用） 

（再処理施設と共用）             １式 

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ 

（設計基準対象の施設と兼用） 

（再処理施設と共用）             １式 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム 

（設計基準対象の施設と兼用） 

（再処理施設と共用）             １式 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

可搬型通話装置                １式 

可搬型衛星電話（屋内用） 

（再処理施設と共用）             １式 

可搬型トランシーバ（屋内用）         １式 
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可搬型衛星電話（屋外用） 

（再処理施設と共用）             １式 

可搬型トランシーバ（屋外用）         １式 

④ 緊急時対策建屋情報把握設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

 情報収集装置（再処理施設と共用）       １式 

 情報表示装置（再処理施設と共用）       １式 

データ収集装置（燃料加工建屋）        １式 

データ表示装置（燃料加工建屋）        １式 

⑤ 制御建屋情報把握設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

情報把握計装設備用屋内伝送系統（再処理施設と共用） 

１式 

建屋間伝送用無線装置（再処理施設と共用）   １式 

制御建屋データ収集装置            １式 

制御建屋データ表示装置            １式 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋）  １式 

制御建屋可搬型情報表示装置（燃料加工建屋）  １式 

制御建屋可搬型情報収集装置（再処理施設と共用）１式 

⑥ 情報把握収集伝送設備 

［常設重大事故等対処設備］ 

燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統  １式 

燃料加工建屋間伝送用無線装置         １式 

燃料加工建屋データ収集装置          １式 
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グローブボックス温度監視装置（設計基準対象の施設と兼用，伝送 

路として使用）                １式 

グローブボックス負圧・温度監視設備（設計基準対象の施設と兼 

用，伝送路として使用）            １式 

［可搬型重大事故等対処設備］ 

燃料加工建屋可搬型情報収集装置        １式 

第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置（再処理施設と共用） 

１式 

第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置（再処理施設と共用） 

１式 

情報把握計装設備可搬型発電機（再処理施設と共用） 

１式 

 

(ロ) 核燃料物質の検査設備及び計量設備の種類 

(１) 核燃料物質の検査設備 

① 主要な設備の種類 

検査設備は，各工程で取り扱う核燃料物質を検査する分析設備で構

成する。また，グローブボックス及びオープンポートボックスを設置

する。 

検査設備は，燃料加工建屋に収納する。 

燃料加工建屋の主要構造は「ハ.(ハ)成型施設(１)施設の種類」に示

す。 

また，分析装置グローブボックスは，標準試料（核分裂性Ｐｕ割合

が83％を超えるプルトニウム，ウラン中のウラン－235含有率が1.6％を

超えるウラン，ウラン－233を含むウランなど）として，少量の金属プ
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ルトニウム，金属ウラン等を保管する設計とする。 

核燃料物質の検査設備は，制御第２室にて施設の状態監視，運転操

作及び工程停止操作を行える設計とする。 

② 主要な設備及び機器の種類及び個数 

ａ．分析設備 

(ａ) 気送装置 

ⅰ．設置場所 

燃料加工建屋内 

ⅱ．個数 

１式 

(ｂ) 受払装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

分析第２室 

ⅱ．個数 

１基 

(ｃ) 受払装置 

ⅰ．設置場所 

分析第２室 

ⅱ．個数 

１台 

(ｄ) 分析装置オープンポートボックス 

ⅰ．設置場所 

分析第２室 

ⅱ．個数 

１式 
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(ｅ) 分析装置フード 

ⅰ．設置場所 

分析第１室及び分析第２室 

ⅱ．個数 

１式 

(ｆ) 分析装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

分析第１室及び分析第２室 

ⅱ．個数 

１式 

(ｇ) 分析装置 

ⅰ．設置場所 

分析第１室及び分析第２室 

ⅱ．個数 

１式 

(ｈ) 分析済液処理装置グローブボックス 

ⅰ．設置場所 

分析第２室及び分析第３室 

ⅱ．個数 

１式 

(ｉ) 分析済液処理装置 

ⅰ．設置場所 

分析第２室及び分析第３室 

ⅱ．個数 

１式 
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(ｊ) 運搬台車 

ⅰ．個数 

１式 

ｂ．グローブボックス負圧・温度監視設備 

(ａ) 個数 

１式 

核燃料物質の検査設備の主要な設備・機器の配置図を第５図に示す。 

③ 主要な核的制限値 

ａ．単一ユニット 

検査設備の臨界管理のために，核燃料物質取扱い上の一つの単位

となる単一ユニットを設定する。単一ユニットの核的制限値は，取

り扱う核燃料物質の形態に応じ，裕度ある条件を設定し，十分信頼

性のある計算コードを使用して，中性子実効増倍率が0.95以下とな

るように質量を設定する。 

各単一ユニットでの核燃料物質の取扱量は下表の核的制限値以下

となるようにする。 

形態 

設定条件 

核的制限値 プルトニウ

ム富化度 
含水率 

ペレット－３ 60％以下 
3.5％ 

以下 
7.50kg･Ｐｕ＊(注１) 

ＭＯＸ溶液 60％以下 －(注２) 0.50kg･Ｐｕ＊(注１) 

注１ 二重装荷を考慮する場合は２分の１とする。 

注２ 最適減速条件 

ｂ．複数ユニット 

複数ユニットは，取り扱う核燃料物質の形態に応じ，裕度ある条
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件を設定し，十分信頼性のある計算コードで中性子実効増倍率が0.95

以下となるように単一ユニットの配置等を設定する。 

(２) 核燃料物質の計量設備 

計量設備は，核燃料物質を計量するため，加工施設内の各施設にお

いて核燃料物質の秤量等を行う計量設備で構成し，燃料加工建屋に収

納する。 

燃料加工建屋の主要構造は「ハ.(ハ)成型施設(１)施設の種類」に示

す。 

 

(ハ) 主要な実験設備の種類 

(１) 設備の種類 

実験設備は，粉末混合条件等の調査・評価等を行う小規模試験設備

で構成する。小規模試験設備には，小規模焼結処理装置，小規模焼結

炉排ガス処理装置等を設ける。 

小規模試験設備は，制御第１室及び制御第４室にて施設の状態監視，

運転操作及び工程停止操作を行える設計とする。 

(２) 主要な設備及び機器の種類及び個数 

① 小規模試験設備 

ａ．小規模粉末混合装置グローブボックス 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 

１基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 
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パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ｂ．小規模粉末混合装置 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 

１台 

(ｃ) 主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｃ．小規模プレス装置グローブボックス 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 

１基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ｄ．小規模プレス装置 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 

１台 
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(ｃ) 主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｅ．小規模焼結処理装置グローブボックス 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 

１基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ｆ．小規模焼結処理装置 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 

１台 

(ｃ) 主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｇ．小規模焼結炉排ガス処理装置グローブボックス 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 

１基 

(ｃ) 主要な構成材 
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缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

空気雰囲気 

ｈ．小規模焼結炉排ガス処理装置 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 

１台 

(ｃ) 主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｉ．小規模研削検査装置グローブボックス 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 

１基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ｊ．小規模研削検査装置 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 
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１台 

(ｃ) 主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｋ．資材保管装置グローブボックス 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 

１基 

(ｃ) 主要な構成材 

缶体：ステンレス鋼 

パネル：ポリカーボネート樹脂 

(ｄ) グローブボックス内雰囲気 

窒素雰囲気 

ｌ．資材保管装置 

(ａ) 設置場所 

分析第３室 

(ｂ) 個数 

１台 

(ｃ) 主要な構成材 

ステンレス鋼 

ｍ．容器（原料ＭＯＸポット，ウランポット，先行試験ポット，先行

試験焼結ボート，試験ペレット焼結トレイ及び試験用波板トレイ） 

(ａ) 個数 

１式 

② グローブボックス負圧・温度監視設備 
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ａ．個数 

１式 

小規模試験設備の主要な設備・機器の配置図を第５図に示す。 

(３) 試験する核燃料物質の種類 

① ＭＯＸ 

プルトニウム富化度  60％以下 

プルトニウム中のプルトニウム－240含有率  17％以上 

ウラン中のウラン－235含有率   1.6％以下 

② ウラン酸化物 

ウラン中のウラン－235含有率   天然ウラン中の含有率以下 

(４) 主要な核的及び熱的制限値 

① 核的制限値 

ａ．単一ユニット 

実験設備の臨界管理のために，核燃料物質取扱い上の一つの単位

となる単一ユニットを設定する。単一ユニットの核的制限値は，取

り扱う核燃料物質の形態に応じ，裕度ある条件を設定し，十分信頼

性のある計算コードを使用して，中性子実効増倍率が0.95以下とな

るように質量を設定する。 

各単一ユニットでの核燃料物質の取扱量は下表の核的制限値以下

となるようにする。 

形態 

設定条件 

核的制限値 プルトニウ

ム富化度 
含水率 

ペレット－３ 60％以下 
3.5％ 

以下 
7.50kg･Ｐｕ＊(注１) 

注１ 二重装荷を考慮する場合は２分の１とする。 
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ｂ．複数ユニット 

複数ユニットは，取り扱う核燃料物質の形態に応じ，裕度ある条

件を設定し，十分信頼性のある計算コードで中性子実効増倍率が0.95

以下となるように単一ユニットの配置等を設定する。 

② 熱的制限値 

核燃料物質を加熱する設備の熱的制限値を以下のとおり設定する。 

建物 設置場所 設備・機器の種類 熱的制限値 

燃料加 

工建屋 
分析第３室 

小規模試験設備 

小規模焼結処理装置 
1800℃ 

 

(ニ) その他の主要な事項 

前記「ハ．加工設備本体の構造及び設備」から「ト．その他加工設備

の附属施設の構造及び設備」に掲げる施設に係る溢水防護設備，冷却水

設備，給排水衛生設備，空調用冷水設備，空調用蒸気設備，燃料油供給

設備，窒素循環用冷却水設備，窒素ガス設備，水素・アルゴン混合ガス

設備，アルゴンガス設備，水素ガス設備，非管理区域換気空調設備，荷

役設備及び選別・保管設備の構造を以下に示す。 

なお，ＭＯＸ燃料加工施設の主要な設備のほか，ＭＯＸ燃料加工施設

を操業するために必要な設備・機器として，ヘリウムガス設備，酸素ガ

ス設備，圧縮空気供給設備等を設ける。 

(１) 溢水防護設備 

安全機能を有する施設は，ＭＯＸ燃料加工施設内における溢水が発

生した場合においても，安全機能を損なわない設計とする。 

そのために，ＭＯＸ燃料加工施設内に設置された機器及び配管の破

損（地震起因を含む。）による溢水，ＭＯＸ燃料加工施設内で生ずる
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異常状態（火災を含む。）の拡大防止のために設置される系統からの

放水による溢水が発生した場合においても，ＭＯＸ燃料加工施設内に

おける防水扉及び水密扉，堰，遮断弁等により溢水防護対象設備が安

全機能を損なわない設計とする。 

(２) 冷却水設備 

冷却水設備は，成形施設のペレット加工工程の焼結設備の焼結炉及

び排ガス処理装置並びに実験設備の小規模試験設備の小規模焼結処理

装置及び小規模焼結炉排ガス処理装置の冷却を行う設計とする。 

(３) 給排水衛生設備 

給排水衛生設備は，ＭＯＸ燃料加工施設の運転に必要な工業用水及

び飲料水を確保及び供給する設備である。 

給排水衛生設備の一部は，再処理施設及び廃棄物管理施設と共用す

る。 

① 工業用水設備 

工業用水設備は，成形施設のペレット加工工程の焼結設備の焼結炉

等の湿分添加水，核燃料物質の検査設備の分析設備の分析済液処理装

置及び低レベル廃液処理設備の機器洗浄用水，廃液希釈用水等として

工業用水を供給する設計とする。 

② 飲料水設備 

飲料水設備は，管理区域外の便所，手洗い，管理区域内の機器洗浄

等の用水を供給する設計とする。 

③ 給水処理設備（再処理施設及び廃棄物管理施設と共用） 

再処理施設の給水処理設備は，飲料水設備に飲料水及び工業用水設

備に工業用水を供給できる設計とし，飲料水設備に飲料水及び工業用

水設備に工業用水を供給する系統を再処理施設及び廃棄物管理施設と
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共用する。 

(４) 空調用冷水設備 

空調用冷水設備は，気体廃棄物の廃棄設備の給気設備によって燃料

加工建屋内に取り込んだ外気を給気系の冷却コイルで冷却する設計と

する。また，空調用冷水は，空調用冷凍機と給気系の冷却コイルとの

間で循環及び冷却する設計とする。 

(５) 空調用蒸気設備 

空調用蒸気設備は，気体廃棄物の廃棄設備の給気設備によって燃料

加工建屋内に取り込んだ外気を給気系の加熱コイルで加熱する設計と

する。 

(６) 燃料油供給設備（蒸気供給設備） 

燃料油供給設備は，空調用蒸気設備で用いる燃料油を貯蔵するため

に地下ピット内にボイラ用燃料受槽を設ける設計とする。 

再処理施設の一般蒸気系の燃料貯蔵設備は，ＭＯＸ燃料加工施設の

燃料油供給設備へ燃料油を供給する。このため，再処理施設の一般蒸

気系の燃料貯蔵設備を，再処理施設と共用し，共用によってＭＯＸ燃

料加工施設の安全性を損なわない設計とする。 

(７) 窒素循環用冷却水設備 

窒素循環用冷却水設備は，燃料加工建屋内に設置するローカルクー

ラ等の空調用機械に冷却水を供給し，循環及び冷却する設計とする。 

 (８) 窒素ガス設備 

窒素ガス設備は，空気から窒素を抽出する窒素ガス発生装置により，

窒素雰囲気型グローブボックス並びに粉末調整工程，ペレット加工工

程，燃料棒加工工程，燃料集合体組立工程，梱包出荷工程及び核燃料

物質の検査設備の分析設備の窒素ガスを用いる各装置に，窒素ガスを
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供給する設計とする。 

(９) 水素・アルゴン混合ガス設備 

水素・アルゴン混合ガス設備は，エネルギー管理建屋に設置し，水

素ガス設備から供給される水素ガスとアルゴンガス設備から供給され

るアルゴンガスを減圧して所定の割合（水素濃度９vol％以下）で混

合し，成形施設のペレット加工工程の焼結設備の焼結炉及び実験設備

の小規模試験設備の小規模焼結処理装置に供給する設計とする。 

(10) アルゴンガス設備 

アルゴンガス設備は，水素・アルゴン混合ガス設備，成形施設のペ

レット加工工程の焼結設備の焼結炉，実験設備の小規模試験設備の小

規模焼結処理装置，被覆施設の燃料棒加工工程のスタック乾燥設備及

び挿入溶接設備，核燃料物質の検査設備の分析設備等に用いるアルゴ

ンガスを液化アルゴン貯槽からアルゴン蒸発器で気化，減圧し供給す

る設計とする。 

(11) 水素ガス設備 

水素ガス設備は，水素・アルゴン混合ガス設備に用いる水素ガスを

第１高圧ガストレーラ庫に貯蔵する貯蔵容器から減圧して供給する設

計とする。 

(12) 非管理区域換気空調設備  

非管理区域換気空調設備は，燃料加工建屋の非管理区域の換気・空

調を行う設計とする。 

(13) 荷役設備 

荷役設備は，入出庫クレーン，設備搬入用クレーン，エレベータ及

び垂直搬送機で構成する。 

(14) 選別・保管設備 
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選別・保管設備は，選別・保管グローブボックス，選別作業室の

選別エリア，廃油保管室の選別エリア及び廃棄物保管第１室の作業

エリアで構成する。 
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二．加工の方法 

ＭＯＸ燃料加工施設で加工する製品はＢＷＲ型及びＰＷＲ型の燃料集合

体であり，主な加工の方法は以下のとおりである。なお，各処理における

搬送物の受入又は払出のルートは「ロ．加工工程図」に記載のとおりであ

り，それらのうち主要なルートを以下に示す。 

イ．加工の方法の概要 

(イ) 燃料製造 

(１) 原料粉末受入工程における加工の方法 

原料粉末受入工程のフローを「ロ．加工工程図」の燃料製造（１／６）

（原料粉末受入工程）に示す。当図の①から⑥における主な処理は以下

のとおり。 

① 混合酸化物貯蔵容器の受入 

再処理施設のウラン・プルトニウム混合酸化物貯蔵建屋のウラン・

プルトニウム混合酸化物貯蔵設備から，原料ＭＯＸ粉末入りの粉末缶

を収納した混合酸化物貯蔵容器を受渡ピットに受け入れ，一時保管ピ

ットへ払い出す。 

② 混合酸化物貯蔵容器の外蓋着脱 

混合酸化物貯蔵容器を一時保管ピットから外蓋着脱装置に受け入れ，

混合酸化物貯蔵容器の外蓋を取り外し，原料ＭＯＸ粉末缶取出装置へ

払い出す。 

③ 混合酸化物貯蔵容器の汚染検査 

混合酸化物貯蔵容器を一時保管ピットから貯蔵容器検査装置に受け

入れ，放射性物質の表面密度を測定し，汚染がないことを確認した後，

受渡ピットへ払い出す。 
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④ ウラン粉末缶輸送容器の受入 

ＭＯＸ燃料加工施設外から原料ウラン粉末入りのウラン粉末缶を収

納したウラン粉末缶輸送容器を入出庫室に受け入れ，ウラン輸送容器

一時保管エリアへ払い出す。 

⑤ ウラン粉末缶の取出 

ウラン粉末缶輸送容器をウラン輸送容器一時保管エリアからウラン

粉末缶受払移載装置に受け入れ，ウラン粉末缶を取り出し，ウラン貯

蔵棚へ払い出す。 

⑥ 原料ウラン粉末の取出 

ウラン粉末缶をウラン貯蔵棚からウラン粉末払出装置に受け入れ，

ウラン粉末缶内の原料ウラン粉末をウラン粉末払出装置に投入し，ウ

ラン粉末秤量・分取装置へ払い出す。 

なお，スクラップ処理（ＣＳ）の希釈用，スクラップ処理（ＲＳ）

の希釈用，小規模試験用及び分析試料用の粉末を試料容器に採取し，

受払装置又は分析装置へ払い出す。 

(２) 粉末調整工程における加工の方法 

粉末調整工程のフローを「ロ．加工工程図」の燃料製造（２／６）

（粉末調整工程）及び燃料製造（３／６）（粉末調整工程）に示す。

当図の①から⑯における主な処理は以下のとおり。 

① 混合酸化物貯蔵容器からの粉末缶取出 

混合酸化物貯蔵容器を外蓋着脱装置から原料ＭＯＸ粉末缶取出装置に

受け入れ，原料ＭＯＸ粉末缶取出装置グローブボックスと接続し，混合酸

化物貯蔵容器の内蓋の取り外し，粉末缶の取り出しを行い，粉末缶

を原料ＭＯＸ粉末缶一時保管装置へ払い出す。 
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② 原料ＭＯＸ粉末の試料採取 

粉末缶を原料ＭＯＸ粉末缶一時保管装置から原料ＭＯＸ分析試料採

取装置に受け入れ，粉末缶内の原料ＭＯＸ粉末から分析試料を試料瓶

に採取し，受払装置又は分析装置へ払い出す。採取後の粉末缶は原料

ＭＯＸ粉末缶一時保管装置へ払い出す。 

また，小規模試験用の粉末として，原料ＭＯＸ粉末の一部を原料Ｍ

ＯＸポットに採取する。 

③ 原料ＭＯＸ粉末の秤量・分取 

粉末缶を原料ＭＯＸ粉末缶一時保管装置から原料ＭＯＸ粉末秤量・

分取装置に受け入れ，原料ＭＯＸ粉末を秤量及び分取する。分取した

原料ＭＯＸ粉末を収納した容器を予備混合装置へ払い出す。 

④ 原料ウラン粉末の受払 

ウラン粉末払出装置に投入した原料ウラン粉末をウラン粉末秤量・

分取装置に受け入れ，一次混合に使用する原料ウラン粉末を秤量及び

分取する。分取したウラン粉末を収納した容器を粉末一時保管装置へ

払い出す。 

⑤ 原料ウラン粉末及び回収粉末の秤量・分取 

原料ウラン粉末を収納した容器及び回収粉末を収納した容器を粉

末一時保管装置からウラン粉末・回収粉末秤量・分取装置に受け入

れ，それぞれ秤量及び分取する。分取した原料ウラン粉末及び回収

粉末を収納した容器を予備混合装置へ払い出す。 

また，小規模試験用の試料として，粉末の一部をＣＳ・ＲＳ保管ポ

ットに採取し，粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑥ 予備混合 

原料ＭＯＸ粉末を収納した容器を原料ＭＯＸ粉末秤量・分取装置か
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ら，原料ウラン粉末及び回収粉末を収納した容器をウラン粉末・回収

粉末秤量・分取装置から，それぞれ予備混合装置に受け入れ，添加剤

を加え，混合する。混合後の粉末を容器に排出し，粉末一時保管装置

へ払い出す。 

⑦ 一次混合 

予備混合した粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から受け入れ，

ウラン合金ボールを装荷した一次混合装置により混合する。混合後の

粉末を容器に排出し，粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑧ 一次混合粉末の強制篩分 

一次混合した粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から一次混合

粉末秤量・分取装置に受け入れ，強制篩分する。強制篩分後の粉末を

容器に排出し，粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑨ 回収粉末の強制篩分 

回収粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から回収粉末処理・混

合装置に受け入れ，強制篩分する。強制篩分後の粉末を容器に排出し，

粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑩ 強制篩分した回収粉末の秤量・分取 

強制篩分した粉末を収納した容器を粉末一時保管装置からウラン粉

末・回収粉末秤量・分取装置に受け入れ，秤量及び分取する。分取し

た回収粉末を収納した容器を粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑪ 原料ウラン粉末の受払 

ウラン粉末払出装置に投入した原料ウラン粉末をウラン粉末秤量・

分取装置に受け入れ，二次混合に使用する原料ウラン粉末を秤量及び

分取する。分取したウラン粉末を収納した容器を粉末一時保管装置へ

払い出す。 
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⑫ 一次混合後の粉末及び原料ウラン粉末の秤量・分取 

強制篩分した粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から一次混合

粉末秤量・分取装置に受入れ，秤量及び分取する。また，強制篩分し

た回収粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から一次混合粉末秤

量・分取装置に受入れ，秤量及び分取する。それぞれ分取した粉末を

収納した容器を粉末一時保管装置へ払い出す。 

また，小規模試験用の粉末として，粉末の一部をＣＳ・ＲＳ保管ポ

ットに採取し，粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑬ 均一化混合 

一次混合後に強制篩分した粉末，強制篩分した回収粉末及び原料ウ

ラン粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から均一化混合装置に受

入れ，添加剤を加え，混合する。混合後の粉末を容器に排出し，粉末

一時保管装置へ払い出す。 

また，小規模試験用又は先行試験用の粉末として，粉末の一部をＣ

Ｓ・ＲＳ保管ポットに採取し，粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑭ 造粒 

均一化混合した粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から造粒装

置に受入れ，粗成形及び解砕により造粒する。造粒した粉末を容器に

排出し，粉末一時保管装置へ払い出す。 

また，小規模試験用又は先行試験用の粉末として，粉末の一部をＣ

Ｓ・ＲＳ保管ポットに採取し，粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑮ 添加剤混合 

均一化混合した粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から添加剤

混合装置に受入れ，添加剤を加え，混合する。混合後の粉末を容器に

排出し，プレス装置（粉末取扱部）へ払い出す。 
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また，小規模試験用又は先行試験用の粉末として，粉末の一部をＣ

Ｓ・ＲＳ保管ポットに採取し，粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑯ 原料ＭＯＸ粉末以外の粉末の試料採取 

分析対象の粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から分析試料

採取・詰替装置に受入れ，分析試料を試料瓶に採取し，受払装置又は

分析装置へ払い出す。 

分析試料採取後の容器は，粉末一時保管装置へ払い出す。 

(３) ペレット加工工程における加工の方法 

ペレット加工工程のフローを「ロ．加工工程図」の燃料製造（４／６）

（ペレット加工工程）に示す。当図の①から⑩における主な処理は以下

のとおり。 

① 添加剤混合粉末の圧縮成形 

添加剤混合した粉末を収納した容器を添加剤混合装置からプレス装

置（粉末取扱部）に受入れ，粉末をプレス装置（プレス部）に投入し，

圧縮成形する。圧縮成形後のペレットをグリーンペレット積込装置に

て焼結ボートに積載し，ペレット一時保管棚へ払い出す。 

一部のペレットについては，グリーンペレット積込装置の測定機器

で寸法測定及び重量測定を行う。 

また，グリーンペレット積込装置において規格外のペレットをス

クラップ焼結ボートに収納し，ペレット一時保管棚へ払い出す。 

② ペレットの焼結 

グリーンペレットを収納した焼結ボートをペレット一時保管棚から

受入れ，焼結ボート供給装置にて焼結炉へ供給し，焼結炉によりグリ

ーンペレットを焼結する。焼結後のペレットを収納した焼結ボート

をペレット一時保管棚へ払い出す。 

－ 344 －



 

焼結処理中は，排ガス処理装置により焼結炉から排出される排ガス

の冷却及び有機物の除去を行う。 

また，焼結ボート取出装置において，分析試料として一部のペレッ

トを試料瓶に採取し，受払装置又は分析装置へ払い出す。 

③ ペレットの研削 

焼結したペレットを収納した焼結ボートをペレット一時保管棚から

焼結ペレット供給装置に受入れ，研削装置によりペレットの外周を研

削する。研削後のペレットについて研削装置の測定機器で寸法測定を

行い，外観検査装置へ払い出す。 

また，研削粉回収装置にて回収された研削粉をＣＳ・ＲＳ保管ポ

ットに投入し，９缶バスケットに積載してスクラップ貯蔵棚へ払

い出す。 

④ ペレット検査 

研削したペレットを研削装置から受入れ，外観検査装置により外観

検査する。また，一部のペレットについては，寸法・形状・密度検査

装置にて寸法測定，重量測定又は形状測定を行う。検査後のペレット

を仕上がりペレット収容装置にてペレット保管容器に収納し，製品ペ

レット貯蔵棚へ払い出す。 

なお，再焼結試験用の試料，分析試料又は保存試料として，寸法・

形状・密度検査装置で一部のペレットを試料瓶に採取し，再焼結試験

用の試料を資材保管装置へ，分析試料を受払装置又は分析装置へ，

保存試料をペレット立会検査装置へ払い出す。 

また，検査で選別された規格外のペレットを規格外ペレット保管容

器に収納し，スクラップ貯蔵棚へ払い出す。 

⑤ 空焼結ボートの容器供給 
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ペレット一時保管棚からグリーンペレットを積み込むための焼結ボ

ートを空焼結ボート取扱装置に受入れ，グリーンペレット積込装置へ

払い出す。 

⑥ ペレット検査（立会検査） 

立会検査対象として指定されたペレット保管容器を製品ペレット貯

蔵棚からペレット立会検査装置に受け入れ，ペレット立会検査装置に

て外観検査，寸法測定，重量測定又は形状測定を行う。 

検査後のペレットをペレット保管容器に収納し，製品ペレット貯蔵

棚へ払い出す。 

⑦ 保存試料の詰替 

保存試料用のペレット入りの試料瓶を寸法・形状・密度検査装置か

らペレット立会検査装置に受け入れ，ペレット保存試料保管容器に詰

め替え，製品ペレット貯蔵棚へ払い出す。 

⑧ ペレット検査（解体ペレット） 

燃料棒解体後に発生したペレット入りのペレット保管容器を製品ペ

レット貯蔵棚からペレット立会検査装置に受け入れ，ペレットの外観

を検査する。検査後のペレットをペレット保管容器に収納し，製品ペ

レット貯蔵棚へ払い出す。 

⑨ ペレットの試料採取 

ペレット保管容器を製品ペレット貯蔵棚からペレット立会検査装置

に受け入れ，収納されたペレットから分析試料を試料瓶に採取し，受

払装置又は分析装置へ払い出す。 

⑩ ペレット検査（再検査） 

再検査対象のペレットを収納したペレット保管容器を製品ペレット

貯蔵棚からペレット立会検査装置に受け入れ，外観検査，寸法測定，
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重量測定又は形状測定を行う。 

検査後のペレットをペレット保管容器に収納し，製品ペレット貯蔵

棚へ払い出す。 

(４) 燃料棒加工工程における加工の方法 

燃料棒加工工程のフローを「ロ．加工工程図」の燃料製造（５／６）

（燃料棒加工工程）に示す。当図の①から⑪における主な処理は以下

のとおり。 

① スタック編成 

ペレットを収納したペレット保管容器を製品ペレット貯蔵棚から波

板トレイ取出装置に受け入れ，スタック編成装置によりＭＯＸ燃料棒

１本に挿入する量に取り分けるスタック編成を行う。スタック編成後，

スタック収容装置によりペレットを乾燥ボートに積載し，乾燥ボート

供給装置へ払い出す。 

② スタック乾燥 

乾燥ボートをスタック収容装置から乾燥ボート供給装置に受け入れ，

スタック乾燥装置により加熱することによりペレットの乾燥を行う。 

乾燥後の乾燥ボートを乾燥ボート取出装置により取り出し，スタッ

ク供給装置へ払い出す。 

なお，乾燥ボート取出装置において一部のペレットを分析試料とし

て試料瓶に採取し，受払装置又は分析装置へ払い出す。 

③ ペレット挿入・溶接 

被覆管を燃料棒貯蔵棚から被覆管乾燥装置に受け入れ，乾燥したの

ち，被覆管供給装置にて挿入溶接装置（被覆管取扱部）に受け入れる。 

また，プレナムスプリング及び上部端栓を部材供給装置（部材供給

部）に供給し,乾燥ボートに収納されたペレットをスタック供給装置に
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移載する。 

次に，挿入溶接装置（スタック取扱部）により被覆管にペレットを

挿入し，挿入溶接装置（燃料棒溶接部）によりプレナムスプリングを

挿入し，上部端栓を取り付け，ヘリウムガスを封入し，溶接を行う。 

溶接後，除染装置にてＭＯＸ燃料棒表面の除染を行い，汚染検査装

置により汚染検査を行い，ヘリウムリーク検査装置へ払い出す。 

④ 燃料棒検査 

汚染検査装置からヘリウムリーク検査装置に受け入れたＭＯＸ燃料

棒について，封入されているヘリウムガスの漏れがないことを確認す

る。 

次に，Ｘ線検査装置に受け入れ，ＭＯＸ燃料棒の溶接部にＸ線を

透過させて撮影し，溶接部の健全性を確認する。 

次に，ロッドスキャニング装置に受け入れ，ＭＯＸ燃料棒内部の健

全性を放射線計測により確認する。 

次に，外観寸法検査装置に受け入れ，寸法検査及び外観検査を行う。 

各検査装置間は，燃料棒移載装置にて燃料棒を搬送する。検査後の

ＭＯＸ燃料棒を燃料棒収容装置へ払い出す。 

⑤ ＭＯＸ燃料棒収納 

貯蔵マガジンを燃料棒貯蔵棚から燃料棒収容装置に受け入れ，外観

寸法検査装置から燃料棒収容装置に燃料棒を受け入れ，燃料棒収容装

置によりＭＯＸ燃料棒を貯蔵マガジンへ収納し，燃料棒貯蔵棚へ払い

出す。 

⑥ 空乾燥ボートの容器供給 

乾燥ボートをスタック供給装置から空乾燥ボート取扱装置に受け入

れ，スタック収容装置へ供給する。 
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⑦ 燃料棒供給 

立会検査対象として指定されたＭＯＸ燃料棒入りの貯蔵マガジンを

燃料棒貯蔵棚から燃料棒供給装置に受け入れ，検査対象のＭＯＸ燃料

棒を貯蔵マガジンから取り出し，燃料棒立会検査装置へ払い出す。 

⑧ 燃料棒立会検査 

燃料棒供給装置から受け入れたＭＯＸ燃料棒を燃料棒立会検査装置

により寸法検査及び外観検査を行い，検査後，燃料棒供給装置へ払い

出す。 

⑨ ウラン燃料棒用輸送容器の受払 

ＭＯＸ燃料加工施設外からウラン燃料棒を収納したウラン燃料棒用

輸送容器を入出庫室に受け入れ，荷卸室へ払い出す。 

⑩ ウラン燃料棒用輸送容器の開梱 

入出庫室から受け入れたウラン燃料棒用輸送容器を開梱し，内容器

を取り出し，ウラン燃料棒収容装置へ払い出す。 

⑪ ウラン燃料棒収納 

ウラン燃料棒を収納するための貯蔵マガジンを燃料棒貯蔵棚からウ

ラン燃料棒収容装置に受け入れ，荷卸室からウラン燃料棒収容装置に

受け入れ，ウラン燃料棒収容装置により貯蔵マガジンに収納し，燃料

棒貯蔵棚へ払い出す。 

被覆管についてもウラン燃料棒と同様に受け入れ，貯蔵マガジンへ

収納し，燃料棒貯蔵棚へ払い出す。 

(５) 燃料集合体組立工程及び梱包出荷工程における加工の方法 

燃料集合体組立工程及び梱包出荷工程のフローを「ロ．加工工程図」

の燃料製造（６／６）（燃料集合体組立工程及び梱包出荷工程）に示

す。当図の①から⑦における主な処理は以下のとおり。 
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① マガジン編成 

ＭＯＸ燃料棒及びウラン燃料棒を収納した貯蔵マガジンを燃料棒貯

蔵棚からマガジン編成装置に受け入れ，組み立てる燃料集合体と同配

列に，燃料棒を配列して組立マガジンに挿入し，燃料集合体組立装置

へ払い出す。 

② 燃料集合体組立 

スケルトン組立装置にて組み立てたスケルトン及び燃料集合体部材

を燃料集合体組立装置に受け入れ，組立マガジンからＭＯＸ燃料棒及

びウラン燃料棒を引き抜き，スケルトンに挿入する。挿入後，燃料集

合体部材を取り付け，燃料集合体を組み立て，燃料集合体洗浄装置へ

払い出す。 

③ 燃料集合体洗浄 

燃料集合体洗浄装置に受け入れた燃料集合体に窒素ガスを吹きつけ，

燃料集合体を洗浄し，燃料集合体第１検査装置へ払い出す。 

④ 燃料集合体検査 

燃料集合体を燃料集合体第１検査装置に受け入れ寸法検査等を行う。

また，燃料集合体第２検査装置に受け入れ外観検査等を行う。検査後

の燃料集合体を燃料集合体貯蔵チャンネルへ払い出す。 

⑤ 燃料集合体立会検査 

指定された燃料集合体を燃料集合体貯蔵チャンネルから燃料集合体

立会検査装置に受け入れ，燃料集合体立会検査装置により寸法検査及

び外観検査を行う。検査後の燃料集合体を燃料集合体貯蔵チャンネル

へ払い出す。 

⑥ 燃料集合体梱包 

燃料集合体用輸送容器を燃料集合体輸送容器一時保管エリアから容
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器蓋取付装置に受け入れ，また，出荷する燃料集合体を燃料集合体貯

蔵チャンネルから容器蓋取付装置に受け入れ，燃料集合体を燃料集合

体用輸送容器へ梱包する。 

なお，ＢＷＲ燃料集合体の場合は，燃料集合体用輸送容器に燃料ホ

ルダを取り付けた状態で梱包するため，燃料ホルダ取付装置にて燃料

ホルダを取り付ける。受け入れた燃料集合体を燃料集合体用輸送容器

に挿入し，燃料集合体用輸送容器の蓋を取り付け，燃料集合体輸送容

器一時保管エリアへ払い出す。 

⑦ 出荷 

燃料集合体を梱包した燃料集合体用輸送容器を燃料集合体輸送容器

一時保管エリアから入出庫室に受け入れ，輸送車両の荷台に積載し，

ＭＯＸ燃料加工施設外へ出荷する。 

 

(ロ) スクラップ処理 

(１) スクラップ処理（ＣＳ）の方法 

各工程で発生したスクラップのうち，再利用可能な粉末（以下

「 Ｃ Ｓ
クリーンスクラップ

粉末」という。）又はペレット（以下「ＣＳペレット」と

いう。）を，原料粉末の一部として再利用するための処理（以下「ス

クラップ処理（ＣＳ）」という。）のフローを「ロ．加工工程図」の

スクラップ処理（ＣＳ）に示す。当図の①から⑬における主な処理は

以下のとおり。 

① ＣＳ粉末又はＣＳペレットの受払 

各工程の装置から発生したＣＳ粉末又はＣＳペレットを収納した容

器を各工程の装置から粉末一時保管装置，スクラップ貯蔵棚，ペレッ

ト一時保管棚，製品ペレット貯蔵棚又は再生スクラップ受払装置等に
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受け入れ，各装置へ払い出す。 

また，ＣＳ粉末の希釈処理に使用する原料ウラン粉末を収納した

容器をウラン粉末払出装置から再生スクラップ受払装置に受け入れ，

各装置へ払い出す。 

② 詰替 

ＣＳ粉末を収納した９缶バスケットをスクラップ貯蔵棚から回収粉

末処理・詰替装置に受け入れ，９缶バスケットに積載したＣＳ粉末を

容器へ詰め替え，粉末一時保管装置へ払い出す。 

③ 原料ウラン粉末の受払 

ウラン粉末払出装置に投入した原料ウラン粉末をウラン粉末秤量・

分取装置に受け入れ，ＣＳ粉末の均一化混合に使用する原料ウラン粉

末を秤量及び分取する。分取したウラン粉末を収納した容器を粉末一

時保管装置へ払い出す。 

④ 原料ウラン粉末の秤量・分取 

ＣＳ粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から一次混合粉末秤量・

分取装置に受け入れ，原料ウラン粉末を容器に秤量及び分取し，粉末

一時保管装置へ払い出す。 

⑤ ＣＳ粉末の均一化混合 

ＣＳ粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から回収粉末処理・混

合装置に受け入れ，添加剤を加え，混合する。混合したＣＳ粉末を容

器に収納し，粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑥ ＣＳ粉末の添加剤混合 

均一化混合したＣＳ粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から添

加剤混合装置に受け入れ，添加剤を加え，混合する。混合したＣＳ粉

末を容器に収納し，プレス装置へ払い出す。 
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⑦ 焼結ボート又はスクラップ焼結ボートの容器供給 

焼結ボート及びスクラップ焼結ボートをペレット一時保管棚から空

焼結ボート取扱装置に受け入れ，グリーンペレット積込装置へ供給す

る。 

⑧ ＣＳ粉末の圧縮成形 

添加剤混合したＣＳ粉末を収納した容器を添加剤混合装置からプレ

ス装置に受け入れ，ＣＳ粉末を燃料製造の圧縮成形と同様の方法でＣ

Ｓペレットに圧縮成形したのち，グリーンペレット積込装置にて焼結

ボートに積載し，ペレット一時保管棚へ払い出す。 

また，この処理で発生する規格外のペレットをスクラップ焼結ボー

トに積載し，ペレット一時保管棚へ払い出す。 

⑨ ＣＳペレットの焼結 

圧縮成形したＣＳペレットを積載した焼結ボート及びスクラップ焼

結ボートをペレット一時保管棚から焼結ボート供給装置に受け入れ，

焼結炉へ供給し，所定の温度で焼結する。 

焼結後の焼結ボート及びスクラップ焼結ボートを焼結ボート取出装

置で取り出したのち，ペレット一時保管棚へ払い出す。 

また，焼結したＣＳペレットの一部を試料瓶に採取し，受払装置又

は分析装置へ払い出す。 

⑩ 詰替 

焼結したＣＳペレットを積載した焼結ボート及びスクラップ焼結ボ

ートをペレット一時保管棚から，ペレット保管容器又は規格外ペレッ

ト保管容器をスクラップ貯蔵棚からそれぞれ回収粉末処理・詰替装置

に受け入れる。 

受け入れたＣＳペレットをＣＳ・ＲＳ保管ポットへ投入したのち９
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缶バスケットに積載し，スクラップ貯蔵棚へ払い出す。 

⑪ 粗粉砕 

ＣＳペレットを収納したＣＳ・ＲＳ保管ポットを積載した９缶バス

ケットをスクラップ貯蔵棚から回収粉末処理・詰替装置に受け入れ，

ＣＳペレットを粗粉砕する。粗粉砕したＣＳペレットを容器に収納し，

粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑫ 微粉砕 

粗粉砕したＣＳペレットを収納した容器を粉末一時保管装置から受

け入れ，ウラン合金ボールを装荷した回収粉末微粉砕装置により微粉

砕混合する。 

微粉砕混合後の粉末を容器に排出し，粉末一時保管装置へ払い出す。 

⑬ ＣＳ粉末の試料採取 

ＣＳ粉末を収納した容器を粉末一時保管装置から分析試料採取・詰

替装置に受け入れ，分析試料用のＣＳ粉末を試料瓶に採取し，受払装

置又は分析装置へ払い出す。採取後の容器を分析試料採取・詰替装置

から粉末一時保管装置へ払い出す。 

(２) スクラップ処理（ＲＳ）の方法 

各工程で発生したスクラップのうち，不純物を多く含むなどにより

原料粉末としての再利用に適さない粉末（以下「 Ｒ Ｓ
リサイクルスクラップ

粉末」と

いう。）又はペレット（以下「ＲＳペレット」という。）について，

長期の貯蔵に適した形態とするための処理（以下「スクラップ処理（Ｒ

Ｓ）」という。）のフローを「ロ．加工工程図」のスクラップ処理（Ｒ

Ｓ）に示す。当図の①から⑦における主な処理は以下のとおり。 

① ＲＳ粉末及びＲＳペレットの受払 

各工程の装置から発生したＲＳ粉末又はＲＳペレットを収納した容
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器を各工程の装置から再生スクラップ受払装置に受け入れ，各装置へ

払い出す。 

また，ＣＳ粉末の希釈処理に使用する原料ウラン粉末を収納した容

器をウラン粉末払出装置から再生スクラップ受払装置に受け入れ，各

装置へ払い出す。 

② ＲＳペレットの粗粉砕 

ＲＳペレットを収納したＣＳ・ＲＳ保管ポットを再生スクラップ受払

装置から小規模研削検査装置に受け入れ，粗粉砕を行う。粗粉砕したＲ

ＳペレットをＣＳ・ＲＳ保管ポットに収納し，再生スクラップ受払装置

へ払い出す。 

③ ＲＳ粉末及びＲＳペレットの焙焼 

ＲＳ粉末を収納した容器を再生スクラップ受払装置から再生スクラ

ップ焙焼処理装置に受け入れ，焙焼，解砕及び磁気分離による不純物

除去を行う。処理済みのＲＳ粉末をＣＳ・ＲＳ保管ポットに収納し，

再生スクラップ受払装置へ払い出す。 

④ ＲＳ粉末の均一化混合 

ＲＳ粉末を収納したＣＳ・ＲＳ保管ポット及び原料ウラン粉末を収

納したウランポットを再生スクラップ受払装置から再生スクラップ焙

焼処理装置に受け入れ，添加剤を加え，混合する。 

混合したＲＳ粉末をＣＳ・ＲＳ保管ポットに収納し，再生スクラッ

プ受払装置へ払い出す。 

⑤ 試料採取 

ＲＳ粉末入りのＣＳ・ＲＳ保管ポットを再生スクラップ受払装置か

ら資材保管装置に受け入れ，分析試料用のＲＳ粉末を試料瓶に採取し，

受払装置又は分析装置へ払い出す。採取後のＣＳ・ＲＳ保管ポットを
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再生スクラップ受払装置へ払い出す。 

⑥ ５缶バスケットへの容器移載 

ＲＳ粉末を収納したＣＳ・ＲＳ保管ポットを資材保管装置から再生

スクラップ受払装置に受け入れ，５缶バスケットへ移載し，粉末一時

保管装置へ払い出す。 

⑦ ９缶バスケットへの容器移載 

ＲＳ粉末を収納したＣＳ・ＲＳ保管ポットを積載した５缶バスケッ

トを粉末一時保管装置から回収粉末処理・詰替装置に受け入れ，９缶

バスケットへ移載し，スクラップ貯蔵棚へ払い出す。 

(３) 燃料集合体及び燃料棒の解体の方法 

燃料解体の主な処理は以下のとおり。 

① 解体燃料集合体の受入 

解体対象の燃料集合体を梱包した燃料集合体用輸送容器を積載した

輸送車両を入出庫室に受け入れる。 

輸送車両に積載された燃料集合体用輸送容器を取り出し，燃料集合

体輸送容器一時保管エリアへ払い出す。 

② 輸送容器の開梱 

燃料集合体用輸送容器を燃料集合体輸送容器一時保管エリアから容

器蓋取付装置に受け入れ，容器蓋取付装置に固定し，蓋を取り外す。

燃料集合体用輸送容器から燃料集合体を取り出し，燃料集合体貯蔵チ

ャンネルへ払い出す。 

また，ＢＷＲ燃料集合体の場合は，燃料集合体貯蔵チャンネルへ払

い出す前に燃料ホルダ取付装置により燃料ホルダを取り外す。 

③ 燃料集合体解体 

解体対象の燃料集合体を燃料集合体貯蔵チャンネルから燃料集合体
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組立装置に受け入れ，燃料集合体から燃料集合体部材を取り外し，Ｍ

ＯＸ燃料棒及びウラン燃料棒を引き抜いた後，貯蔵マガジンへと収納

し，燃料棒貯蔵棚へ払い出す。 

④ 解体燃料棒供給 

ＭＯＸ燃料棒を収納した貯蔵マガジンを燃料棒貯蔵棚から燃料棒供

給装置に受け入れ，解体対象のＭＯＸ燃料棒を取り出し，燃料棒解体

装置へ払い出す。 

⑤ 燃料棒解体 

解体対象のＭＯＸ燃料棒を燃料棒解体装置に受け入れ，上部端栓及

び下部端栓を切り離し，ＭＯＸ燃料棒内部のペレットを取り出す。取

り出したペレットをペレット保管容器又は規格外ペレット保管容器へ

収納し，製品ペレット貯蔵棚又はスクラップ貯蔵棚へ払い出す。 

 

(ハ) 試験・分析 

(１) 小規模試験の方法 

燃料製造条件の調整を目的として，燃料製造工程を模擬して燃料製

造と並行して実施する少量試作試験（以下「小規模試験」という。）

の主な処理は以下のとおり。 

各装置から試験用粉末を受け入れ，再生スクラップ受払装置，小規

模粉末混合装置，小規模プレス装置，小規模焼結処理装置，小規模研

削検査装置，資材保管装置及び小規模焼結炉排ガス処理装置において，

粉末調整工程又はペレット加工工程を小規模で模擬した試験及び検査

を行う。また，試験で取り扱う粉末又はペレットの一部を分析試料と

して試料瓶に採取し，受払装置又は分析装置へ払い出す。 

試験後の粉末又はペレットについては，スクラップ処理（ＣＳ）又
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はスクラップ処理（ＲＳ）に示す処理を行う。 

(２) 再焼結試験の方法 

ペレットの品質検査の一つとして，ペレット加工工程で焼結した一

部のペレットを採取して再度加熱し，加熱前後の密度変化を測定する

試験（以下「再焼結試験」という。）の主な処理は以下のとおり。 

ペレット加工工程において焼結したペレットから試料瓶に採取した

再焼結試験用ペレットを受け入れ，再生スクラップ受払装置，小規模

粉末混合装置，小規模プレス装置，小規模焼結処理装置，小規模研削

検査装置，資材保管装置及び小規模焼結炉排ガス処理装置において，

加熱前後のペレットの密度変化を検査するための再焼結試験を行う。

また，試験で取り扱う一部のペレットを分析試料として試料瓶に採取

し，受払装置又は分析装置へ払い出す。 

試験後のペレットについては，スクラップ処理（ＣＳ）又はスクラ

ップ処理（ＲＳ）に示す処理を行う。 

(３) 先行試験の方法 

燃料製造における添加剤混合条件又は圧縮成形条件を調整する目的

で，粉末調整工程にて作製した混合粉末の一部を用いて少量のペレッ

トを試作する試験（以下「先行試験」という。）の主な処理は以下の

とおり。 

① ペレット試作・検査 

各装置から試験用粉末を受け入れ，再生スクラップ受払装置，小規

模粉末混合装置，小規模プレス装置，小規模研削検査装置，資材保管

装置において，粉末の混合，圧縮成形，ペレットの研削及び検査を行

う。 

また，試験で取り扱う粉末又はペレットの一部を分析試料として試
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料瓶に採取し，受払装置又は分析装置へ払い出す。 

試験後の粉末又はペレットについては，スクラップ処理（ＣＳ）又

はスクラップ処理（ＲＳ）に示す処理を行う。 

② 焼結 

先行試験焼結ボートに積載された圧縮成形したペレットを，ペレッ

ト一時保管棚から焼結ボート供給装置に受け入れ，焼結炉へ供給し，

焼結する。焼結後の先行試験焼結ボートを焼結ボート取出装置で取り

出し，ペレット一時保管棚へ払い出す。 

(４) 分析の方法 

分析の主な処理は以下のとおり。 

① 分析 

各装置から分析試料を収納した試料瓶を受払装置又は分析装置に受け

入れ，分析を行う。 

気送装置，受払装置，分析装置の受払・分配装置及び搬送装置では，

分析試料の搬送を行う。 

分析済みの粉末又はペレットについては，スクラップ処理（ＣＳ）又

はスクラップ処理（ＲＳ）に示す処理を行う。 

ＭＯＸ燃料加工施設外から，分析作業を行うために使用する標準試

料又は共同分析で使用する分析試料を分析装置に受け入れる。 

また，共同分析で使用する分析試料を，分析装置からＭＯＸ燃料加

工施設外へ払い出す。 

② 分析済液の処理 

分析済液入りの分析済液回収容器を分析装置の各装置から分析済液

処理装置に受け入れ，分析で発生した分析済液からウラン及びプルト

ニウムをＲＳ粉末として回収するため，分析済液の処理を行う。処理
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したＲＳ粉末をＣＳ・ＲＳ回収ポットに回収し，再生スクラップ受払

装置へ，処理した廃液を低レベル廃液処理設備へ払い出す。 

分析済液を分析済液処理装置の各装置によりＲＳ粉末及び廃液に分

離し，物性を確認するため，分析済液処理装置又は分析装置の各装置

で分析を行う。 

 

(ニ) その他作業 

(１) 粉末容器によるＣＳ粉末の回収 

粉末調整工程において発生するＣＳ粉末の回収において，ＣＳ・ＲＳ保

管ポットを用いず，容器に投入する場合がある。これら容器に入れたＣＳ

粉末については，「ロ．加工工程図」に示す燃料製造と同様の方法でペレ

ットとし，その後はスクラップ処理（ＣＳ）と同様の方法で処理を行う。 

(２) バスケット間の移載 

粉末一時保管装置とスクラップ貯蔵棚との間でＣＳ・ＲＳ保管ポットの

貯蔵先を変更するため，５缶バスケットと９缶バスケットとの間でＣＳ・

ＲＳ保管ポットを移載し，５缶バスケット及び９缶バスケットをそれぞれ

粉末一時保管装置又はスクラップ貯蔵棚へ払い出す。 

(３) ロッドスキャニング装置校正用燃料棒の作製及び取扱い 

「ロ．加工工程図」に示すペレット加工工程，燃料棒加工工程，小

規模試験又は燃料解体と同様の方法により，ロッドスキャニング装置

を校正するための燃料棒の作製又は解体を行う。 

ここで取り扱う粉末及びペレットは，各搬送装置，気送装置又はバ

ッグイン作業及びバッグアウト作業にて搬送する。作製した校正用燃

料棒はロッドスキャニング装置で使用する。 

(４) 溶接施行試験の試料作製 
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溶接施行試験により燃料棒溶接に使用する溶接装置の健全性を確認

するため，燃料棒加工工程の挿入溶接装置（燃料棒溶接部）において

被覆管の溶接を行い，溶接試料を作製する。 

「ロ．加工工程図」に示す燃料棒加工工程と同様の方法により被覆

管に上部端栓を溶接した溶接試料を作製し，除染及び汚染検査を行い，

溶接試料前処理装置へ払い出す。溶接試料を溶接試料前処理装置によ

り溶接施行試験に必要な部位に切断し，溶接試料を作製する。 
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ハ．加工工程における核燃料物質収支図 

加工工程におけるスクラップ及び損失の発生割合（質量百分率）を以

下に示す。 
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五．加工施設における放射線の管理に関する事項 

イ．核燃料物質及び核燃料物質によって汚染された物による放射線被ばくの

管理の方法 

(イ) 放射線防護に関する基本方針 

放射線被ばくの管理に当たっては，「原子炉等規制法」及び「労働安

全衛生法」を遵守し，管理区域及び周辺監視区域の設定，放射線業務従

事者の個人被ばく管理，周辺環境における放射線監視等の放射線防護対

策を講ずる。 

さらに，ＭＯＸ燃料加工施設に起因する公衆の線量及び放射線業務従

事者の立入場所における線量を合理的に達成できる限り低くすることと

する。 

 

(ロ) 管理区域及び周辺監視区域の設定 

(１) 管理区域の設定 

ＭＯＸ燃料加工施設においては，その場所における外部放射線に係

る線量，空気中の放射性物質の濃度，又は放射性物質によって汚染さ

れた物の表面の放射性物質の密度が，「線量告示」に定められた値を

超えるか，又は超えるおそれのある区域は，管理区域とする。 

また，管理区域外において一時的に上記管理区域に係る値を超える

か，又は超えるおそれのある区域が生じた場合は，一時管理区域とす

る。 

(２) 周辺監視区域の設定 

管理区域の周辺の区域であって，外部放射線に係る線量及び空気中

の放射性物質の濃度が，「線量告示」に定められた値を超えるおそれ

のある区域を周辺監視区域とする。 
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(ハ) 管理区域の管理 

管理区域については，「核燃料物質の加工の事業に関する規則」等に

従って，次の措置を講ずる。 

(１) 壁，柵等の区画物によって区画するほか，標識を設けることによっ

て明らかに他の場所と区別し，かつ，放射線等の危険性の程度に応じ

て人の立入制限，鍵の管理等の措置を講ずる。 

(２) 放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙を禁

止する。 

(３) 床，壁その他人の触れるおそれのある物であって放射性物質によっ

て汚染された物の表面の放射性物質の密度が，「線量告示」に定めら

れた表面密度限度を超えないようにする。 

(４) 管理区域から人が退去し，又は物品を持ち出そうとする場合には，

その者の身体及び衣服，履物等身体に着用している物並びにその持ち

出そうとする物品（その物品を容器に入れ又は包装した場合には，そ

の容器又は包装）の表面の放射性物質の密度が，「線量告示」に定めら

れた表面密度限度の10分の１を超えないようにする。 

管理区域から持ち出した防護衣は，再処理施設において洗濯を行う。 

(５) 管理区域は，放射性物質を密封して取り扱う汚染のおそれのない区

域と汚染のおそれのある区域に区分し，区域管理及び作業管理を行う。

放射性物質を密封して取り扱う汚染のおそれのない区域は，外部放射

線に係る線量のみの管理を行う。 

(６) 放射線業務従事者等を放射線被ばくから防護するため，遮蔽及び閉

じ込めの管理を行うとともに，線量の管理が，容易，かつ，確実に行

えるようにするため，エリアモニタ等により，管理区域の放射線レベ

ル等の状況を把握する。 
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(ニ) 周辺監視区域の管理 

「核燃料物質の加工の事業に関する規則」の規定に基づき，周辺監視

区域は，人の居住を禁止し，境界に柵又は標識を設ける等の方法によっ

て周辺監視区域に業務上立ち入る者以外の者の立入りを制限する。 

周辺監視区域は，「線量告示」に定められた管理区域における外部放

射線に係る線量，空気中の放射性物質の濃度又は放射性物質によって汚

染された物の表面の放射性物質の密度以下に保つ。 

 

(ホ) 個人被ばく管理 

放射線業務従事者の個人被ばく管理は，外部被ばくに係る線量当量の

測定，作業環境の空気中の放射性物質の濃度の測定等により，線量の評

価を行うとともに定期的及び必要に応じて健康診断を実施し，身体的状

況を把握することによって行う。 

また，放射線業務従事者以外の者で管理区域に一時的に立ち入る者に

ついては，外部被ばくに係る線量当量の測定により管理する。 

 

(ヘ) 周辺環境における放射線監視 

ＭＯＸ燃料加工施設の周辺環境における放射線監視として，周辺監視

区域境界付近において，空間放射線量率，空間放射線量及び空気中の放

射性物質の濃度を監視又は定期的に測定する。また，事故時においては，

放射線サーベイ機器等により，周辺環境における空間放射線量率，空気

中の放射性物質の濃度等を測定する。 
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ロ．放射性廃棄物の廃棄に関する事項 

放射性廃棄物の廃棄については，放射性物質の放出に伴う公衆の線量が

「線量告示」に定める線量限度を超えないことはもとより，廃棄施設が，

通常時において，周辺監視区域の外の空気中及び周辺監視区域の境界にお

ける水中の放射性物質濃度を十分に低減できるよう，線量目標値指針にお

いて定める線量目標値（50マイクロシーベルト／年）を参考に，公衆の線

量を合理的に達成できる設計であることを確認するため，以下の(イ)及び

(ロ)のとおり，排気中及び排水中に含まれる放射性物質の年間放出量を算

定し，公衆の被ばくを評価する。ただし，放射性物質の年間放出量が十分

な安全裕度のある拡散条件を考慮しても極めて小さくなることが明らかな

場合には，線量の評価を要しないものとする。 

(イ) 放射性気体廃棄物の放出管理 

(１) 放射性気体廃棄物の処理 

周辺環境へ放出される放射性物質の放出に伴う公衆の線量を合理的

に達成できる限り少なくするため，高性能エアフィルタにより適切な

処理を行う。 

グローブボックス等からの排気及びグローブボックスを設置する部

屋等からの排気は，放射性物質を高性能エアフィルタで除去した後，

排気口から放出する。 

(２) 放出管理 

排気中の放射性物質の放射能レベルは排気モニタリング設備の排気

モニタで監視する。また，排気モニタのろ紙を定期的に回収して放出

管理分析設備により放射性物質の濃度を測定し，排気中の放射性物質

の濃度が「線量告示」に定める周辺監視区域外の空気中の濃度限度以

下であること，濃度から推定される放出量が放射性気体廃棄物による
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公衆の線量評価に用いている年間放出量を下回っていることを確認す

る。 

(３) 排気中の放射性物質による公衆の被ばく 

加工施設で取り扱う放射性物質の形態，性状及び取扱量，工程から

排気系への移行率並びに高性能エアフィルタ等除去系の捕集効率を考

慮して排気口から放出される排気中の放射性物質の年間放出量を算出

し，平常時における公衆の線量が十分小さいことを確認する。 

① 放射性物質量の推定条件 

平常時の放射性気体廃棄物の年間放出量は，保守側となるように成

形施設における最大処理能力155t･ＨＭ（プルトニウム富化度18％）の

場合の操業条件に基づき評価する。 

② 核種 

年間放出量の算出に当たっては，算出に用いる主要核種のプルトニ

ウム組成を，再処理施設で１日当たり再処理する使用済燃料の平均燃

焼度の最高値等の燃料仕様に基づき計算する。以下に計算に使用する

燃料仕様を示す。 

燃料型式 ＢＷＲ ＰＷＲ 

照射前燃料濃縮度 4.0％ 4.5％ 

使用済燃料集合体 

平均燃焼度 
45ＧＷｄ/t･Ｕpr 

平均比出力 25ＭＷ/t･Ｕpr 38.5ＭＷ/ t･Ｕpr 

原子炉停止時から 

再処理までの期間 
４年 

③ 年間放出量 

放射性気体廃棄物の年間放出量は以下に示すとおりである。 
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年間放出量 4.5×104Bq/年（Ｐｕ（α）注１） 

         7.8×105Bq/年（Ｐｕ（β）注２） 

注１ Ｐｕ－238，Ｐｕ－239，Ｐｕ－240，Ｐｕ－242及びＡｍ－241 

注２ Ｐｕ－241 

④ 排気中の放射性物質による公衆の線量 

排気口における排気中の放射性物質の濃度は，「線量告示」に定め

る周辺監視区域外の空気中の濃度限度の300分の１以下である。 

また，十分な安全裕度のある拡散条件を考慮しても，公衆の線量は

具体的な線量を評価するまでもなく極めて小さい。 

 

(ロ) 放射性液体廃棄物の放出管理 

(１) 放射性液体廃棄物の処理 

放射性液体廃棄物の発生源としては，分析設備の分析済液処理装置

から発生する廃液等，通常放射性物質が含まれない廃液として，管理

区域内で発生する空調機器ドレン水等がある。 

これらの放射性液体廃棄物は，検査槽に受け入れ，必要に応じて，

希釈，ろ過又は吸着の処理を行い，廃液貯槽へ送液する。 

なお，廃液貯槽等では必要に応じ希釈処理を行う。また，廃液貯槽

の廃液は必要に応じ，ろ過又は吸着の処理を行う。 

(２) 放出管理 

放射性液体廃棄物の放出に際しては，廃液貯槽で受け入れた廃液の

試料採取を行い，放出管理分析設備により放射性物質の濃度を測定し，

排水中の放射性物質の濃度が「線量告示」に定める周辺監視区域外の

水中の濃度限度以下であること，濃度から推定される放出量が放射性

液体廃棄物による公衆の線量評価に用いている年間放出量を下回って
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いることを放出の都度確認した後，排水口から放出する。 

(３) 排水中の放射性物質による公衆の被ばく 

排水口から排出される排水中の放射性物質の年間放出量を算出し，

平常時における公衆の線量が十分小さいことを確認する。 

① 放射性物質量の推定条件 

放射性物質量の推定に当たっては，保守側の評価となるように，排

水口から排出される排水中に含まれる放射性物質の濃度を各核種の「線

量告示」に定める周辺監視区域外の水中の濃度限度に対する割合の和

が0.5となる濃度とし，プルトニウム富化度は二次混合後の最大富化度

である18％として評価する。 

② 核種 

年間放出量の算定に用いる主要核種の組成は，「ロ．(イ)(３)②核

種」と同じとする。 

③ 年間放出量 

放射性液体廃棄物の年間放出量は以下に示すとおりである。 

年間放出量 4.6×106Bq/年（Ｐｕ（α）注１） 

     8.0×107Bq/年（Ｐｕ（β）注２） 

注１ Ｐｕ－238，Ｐｕ－239，Ｐｕ－240，Ｐｕ－242及びＡｍ－241 

注２ Ｐｕ－241 

④ 排水中の放射性物質による公衆の線量 

排水口における排水中の放射性物質の濃度は，「線量告示」に定め

る周辺監視区域外の水中の濃度限度以下である。 

排水口からの排水は，海洋放出管理系の第１放出前貯槽及び第１海

洋放出ポンプを経由して海洋放出管の海洋放出口から海洋に放出する。 

ここで，十分な安全裕度のある拡散条件として，潮汐流又は海流に

－ 378 －



 

よる拡散・希釈効果を無視して，海洋放出口を頂点とする逆円錐形の

評価海域（半径１km，水深40ｍ）に推定年間発生量の放射性液体廃棄

物が希釈されることを想定する。このような条件においても評価海域

における放射性物質の濃度は「線量告示」に定める周辺監視区域外の

水中の濃度限度の１万分の１以下であり，公衆の線量は具体的な線量

を評価するまでもなく極めて小さい。 

 

(ハ) 放射性固体廃棄物の管理 

放射性固体廃棄物はドラム缶等に封入し，廃棄物保管第１室及び廃棄

物保管第２室の廃棄物保管エリアで保管廃棄するか，再処理施設の低レ

ベル固体廃棄物貯蔵設備の第２低レベル廃棄物貯蔵系で保管廃棄する。 
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ハ．周辺監視区域の外における実効線量の算定の条件及び結果 

事業許可基準規則等に適合するように，平常時における排気中及び排水

中の放射性廃棄物の放出に起因する公衆の線量並びにＭＯＸ燃料加工施設

からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の線量が，「線量告示」に

定められた線量限度を超えないことはもとより，合理的に達成できる限り

低いことを確認する。 

ガンマ線及び中性子線線源は，加工施設における放射性物質の最大貯蔵

能力から設定し，実効線量は十分信頼性のある計算コードを用いて計算す

る。なお，実効線量の評価に当たっては，「発電用軽水型原子炉施設の安

全審査における一般公衆の線量評価について」を参考とする。 

(イ) 公衆の線量の確認 

(１) 放射性気体廃棄物 

① 年間放出量 

放射性気体廃棄物の年間放出量は以下に示すとおりである。 

年間放出量 4.5×104Bq/年（Ｐｕ（α）注１） 

           7.8×105Bq/年（Ｐｕ（β）注２） 

注１ Ｐｕ－238，Ｐｕ－239，Ｐｕ－240，Ｐｕ－242及びＡｍ－241 

注２ Ｐｕ－241 

② 拡散条件 

「添付書類三 イ．(ホ)(３)大気拡散の計算に使用する気象条件」

に記載した最大想定事故時における影響評価で使用する相対濃度が一

年間継続することを想定する。 

(２) 放射性液体廃棄物 

① 年間放出量 

放射性液体廃棄物の年間放出量は以下に示すとおりである。  
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年間放出量 4.6×106Bq/年（Ｐｕ（α）注１） 

       8.0×107Bq/年（Ｐｕ（β）注２） 

注１ Ｐｕ－238，Ｐｕ－239，Ｐｕ－240，Ｐｕ－242及びＡｍ－241 

注２ Ｐｕ－241 

② 拡散条件 

潮汐流又は海流による拡散及び希釈の効果を無視して，海洋放出口

を頂点とする逆円錐形の評価海域（半径１km，水深40ｍ）に推定年間

発生量の放射性液体廃棄物が希釈されることを想定する。 

(３) 施設からの放射線による実効線量 

① 線源 

線量の評価に用いる線源は，貯蔵施設及び廃棄施設のうち，燃料集

合体貯蔵設備における燃料集合体の最大貯蔵能力を考慮して，燃料集

合体貯蔵設備に貯蔵する燃料集合体貯蔵チャンネル内のＢＷＲ９×９

型燃料集合体880体とする。 

② 遮蔽 

燃料集合体貯蔵設備に対して，設備を取り囲むコンクリート壁等を

考慮し，普通コンクリート150cmとする。 

③ 評価地点 

線量の評価地点は，ＭＯＸ燃料加工施設からの距離が最短となる周

辺監視区域境界上とする。 

 

(ロ) 実効線量の評価結果 

(１) 周辺監視区域境界における空気中及び評価海域における放射性物質

の濃度は，安全裕度のある拡散条件を考慮しても，「線量告示」に定

められた周辺監視区域外の空気中又は水中の濃度限度の１万分の１以
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下であることから，ＭＯＸ燃料加工施設から放出される排気中及び排

水中の放射性物質に起因する公衆の実効線量は，具体的な線量を評価

するまでもなく極めて小さい。 

(２) ＭＯＸ燃料加工施設からの直接線及びスカイシャイン線による公衆

の実効線量は，約３×10-1μSv/yである。 

以上の(１)及び(２)により，平常時におけるＭＯＸ燃料加工施設から

環境への放射性物質の放出等に伴う公衆の線量は，「線量告示」に定め

られた周辺監視区域外の線量限度を下回るとともに，合理的に達成でき

る限り低い。 
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六．加工施設において核燃料物質が臨界状態になることその他の事故が発生

した場合における当該事故に対処するために必要な施設及び体制の整備に

関する事項 

イ．設計基準事故 事故に対処するために必要な施設並びに発生すると想定

される事故の程度及び影響の評価を行うために設定した条件及びその評価

の結果 

(イ) 基本方針 

ＭＯＸ燃料加工施設において，取り扱う核燃料物質の形態及び取扱方

法を踏まえて，想定される異常事象を抽出し，その中から設計基準事故

を選定し，安全設計の妥当性を確認する。 

安全設計の妥当性とは，設計基準事故時において，安全上重要な施設

の機能により，工場等周辺の公衆に放射線障害を及ぼさないことを確認

することである。 

また，設計基準事故の評価における放射性物質の放出量等の計算につ

いては，技術的に妥当な解析モデル及びパラメータを採用するほか，以

下の事項に関し，十分に検討し，安全裕度のある妥当な条件を設定する。 

(１) 放射性物質の形態，性状及び存在量 

(２) 放射線の種類及び線源強度 

(３) 閉じ込めの機能（高性能エアフィルタ等の除去系の機能を除く。）

の健全性 

(４) 排気系への移行率 

(５) 高性能エアフィルタ等の除去系の捕集効率 

(６) 遮蔽機能の健全性 

(７) 臨界の検出及び未臨界にするための措置 
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(ロ) 設計基準事故の選定 

取り扱う核燃料物質が固体状の酸化物であって，非密封の核燃料物質

はグローブボックス等の中で取り扱うといったＭＯＸ燃料加工施設の特

徴を踏まえ，放射性物質を外部に放出するおそれのある事象を，核燃料

物質による臨界及び核燃料物質等の閉じ込め機能の不全とする。 

その上で，設計基準事故の発生防止に係る機能を担う設計基準対象の

施設の機能喪失の範囲を整理し，設計基準事故の発生を想定する機器を

特定し，設計基準事故の発生を想定する。 

具体的には，外的事象については，設計基準で想定される規模の事象

に対して必要な安全機能は損なわれない設計とすることから，機能喪失

の要因として考慮しない。 

また，内的事象及び異なる内的事象の重ね合わせについては，以下の

とおり機能喪失の要因として考慮するとともに，設計基準事故の発生を

想定する機器を特定する。 

(１) 内的事象の考慮 

内的事象については，機器等の破損，故障，誤動作あるいは運転員

の誤操作によって，放射性物質を外部に放出する可能性のある事象を

想定することとし，ＭＯＸ燃料加工施設の特徴を踏まえ設計基準事故

の発生を想定するに当たって想定する条件を以下のとおり設定する。 

なお，内部火災，内部溢水及び内部発生飛散物については，必要な

安全機能が損なわれない設計とすることから，機能喪失の要因として

考慮しない。また，配管破断については，製造工程において高温若し

くは高圧の流体を取り扱っていないこと，腐食性の流体を取り扱って

いないこと並びに多量の化学薬品を取り扱わないことを踏まえ，事故

に至るような破損はなく，機能喪失の要因として考慮しない。 
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・動的機器の単一故障（単一の誤作動及び誤操作を含む。） 

・短時間の全交流電源喪失 

(２) 事象の重ね合わせ 

異なる内的事象の重ね合わせについて，関連性が認められない偶発

的な事象となることから，重ね合わせを考慮する必要はない。 

(３) 設計基準事故の想定 

設計基準事故の発生を想定する機器は，上記のとおり整理した機能

喪失の範囲に従い，以下のとおり特定した。 

① 臨界 

本設計基準事故は，臨界が発生することで気体状の放射性物質が発

生する等により，外部への放射性物質の放出量が増加するものである。 

しかし，質量管理を行うグローブボックスにおいて，誤搬入防止機

能における動的機器の単一故障等を想定しても，核燃料物質の誤搬入

は発生せず，臨界は想定されない。 

さらに，臨界は核分裂の連鎖反応によって放射性物質が新たに生成

される事象であるとともに，臨界が発生した場合には，直ちに放射性

物質が外部に放出されるおそれがある。そのため，さらに設計基準事

故の要因として考慮する条件を超えて複数の機器の誤作動及び誤操作

が発生することにより，核燃料物質が誤搬入されることを想定し，臨

界の発生の有無を検討したが，それでも未臨界質量を超えるものでは

なく，臨界の発生は想定できない。 

以上のことから，臨界は設計基準事故として想定できない。 

② 閉じ込め機能の不全 

ＭＯＸ燃料加工施設で取り扱う核燃料物質の形態等を踏まえると，

外部への放出に至る核燃料物質はＭＯＸ粉末のみであり，それを閉じ
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込める機能はグローブボックス等が担っている。 

このため，「グローブボックス内でのＭＯＸ粉末の飛散」及び「グ

ローブボックスの破損」を，設計基準事故の起因となり得る事象とし

て抽出する。 

また，放射性物質を外部に放出する駆動力を有する事象であるグロ

ーブボックス内火災については，グローブボックス内を窒素雰囲気と

すること，可燃性物質の漏えい防止等の火災の発生防止対策を講じて

おり，発生は想定しがたいが，その発生を完全に否定することはでき

ない。 

このため，拡大防止対策の確認として，関連性が認められない偶発

的な事象の同時発生等の技術的な想定を超えた条件を想定し，外部に

放出する駆動力を有する事象であるグローブボックス内火災を設計基

準事故の起因となり得る事象として抽出する。 

設計基準事故の発生を想定するに当たって，想定する条件のうち，

短時間の全交流電源喪失時には，グローブボックス排風機が停止し，

放射性物質を外部に放出する駆動力がなくなるとともに，グローブボ

ックス内の窒素雰囲気が一定時間維持されることから，直ちに火災が

発生することはなく，放射性物質が外部に放出されることはないため，

設計基準事故の発生は想定されない。 

このため，上記で抽出した事象を対象として，動的機器の単一故障

を考慮して外部への放射性物質の放出の可能性を評価する。 

ａ．グローブボックス内でのＭＯＸ粉末の飛散 

グローブボックス内で容器の落下防止機能又は転倒防止機能を有

する内装機器の単一故障を想定した場合には，容器が落下又は転倒

する。この際，ＭＯＸ粉末が飛散し，グローブボックス排気設備を
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主たる経路として外部に放出されるが，その際の公衆への影響は平

常時と同程度であることから，本事象は設計基準事故には至らない。 

ｂ．グローブボックスの破損 

グローブボックス内で容器の落下防止機能又は転倒防止機能を有

する内装機器の単一故障を想定した場合には，容器が落下又は転倒

するが，グローブボックス床面及び側面は容器の落下及び転倒に対

して破損しないよう設計することから，本事象の発生は想定されな

い。 

ｃ．外部に放出する状態に至る駆動力となる事象の発生（火災） 

グローブボックス内火災が発生した場合には，静置されていたＭ

ＯＸ粉末が，上昇気流により飛散すること及び雰囲気温度が上昇す

ることで気体が体積膨張し，これを駆動力として飛散したＭＯＸ粉

末が外部に放出される可能性がある。 

このため，拡大防止対策の確認として，可燃物である潤滑油を内

包するグローブボックス内に空気が混入し，さらに何らかの熱源が

発生することで燃焼の３要素が同時に揃うことで火災が発生するこ

とを想定する。 

その際，拡大防止対策の確認のために，火災の感知から消火完了

までの時間が最も長くなる動的機器の単一故障を想定する。 

以上を踏まえ，ＭＯＸ粉末を露出した状態で取り扱い，潤滑油を

有する８基のグローブボックスのうち，いずれかの１基で設計基準

事故が発生することを想定する。 

なお，焼結炉等で取り扱う水素ガスは水素濃度９vol％以下である

水素・アルゴン混合ガスであり，爆発は発生しない。また，仮に焼

結炉等に空気が混入し高温の炉内で燃焼したとしても，急激な圧力
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の上昇を伴うものではなく，放射性物質を外部へ放出する新たな駆

動力とはならないことから，外部への放射性物質の放出は想定され

ない。 

ｄ．閉じ込め機能の不全に係る複数の事象の重ね合わせ 

上記の「グローブボックス内でのＭＯＸ粉末の飛散」，「グロー

ブボックスの破損」及び「外部に放出する状態に至る駆動力となる

事象の発生（火災）」の３事象については，ある共通要因によって

それぞれの事象が同時に発生することは想定されず，いずれの事象

もその他の事象の発生の起因とはならないことから，複数の事象の

重ね合わせは想定されない。 

 

(ハ) 設計基準事故への対策 

(１) 閉じ込め機能の不全の特徴及びその対策 

ＭＯＸ燃料加工施設で発生する設計基準事故を閉じ込め機能の不全

と特定した上で，本設計基準事故の特徴及びその対策は以下のとおり。 

① 本設計基準事故の特徴 

ＭＯＸ燃料加工施設において非密封で露出したＭＯＸ粉末を地下３

階に設置されるグローブボックスで取り扱うこととしており，グロー

ブボックス内を窒素雰囲気とすること，潤滑油を機器に収納すること，

着火源となる動的機器の設置を限定すること等の火災の発生防止対策

を講ずるとともに，グローブボックス温度監視装置及びグローブボッ

クス消火装置を設置している。 

また，非密封のＭＯＸ粉末を取り扱うグローブボックス，グローブ

ボックスが設置される工程室及び工程室を取り囲む建屋は，それぞれ

グローブボックス排気設備，工程室排気設備及び建屋排気設備により
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換気され，それぞれ内側の圧力が低くなるよう設計している。 

何らかの要因によってグローブボックス内で火災が発生した場合に

は，静置された状態のＭＯＸ粉末が火災の影響を受け，グローブボッ

クス内に飛散する。飛散したＭＯＸ粉末はグローブボックス排気設備

を経由して，外部に放出する状態に至る。 

② 設計基準事故評価の対象 

本設計基準事故は，非密封で露出した状態でＭＯＸ粉末を取り扱い，

火災源となる潤滑油を有している８基のグローブボックスのいずれか

で発生することを想定する。 

いずれのグローブボックスで本設計基準事故が発生しても，事象の

進展が同様であるとともに，拡大防止対策として期待する設備が同じ

であることから，外部に放出する放射性物質量の観点で，グローブボ

ックス内で取り扱うＭＯＸ粉末量が最も多い回収粉末処理・混合装置

グローブボックスを設計基準事故の評価の代表とする。 

(２) 設計基準事故の対策 

火災感知器により火災を感知し，グローブボックス消火装置により

消火ガスを自動で放出することで，グローブボックス全体を窒息状態

にすることにより消火する。 

この際，早期に窒息状態にするため，グローブボックス排風機によ

り排気を維持した状態とする。グローブボックス内への窒素ガスを放

出完了後，消火ガスが他のグローブボックスへ移行することを抑える

ため，自動でグローブボックス排気側の延焼防止ダンパを閉止する。 

グローブボックス内にある非密封のＭＯＸ粉末が消火ガスの放出及

び延焼防止ダンパが閉止されるまでの間，グローブボックス排気設備

及び高性能エアフィルタを経由して外部に放出される。 
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(ニ) 評価事象及び評価の結果 

(１) 評価事象 

本設計基準事故における拡大防止対策の妥当性を確認するための評

価事象は以下のとおり。 

① 評価の考え方 

設計基準事故の評価は，火災の発生後，拡大防止対策として消火及

び延焼防止ダンパの閉止を行うことにより，放射性物質を外部へ放出

する駆動力が無くなることから，火災に係る対応が完了するまでの間

に，外部に放出される放射性物質の放出量を対象とし，拡大防止対策

の機能により放射性物質の放出量が十分に低く抑えられていることを

確認するため，周辺の公衆への実効線量を評価する。 

② 事故条件及び機器条件 

本評価における事故条件及び機器条件は以下のとおり。 

ａ．１基のグローブボックスで火災が発生することを想定する。 

ｂ．グローブボックス内の消火については，火災感知器による火災の

感知により，グローブボックス内に消火ガスを放出し，消火ガス放

出試験に基づくと５分でグローブボックス全体を置換する。この際，

グローブボックス排風機を運転していることを条件としており，グ

ローブボックス内への給気等を制限し，グローブボックス内の負圧

を維持した状態とする。消火ガス放出完了後，速やかに排気側の延

焼防止ダンパを閉止する。 

ｃ．動的機器の単一故障を想定する火災の感知及び消火に関連する設

備のうち，グローブボックス排風機に単一故障を想定した場合には，

系統の切り替えに１分の時間遅れが生じる。このため，評価に当た

ってはグローブボックス排風機の単一故障を想定する。 
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ｄ．上記を踏まえ，火災を感知してから消火が完了し，延焼防止ダン

パを閉止するまでの時間は６分とする。 

③ 操作条件 

設計基準事故に対する対処は，グローブボックス温度監視装置及び

グローブボックス消火装置並びに延焼防止ダンパにより自動で行われ

ることから，運転員による操作は必要としない。 

④ 線量評価の条件 

放出量評価の条件は以下のとおり。 

ａ．回収粉末処理・混合装置グローブボックス内で取り扱うＭＯＸ粉

末として，容器に収納しているＭＯＸ粉末の全量である155kg･ＭＯ

Ｘ（33.2kg･Ｐｕ）が火災の影響を受けるものとし，消火が完了し，

延焼防止ダンパを閉止するまでの６分間にＭＯＸ粉末が１％/hでグ

ローブボックス内に飛散し，外部に放出されることとする。 

ｂ．ＭＯＸ粉末中のプルトニウムの同位体組成については，線量評価

の結果が最も厳しくなるものを想定する。 

ｃ．ウラン核種については，同様に線量評価の結果が厳しくなるよう

同位体組成を設定した場合においても，被ばく評価への寄与はプル

トニウムに比べて極めて小さい。 

ｄ．2013年４月から2014年３月までの気象資料等を使用し，「発電用

原子炉施設の安全解析に関する気象指針」により，相対濃度を設定

する。大気拡散の計算に使用する放出源は，排気口の地上高さ及び

排気口からの吹上げを考慮せずにより厳しい評価となるよう地上放

出とする。 

ｅ．除染係数については，評価における保守性を考慮し，高性能エア

フィルタ（４段）の除染係数を109，外部への放出経路の構造物への
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付着等による除染係数を10とする。 

⑤ 判断基準 

設計基準事故時において公衆に対して著しい放射線被ばくのリスク

を与えないこととし，敷地周辺の公衆の実効線量の評価値は発生事象

当たり５mSvを超えなければリスクは小さいと判断する。 

(２) 評価結果 

評価の結果，敷地境界における被ばくの実効線量は約5.6×10-8mSvで

あり，敷地周辺の公衆の実効線量の評価値は判断基準とした５mSvを超

えることはなく，公衆に著しい放射線被ばくのリスクを与えることは

ない。 
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ロ．重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故に対処するために必要な

施設及び体制並びに発生すると想定される事故の程度及び影響の評価を行

うために設定した条件及びその評価の結果 

(イ) 基本方針 

「加工規則」第二条の二に定められる，設計上定める条件より厳しい

条件の下において発生する重大事故に対しては，対策を検討し，必要な

設備，手順書及び体制を整備し，それらの有効性を評価する。したがっ

て，重大事故の発生を仮定する機器の特定として，重大事故の起因とな

る安全機能の喪失及びその同時発生の範囲，機能喪失後の事象進展，重

大事故の発生規模並びに重大事故の同時発生の範囲を明確にする。 

重大事故の発生を仮定する機器の特定に当たっては，重大事故の発生

を仮定する際の条件を設定し，これらによる安全上重要な施設の機能喪

失の範囲を整理することで重大事故の発生を仮定する機器を特定し，重

大事故が単独で，同時に又は連鎖して発生することを仮定するとともに，

それぞれの重大事故についての有効性評価の条件とする。 

特定された重大事故の発生を仮定する機器に対し，重大事故の拡大防

止対策が有効であることを示すため，評価項目を設定した上で，評価の

結果を踏まえて，設備，手順及び体制の有効性を評価する。 

有効性評価は，機能喪失の範囲，講じられる対策の網羅性及び生ずる

環境条件を基に，代表事例を選定し実施する。 

また，重大事故等対策の有効性を確認するために設定する評価項目は，

重大事故の特徴を踏まえた上で，重大事故の発生により，放射性物質の

放出に寄与するパラメータ又はパラメータの推移とし，重大事故等対策

が講じられた際に外部へ放出される放射性物質の放出量がセシウム－137

換算で100TBqを十分下回るものであって，かつ，実行可能な限り低いこ
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とを確認する。 

評価する重大事故等のパラメータは，以下に掲げることを達成するた

めに必要なパラメータとする。 

(１) 臨界事故 

「ロ．(ハ)(１)① 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び

重大事故の発生を仮定する機器の特定」に示すとおり，ＭＯＸ燃料加

工施設では臨界事故の発生が想定されないことから，臨界事故への対

処に関する有効性評価は不要である。 

(２) 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失 

① 核燃料物質等の飛散又は漏えいを防止し，飛散又は漏えいした核燃

料物質等を回収することができること。 

② 核燃料物質等を閉じ込める機能を回復することができること。 

 

(ロ) 重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な

技術的能力 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故の教訓を踏まえた重大

事故等対策の設備強化等の対策に加え，重大事故等が発生した場合又は

大規模な自然災害若しくは故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムによるＭＯＸ燃料加工施設の大規模な損壊（以下「大規模損壊」と

いう。）が発生するおそれがある場合若しくは大規模損壊が発生した場

合における重大事故等対処設備に係る事項，復旧作業に係る事項，支援

に係る事項，手順書の整備，教育，訓練の実施及び体制の整備を考慮し，

当該事故等に対処するために必要な手順書の整備，教育，訓練の実施及

び体制の整備等運用面での対策を行う。 

「ロ．(ロ) (１) 重大事故等対策に係る事項」については，重大事
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故等対策のための手順を整備し，重大事故等の対応を実施する。 

「ロ．(ロ) (２) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムへの対応における事項」については，「ロ．(ロ) 

(１) 重大事故等対策に係る事項」の対応手順を基に，大規模な損壊が

発生した様々な状況においても，事象進展の抑制及び緩和を行うための

手順を整備し，大規模な損壊が発生した場合の対応を実施する。 

また，重大事故等又は大規模損壊に対処し得る体制においても技術的

能力を維持管理していくために必要な事項を，「原子炉等規制法」に基

づくＭＯＸ燃料加工施設保安規定等において規定する。 

なお，重大事故等への対処に係る体制の整備に当たっては，ＭＯＸ燃

料加工施設と再処理施設は同じ敷地内にあることから，効果的な重大事

故等対策を実施し得るようにするため，非常時対策組織を一体化し，重

大事故等対策を実施する実施組織及びその支援組織の役割及び責任者を

再処理事業所として明確に定める。 

重大事故の発生及び拡大の防止に必要な措置については，「技術的能

力審査基準」で規定する内容に加え，「事業許可基準規則」に基づいて

整備する設備の運用手順等についても考慮した「重大事故等対策の手順

の概要」，「重大事故等対策における操作の成立性」及び「事故対処す

るために必要な設備」を含めて手順等を適切に整備する。 

重大事故等対策の手順の概要を第５表，重大事故等対策における操作

の成立性を第６表，事故対処するために必要な設備を第７表に示す。 

なお，臨界事故の発生が想定されないことから，臨界事故に対処する

ための手順等は不要である。また，ＭＯＸ燃料加工施設においてその他

の事故に対処するための手順はない。 
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(１) 重大事故等対策に係る事項 

① 重大事故等対処設備に係る事項 

ａ．切替えの容易性 

本来の用途（安全機能を有する施設としての用途等）以外の用途

として重大事故等に対処するために使用する設備は，平常運転時に

使用する系統から速やかに切替操作が可能となるように，必要な手

順等を整備するとともに確実に切り替えられるように訓練を実施す

る。 

ｂ．アクセスルートの確保 

想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大事故

等対処設備を保管場所から設置場所へ運搬し，又は他の設備の被害

状況を把握するためのアクセスルートが確保できるように，以下の

実効性のある運用管理を実施する。 

アクセスルートは，自然現象，ＭＯＸ燃料加工施設の安全性を損

なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの，溢

水及び火災を考慮しても，運搬，移動に支障をきたすことがないよ

う，被害状況に応じてルートを選定することができるように，迂回

路も含めた複数のルートを確保する。 

アクセスルートに対する自然現象については，地震，津波（敷地

に遡上する津波を含む。）に加え，敷地及びその周辺での発生実績

の有無に関わらず，国内外の基準や文献等に基づき収集した洪水，

風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，地滑り，火山

の影響，生物学的事象，森林火災，塩害等の事象を考慮する。 

その上で，これらの事象のうち，重大事故等時における敷地及び

その周辺での発生の可能性，屋外のアクセスルートへの影響度，事
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象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，屋外のアクセ

スルートに影響を与えるおそれがある事象としては，地震，津波（敷

地に遡上する津波を含む。），洪水，風（台風），竜巻，凍結，降

水，積雪，落雷，火山の影響，生物学的事象及び森林火災を選定す

る。 

アクセスルートに対する敷地又はその周辺において想定する人為

事象については，国内外の文献等から抽出し，さらに事業許可基準

規則の解釈第９条に示される飛来物（航空機落下），ダムの崩壊，

爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，敷地内における化学物質の漏

えい，船舶の衝突，電磁的障害及び故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズム等の事象を考慮する。 

その上で，これらの事象のうち，重大事故等時における敷地及び

その周辺での発生の可能性，屋外のアクセスルートへの影響度，事

象進展速度や事象進展に対する時間余裕の観点から，屋外のアクセ

スルートに影響を与えるおそれがある事象としては，航空機落下，

有毒ガス，敷地内における化学物質の漏えい，爆発，近隣工場等の

火災，ダムの崩壊，電磁的障害及び故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズムを選定する。 

可搬型重大事故等対処設備の保管場所については，設計基準事故

に対処するための設備の配置も含めて常設重大事故等対処設備と位

置的分散を図る。屋外の可搬型重大事故等対処設備は複数箇所に分

散して保管する。 

(ａ) 屋外のアクセスルート 

重大事故等が発生した場合，事故収束に迅速に対応するため，

屋外の可搬型重大事故等対処設備を保管場所から設置場所まで運
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搬するためのアクセスルートの状況確認，取水箇所の状況確認及

びホース敷設ルートの状況確認を行い，あわせて屋外設備の被害

状況の把握を行う。 

屋外のアクセスルートについては，「ロ．(ホ) 耐震構造」に

て考慮する地震の影響（周辺構造物等の損壊，周辺斜面の崩壊及

び道路面のすべり），その他自然現象による影響（風（台風）及

び竜巻による飛来物，積雪並びに火山の影響）及び人為事象によ

る影響（航空機落下，爆発）を想定し，複数のアクセスルートの

中から状況を確認し，早期に復旧可能なアクセスルートを確保す

るため，障害物を除去可能なホイールローダ等の重機を保有し，

使用する。また，それらを運転できる要員を確保する。 

屋外のアクセスルートは，地震による屋外タンクからの溢水及

び降水に対しては，道路上への自然流下も考慮した上で，通行へ

の影響を受けない箇所に確保する。 

敷地外水源の取水場所及び取水場所への屋外アクセスルートに

遡上するおそれのある津波に対しては，津波警報の解除後に対応

を開始する。なお，津波警報の発令を確認時にこれらの場所にお

いて対応中の場合に備え，非常時対策組織の実施組織要員及び可

搬型重大事故等対処設備を一時的に退避するための手順書を整備

する。 

屋外のアクセスルートは，人為事象のうち，飛来物（航空機落

下），爆発及び近隣工場等の火災及び有毒ガスに対して，迂回路

も含めた複数のアクセスルートを確保する。なお，有毒ガスにつ

いては複数のアクセスルートを確保することに加え，薬品防護具

等の適切な防護具を装備するため通行に影響はない。 
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洪水及びダムの崩壊については，立地的要因により設計上考慮

する必要はない。 

落雷及び電磁的障害に対しては道路面が直接影響を受けること

はないことからアクセスルートへの影響はない。 

生物学的事象に対しては，容易に排除可能なため，アクセスル

ートへの影響はない。 

屋外のアクセスルートの「ロ．(ホ) 耐震構造」にて考慮する

地震の影響による周辺構造物等の倒壊による障害物については，

ホイールローダ等の重機による撤去あるいは複数のアクセスルー

トによる迂回を行う。 

屋外のアクセスルートは，地震の影響による周辺斜面の崩壊及

び道路面のすべりで崩壊土砂が広範囲に到達することを想定した

上で，ホイールローダ等による崩壊箇所の復旧又は迂回路を確保

する。また，不等沈下等に伴う段差の発生が想定される箇所にお

いては，ホイールローダ等の重機による段差箇所の復旧により，

通行性を確保する。 

屋外のアクセスルート上の風(台風)及び竜巻による飛来物に対

しては，ホイールローダ等の重機による撤去を行い，積雪又は火

山の影響（降灰）に対しては，ホイールローダ等による除雪又は

除灰を行う。 

想定を上回る積雪又は火山の影響（降灰）が発生した場合は，

除雪又は除灰の頻度を増加させることにより対処する。 

また，凍結及び積雪に対しては，アクセスルートに融雪剤を配

備するとともに，車両には凍結及び積雪に対処したタイヤチェー

ンを装着し通行を確保する。 
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屋外のアクセスルートにおける森林火災及び近隣工場等の火災

発生時は，消防車による初期消火活動を実施する。 

屋外のアクセスルートの移動時及び作業時においては，放射線

被ばくを考慮し，放射線防護具の配備を行うとともに，移動時及

び作業時の状況に応じて着用する。 

また，地震による化学物質の漏えいに対しては，必要に応じて

薬品防護具の配備を行うとともに，移動時及び作業時の状況に応

じて着用する。 

屋外のアクセスルートの移動時及び作業時においては，中央監

視室及び再処理施設の中央制御室等との連絡手段を確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

(ｂ) 屋内のアクセスルート 

重大事故等が発生した場合，屋内の可搬型重大事故等対処設備

を操作場所に移動するためのアクセスルートの状況確認を行う。

あわせて，その他屋内設備の被害状況の把握を行う。 

屋内のアクセスルートは，自然現象及び人為事象として選定す

る風（台風），竜巻，凍結，高温，降水，積雪，落雷，火山の影

響，生物学的事象，森林火災，塩害，航空機落下，敷地内におけ

る化学物質の漏えい，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス及び電

磁的障害に対して，外部からの衝撃による損傷の防止が図られた

建屋内に確保する。 

屋内のアクセスルートは，重大事故等対策時に必要となる現場

操作を実施する場所まで移動可能なルートを選定する。 

屋内のアクセスルートの移動時及び作業時においては，放射線
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被ばくを考慮し，放射線防護具の配備を行うとともに，移動時及

び作業時の状況に応じて着用する。 

屋内のアクセスルートの移動時及び作業時においては，中央監

視室等との連絡手段を確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

機器からの溢水が発生した場合については，適切な防護具を着

用することにより，屋内のアクセスルートを通行する。 

② 復旧作業に係る事項  

ａ．予備品等の確保 

優先順位を考慮して，安全機能を有する施設を構成する機器につ

いては，必要な予備品及び予備品への取替えのために必要な機材等

を確保する方針とする。 

これらの機器については，故障時の重大事故等への進展の防止及

び重大事故等発生後の収束状態の維持のため，１年以内を目安に速

やかに復旧する方針とする。 

また，安全上重要な施設を構成する機器については，適切な部品

を予備品として確保し，故障時に速やかに復旧する方針とする。 

予備品への取替えのために必要な機材等として，がれき撤去のた

めのホイールローダ，夜間の対応を想定した照明機器及びその他の

資機材をあらかじめ確保する。 

復旧に必要な予備品等の確保の方針は以下のとおりとする。 

(ａ) 定期的な分解点検に必要な部品の確保 

機能喪失の原因を特定し，当該原因を除去するための分解点検

が速やかに実施できるよう，定期的な分解点検に必要な部品を予
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備品として確保する。 

(ｂ) 応急措置に必要な補修材の確保 

応急措置に必要な補修材を確保する。 

今後も多様な復旧手段の確保，復旧を想定する機器の拡大及び

その他の有効な復旧対策について継続的な検討を行うとともに，

そのために必要な予備品等の確保を行う。 

ｂ．保管場所の確保 

施設を復旧するために必要な予備品，部品，補修材及び資機材は，

地震による周辺斜面の崩落，敷地下斜面のすべり及び津波による浸

水等の外的事象の影響を受けにくく，当該施設との位置的分散を考

慮した場所に保管する。 

ｃ．復旧作業に係るアクセスルートの確保 

復旧作業に係るアクセスルートは，「ロ．(ロ)(１)①ｂ．アクセ

スルートの確保」と同様の設定方針に基づき，想定される重大事故

等が発生した場合において，施設を復旧するために必要な部品，補

修材及び資機材を保管場所から当該機器の設置場所へ移動させるた

め，再処理事業所内の屋外道路及び屋内通路に確保する。 

③ 支援に係る事項 

ａ．概要 

重大事故等に対して事故収束対応を実施するため，再処理事業所

内であらかじめ用意された手段（重大事故等対処設備，予備品，燃

料等）により，重大事故等対策を実施し，重大事故等発生後７日間

は継続して事故収束対応を維持できるようにする。 

プラントメーカ，協力会社，燃料供給会社及び他の原子力事業者

等関係機関とは平常時から必要な連絡体制を整備する等の協力関係
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を構築するとともに，重大事故等発生に備え，あらかじめ協議及び

合意の上，事故収束手段及び復旧対策に関する技術支援や要員派遣

等の支援並びに燃料の供給の覚書又は協定等を締結し，ＭＯＸ燃料

加工施設を支援する体制を整備する。 

重大事故等発生後に必要な支援及び要員の運搬並びに資機材の輸

送について支援を迅速に得られるように支援計画を定める。 

また，重油及び軽油に関しては，迅速な燃料の確保を可能とする

とともに，中長期的な燃料の確保にも対応できるように支援計画を

定める。 

原子力災害時における原子力事業者間協力協定に基づき，原子力

事業者からは，要員の派遣，資機材の貸与及び環境放射線モニタリ

ングの支援を受けられるようにするほか，原子力緊急事態支援組織

からは，被ばく低減のために遠隔操作可能なロボット及び無線重機

等の資機材，資機材を操作する要員並びにＭＯＸ燃料加工施設及び

再処理施設までの資機材輸送の支援を受けられるように支援計画を

定める。 

ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設内に配備する重大事故等対処

設備に不具合があった場合には，継続的な重大事故等対策を実施で

きるよう，再処理事業所内であらかじめ用意された手段（重大事故

等対処設備と同種の設備，予備品及び燃料等）により，重大事故等

発生後６日間までに支援を受けられる体制を整備する。さらに，再

処理事業所外であらかじめ用意された手段（重大事故等対処設備と

同種の設備，予備品及び燃料等）により，重大事故等発生後６日間

までに支援を受けられる体制を整備する。 

また，原子力事業所災害対策支援拠点から，ＭＯＸ燃料加工施設
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の支援に必要な資機材として，食料，その他の消耗品及び汚染防護

服等及びその他の放射線管理に使用する資機材等を継続的にＭＯＸ

燃料加工施設へ供給できる体制を整備する。 

④ 手順書の整備，訓練の実施及び体制の整備 

重大事故等に的確かつ柔軟に対処できるように，手順書を整備し，

教育及び訓練を実施するとともに，必要な体制を整備する。 

ａ．手順書の整備 

重大事故等対策時において，事象の種類及び事象の進展に応じて

重大事故等に的確かつ柔軟に対処できるように重大事故等発生時対

応手順書を整備する。 

(ａ) 全ての交流電源の喪失，安全機能を有する施設の機器の多重故

障及び計測器類の多重故障が，単独で，同時に又は連鎖して発生

した状態において，限られた時間の中で，ＭＯＸ燃料加工施設の

状態の把握及び重大事故等対策の適切な判断を行うため，必要な

情報の種類，その入手の方法及び判断基準を明確にし，重大事故

等発生時対応手順書に整備する。 

重大事故等の対処のために把握することが必要なパラメータの

うち，ＭＯＸ燃料加工施設の状態を直接監視するパラメータをＭ

ＯＸ燃料加工施設の状態を監視するパラメータの中からあらかじ

め選定し，計器の故障時にＭＯＸ燃料加工施設の状態を把握する

ための手順及び計測に必要な計器電源が喪失した場合の手順を重

大事故等発生時対応手順書に整備する。 

また，選定した直接監視するパラメータが計器の故障等により

計測できない場合は，可搬型計器を現場に設置し，定期的にパラ

メータ確認を行うことを重大事故等発生時対応手順書に明記する。 
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ＭＯＸ燃料加工施設では，施設に影響を及ぼす可能性がある自

然現象又は自然現象発生後の施設周辺の状況については，再処理

施設の屋外監視カメラから得られた情報を，ページング装置及び

所内携帯電話等の所内通信連絡設備により情報を共有する。また，

火災発生等を確認した場合に消火活動等の対策に着手するための

判断材料を明確にした手順書を整備する。 

(ｂ) 重大事故の発生及び拡大を防ぐために最優先すべき操作等の判

断基準をあらかじめ明確にし，限られた時間の中で実施すべき重

大事故等への対処について各役割に応じて対処できるよう，以下

のとおり重大事故等発生時対応手順書を整備する。 

全交流電源喪失時等において，準備に長時間を要する可搬型重

大事故等対処設備を必要な時期に使用可能とするため，準備に要

する時間を考慮の上，明確な手順着手の判断基準を重大事故等発

生時対応手順書に整備する。警報発報により発生を検知する重大

事故については，当該重大事故への対処において，放射性物質を

ＭＯＸ燃料加工施設内に可能な限り閉じ込めるための対処等を重

大事故等発生時対応手順書に整備する。 

重大事故等の発生防止対策及び拡大防止対策については，発生

防止対策の結果に基づき拡大防止対策の実施を判断するのではな

く，重大事故の発生を仮定するグローブボックスに係る設計基準

対象の施設として機能を期待するグローブボックス温度監視装置

の感知機能又はグローブボックス消火装置の消火機能の喪失を判

断した後の指示（以下「重大事故等着手判断」という。）により，

重大事故等の発生防止対策及び拡大防止対策の実施を同時に判断

することを重大事故等発生時対応手順書に明記する。 
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また，一連の重大事故等対策が完了した後，重大事故の発生に

より工程室内にグローブボックスから漏えいしたＭＯＸ粉末が沈

降し，工程室内雰囲気が安定した状態であることが確認された場

合は，ＭＯＸ粉末の回収を行う。また，回収作業の一環として，

回収作業に係る作業環境の確保を行うための閉じ込める機能の回

復作業を行う。これらの対策を記載した重大事故等発生時対応手

順書を整備する。 

(ｃ) 財産（設備等）保護よりも安全を優先する共通認識を持ち，行

動できるよう，社長は，あらかじめ方針を示す。 

重大事故等時の対処においては，財産（設備等）保護よりも安

全を優先する方針に基づき定めた重大事故等発生時対応手順書を

整備し，判断基準を明記する。重大事故等対策時においては，統

括当直長（実施責任者）が躊躇せず判断できるように，財産（設

備等）保護よりも安全を優先する方針に基づき，判断基準を定め

た重大事故等発生時対応手順書を整備する。 

重大事故等対策時の非常時対策組織の活動において，重大事故

等対処を実施する際に，再処理事業部長（非常時対策組織本部長）

は，財産（設備等）保護よりも安全を優先する方針に従った判断

を実施する。 

(ｄ) 事故の進展状況に応じて具体的な重大事故等対策を実施するた

め，実施組織用及び支援組織用の手順書を適切に定める。手順書

が事故の進展状況に応じていくつかの種類に分けられる場合は，

それらの構成を明確化し，かつ，各手順書相互間の移行基準を明

確化する。 

各手順書は，重大事故等対策を的確に実施するために，事故の
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進展状況に応じて，以下のように構成し定める。 

運転手順書は，ＭＯＸ燃料加工施設の平常運転時の操作項目，

パラメータ等の確認項目，操作上の注意事項等を定める。 

警報対応手順書は，中央監視室，制御室及び現場制御盤に警報

が発生した際に，警報発生原因の除去あるいは設備を安全な状態

に維持するために必要な対応を警報ごとに定める。 

重大事故等発生時対応手順書は，複数の設備の故障等による異

常又は重大事故に至るおそれがある場合に必要な対応を重大事故

事象ごとに記載する。 

重大事故等発生時対応手順書では，重大事故への進展を防止す

るための発生防止手順書において重大事故に至る可能性がある場

合の手順及び事故の拡大を防止するための手順を定める。 

平常運転時は，運転手順書に基づき対応し，警報が発生した場

合は，警報対応手順書に移行する。 

警報対応手順書で対応中に機器の多重故障が発生し，火災の感

知・消火の機能喪失が確認された場合は，重大事故等対処の着手

を判断し，重大事故等発生時対応手順書へ移行する。 

さらに，重大事故等発生時対応手順書で対応中に発生防止及び

拡大防止（影響緩和含む。）への措置がすべて機能しない場合，

大規模損壊発生時対応手順書へ移行する。 

大気及び海洋への放射性物質の拡散の抑制，中央監視室，モニ

タリング設備，緊急時対策所並びに通信連絡設備に関する手順書

を整備する。 

重大事故等発生時対応手順書は，事故の進展状況に応じて構成

を明確化し，手順書相互間を的確に移行できるよう，移行基準を
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明確にする。 

(ｅ) 重大事故等対策実施の判断材料として確認する温度等の計測可

能なパラメータを整理し，重大事故等発生時対応手順書に明記す

る。 

また，重大事故等対策実施時におけるパラメータの挙動予測，

影響評価すべき項目及び監視パラメータ等を，重大事故等発生時

対応手順書に明記する。 

重大事故等の対処のために把握することが必要なパラメータを

あらかじめ選定し，運転手順書及び重大事故等発生時対応手順書

に明記する。 

重大事故等発生時対応手順書には，耐震性，耐環境性のある計

測機器での確認の可否，記録の可否，直流電源喪失時における可

搬型計器による計測可否等の情報を明記する。有効性評価等にて

整理した有効な情報は，実施組織要員である当直（運転員）が監

視すべきパラメータの選定，状況の把握及び進展予測並びに対応

処置の参考情報とし，重大事故等発生時対応手順書に明記する。 

また，有効性評価等にて整理した有効な情報は，実施組織に対

して技術的助言を行う「技術支援組織」及び実施組織が重大事故

対策に専念できる環境を整える「運営支援組織」（以下，技術支

援組織及び運営支援組織の両者をあわせて「支援組織」という。）

が支援するための参考情報とし，重大事故等発生時支援実施手順

書に整理する。 

(ｆ) 前兆事象として把握ができるか，重大事故等を引き起こす可能

性があるかを考慮して，設備の安全機能の維持及び事故の未然防

止対策をあらかじめ検討し，前兆事象を確認した時点で，必要に
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応じて事前の対応ができる体制及び手順書を整備する。 

対処により重大事故等に至ることを防止できる自然現象につい

ては，施設周辺の状況に加えて，気象庁発表の警報等を踏まえた

進展を予測し，施設の安全機能の維持及び事故の防止措置を講ず

るため，必要に応じて事前の対応ができる体制及び手順書を整備

する。 

大津波警報が発表された場合に，ＭＯＸ燃料加工施設を安全の

確保ができる状態に移行させるため，原則として各工程の停止操

作を実施し，核燃料物質を貯蔵施設に移動するための手順書を整

備する。 

台風の通過が想定される場合に，屋外設備の暴風雨対策及び巡

視点検を強化するため，必要に応じて事前の対応を実施するため

の手順書を整備する。 

竜巻の発生が予想される場合に，車両の退避又は固縛の実施，

クレーン作業の中止等，設計竜巻から防護する施設を防護するた

め，必要に応じて事前の対応を実施するための手順書を整備する。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以上）を確認した

場合に，ＭＯＸ燃料加工施設を安全の確保ができる状態に移行さ

せるため，原則として各工程の停止操作及び送排風機の停止を実

施し，核燃料物質を貯蔵施設に移動するための手順書を整備する。 

設計基準を上回る規模の積雪が予想される場合に，降雪の状況

に応じて除雪作業を実施するための手順書を整備する。 

その他の前兆事象を伴う事象については，気象情報の収集，巡

視点検の強化及び前兆事象に応じた事故の未然防止の対応ができ

る手順書を整備する。 
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ｂ．教育及び訓練の実施 

重大事故等対策を実施する要員に対し，重大事故等対策時におけ

る事故の種類及び事故の進展に応じて的確かつ柔軟に対処するため

に必要な力量を確保するため，教育及び訓練を計画的に実施する。 

必要な力量の確保については，平常運転時の実務経験を通じて付

与される力量を考慮する。 

また，事故時対応の知識及び技能について，重大事故等対策を実

施する要員の役割に応じた教育及び訓練を定められた頻度及び内容

で計画的に実施することにより，重大事故等対策を実施する要員の

力量の維持及び向上を図る。 

教育及び訓練の頻度と力量評価の考え方は，以下の基本方針に基

づき教育訓練の計画を定め，実施する。 

重大事故等対策における中央監視室及び再処理施設の中央制御室

での操作及び動作状況確認等の短時間で実施できる操作以外の作業

や操作については，第６表に示す「重大事故等対策における操作の

成立性」の必要な重大事故等に対処する要員数及び想定時間にて対

応できるように，教育及び訓練により効果的かつ確実に実施できる

ことを確認する。 

重大事故等対策を実施する要員に対して，重大事故等時における

事故の種類及び事故の進展に応じて的確かつ柔軟に対処できるよう

に，重大事故等対策を実施する要員の役割に応じた教育及び訓練を

実施し，計画的に評価することにより力量を付与し，運転開始前ま

でに力量を付与された重大事故等対策を実施する要員を必要人数配

置する。 

重大事故等対策を実施する要員を確保するため，以下の基本方針
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に基づき教育及び訓練を実施する。 

(ａ) 重大事故等対策は，ＭＯＸ燃料加工施設の状況に応じた幅広い

対策が必要であることを踏まえ，重大事故等対策を実施する要員

の役割に応じて，重大事故等発生時のＭＯＸ燃料加工施設の挙動

に関する知識の向上を図る教育及び訓練を実施する。 

(ｂ) 重大事故等対策を実施する要員の役割に応じて，定期的に重大

事故等対策に係る知識ベースの理解向上に資する教育を行う。 

現場作業に当たる重大事故等対策を実施する要員が，作業に習

熟し必要な作業を確実に完了できるように，重大事故等対策を実

施する要員の役割分担及び責任者などを定め，連携して一連の活

動を行う訓練を計画的に実施する。 

重大事故等対策を実施する要員に対しては，要員の役割に応じ

て，重大事故等対策時のＭＯＸ燃料加工施設の状況把握，的確な

対応操作の選択，確実な指揮命令の伝達の一連の非常時対策組織

の機能，非常時対策組織における技術支援組織及び運営支援組織

の位置づけ，実施組織と支援組織の連携を含む非常時対策組織の

構成及び手順書の構成に関する机上教育を実施するとともに，重

大事故等対策を実施する要員の役割に応じて，重大事故等対策に

係る訓練を実施する。 

また，重大事故等対策時のＭＯＸ燃料加工施設の状態把握，的

確な対応操作の選択等，実施組織及び支援組織の実効性等を総合

的に確認するための訓練等を計画的に実施する。 

(ｃ) 重大事故等対策時において復旧を迅速に実施するために，平常

時から保守点検活動を社員自らが行って，部品交換等の実務経験

を積むこと等により，ＭＯＸ燃料加工施設及び予備品等について
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熟知する。 

(ｄ) 重大事故等対策を実施する要員は，重大事故等対策及び重大事

故等発生後の復旧を迅速に実施するため，放射性物質，化学物質

等による影響を想定した訓練及び放射線防護具等を使用する訓練

並びに夜間の視界不良及び悪天候下の厳しい環境条件を想定した

事故時対応訓練を行う。 

(ｅ) 重大事故等対策を実施する要員は，重大事故等対策時の対応や

事故後の復旧を迅速に実施するため，設備及び事故時用の資機材

等に関する情報並びに手順書及びマニュアルが即時に利用できる

ように，平常時から保守点検活動等を通じて準備し，それらの情

報及び手順書及びマニュアルを用いた事故時対応訓練を行う。 

ｃ．体制の整備 

重大事故等発生時において重大事故等に対応するための体制とし

て，以下の方針に基づき整備する。 

(ａ) 重大事故等対策を実施する実施組織及び実施組織に対して支援

を行う支援組織の役割分担及び責任者などを定め，指揮命令系統

を明確にし，効果的な重大事故等対策を実施し得る体制を整備す

る。 

重大事故等を起因とする原子力災害が発生するおそれがある場

合又は発生した場合に，事故原因の除去，原子力災害の拡大防止

及びその他の必要な活動を迅速かつ円滑に行うため，再処理事業

部長（原子力防災管理者）は，事象に応じて非常事態を発令し，

非常時対策組織の非常招集及び通報連絡を行い，非常時対策組織

を設置して対処する。 

重大事故等がＭＯＸ燃料加工施設で同時に発生した場合におい
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て，中央監視室で施設の状況を把握し，対応できるようにする。 

非常時対策組織は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設の各工

程で同時に重大事故等が発生した場合においても対応できるよう

にする。 

再処理事業部長（原子力防災管理者)は，非常時対策組織本部の

本部長として，非常時対策組織の統括管理を行い，責任を持って

原子力防災の活動方針を決定する。 

非常時対策組織における指揮命令系統を明確にするとともに，

指揮者である非常時対策組織本部の本部長（原子力防災管理者）

が不在の場合は，あらかじめ定めた順位に従い，副原子力防災管

理者がその職務を代行する。 

非常時対策組織は，本部長，副本部長，再処理工場長，ＭＯＸ

燃料加工施設及び再処理施設の核燃料取扱主任者，連絡責任者及

び支援組織の各班長で構成する非常時対策組織本部，重大事故等

対策を実施する実施組織，実施組織に対して技術的助言を行う技

術支援組織及び実施組織が重大事故等対策に専念できる環境を整

える運営支援組織で構成する。 

平常運転時の体制下での運転，日常保守点検活動の実施経験が

非常時対策組織での事故対応，復旧活動に活かすことができ，組

織が効果的に重大事故等対策を実施できるように，専門性及び経

験を考慮した作業班の構成を行う。 

(ｂ) 非常時対策組織本部は，本部長，副本部長，再処理工場長，核

燃料取扱主任者，連絡責任者及び支援組織の各班長で構成し，緊

急時対策所を活動拠点として，施設状況の把握等の活動を統括管

理し，非常時対策組織の活動を統括管理する。 
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核燃料取扱主任者は，重大事故等対策時の非常時対策組織にお

いて，その職務に支障をきたすことがないように，独立性を確保

する。 

ＭＯＸ燃料加工施設の核燃料取扱主任者は，ＭＯＸ燃料加工施

設の重大事故等対策に関し保安の監督を誠実かつ最優先に行うこ

とを任務とする。 

核燃料取扱主任者は，重大事故等対策に係る手順書の整備に当

たって，保安上必要な事項について確認を行う。 

夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）に重大事故等が発生し

た場合，核燃料取扱主任者が保安の監督を誠実に行うことができ

るように，非常時対策組織要員は，通信連絡設備により必要の都

度，情報連絡（ＭＯＸ燃料加工施設の状況，対策の状況）を行う。 

ＭＯＸ燃料加工施設の重大事故等対策に関し保安上必要な場合，

核燃料取扱主任者は，得られた情報に基づき，非常時対策組織要

員への指示並びに非常時対策組織本部の本部長へ意見具申及び対

策活動への助言を行う。 

非常時対策組織の機能を担う要員の規模は，対応する事故の様

相及び事故の進展や収束の状況により異なるが，それぞれの状況

に応じて十分な対応が可能な組織とする。 

(ｃ) 実施組織は，当直（運転員）等により構成され，重大事故等対

策を円滑に実施できる体制とし，役割に応じて責任者を配置する。 

実施組織は，統括当直長を実施責任者とする。実施責任者（統

括当直長）は，重大事故等対策の指揮を執る。 

実施組織は，建屋対策班（各対策実施の時間余裕の算出，可搬

型計器の設置を含む各建屋における対策活動の実施及び各建屋の
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対策の作業進捗管理並びに各建屋周辺の線量率確認及び可搬型設

備の起動確認等），建屋外対応班（屋外のアクセスルートの確保，

貯水槽から各建屋近傍までの水供給及び可搬型重大事故等対処設

備への燃料補給，工場等外への放射性物質及び放射線の放出抑制

並びに航空機墜落火災発生時の消火活動等），通信班（所内携帯

電話の使用可否の確認結果に応じた可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型衛星電話（屋外用），可搬型トランシーバ（屋内用），可

搬型トランシーバ（屋外用）の準備，確保及び設置），放射線対

応班（可搬型排気モニタリング設備，可搬型環境モニタリング設

備及び可搬型気象観測設備の設置，重大事故等の対策に係る放射

線及び放射能の状況把握，管理区域退域者の身体サーベイ，実施

組織要員の被ばく管理，制御室への汚染の持込み防止措置等），

要員管理班（中央制御室内の中央安全監視室にて，中央制御室内

の要員把握，建屋対策班の依頼に基づく各建屋の対策作業の要員

の割り当て等）及び情報管理班（中央制御室内の中央安全監視室

にて，時系列管理表の作成，作業進捗管理表の作成及び作業進捗

の管理，作業時間の管理，各建屋での対策実施に係る時間余裕の

集約及び作業開始目安時間の集約）で構成する。 

実施責任者（統括当直長）は，実施組織の建屋対策班の各班長，

通信班長，放射線対応班長，要員管理班長，情報管理班長を任命

し，重大事故等対策の指揮を執るとともに，対策活動の実施状況

に応じ，支援組織に支援を要請する。 

また，実施責任者（統括当直長）又はあらかじめ指名された者

は，実施組織の連絡責任者として，事象発生時における対外連絡

を行う。 
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(ｄ) 支援組織として，実施組織に対して技術的助言を行う技術支援

組織及び実施組織が重大事故等対策に専念できる環境を整える運

営支援組織を設ける。 

非常時対策組織本部要員及び支援組織要員は，非常時対策組織

の本部長の指示に基づき再処理施設の中央制御室へ派遣する者を

除き，緊急時対策所を活動拠点とする。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設のそれぞれの必要要

員を確保することにより，両施設の同時発災時においても，重大

事故等対応を兼務して対応できる体制を整備する。 

技術支援組織は，施設ユニット班（実施組織が行う重大事故等

の対応の進捗を確認，事象進展の制限時間等に関する施設状況の

把握，重大事故等の対応の進捗に応じた要員配置に関する助言，

実施組織の要請に基づく追加の資機材の手配等），設備応急班（施

設ユニット班の収集した情報又は現場確認結果に基づく設備の機

能喪失の原因及び破損状況を把握，応急復旧対策を検討及び実施

等）及び放射線管理班（ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設内外

の放射線，放射能の状況把握，影響範囲の評価，非常時対策組織

本部要員及び支援組織要員の被ばく管理，緊急時対策建屋への汚

染の持込み防止措置等）で構成する。 

運営支援組織は，総括班（支援組織の各班が収集した発生事象

に関する情報の集約，各班の情報の整理並びに社内外関係機関へ

の通報連絡及び支援組織の運営），総務班（事業所内通話制限，

事業所内警備，避難誘導，点呼，安否確認取りまとめ，負傷の程

度に応じた負傷者の応急処置，外部からの資機材調達及び輸送並

びに食料，水及び寝具の配布管理），広報班（総括班が集約した
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情報等を基に，報道機関及び地域住民への広報活動に必要な情報

を収集，報道機関及び地域住民に対する対応）及び防災班（可搬

型重大事故等対処設備を含む防災資機材の配布，公設消防及び原

子力防災専門官等の社外関係機関の対応並びに緊急時対策所の設

備操作）で構成する。 

(ｅ) 再処理事業部長（原子力防災管理者）は，警戒事象（その時点

では，公衆への放射線による影響やそのおそれが緊急のものでは

ないが，原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）

第10条第１項に基づく特定事象に至るおそれがある事象）におい

ては警戒事態を，特定事象が発生した場合には第１次緊急時態勢

を，原災法第15条第１項に該当する事象が発生した場合には第２

次緊急時態勢を発令し，非常時対策組織要員の非常招集及び通報

連絡を行い，非常時対策組織を設置する。その中に再処理事業部

長（原子力防災管理者）を本部長とする非常時対策組織本部，実

施組織及び支援組織を設置し，重大事故等対策を実施する。 

夜間及び休日（平日の勤務時間帯以外）において，重大事故等

が発生した場合でも，速やかに対策を行えるよう，再処理事業所

内に必要な重大事故等に対処する要員を常時確保する。 

非常時対策組織（全体体制）が構築されるまでの間，宿直して

いる非常時対策組織本部の本部長代行者（副原子力防災管理者）

の指揮の下，非常時対策組織本部要員（宿直者及び電話待機者），

支援組織要員（当直員及び宿直者）及び実施組織要員（当直員及

び宿直者）による初動体制を確保し，迅速な対応を図る。 

重大事故等が発生した場合に迅速に対応するため，ＭＯＸ燃料

加工施設の重大事故等に対処する非常時対策組織（初動体制）の
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要員として，統括管理及び全体指揮を行う非常時対策組織本部の

本部長代行者（副原子力防災管理者）１人，社内外関係各所への

通報連絡に係る連絡補助を行う連絡責任補助者２人，電話待機す

る再処理施設の核燃料取扱主任者１人，電話待機するＭＯＸ燃料

加工施設の核燃料取扱主任者１人，支援組織要員12人，実施組織

要員87人の合計104人を確保する。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設と再処理施設が同時に発災した場合

において，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設の重大事故等に対

処する非常時対策組織（初動体制）の要員として，統括管理及び

全体指揮を行う非常時対策組織本部の本部長代行者（副原子力防

災管理者）１人，社内外関係各所への通報連絡に係る連絡補助を

行う連絡責任補助者２人，電話待機する再処理施設の核燃料取扱

主任者１人，電話待機するＭＯＸ燃料加工施設の核燃料取扱主任

者１人，支援組織要員12人，実施組織要員185人の合計202人を

確保する。なお，非常時対策組織本部の本部長代行者（副原子力

防災管理者）１人，連絡責任補助者２人，実施組織要員66人及び

支援組織要員12人は，再処理施設の事故対処との共通作業を行う

ものである。 

非常時対策組織（初動体制）の非常時対策組織本部の本部長代

行者（副原子力防災管理者）１人，社内外関係各所への通報連絡

に係る連絡補助を行う連絡責任補助者２人，重大事故等への対処

に係る情報の把握及び社内外関係各所への通報連絡に係る役割を

持つ支援組織要員４人，防災班８人，建屋外対応班員２人，制御

建屋対策班の対策班員10人は，夜間及び休日（平日の勤務時間帯

以外）における宿直及び当直とする。 
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非常時対策組織本部及び支援組織の当直員及び宿直者は，大き

な揺れを伴う地震の発生又は実施責任者（統括当直長）の連絡を

受け，緊急時対策所に移動し，非常時対策組織の初動体制を立ち

上げ，施設状態の把握及び社内外関係各所への通報連絡を行う。 

実施組織の宿直者は，大きな揺れを伴う地震の発生又は実施責

任者（統括当直長）の連絡を受け，再処理施設の中央制御室へ移

動し，重大事故等対策を実施する。 

重大事故等が発生した場合に速やかに対応するため，ＭＯＸ燃

料加工施設の重大事故等に対処する非常時対策組織の実施組織に

ついて，ＭＯＸ燃料加工施設対策班長１人，ＭＯＸ燃料加工施設

情報管理班長１人，ＭＯＸ燃料加工施設現場管理者１人，放射線

対応班２人，燃料加工建屋の建屋対策班員16人の合計21人で対

応を行う。 

ＭＯＸ燃料加工施設において単独発災した場合の重大事故等に

対処するための実施組織要員については，実施責任者（統括当直

長）１人，制御建屋対策班長１人，ＭＯＸ燃料加工施設対策班長

１人，ＭＯＸ燃料加工施設情報管理班長１人，情報管理班３人，

ＭＯＸ燃料加工施設現場管理者１人，放射線対応班長１人，放射

線対応班14人，ＭＯＸ燃料加工施設の放射線対応班２人，建屋外

対応班長１人，建屋外対応班９人，燃料加工建屋の建屋対策班員

16 人，通信班長１人，要員管理班３人，建屋対策班員 11 人の合

計66人で対応を行う。なお，建屋放水を行う場合は，建屋外対応

班13人及び建屋対策班８人を加えた合計87人で対応を行う。ま

た，ＭＯＸ燃料加工施設の建屋対策班員16人は，建屋外対応班と

して作業を実施する。 
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再処理施設の重大事故等に対処する非常時対策組織の実施組織

について，実施責任者（統括当直長）１人，建屋対策班長７人，

現場管理者６人，要員管理班３人，情報管理班３人，通信班長１

人，放射線対応班15人，建屋外対応班20人，再処理施設の各建

屋内対策班員105人の合計161人で対応を行う。また，予備要員

として，再処理施設に３人を確保する。 

ＭＯＸ燃料加工施設と再処理施設が同時に発災した場合には，

それぞれの施設の実施組織要員182人で重大事故対応を行う。Ｍ

ＯＸ燃料加工施設は，夜間及び休日を問わず21人が駐在し，再処

理施設では，夜間及び休日を問わず，予備要員を含め164人が駐

在する。両施設を合わせた実施組織の必要要員数は，182 人でこ

れに予備要員３人を加えた185人が夜間及び休日を問わず駐在す

る。 

非常時対策組織（全体体制）については，事象発生後24時間を

目途に緊急時対策所にて支援活動等ができる体制を整備する。 

再処理事業所内にて重大事故等に対処している要員以外の非常

時対策組織本部員及び支援組織要員については，緊急連絡網等に

より非常招集連絡を受けて参集拠点に参集する体制とする。 

また，地震により通信障害が発生し，緊急連絡網等による招集

連絡ができない場合においても，ＭＯＸ燃料加工施設周辺地域（六

ヶ所村）で震度６弱以上の地震の発生により，再処理事業所内に

て重大事故等に対処している要員以外の非常時対策組織本部要員

及び支援組織要員が参集拠点に自動参集する体制とする。 

参集拠点は，緊急時対策所まで徒歩で約３時間30分の距離にあ

り，社員寮及び社宅がある六ヶ所村尾駮地区に設ける。 
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実施組織の要員については，緊急連絡網等を活用して事象発生

後24時間以内に交替要員を確保する。 

地震により通信障害が発生し，緊急連絡網等による招集連絡が

できない場合においても，事象発生時以降に勤務予定の当直（運

転員）はＭＯＸ燃料加工施設周辺地域（六ヶ所村）で震度６弱以

上の地震が発生した場合には，参集拠点に自動参集する体制とす

る。 

参集拠点には，災害時にも使用可能な通信連絡設備を整備し，

これを用いてＭＯＸ燃料加工施設の情報を入手し，必要に応じて

交替要員をＭＯＸ燃料加工施設へ派遣する体制を整備する。 

平常運転時は，病原性の高い新型インフルエンザや同様に危険

性を有する新感染症等の発生に備えた体制管理を行う。重大事故

等の対策を行う要員を確保できなくなるおそれがある場合には，

交替要員を呼び出すことにより要員を確保する。 

重大事故等に対処する要員の補充の見込みが立たない場合は，

統括当直長（実施責任者）の判断のもと，運転手順書に基づきＭ

ＯＸ燃料加工施設の各工程を停止する操作を開始し，ＭＯＸ燃料

加工施設を安全の確保ができる状態に移行する。 

また，あらかじめ定めた連絡体制に基づき，夜間及び休日（平

日の勤務時間帯以外）を含めて必要な重大事故等の対策を行う要

員を非常招集できるように，アクセスルート等を検討するととも

に，非常時対策組織要員の対象者に対して定期的に通報連絡訓練

を実施する。 

(ｆ) 再処理事業所における重大事故等対策の実施組織及び支援組織

の機能は，ｃ．及びｄ．項に示すとおり明確にするとともに，責
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任者としてそれぞれ班長を配置する。 

(ｇ) 重大事故等対策の判断については，非常時対策組織における指

揮命令系統を明確にするとともに，指揮者である非常時対策組織

本部の本部長（原子力防災管理者）が欠けた場合に備え，代行者

として副原子力防災管理者をあらかじめ定め明確にする。また，

非常時対策組織の支援組織及び実施組織の各班長並びに実施責任

者（統括当直長）についても，代行者と代行順位をあらかじめ明

確にする。 

(ｈ) 非常時対策組織要員が実効的に活動するための施設及び設備等

を整備する。 

重大事故等が発生した場合において，実施組織及び支援組織が

定められた役割を遂行するために，関係各所との連携を図り，迅

速な対応により事故対応を円滑に実施することが必要となること

から，以下の施設及び設備を整備する。 

実施組織は，中央監視室，再処理施設の中央制御室，中央制御

室内の中央安全監視室，現場及び緊急時対策所間の連携を図るた

め，所内携帯電話の使用可否の確認結果により，可搬型衛星電話

（屋外用），可搬型トランシーバ（屋内用）等を整備する。 

支援組織は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設内外と通信連

絡を行い，関係各所と連携を図るための統合原子力防災ネットワ

ークに接続する通信連絡設備等（テレビ会議システムを含む。）

を備えた緊急時対策所を整備する。 

また，電源が喪失し照明が消灯した場合でも，迅速な現場への

移動，操作及び作業を実施し，作業内容及び現場状況の情報共有

を実施できるように可搬型照明を整備する。 
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(ｉ) 支援組織は，ＭＯＸ燃料加工施設及び再処理施設の状態及び重

大事故等対策の実施状況について，全社対策本部，国，関係地方

公共団体等の社内外関係機関への通報連絡が実施できるように，

衛星電話設備及び統合原子力防災ネットワ－クを用いた通信連絡

設備等を配備し，広く情報提供を行う。 

(ｊ) 重大事故等発生時に，社外からの支援を受けることができるよ

うに支援体制を整備する。外部からの支援計画を定めるために，

あらかじめ支援を受けることができるようにプラントメーカ，協

力会社，燃料供給会社及び他の原子力事業者等関係機関との重大

事故等発生時の支援活動に係る覚書又は協定等の締結を行う。 

非常時対策組織本部の本部長（原子力防災管理者）は，ＭＯＸ

燃料加工施設及び再処理施設において，警戒事象が発生した場合

には警戒態勢を，特定事象が発生した場合には第１次緊急時態勢

を，原災法第15条第１項に該当する事象が発生した場合には第２

次緊急時態勢を発令するとともに社長へ直ちにその旨を報告する。 

報告を受けた社長は，事業所外部からの支援を受けることがで

きるよう，警戒事象が発生した場合には全社における警戒態勢を，

特定事象が発生した場合には全社における第１次緊急時態勢を，

原災法第15条第１項に該当する事象が発生した場合には全社にお

ける第２次緊急時態勢を直ちに発令し，全社対策本部の要員を非

常招集する。 

社長は，全社における警戒態勢，第１次緊急時態勢又は第２次

緊急時態勢を発令した場合，速やかに事務建屋に全社対策本部を

設置し，全社対策本部の本部長としてその職務を行う。社長が不

在の場合は，あらかじめ定めた順位に従い，副社長又は社長が指
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名する役員がその職務を代行する。 

全社対策本部は，全社体制で非常時対策組織が重大事故等対策

に専念できるように技術面及び運用面で支援する。 

全社対策本部は，原子力事業所災害対策支援拠点の設置を行う

とともに，プラントメーカ，協力会社，燃料供給会社及び他の原

子力事業者等関係機関と連携して技術的な支援が受けられる体制

を整備する。 

全社対策本部の本部長は，全社対策本部の各班等を指揮し，非

常時対策組織の行う応急措置の支援を行うとともに，必要に応じ

全社活動方針を示す。また，原子力規制庁緊急時対応センターの

対応要員を指名し，指名された対応要員は，原子力規制庁緊急時

対応センターに対して各施設の状況，支援の状況を説明するとと

もに，質問対応等を行う。 

全社対策本部は，事務局（全社対策本部の運営，非常時対策組

織との情報連絡，社外からの問合せ対応を含む社外との情報連絡

の総括，非常時対策組織が実施する応急措置状況の把握，全社対

策本部の本部長への報告及び全社対策本部の本部長の活動方針に

基づく関係各設備の応急措置に対する指導又は助言），電力対応

班（プラントメーカ，協力会社，燃料供給会社及び他の原子力事

業者等関係機関への協力要請並びにそれらの受入れ対応，原子力

事業所災害対策支援拠点の運営），放射線情報収集班（非常時対

策組織の支援組織の放射線管理班が実施する放射線影響範囲の推

定及び評価結果の把握並びに全社対策本部の本部長への報告及び

非常時対策組織の支援組織の放射線管理班が実施する放射線防護

上の措置について必要に応じた支援），総務班（当社従業員等の
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安否の状況の確認，非常時対策組織の支援組織の総務班が実施す

る避難誘導状況の把握並びに必要に応じた非常時対策組織の支援

組織の総務班と協力して行う再処理事業部以外の人員に係る避難

誘導活動，負傷者発生に伴い非常時対策組織の支援組織の総務班

が実施する緊急時救護活動状況の把握及び必要に応じた指導又は

助言，非常時対策組織の支援組織の総務班から社外の医療機関へ

の搬送，治療の手配の依頼を受けた場合の関係機関への依頼），

広報班（記者会見，当社施設見学者の避難誘導及びオフサイトセ

ンター広報班等との連携），東京班（国，電気事業連合会及び報

道機関対応）及び青森班（青森県及び報道機関対応）で構成する。 

(２) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリ

ズムへの対応における事項 

大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場合に備えて，

公衆及び従事者を放射線被ばくのリスクから守ることを最大の目的と

し，以下の項目に関する手順書を整備するとともに，当該手順書に従

って活動を行うための体制及び資機材を整備する。整備に当たっては

過酷な大規模損壊が発生した場合においても，当該手順書等を活用し

た対策によって事象進展の抑制及び影響の緩和措置を講ずることがで

きるよう考慮する。 

・大規模損壊発生時において大規模な火災が発生した場合における消

火活動に関すること 

・重大事故等の発生を防止するための対策 

・対策の実施に必要な情報の把握 

・臨界事故の対策に関すること 

・核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失の対策に関すること 
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・その他の事故に関すること 

・重大事故等の対処に必要となる水の供給対策に関すること 

・重大事故等に対処するために必要な電源確保の対策に関すること 

・大規模損壊発生時における放射性物質の放出を低減するための対策

に関すること 

① 大規模損壊発生時に係る手順書の整備 

大規模損壊では，重大事故等時に比べてＭＯＸ燃料加工施設が受け

る影響及び被害の程度が大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なも

のと想定する。そのため，あらかじめシナリオを設定して対応するこ

とが困難である。 

したがって，工場等外への放射性物質の放出低減を最優先に考えた

対応を行うこととし，重大事故等対策において整備する手順書等に加

えて，可搬型重大事故等対処設備による対応を中心とした多様性及び

柔軟性を有するものとして整備する。 

大規模損壊に係る手順書を整備するに当たっては，重大事故等の要

因として考慮した自然現象を超えるような規模の自然災害がＭＯＸ燃

料加工施設の安全性に与える影響，故意による大型航空機の衝突その

他のテロリズムによるＭＯＸ燃料加工施設の広範囲にわたる損壊，不

特定多数の機器の機能喪失，大規模な火災等の発生などを考慮する。

また，重大事故等対策が機能せず，火災による核燃料物質の飛散又は

漏えいによる工場等外への放射性物質の放出に至る可能性も考慮する。 

大規模損壊への対処に当たっては，ＭＯＸ燃料加工施設の被害状況

を速やかに把握するための手順書及び被害状況を踏まえた優先事項の

実行判断を行うための手順書を整備する。また，重大事故等への対処

を考慮した上で，大規模な火災が発生した場合における消火活動，放
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射性物質の放出を低減するための対策及び重大事故等対策（以下「実

施すべき対策」という。）の内容を整理するとともに，判断基準及び

手順書を整備する。 

大規模な自然災害については，大規模損壊を発生させる可能性のあ

る自然災害の事象を選定した上で，整備した対応手順書の有効性を確

認する。 

故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムについては，様々

な状況を想定するが，その中でも施設の広範囲にわたる損壊，多数の

機器の機能喪失及び大規模な火災が発生してＭＯＸ燃料加工施設に大

きな影響を与える事象を前提とした対応手順書を整備する。 

ａ．大規模な自然災害への対応における考慮 

大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害を想定するに当た

っては，国内外の基準等で示されている外的事象を網羅的に抽出し，

その中から考慮すべき自然災害に対して，設計基準より厳しい条件

を想定する。 

また，ＭＯＸ燃料加工施設の安全性に与える影響及び重畳するこ

とが考えられる自然災害の組み合わせについても考慮する。 

さらに，事前予測が可能な自然現象については，影響を低減させ

るための必要な安全措置を講ずることを考慮する。 

ｂ．故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応におけ

る考慮 

テロリズムには様々な状況を想定するが，その中でも施設の広範

囲にわたる損壊，多数の機器の機能喪失及び大規模な火災が発生し

てＭＯＸ燃料加工施設に大きな影響を与える故意による大型航空機

の衝突及びその他のテロリズムを想定し，多様性及び柔軟性を有す
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る手段を構築する。 

ｃ．大規模損壊発生時の対応手順 

大規模損壊発生時における対応として，以下の項目の対応に必要

な手順書を整備する。 

(ａ) ＭＯＸ燃料加工施設の状態把握 

大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテ

ロリズムは，重大事故等時に比べてＭＯＸ燃料加工施設が受ける

影響及び被害の程度が大きく，発生直後にその規模ともたらされ

るＭＯＸ燃料加工施設の状態を正確に把握することは困難である。 

そのため，大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムが発生した場合は，以下の状況に応じて中央

監視室，再処理施設の中央制御室，緊急時対策所及び現場確認か

らＭＯＸ燃料加工施設の状態把握を行う。 

ⅰ．中央監視室の監視機能及び制御機能並びに再処理施設の中央制

御室及び緊急時対策所の監視機能が維持され，かつ，現場確認が

可能な場合 

中央監視室の監視機能及び制御機能並びに再処理施設の中央制

御室及び緊急時対策所の監視機能にてＭＯＸ燃料加工施設の状態

を平常運転時の運転監視パラメータによって確認しつつ，現場の

機器の起動状態及び受電状態並びに現場の状況を確認することに

よりＭＯＸ燃料加工施設の被害状況を確認する。 

ⅱ．中央監視室の監視機能及び制御機能並びに再処理施設の中央制

御室及び緊急時対策所の監視機能が一部又はすべてが機能喪失し

ているが，現場確認が可能な場合 

可能な限り中央監視室の監視機能及び制御機能並びに再処理施

－ 428 －



設の中央制御室及び緊急時対策所の監視機能にてＭＯＸ燃料加工

施設の状態を平常運転時の運転監視パラメータによって確認しつ

つ，現場の機器の起動状態及び受電状態並びに現場の状況を確認

することによりＭＯＸ燃料加工施設の被害状況を確認する。また，

機能喪失している機器については機能の回復操作を実施する。 

ⅲ．大規模損壊によって中央監視室の監視機能及び制御機能並びに

再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所の監視機能の一部又は

すべてが機能喪失しており，現場確認が不可能な場合 

可能な限り中央監視室の監視機能及び制御機能並びに再処理施

設の中央制御室及び緊急時対策所の監視機能にてＭＯＸ燃料加工

施設の状態を平常運転時の運転パラメータによって確認しつつ，

優先順位に従い，現場へのアクセスルートを可能な限り復旧する。

アクセスルートが確保され次第，確認できないパラメータを対象

にして，外からの目視による確認又は可搬型計器により，現場の

機器の起動状態及び受電状態並びに現場の状況を確認することに

よりＭＯＸ燃料加工施設の状態を把握する。また，機能喪失して

いる機器については回復操作を実施する。 

大規模損壊発生時は，ＭＯＸ燃料加工施設の状態を正確に把握

することが困難である。そのため，事故対応の判断が困難である

場合を考慮した判断フローを整備する。また，大規模損壊発生時

に使用する手順書を有効的かつ効果的に使用するため，適用の条

件を明確化するとともに，判断フローを明示することにより必要

な対策への移行基準を明確化する。 

(ｂ) 実施すべき対策の判断 

ＭＯＸ燃料加工施設の状態把握により，重大事故等対策が機能
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せず，火災による核燃料物質の飛散又は漏えいによる工場等外へ

の放射性物質の放出に至る可能性のある事故（以下（２）では「放

出事象」という。）や大規模損壊の発生を確認した場合は，実施

責任者（統括当直長）は得られた情報から対策への時間余裕を考

慮し，工場等外への放射性物質の放出による被害を最小限とする

よう，対策の優先順位を判断し，使用する手順書を臨機応変に選

択して緩和措置を行う。優先事項の項目を次に示す。 

ⅰ．大規模な火災が発生した場合における消火活動 

・消火活動 

ⅱ．放射性物質の放出を低減するための対策 

・放射性物質の放出の可能性がある場合による燃料加工建屋への

放水等による放出低減 

ⅲ．重大事故等対策 

・事故の発生防止及び拡大防止（影響緩和含む）に係る対策 

ⅳ．その他の対策 

・要員の安全確保 

・対応に必要なアクセスルートの確保 

・各対策の作業を行う上で重要となる区域の確保 

・電源及び水源の確保並びに燃料補給 

・人命救助 

大規模損壊発生時は，ＭＯＸ燃料加工施設が受ける影響及び被

害の程度が大きく，その被害範囲は広範囲で不確定なものと想定

する。そのため，実施すべき対策の判断に当たってのパラメータ

は，施設の被害やアクセスルート等の被害状況を踏まえた優先事

項の実行判断のもと，適切な手段により確認する。 
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ｄ．大規模損壊への対応を行うために必要な手順 

技術的能力審査基準の「１．２ 大規模な自然災害又は故意によ

る大型航空機の衝突その他テロリズムへの対応における要求事項」

の一から三及び「２．２ 大規模な自然災害又は故意による大型航

空機の衝突その他のテロリズムへの対応における要求事項」の一か

ら六までの活動を行うための手順書として，重大事故等対策で整備

する設備を活用した手順書等に加えて，事象進展の抑制及びその影

響の緩和に資するための多様性を持たせた手順書等を整備する。 

また，技術的能力審査基準の「１．１ 重大事故等対策における

要求事項」における１．１．１項並びに「２．１ 重大事故等対策

における要求事項」における２．１．１項から２．１．３項及び２．

１．５項から２．１．７項の要求事項に基づき整備する手順書に加

えて，大規模損壊の発生を想定し，中央監視室の監視及び制御機能

が喪失した場合も対応できるよう現場にてＭＯＸ燃料加工施設の状

態を監視する手順書，現場において直接機器を作動させるための手

順書等を整備する。 

(ａ) ９つの活動を行うための手順 

大規模損壊が発生した場合に対応する手順については，以下に

示す９つの活動を行うための手順を網羅する。 

ⅰ．大規模な火災が発生した場合における消火活動に関する手順 

大規模損壊発生時に大規模な火災が発生した場合における消火

活動として，故意による大型航空機の衝突に伴う航空機燃料火災

の発生を想定する。そのため，火災の発生状況を最優先で現場確

認し，大型化学高所放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消

防車を用いた延焼防止の消火活動並びに可搬型放水砲等を用いた
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泡消火又は放水による消火活動についての手順書を整備する。ま

た，事故対応を行うためのアクセスルート上の火災，操作の支障

となる火災等の消火活動も想定して手順書を整備する。本手順書

の整備に当たっては，臨界安全に及ぼす影響を考慮する。 

ⅱ．重大事故等の発生を防止するための対策に関する手順 

(ⅰ) 臨界事故 

ＭＯＸ燃料加工施設において，臨界事故は発生が想定されな

いことから，臨界事故の発生を防止するための対策に関する手

順はない。 

(ⅱ) 核燃料物質等の閉じ込める機能の喪失 

大規模損壊発生時における重大事故の発生を仮定するグロー

ブボックスに係る設計基準対象の施設として機能を期待するグ

ローブボックス温度監視装置の感知機能又はグローブボックス

消火装置の消火機能の喪失を確認した場合の手順として，排風

機停止，工程停止及び電源遮断の手順書を整備する。 

(ⅲ) その他の事故 

ＭＯＸ燃料加工施設において，その他の事故の発生を防止す

るための対策に関する手順はない。 

ⅲ．対策の実施に必要な情報の把握に関する手順 

対策の実施に必要な情報は，「ロ．(ロ)(２)①ｃ．(ａ) ＭＯ

Ｘ燃料加工施設の状態把握」にて整備する手順書を用いて情報を

把握する。 

また，重大事故等の対処に必要となる情報の把握は，各重大事

故等対策で整備する手順書にて整備する。 

ⅳ．臨界事故の対策に関する手順等 

－ 432 －



ＭＯＸ燃料加工施設において，臨界事故は発生が想定されない

ことから，臨界事故の対策に関する手順はない。 

ⅴ．核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失の対策に関する手順等 

大規模損壊発生時における核燃料物質等を閉じ込める機能の喪

失に対処するための手順を定めた手順書を整備する。 

ⅵ．その他の事故の対策に関する手順等 

ＭＯＸ燃料加工施設において，その他の事故の対策に関する手

順はない。 

ⅶ．重大事故等の対処に必要となる水の供給対策に関する手順等 

大規模損壊発生時における水の供給に関する手順を定めた手順

書を整備する。 

ⅷ．重大事故等に対処するために必要な電源確保の対策に関する手

順等 

大規模損壊発生時における電源確保に関する手順を定めた手順

書を整備する。 

ⅸ．大規模損壊発生時における放射性物質の放出を低減するための

対策に関する手順等 

大規模損壊発生時における放射性物質の放出を低減するための

手順書を整備する。 

② 大規模損壊の発生に備えた体制の整備 

大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場合における

体制については，「ロ．(ロ) (１) ④ 手順書の整備，訓練の実施

及び体制の整備」に基づいた体制を基本とする。また，以下のとおり

大規模損壊発生時の体制，対応するための要員への教育及び訓練，要

員被災時の指揮命令系統の確立，拠点活動及び支援体制について，流
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動性をもって柔軟に対応できるよう整備する。 

ａ．大規模損壊発生時の体制 

大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場合に，事

故原因の除去，事故の拡大防止及びその他必要な活動を迅速，かつ，

円滑に実施するため，「ロ．(ロ)(１)④ 手順書の整備，訓練の実

施及び体制の整備」に基づいた体制を基本とする。大規模損壊の発

生に伴う要員の被災，中央監視室の機能喪失等により，体制が部分

的に機能しない場合においても，流動性をもって柔軟に対応できる

体制を整備する。 

また，建物の損壊等により対応を実施する要員が被災するような

状況においても，宿直者を含めた敷地内に勤務している要員を最大

限に活用する等の柔軟な対応をとることができる体制とする。 

ｂ．大規模損壊への対応のための要員への教育及び訓練 

大規模損壊発生時において，事象の種類及び事象の進展に応じて

的確，かつ，柔軟に対応するために必要な力量を確保するため，実

施組織及び自衛消防隊の要員への教育及び訓練については，重大事

故等への対処として実施する教育及び訓練に加え，過酷な状況下に

おいても柔軟に対応できるよう大規模損壊発生時の対応手順及び事

故対応用の資機材の取扱い等を習得するための教育及び訓練を実施

する。また，実施責任者（統括当直長）及びその代行者を対象に，

通常の指揮命令系統が機能しない場合を想定した個別の教育及び訓

練を実施する。さらに，実施組織要員に対して，実施組織要員の役

割に応じて付与される力量に加え，流動性をもって柔軟に対応でき

るような力量を確保していくことにより，本来の役割を担う実施組

織要員以外の要員でも助勢等ができるよう教育及び訓練の充実を図
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る。 

航空機衝突による大規模な火災への対処のための教育及び訓練は，

航空機落下による消火活動に対する知識の向上を図ることを目的に，

実施組織要員に対して空港における航空機火災の消火訓練の現地教

育並びに大型化学高所放水車，消防ポンプ付水槽車及び化学粉末消

防車による泡消火訓練や粉末噴射訓練等を実施する。 

ｃ．大規模損壊発生時の要員確保及び通常とは異なる指揮命令系統の

確立の基本的な考え方 

大規模損壊発生時には，要員の被災によって通常の非常時対策組

織の指揮命令系統が機能しない場合も考えられる。このような状況

においても，招集により確保した要員の指揮命令系統が確立できる

よう，大規模損壊発生時に対応するための体制を整備する。 

整備に当たっては平日の日中，平日の夜間又は休日での環境の違

いを考慮し，要員を確保する。また，平日の夜間及び休日に宿直す

る副原子力防災管理者を含む宿直者は，大規模な自然災害又は故意

による大型航空機の衝突その他のテロリズムが発生した場合におい

ても対応できるよう，分散して待機する。 

大規模損壊と同時に大規模な火災が発生している場合においても

指揮命令系統を明確にした上で，消火活動を行う要員が消火活動を

実施できるよう体制を整備する。 

また，大規模損壊発生時において，社員寮，社宅等からの参集に

時間を要する場合も想定し，実施組織要員により当面の間は事故対

応を行うことができる体制とする。 

ｄ．大規模損壊発生時の活動拠点 

大規模損壊発生時は，「ロ．(ロ)(１)④ 手順書の整備，訓練の
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実施及び体制の整備」に基づいた体制の整備と同様に，実施組織は

再処理施設の中央制御室を活動拠点とする。実施組織のうち，ＭＯ

Ｘ燃料加工施設対策班は，中央監視室を活動拠点とする。支援組織

は緊急時対策所を活動拠点とする。また，工場等外への放射性物質

の大量放出のおそれ又は故意による大型航空機の衝突が生じたこと

により，中央監視室が使用できなくなる場合には，ＭＯＸ燃料加工

施設対策班は再処理施設の中央制御室に活動拠点を移行し，対策活

動を実施する。再処理施設の中央制御室が使用できなくなる場合に

は，実施組織要員は緊急時対策所に活動拠点を移行し，対策活動を

実施するが，緊急時対策所が機能喪失する場合も想定し，緊急時対

策所以外に代替可能なスペースも状況に応じて活用する。 

気体状の放射性物質が大気中へ大規模に放出した場合は，再処理

施設及びＭＯＸ燃料加工施設周辺の線量率が上昇する。そのため，

気体状の放射性物質が大気中へ大規模に放出されるおそれがある場

合は，緊急時対策所にとどまり活動する要員以外の要員は不要な被

ばくを避けるため，再処理事業所構外へ一時退避する。緊急時対策

所については，緊急時対策建屋換気設備を再循環モード又は緊急時

対策建屋加圧ユニットによる加圧によって緊急時対策所の居住性を

確保し，要員の放射線影響を低減させ，気体状の放射性物質が通過

後，活動を再開する。緊急時対策所にとどまり活動する要員以外の

要員の再処理事業所構外への一時退避については，再処理事業所か

ら離れることで放射線影響を低減させ，気体状の放射性物質が通過

後，再処理事業所へ再参集する。 

ｅ．大規模損壊発生時の支援体制の確立 

大規模損壊発生時における全社対策本部の設置による支援体制は，
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「ロ．(ロ)(１)④ 手順書の整備，訓練の実施及び体制の整備」に

基づき整備する支援体制と同様である。 

大規模損壊発生時において外部からの支援が必要な場合は，「ロ．

(ロ)(１)③ 支援に関する事項」と同様の方針を基本とし，他の原

子力事業者及び原子力緊急事態支援組織へ応援要請し，技術的な支

援を受けられるよう体制を整備する。また，原子力事業者間と必要

な契約を締結して連絡体制の構築，協力会社より現場作業や資機材

輸送等に係る要員の派遣を要請できる体制及びプラントメーカによ

る技術的支援を受けられる体制を構築する。 

③ 大規模損壊の発生に備えた設備及び資機材の配備 

大規模損壊の発生に備え，大規模損壊発生時の対応手順に従って活

動を行うために必要な設備及び資機材は，重大事故等発生時に使用す

る重大事故等対処設備及び資機材を用いることを基本とし，これらは

次に示す重大事故等対処設備の配備の基本的な考え方に基づき配備す

る。 

ａ．大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロ

リズムへの対応に必要な設備の配備及び当該設備の防護の基本的な

考え方 

可搬型重大事故等対処設備は，設計基準事故に対処するための設

備の安全機能又は常設重大事故等対処設備の重大事故等に対処する

ために必要な機能と共通要因によって同時にその機能が損なわれる

おそれがないよう，共通要因の特性を踏まえ，可能な限り多様性，

独立性，位置的分散を考慮して保管する。 

また，可搬型重大事故等対処設備は，地震，津波，その他の自然

現象又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズム，設計基
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準事故に対処するための設備及び重大事故等対処設備の配置その他

の条件を考慮した上で常設重大事故等対処設備と異なる保管場所に

保管する。 

屋外に保管する可搬型重大事故等対処設備は，自然現象，人為事

象及び故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムに対して，

設計基準事故に対処するための設備の安全機能又は常設重大事故等

対処設備の重大事故等に対処するために必要な機能と同時にその機

能を損なわれるおそれがないよう，設計基準事故に対処するための

設備又は常設重大事故等対処設備これらを考慮して設置される建屋

の外壁から 100ｍ以上の離隔距離を確保した場所に保管するととも

に異なる場所にも保管することで位置的分散を図る。 

ｂ．大規模損壊に備えた資機材の配備に関する基本的な考え方 

資機材については，大規模な火災の発生，通常の通信手段が使用

不能及び外部支援が受けられない状況を想定し，必要な消火活動を

実施するために着用する防護具，消火剤等の資機材，可搬型放水砲

等の設備，放射性物質の放出及び化学薬品の漏えいを考慮した防護

具，復旧作業時等の作業環境を確保するための資機材，ＭＯＸ燃料

加工施設の内外の連絡に必要な通信手段を確保するための複数の多

様な通信手段等を配備する。また，そのような状況においても資機

材の使用が期待できるよう，同時に影響を受けることがないように

ＭＯＸ燃料加工施設から 100ｍ以上離隔をとった場所に分散配置す

る。 

 

(ハ) 有効性評価 

(１) 重大事故等の対処に係る有効性評価の基本的な考え方 
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重大事故の発生を仮定する際の条件を設定し，これによる安全上重

要な施設の機能喪失の範囲を整理することで重大事故の発生を仮定す

る機器を特定し，重大事故が単独で，同時に又は連鎖して発生するこ

とを仮定する。また，特定された重大事故の発生を仮定する機器に対

し，重大事故等対策が有効であることを示すため，評価項目を設定し

た上で，評価の結果を踏まえて，設備，手順及び体制の有効性を評価

する。 

① 重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮

定する機器の特定 

ａ．重大事故の発生を仮定する際の考え方 

(ａ) 外的事象の考慮 

設計基準対象の施設では，設計基準事故に対処するための設備

の設計として想定すべき規模の外的事象に対して，当該設備の機

能を維持するよう設計の条件を設定しているが，重大事故を仮定

する際には，この設計の条件を超える規模の外的事象を要因とし

て，重大事故の発生の有無を検討した。 

その検討においては，設計基準対象の施設の設計で考慮した地

震，火山の影響等の56の自然現象及び航空機落下（衝突，火災），

有毒ガス等の24の人為事象を対象とした。 

検討の対象とした事象のうち，ＭＯＸ燃料加工施設周辺では起

こり得ないもの，重大事故を引き起こさないことが明らかなもの

及び発生頻度が極めて低いものは除外した。また，「三．ロ．(ト)(１)

① 外部からの衝撃による損傷の防止」に示すとおり，火山の影

響（降下火砕物によるフィルタの目詰まり）に対しては工程停止，

送排風機の停止等を行うことにより，施設を安定な状態に導くこ
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とができること，森林火災や積雪，火山（降下火砕物による積載

荷重）については，それぞれ消火活動を行うこと，堆積した雪又

は降下火砕物を除去することにより重大事故に至る前までに対処

が可能であることから除外した。 

この結果，設計基準事故に対処するための設備の設計の条件を

超える規模の外的事象により重大事故の要因となるおそれのある

事象として地震を抽出した。 

その上で，ＭＯＸ燃料加工施設で取り扱う核燃料物質の形態や，

崩壊熱を踏まえるには全工程を停止し，交流電源を遮断すれば核

燃料物質は静置される状態になることから，安全上重要な施設の

機能喪失の組合せについては，動的機器及び基準地震動の1.2倍の

地震動を考慮した際に機能維持できる設計としない静的機器につ

いて，外部への放射性物質の放出を考えた場合に厳しい条件とな

るよう，機能の喪失の有無を設定する。 

(ｂ) 内的事象の考慮 

内的事象については，設計基準事故を選定するに当たって考慮

した動的機器の単一故障及び短時間の全交流電源喪失に対して，

それぞれ設計基準事故において考慮した機器等の機能喪失の想定

を超える条件を想定する。 

想定に当たっては，動的機器の多重故障（多重の誤作動及び誤

操作を含む。）及び長時間の全交流電源喪失を考慮し，外部への

放射性物質の放出を考えた場合に厳しい条件となるよう，機能の

喪失の有無を設定する。 

(ｃ) 事象の重ね合わせ 

異なる事象の重ね合わせについて，(ａ)で抽出された外的事象
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は地震のみであること，内的事象（動的機器の多重故障）は，関

連性が認められない偶発的な事象となることから重ね合わせの必

要はない。 

(ｄ) 個々の重大事故の発生の仮定 

重大事故の発生を仮定する機器は，上記のとおり整理した機能

喪失の範囲を踏まえ，重大事故が単独で，又は同種の重大事故が

複数の機器で同時に発生するものとして，以下のとおり外的事象

（地震）を要因とした場合及び内的事象（動的機器の多重故障）

を要因とした場合の重大事故の発生を仮定する機器を特定した。

この際，設計基準対象の施設で事象の収束が可能か又は機能喪失

時の公衆への影響が平常時と同程度かについて評価を実施し，い

ずれかの条件に該当する場合には重大事故の発生を仮定する機器

として特定しない。 

ⅰ．臨界事故 

臨界事故は，臨界が発生することで気体状の放射性物質が発生

する等により，外部への放射性物質の放出量が増加するものであ

る。 

外的事象（地震）を要因とした場合には工程の停止により核燃

料物質の移動が停止すること，また，設備が損傷し，ＭＯＸ粉末

の漏えいを想定したとしても，未臨界質量を超えることは無いこ

とから臨界事故の発生は想定できない。 

内的事象（動的機器の多重故障）を要因とした場合には質量管

理を行うグローブボックスにおいて，誤搬入防止機能の多重故障

を考慮しても未臨界質量を超えることはないことから，臨界事故

の発生を想定できない。 
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臨界事故は，核分裂の連鎖反応によって放射性物質が新たに生

成され，直ちに放射性物質が外部に放出されるおそれがある。こ

のことから，技術的な想定を超えて，関連性が認められない偶発

的な事象の一定程度の同時発生を考慮して臨界の発生を検討する。 

具体的には，臨界の発生に必要な核燃料物質の集積状態に至る

には，相当数の機器の故障と誤作動の発生を仮定し，複数回のＭ

ＯＸ粉末の誤搬入が必要となる。しかしながら，その状態に至る

までには運転員の引継ぎ時の確認等により異常を検知して必要な

対処ができるため，臨界事故の発生は想定できない。 

以上のことから，臨界事故は重大事故として想定できない。 

ⅱ．核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失 

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失の検討に当たっては，設

計基準事故を選定する際の考え方と同様に，「グローブボックス

内でのＭＯＸ粉末の飛散」，「グローブボックスの破損」及び「外

部に放出する状態に至る駆動力となる事象の発生（火災）」（以

下ⅱ．では「候補事象」という。）を重大事故の起因となり得る

事象として抽出するとともに，外的事象及び内的事象を要因とし

た場合の機能喪失を考慮して外部への放射性物質の放出による事

故の発生の可能性を検討する。 

ただし，内的事象で抽出した要因のうち，長時間の全交流電源

喪失を要因とした場合には，これにより工程が停止するとともに，

気体廃棄物の廃棄設備の建屋排風機，工程室排風機，グローブボ

ックス排風機，送風機及び窒素循環ファン並びに非管理区域換気

空調設備（以下「全送排風機」という。）も停止するため，ＭＯ

Ｘ粉末が静置された状態となること，グローブボックス内の窒素
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雰囲気が一定時間維持されること等から，いずれの候補事象も発

生することは想定されない。 

また，動的機器の多重故障を要因とした場合には，容器の落下

又は転倒が考えられるが，グローブボックス床面及び側面は容器

の落下又は転倒に対して破損しないよう設計することから，グロ

ーブボックスの破損が発生することは想定されない。 

グローブボックスのうち，非密封で，露出した状態でＭＯＸ粉

末を取り扱い，内装機器に潤滑油を有するもの（以下「火災源を

有するグローブボックス」という。）は内装機器も含めて基準地

震動の1.2倍の地震動を考慮した際に機能維持できる設計としてい

る。 

このことから，火災源を有するグローブボックスにおいては，

外的事象（地震）を要因とした場合には，「グローブボックス内

でのＭＯＸ粉末の飛散」及び「グローブボックスの破損」は想定

されない。 

グローブボックスのうち，非密封で，露出した状態でＭＯＸ粉

末を取り扱うが，内装機器に潤滑油を有していないもの（以下「火

災源が無いグローブボックス」という。）は，内装機器を含めて

基準地震動に対して機能維持する設計としている。 

このことから，火災源が無いグローブボックスについては，外

的事象（地震）及び内的事象（動的機器の多重故障）を要因とし

た場合には，「外部に放出する状態に至る駆動力となる事象の発

生（火災）」は想定されない。 

以上を踏まえ，「グローブボックス内でのＭＯＸ粉末の飛散」

については，火災源を有するグローブボックスで内的事象（動的
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機器の多重故障）を要因とした場合及び火災源が無いグローブボ

ックスで外的事象（地震）又は内的事象（動的機器の多重故障）

を要因とした場合に発生することを想定する。 

「グローブボックスの破損」については，火災源が無いグロー

ブボックスで外的事象（地震）を要因とした場合に発生すること

を想定する。 

「外部に放出する状態に至る駆動力となる事象の発生（火災）」

については，火災源を有するグローブボックスで外的事象（地震）

及び内的事象（動的機器の多重故障）を要因とした場合に発生す

ることを想定する。 

(ⅰ) グローブボックス内でのＭＯＸ粉末の飛散 

外的事象（地震）を要因とした場合，火災源を有するグロー

ブボックス内においてＭＯＸ粉末を内包する容器の落下等によ

り，当該グローブボックス内にＭＯＸ粉末が飛散する可能性が

ある。 

この際，グローブボックス排気設備のグローブボックス排風

機が運転している場合には，ＭＯＸ粉末はグローブボックス排

気設備を主たる経路として，外部に放出されるが，それによる

公衆への影響は平常時の公衆への影響と同程度である。 

グローブボックス排気設備のグローブボックス排風機が停止

している場合には，ＭＯＸ粉末の一部が工程室に漏えいする可

能性があるが，グローブボックス排風機停止に係るインターロ

ック（グローブボックス排風機が停止した場合には工程室排風

機がインターロックにより停止する）又は動力電源の喪失によ

り工程室排気設備の工程室排風機も停止するため，外部への放
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射性物質の放出には至らない。 

以上のことから，外的事象（地震）を要因とした場合には，

本候補事象により重大事故の発生を仮定する機器は特定しない。 

内的事象として動的機器の多重故障を要因とした場合，火災

源を有するグローブボックス及び火災源が無いグローブボック

ス内において，ＭＯＸ粉末を内包する容器の落下防止機能又は

転倒防止機能の喪失によりＭＯＸ粉末が飛散する。 

動力電源及びグローブボックス排気設備がともに機能を維持

し，当該設備のグローブボックス排風機が運転している場合に

は，ＭＯＸ粉末は当該設備を主たる経路として外部に放出され

るが，それによる公衆への影響は平常時の公衆への影響と同程

度である。 

動力電源及びグローブボックス排気設備が，同時に又はいず

れか一方が機能喪失し，当該設備のグローブボックス排風機が

停止している場合には，ＭＯＸ粉末の一部が工程室に漏えいす

る可能性があるが，グローブボックス排風機停止に係るインタ

ーロック又は動力電源の喪失により，工程室排気設備の工程室

排風機も停止するため，外部への放出には至らない。 

以上のことから，内的事象（動的機器の多重故障）を要因と

した場合には本候補事象により重大事故の発生を仮定する機器

は特定しない。 

(ⅱ) グローブボックスの破損 

外的事象（地震）を要因とした場合，火災源が無いグローブ

ボックスの損壊やパネル脱落等の大規模な破損は想定しがたい

ものの，損傷等により隙間が生じ，グローブボックスのパネル

－ 445 －



表面に付着しているＭＯＸ粉末等の一部が当該グローブボック

ス内に飛散し，その一部が工程室に漏えいする可能性がある。 

この際，グローブボックス排気設備のグローブボックス排風

機が運転している場合には，ＭＯＸ粉末はグローブボックス排

気設備が主たる経路として外部に放出されるが，それによる公

衆への影響は平常時の公衆への影響と同程度である。また，工

程室に漏えいするＭＯＸ粉末の量は，平常時における公衆の線

量評価に影響を与えるほど有意なものとならない。 

グローブボックス排気設備のグローブボックス排風機が停止

している場合には，ＭＯＸ粉末が工程室に漏えいする可能性が

あるが，グローブボックス排風機停止に係るインターロック又

は動力電源の喪失により工程室排気設備の工程室排風機も停止

するため，外部への放出には至らない。 

以上のことから外的事象（地震）を要因とした場合には，本

候補事象により重大事故の発生を仮定する機器は特定しない。 

(ⅲ) 外部に放出する状態に至る駆動力となる事象の発生（火災） 

火災源を有するグローブボックス内における火災については，

当該グローブボックス内を窒素雰囲気とすること，可燃性物質

の漏えい防止等の火災の発生防止対策を講じており，火災の発

生は想定しがたい。しかしながら，グローブボックス内火災が

発生した場合には，静置されていたＭＯＸ粉末が上昇気流によ

り飛散すること及び当該グローブボックス内の雰囲気温度が上

昇することで気体が体積膨張し，これを駆動力として飛散した

ＭＯＸ粉末が外部へ放出される可能性がある。 

外的事象（地震）を要因とした場合には，地震により当該グ
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ローブボックス内を窒素雰囲気とする設備の損傷，潤滑油の漏

えい等が重なることにより，燃焼の３要素が揃い火災が発生す

ること及び設計基準事故に対処する設備であるグローブボック

ス消火装置等が機能しないことを仮定する。この際，グローブ

ボックス排気設備のグローブボックス排風機を運転している場

合には，飛散したＭＯＸ粉末は当該設備を主たる経路として設

計基準事故の想定を超えて外部に放出される。グローブボック

ス排気設備のグローブボックス排風機が停止している場合には，

当該グローブボックス内の負圧が維持されなくなることから，

飛散したＭＯＸ粉末の一部は工程室に漏えいする。火災による

温度上昇に伴う当該グローブボックス内及び工程室内の雰囲気

の体積膨張を駆動力として，ＭＯＸ粉末はグローブボックス排

気設備又は工程室排気設備を経由して外部に放出される。以上

のことから，外的事象（地震）を共通要因として全ての火災源

を有するグローブボックスにおいて重大事故が発生することを

仮定する。 

内的事象（動的機器の多重故障）を要因とした場合には，関

連性が認められない偶発的な事象が同時発生しなければ火災の

発生は想定されないため，外的事象を要因とした場合よりも火

災の発生は想定しがたいが，技術的な想定を超えて燃焼の３要

素が揃い火災が発生すること及び設計基準事故に対処する設備

であるグローブボックス消火装置等が機能しないことを仮定す

る。この際，グローブボックス排気設備のグローブボックス排

風機が運転している場合には，飛散したＭＯＸ粉末はグローブ

ボックス排気設備を主たる経路として設計基準事故の想定を超
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えて外部に放出される。 

動力電源及びグローブボックス排気設備とが同時に又はいず

れか一方が機能喪失し，当該グローブボックス排風機が停止し

ている場合には，飛散したＭＯＸ粉末の一部が工程室に漏えい

する。この場合，火災による温度上昇に伴う当該グローブボッ

クス内又は工程室内の雰囲気の体積膨張を駆動力として，ＭＯ

Ｘ粉末はグローブボックス排気設備又は工程室排気設備を経由

して，外部に放出される。内的事象（動的機器の多重故障）に

おいては，共通要因である複数のグローブボックスで重大事故

が発生することは想定しがたいため，８基のグローブボックス

のうちいずれか１基で重大事故が発生することを仮定する。 

なお，焼結炉等で取り扱う，水素・アルゴン混合ガスの水素

濃度は，設計基準で想定した状態を超える条件として多重の誤

動作及び故障を想定しても，９vol％を超えない設計としている

ことから，爆発は想定されない。 

(ⅳ) 候補事象の重畳 

上記の検討結果のとおり，内的事象（動的機器の多重故障）

を要因とした場合に火災源を有するグローブボックスにおいて，

候補事象のうち，「グローブボックス内でのＭＯＸ粉末の飛散」

及び「外部に放出する状態に至る駆動力となる事象の発生（火

災）」の発生を想定する。 

これらのうち，「グローブボックス内でのＭＯＸ粉末の飛散」

は単独では重大事故に至ることはないが，両候補事象の重畳に

より，重大事故が発生するか否かを検討した。その結果，共通

の要因で両事象が同時に発生することは想定されないことから，
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事象の組合せにより重大事故の発生を仮定する機器は新たに特

定されない。 

外的事象（地震）を要因とした場合に，火災源が無いグロー

ブボックスにおいて，候補事象のうち，「グローブボックス内

でのＭＯＸ粉末の飛散」及び「グローブボックスの破損」の発

生を想定する。これらはそれぞれ単独では重大事故に至ること

はないが，両候補事象の重畳により，重大事故が発生するか否

かを検討した。その結果，共通の要因で両事象が同時に発生し，

ＭＯＸ粉末がグローブボックス内に飛散及び工程室に漏えいす

る可能性がある。この際，グローブボックス排気設備のグロー

ブボックス排風機を運転している場合には，グローブボックス

内に飛散したＭＯＸ粉末はグローブボックス排気設備を主たる

経路として外部に放出されるが，それによる公衆への影響は平

常時の公衆への影響と同程度である。また，工程室に漏えいす

るＭＯＸ粉末の量は，平常時における公衆の線量評価に影響を

与えるほど有意なものではない。 

グローブボックス排気設備のグローブボックス排風機が停止

している場合には，グローブボックス排風機停止に係るインタ

ーロック又は動力電源の喪失により工程室排気設備の工程室排

風機も停止するため，外部への放射性物質の放出には至らない。 

以上のことから，外的事象（地震）を要因とした場合には，

事象の組合せにより重大事故の発生を仮定する機器は新たに特

定されない。 

以上(ⅰ)から(ⅳ)までの検討を踏まえ，外的事象（地震）を要

因とした場合には，全てのグローブボックスに影響を与えること
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が考えられることから，全ての火災源を有するグローブボックス

において，本重大事故が同時に発生することを仮定した。 

内的事象（動的機器の多重故障）を要因とした場合には，設計

基準事故の想定を超える条件として，関連性が認められない偶発

的な事象の同時発生を考慮して，重大事故の発生を仮定するグロ

ーブボックス８基のうちいずれか１基のグローブボックスで火災

が発生することを仮定した。 

 

重大事故の発生を仮定するグローブボックス 

予備混合装置グローブボックス 

均一化混合装置グローブボックス 

造粒装置グローブボックス 

回収粉末処理・混合装置グローブボックス 

添加剤混合装置Ａグローブボックス 

添加剤混合装置Ｂグローブボックス 

プレス装置Ａ（プレス部）グローブボックス 

プレス装置Ｂ（プレス部）グローブボックス 

 

(ｅ) 重大事故が同時に又は連鎖して発生する場合の想定 

事業許可基準規則の解釈第22条に基づき，重大事故が単独で又

は同種の重大事故が複数の機器で同時に発生することの想定に加

えて，異種の重大事故が同時に発生する場合又は発生した重大事

故の影響を受けて連鎖して発生する場合について以下のように想

定する。 

ⅰ．重大事故が同時に発生する場合 
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重大事故が同時に発生する場合については，同種の重大事故が

同時に発生する場合及び異種の重大事故が同時に発生する場合を

考える。 

外的事象（地震）を要因とした場合には，全てのグローブボッ

クスに影響を与えることが考えられることから，非密封で露出し

た状態でＭＯＸ粉末を取り扱い，潤滑油を有する８基のグローブ

ボックスにおいて同種の重大事故が同時に発生することを仮定す

る。このような同種の重大事故が同時に発生する場合の想定につ

いては，「(ｄ)ⅱ．核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失」のと

おりである。 

また，異種の重大事故が同時に発生する場合については，「(ｄ)

ⅰ．臨界事故」に示したとおり，外的事象（地震）及び内的事象

（動的機器の多重故障）を考慮した場合においても臨界事故の発

生は想定できないことから，異種の重大事故の同時発生は想定で

きない。 

ⅱ．重大事故が連鎖して発生する場合 

重大事故が連鎖して発生する場合の想定については，ある重大

事故が発生した場合における通常時からの状態の変化等が，その

他の重大事故の発生の要因となり得るものかどうかを確認する。

この状態の変化等については，重大事故の有効性評価の結果を考

慮する必要があることから，重大事故の連鎖については，重大事

故の有効性評価の中で確認し，要因になり得る場合には，連鎖を

想定した対処を検討する。 

② 概要 

ＭＯＸ燃料加工施設において，重大事故が発生した場合において，
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重大事故の拡大防止対策が有効であることを示すため，「ロ．(ハ)(１)

①重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮

定する機器の特定」において特定した重大事故に対し，以下のとおり

評価対象を整理し，対応する評価項目を設定した上で，評価の結果を

踏まえて，設備，手順及び体制の有効性を評価する。 

有効性評価は，「ロ．(ハ)(１)①重大事故の発生を仮定する際の条

件の設定及び重大事故の発生を仮定する機器の特定」において特定さ

れた重大事故ごとに，同じ種類の重大事故がどの範囲で発生するかを

整理した上で実施し，重大事故の事故影響を明らかにする。 

③ 評価対象の整理及び評価項目の設定 

「ロ．(ハ)(１)①重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重

大事故の発生を仮定する機器の特定」において考慮した重大事故の発

生を仮定する際の条件を基に，重大事故の発生を防止している安全機

能の喪失の範囲及び生ずる環境変化に着目し，拡大防止対策の有効性

を確認するための代表事象を選定して，有効性評価を行う。 

有効性評価に際しては，事故や設備の特徴を踏まえて有効性を確認

するための評価項目を設ける。 

④ 評価に当たって考慮する事項 

有効性評価は，重大事故等対処設備としている設備を用いたものを

対象とする。手順及び体制としては，その他の拡大防止対策との関係

を含めて必要となる燃料及び電源の資源や要員を整理した上で，安全

機能の喪失に対する仮定，実施組織要員の操作時間に対する仮定，環

境条件を考慮して，事態が収束する時点までを対象とする。 

⑤ 有効性評価に使用する計算プログラム 

有効性評価において，計算プログラムは使用していない。 
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⑥ 有効性評価における条件設定 

有効性評価における評価の条件設定については，「ロ．(ハ)(１)④

評価に当たって考慮する事項」による仮定を考慮するとともに，事象

進展の不確かさを考慮して，設計値等の現実的な条件を設定すること

を基本とする。 

⑦ 評価の実施 

有効性評価は，発生を想定する重大事故の特徴を基に重大事故等の

進展を考慮し，放射性物質の放出に寄与するパラメータ又はパラメー

タの推移を評価する。また，対策の実施により事態が収束することを

確認する。 

⑧ 評価条件の不確かさの影響評価 

評価の条件の不確かさの影響評価として，運転員等操作時間に与え

る影響及び評価項目に与える影響を確認し，それらの影響を踏まえて

も拡大防止対策の実現性に問題なく，評価項目を満足することを確認

する。 

⑨ 重大事故の同時発生又は連鎖 

「ロ．(ハ)(１)①重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重

大事故の発生を仮定する機器の特定」の結果に基づき，重大事故が同

時に発生する範囲を特定し，有効性評価を実施する。また，「ロ．(ハ)(１)

①重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重大事故の発生を仮

定する機器の特定」で特定した重大事故を対象として検討することで，

その他の重大事故が発生するかを分析する。 

⑩ 必要な要員及び資源の評価 

必要な要員は，重大事故が同時に又は連鎖して発生することを想定

しても，ＭＯＸ燃料加工施設として評価項目を満たすために必要な要
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員を確保できる体制となっていることを評価する。資源は，重大事故

が同時に又は連鎖して発生することを想定しても，重大事故に至るお

それがある事故が発生してから７日間は外部支援がないものとして，

ＭＯＸ燃料加工施設単独で措置を継続して実施できることを確認する。 

(２) 重大事故等に対する対策の有効性評価 

① 臨界事故への対処 

「ロ．(ハ)(１)①重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重

大事故の発生を仮定する機器の特定」に示すとおり，臨界事故の発生

は想定されないことから，臨界事故への対処に関する有効性評価は不

要である。 

② 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失への対処 

ａ．事故の特徴及びその対策 

(ａ) 事故の特徴 

ＭＯＸ燃料加工施設においては，非密封，露出した状態のＭＯ

Ｘ粉末は地下３階に設置されるグローブボックス内で取り扱うこ

ととしており，グローブボックス内を窒素雰囲気とすること，潤

滑油を機器に収納すること，着火源となる動的機器の設置を限定

すること等の火災の発生防止を講ずるとともに，グローブボック

ス温度監視装置及びグローブボックス消火装置を設置している。

また，非密封のＭＯＸ粉末を取り扱うグローブボックス，グロー

ブボックスが設置される工程室及び工程室を取り囲む建屋はそれ

ぞれグローブボックス排気設備，工程室排気設備及び建屋排気設

備により換気され，それぞれ内側の圧力が低くなるよう設計して

いる。 

グローブボックス内で火災が発生した場合には，火災の影響に
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より，ＭＯＸ粉末の一部がグローブボックス内に飛散し，工程室

に漏えいする可能性がある。 

飛散又は漏えいしたＭＯＸ粉末は，火災による雰囲気温度が上

昇することで，気体が体積膨張し，これを駆動力としてグローブ

ボックス排気設備及び工程室排気設備を経由して，設計基準事故

の想定を超えて，外部へ放出する。 

(ｂ) 有効性評価の代表 

本重大事故は，重大事故の発生を仮定するグローブボックスの

全てにおいて発生を仮定する。 

本重大事故の要因のうち，地震は機器の機能喪失の範囲が広く，

対処のための環境条件も悪いこと等から，地震を要因とした重大

事故を有効性評価の代表とする。 

(ｃ) 対策の考え方 

設計基準対象の施設である，グローブボックス温度監視装置の

感知機能又はグローブボックス消火装置の機能喪失を確認した場

合には，重大事故等の発生防止対策として，ＭＯＸ粉末をグロー

ブボックス内に静置した状態を維持するため，全工程停止を行う

とともに，グローブボックスが空気雰囲気となることを防止する

ための全送排風機の停止及び着火源排除のための動力電源の遮断

により，火災の発生を未然に防止する。 

重大事故の発生を仮定するグローブボックスで火災が発生し継

続した場合，ＭＯＸ粉末はグローブボックス内に飛散し、工程室

へ漏えいする可能性があることから，重大事故の拡大防止対策と

して，設計基準対象の施設とは異なる設備により火災を感知して

消火するとともに，外部への放出経路を遮断し，ＭＯＸ粉末が外
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部へ放出される事態を収束する。 

これらを実施した後，工程室内雰囲気が安定した状態であるこ

とを確認した後に，ＭＯＸ粉末を回収する。その際，作業環境を

確保するために，核燃料物質等を閉じ込める機能の回復に係る作

業を行う。 

(ｄ) 具体的対策 

設計基準対象の施設であるグローブボックス温度監視装置の感

知機能又はグローブボックス消火装置の消火機能の喪失等を確認

した場合は，発生防止対策として，地上１階の中央監視室におい

て，全工程停止を行うとともに，全送排風機の停止及び火災源を

有する機器の動力電源の遮断の状態確認（又は停止等の操作）を

行う。 

なお，地震の発生により，グローブボックスの負圧異常，酸素

濃度異常に係る警報を確認した場合には，同様の措置を講ずるこ

とにより，火災の発生を未然に防止する。 

設計基準対象の施設のグローブボックス温度監視装置の感知機

能又はグローブボックス消火装置の消火機能が喪失している状態

で火災が発生している場合には，拡大防止対策として，中央監視

室においてグローブボックスの火災源に設置された代替火災感知

設備である火災状況確認用温度計に可搬型グローブボックス温度

表示端末を接続することにより，グローブボックス内の温度を確

認する。 

可搬型グローブボックス温度表示端末の指示値が60℃を超える

場合は，中央監視室近傍から遠隔手動操作により，地下３階廊下

に設置された代替消火設備である遠隔消火装置を起動させ，消火
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剤（ハロゲン化物消火剤）を放出し，消火する。 

火災の影響によりグローブボックス内に飛散し，工程室に漏え

いしたＭＯＸ粉末は，火災によるグローブボックス及び工程室内

の雰囲気温度が上昇することで，気体が体積膨張し，これを駆動

力として，それぞれ高性能エアフィルタが設置されたグローブボ

ックス排気設備及び工程室排気設備を経由して外部への放出に至

る。 

火災の消火と並行して外部への放出経路を遮断し，ＭＯＸ粉末

が外部へ放出する事態を収束するため，地下１階の排風機室にお

いて，外部放出抑制設備であるグローブボックス排風機入口手動

ダンパ及び工程室排風機入口手動ダンパを手動閉止する。当該ダ

ンパ閉止後，排風機の下流側ダクトに可搬型ダンパ出口風速計を

設置し，外部への放出につながる流れが生じていないことを確認

する。 

火災の消火及び外部への放出経路の遮断により事態が収束した

後，工程室内雰囲気が安定した状態であることを確認した上で，

ＭＯＸ粉末の回収を行う。 

回収作業は，可搬型ダストサンプラ及びアルファ・ベータ線用

サーベイメータにより工程室内の放射性物質濃度を測定し，工程

室内雰囲気が安定した状態であることを確認し，実施を判断する。 

また，核燃料物質等を閉じ込める機能の回復の際には，グロー

ブボックス排風機の復旧等に時間を要することも想定されること

から，可搬型排風機付フィルタユニット等をグローブボックス排

気設備に接続するとともに，燃料加工建屋可搬型発電機から可搬

型排風機付フィルタユニットに給電することにより，工程室から
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グローブボックス排気設備への気流を確保する。この時，可搬型

排気モニタリング設備可搬型ダストモニタで常時外部への放出状

況を監視し，指示値に異常があった場合には，作業を中断すると

ともに，直ちに可搬型排風機付フィルタユニットを停止する。 

このため，火災状況確認用温度計，遠隔消火装置，グローブボ

ックス排気閉止ダンパ，工程室排気閉止ダンパ等を常設重大事故

等対処設備として設置するとともに，グローブボックス排風機入

口手動ダンパ，工程室排風機入口手動ダンパ等を常設重大事故等

対処設備として位置付ける。また，可搬型グローブボックス温度

表示端末，可搬型ダンパ出口風速計，可搬型排風機付フィルタユ

ニット，可搬型ダストサンプラ，アルファ・ベータ線用サーベイ

メータ等を可搬型重大事故等対処設備として新たに配備する。 

回収作業に用いるウエス等は，資機材として整備する。 

ｂ．評価手法及び結果並びに不確かさの影響評価 

(ａ) 評価手法 

ⅰ．評価の考え方 

本重大事故における拡大防止対策の有効性を確認するための評

価の考え方は，以下のとおり。 

(ⅰ) 火災を消火するとともに，外部への放出経路を遮断し，その

状態を維持できることを評価する。 

(ⅱ) 放射性物質の放出量評価は，拡大防止対策を踏まえて，グロ

ーブボックス雰囲気内にＭＯＸ粉末が飛散する量，高性能エア

フィルタによる除染係数を考慮し，事態の収束までに事業所外

に放出する放射性物質の放出量（以下「総放出量」という。）

を評価する。 
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(ⅲ) ＭＯＸ粉末が外部へ放出する事態を収束した後のＭＯＸ粉末

の回収及び核燃料物質等を閉じ込める機能の回復に係る対処に

ついては，対処に必要な設備及び手順等が有効に機能するかど

うか，作業環境を踏まえ，資機材，要員等が確保され対処でき

ることを確認する。 

ⅱ．事故の条件 

本評価における事故の条件は，以下のとおり。 

(ⅰ) 本重大事故は重大事故の発生を仮定するグローブボックス８

基で同時に発生する。 

(ⅱ) 地震の発生後，火災が発生するまでには窒素雰囲気であるグ

ローブボックスの空気雰囲気への置換及び潤滑油の温度上昇に

時間を要することから，10 分程度の時間遅れが考えられるが，

評価上は地震の発生を起点とする。 

(ⅲ) 基準地震動の1.2倍の地震動を考慮した際に機能維持できる

設計としているもの以外は事象進展が厳しくなるよう機能喪失

を想定する。具体的には，重大事故を仮定する際の考え方とし

て示すとおり，火災が発生した以降にグローブボックス排気設

備及び工程室排気設備が機能喪失することを仮定する。 

ⅲ．機器の条件 

本評価における機器の条件は，以下のとおり。 

(ⅰ) 潤滑油の量は，各グローブボックスの内装機器が内包する設

計値とする。 

(ⅱ) 火災試験の結果等を踏まえ，それぞれの火災源にて燃焼面積

をオイルパン面積の50％と仮定する。 

ⅳ．操作の条件 
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本評価における操作の条件は，以下のとおり。 

(ⅰ) 地震の発生を起点として，その後10分間は要員による対処を

期待しないものとし，地震発生の10分後から要員による安全系

監視制御盤等の確認により安全機能の喪失を把握し，重大事故

等への対処を実施するものとする。 

(ⅱ) 可搬型グローブボックス温度表示端末の指示値が60℃を超え

ていることを確認した場合には，火災が発生していると判断し，

消火に係る作業を開始し，地震発生後20分で完了する。グロー

ブボックス排風機入口手動ダンパ及び工程室排風機入口手動ダ

ンパの手動閉止は，地震発生後20分で完了する。 

ⅴ．放出量評価の条件 

放出量評価の条件は，以下のとおり。 

(ⅰ) 火災の影響を受けるＭＯＸ粉末の量は各グローブボックスで

取り扱う最大量とする。 

(ⅱ) ＭＯＸ粉末のプルトニウム富化度については取り扱う粉末容

器ごとに設定し，ＭＯＸ粉末の同位体組成についてはＭＯＸ燃

料加工施設で取り扱う核燃料物質の仕様等により変動し得るが，

セシウム－137 換算による放出量が最も厳しくなるよう設定す

る。 

(ⅲ) 火災の影響により粉末容器からグローブボックス内にＭＯＸ

粉末が飛散する割合を１％/hと設定する。 

(ⅳ) 外部への放出経路及び移行割合は，グローブボックス排気設

備を経由しての放出については25％，グローブボックス給気フ

ィルタから工程室に移行したうえで，工程室排気設備を経由し

ての放出については74％，グローブボックスパネルの隙間から
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工程室に漏えいしたうえで，工程室排気設備を経由しての放出

については１％と設定する。 

(ⅴ) グローブボックス排気設備の高性能エアフィルタ（４段）の

除染係数109，グローブボックス給気フィルタ（１段）及び工程

室排気設備の高性能エアフィルタ（２段）を組み合わせた場合

が除染係数107，工程室排気設備の高性能エアフィルタ（２段）

の除染係数105及び放出経路構造物への沈着による除染係数10

を設定する。 

(ⅵ) 放射性物質の放出量のセシウム－137 換算に用いる係数につ

いては，IAEA-TECDOC-1162に示される換算係数を用いて，セシ

ウム－137と着目核種との比から算出する。 

ⅵ．判断基準 

本重大事故の拡大防止対策の有効性評価の判断基準は，以下の

とおり。 

(ⅰ) 火災を消火するとともに，外部への放出経路を遮断し，その

状態を維持できること。 

(ⅱ) 総放出量については，拡大防止対策による事態の収束までの

量が100TBqを十分下回るものであって，かつ，実行可能な限り

低いこと。 

(ⅲ) ＭＯＸ粉末が外部へ放出される事態を収束した後のＭＯＸ粉

末の回収及び核燃料物質等を閉じ込める機能の回復に係る対処

ついては，資機材，要員等が確保され対処できること。 

(ｂ) 評価結果 

本重大事故の拡大防止対策の有効性評価の結果は，以下のとお

り。 
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ⅰ．地震発生後，火災の消火及び外部への放出経路の遮断を20分以

内に完了でき，その状態を維持できる。 

ⅱ．火災の発生から放出経路の遮断までのＭＯＸ粉末の総放出量は

セシウム－137換算で，約９×10-7T㏃であり，100T㏃を十分下回

るものであって，かつ，実行可能な限り低い。 

ⅲ．ＭＯＸ粉末が外部に放出される事態を収束した後のＭＯＸ粉末

の回収及び核燃料物質等を閉じ込める機能の回復に係る作業は事

態の収束後，工程室内の雰囲気が安定した状態となってから実施

するものであり，対処可能である。 

(ｃ) 不確かさの影響評価 

ⅰ．事象，事故の条件及び機器の条件の不確かさの影響 

内的事象を要因とした場合には，本重大事故が発生するグロー

ブボックスが限定される。 

一方，本重大事故における有効性評価は，８基のグローブボッ

クスで同時に火災が発生する場合の対策の成立性を「ロ．(ハ)(２)

②ｂ．(ｂ)評価結果」において確認していることから，評価結果

は変わらない。また，内的事象を要因とした場合は,初動での状況

確認やアクセスルート確保等の作業において，地震を要因とした

場合と比較して，早い段階で重大事故等対策に着手できるため，

対処の時間余裕が大きくなることから判断基準を満足することに

変わりはない。 

総放出量については，各放出経路に移行するＭＯＸ粉末の量及

び放出経路における除染係数に不確かさがある。これらについて

は，火災によりグローブボックス内に飛散するＭＯＸ粉末量，放

出経路における除染係数等を総放出量の評価に厳しい結果を与え
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るように設定していることから判断基準を満足することに変わり

はない。 

ⅱ．操作の条件の不確かさの影響 

中央監視室の安全系監視制御盤等による操作が可能な場合は，

ダンパ閉止操作等に対して，中央監視室での遠隔操作が可能であ

るため，対処に要する時間が短縮される。 

また，ダンパ閉止操作は高性能エアフィルタが設置されている

室と操作場所である地下１階の排風機室とは，離隔が確保されて

いること等から，放射線の影響を受けることはなく，判断基準を

満足することに変わりはない。 

(ｄ) 重大事故の同時発生又は連鎖 

同種の重大事故が同時に発生する場合について，本重大事故は，

８基のグローブボックスで同時に発生するものとして評価した。 

同種の重大事故が同時に発生する場合については，重大事故が

発生すると仮定する際の考え方に示すとおり，本重大事故は８基

のグローブボックスで同時に発生するものとして評価した。 

異種の重大事故との同時発生の可能性について，臨界事故の発

生を仮定する機器は想定できないことから，異種の重大事故と本

重大事故との同時発生は想定できない。 

重大事故の連鎖について，本重大事故による通常時からの状態

の変化等は，火災によるグローブボックス内の温度上昇，グロー

ブボックス内の体積膨張及びそれによるグローブボックスから工

程室へのＭＯＸ粉末の漏えい，グローブボックス内の火災の影響

による工程室内の体積膨張がある。 

これら通常時からの状態の変化等を踏まえた場合においても，
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ＭＯＸ粉末等の集積等が発生することはないことから，本重大事

故から臨界事故への連鎖は想定できない。 

(ｅ) 必要な要員及び燃料等 

ⅰ．本重大事故における拡大防止対策に必要な要員は，地震を要因

とした場合，合計で10名である。これに対し，ＭＯＸ燃料加工施

設における事故対処を実施する実施組織要員（ＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員）は21名であり，対処は可能である。なお，内的

事象を要因とした場合には，作業環境が地震を要因とした場合よ

り悪化することはなく，同人数以下で対応できる。 

ⅱ．本重大事故への対処においては，水源を要しない。 

ⅲ．本重大事故の拡大防止対策を７日間継続して実施するのに必要

な燃料（軽油）は，合計で約４ｍ3である。これに対し，ＭＯＸ燃

料加工施設と再処理施設とで共用する軽油貯槽にて約800ｍ3の軽

油を確保しており，対処は可能である。なお，地震を要因とした

場合には再処理施設においても重大事故が同時に発生する可能性

がある。この場合，これらへの対処を７日間行った場合に必要な

燃料（軽油）は最大でも合計で約87ｍ3であり，ＭＯＸ燃料加工施

設と再処理施設とで同時に重大事故が発生した場合においても対

処が可能である。 

ⅳ．核燃料物質等を閉じ込める機能の回復に係る設備の負荷等は合

計で約７kＶＡである。また，起動時容量については合計で約37k

ＶＡである。これに対し，燃料加工建屋可搬型発電機の容量は，

約50kＶＡであり，対処が可能である。 

③ 重大事故が同時に又は連鎖して発生した場合の対処 

ａ．重大事故の同時発生 
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「ロ．(ハ)(１)①重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び

重大事故の発生を仮定する機器の特定」において示したとおり，重

大事故として特定したのは核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失の

みであり，異種の重大事故の同時発生は生じない。また，同種の重

大事故の同時発生については「ロ．(ハ)(２)②ｂ．(ｄ)重大事故の

同時発生又は連鎖」に整理した。 

ｂ．重大事故の連鎖 

連鎖して発生する重大事故の整理についても，重大事故として特

定したのは核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失のみであり，「ロ．

(ハ)(２)②ｂ．(ｄ)重大事故の同時発生又は連鎖」に整理したとお

り，核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失を起因として連鎖して発

生する重大事故はない。 

④ 必要な要員及び資源の評価 

「ロ．(ハ)(１)①重大事故の発生を仮定する際の条件の設定及び重

大事故の発生を仮定する機器の特定」において示したとおり，重大事

故として特定したのは核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失のみであ

り，異種の重大事故の同時発生は生じない。また，同種の重大事故の

同時発生については「ロ．(ハ)(２)②ｂ．(ｄ)重大事故の同時発生又

は連鎖」に整理した。 

連鎖して発生する重大事故の整理についても，重大事故として特定

したのは核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失のみであり，「ロ．

(ハ)(２)②ｂ．(ｄ)重大事故の同時発生又は連鎖」に整理したとおり，

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失を起因として連鎖して発生する

重大事故はない。 

以上より，必要な要員及び資源の評価は，「ロ．(ハ)(２)②ｂ．(ｅ)
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必要な要員及び燃料等」に示したとおりとなる。 
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七．加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関す

る事項 

ＭＯＸ燃料加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の

整備に関する事項を以下のとおりとする。 

イ．目的 

ＭＯＸ燃料加工施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の

整備に関する事項（以下「品質管理に関する事項」という。）は，ＭＯＸ

燃料加工施設の安全を達成・維持・向上させるため，「原子力施設の保安

のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則」及び「同

規則の解釈」（以下「品質管理基準規則」という。）に基づく品質マネジ

メントシステムを確立し，実施し，評価確認し，継続的に改善することを

目的とする。 

ロ．適用範囲 

品質管理に関する事項は，ＭＯＸ燃料加工施設の保安活動に適用する。 

ハ．定義 

品質管理に関する事項における用語の定義は，次に掲げるもののほか品

質管理基準規則に従う。 

(イ) ＭＯＸ燃料加工施設 

核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第13条第２項

第２号に規定する加工施設をいう。 

(ロ) 組織 

当社の品質マネジメントシステムに基づき，ＭＯＸ燃料加工施設を運

営管理（運転開始前の管理を含む。）する各部門の総称をいう。 

ニ．品質マネジメントシステム 

(イ) 品質マネジメントシステムに係る要求事項 
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(１) 組織は，品質管理に関する事項に従って，品質マネジメントシステ

ムを確立し，実施するとともに，その実効性を維持するため，その改

善を継続的に行う。 

(２) 組織は，保安活動の重要度に応じて品質マネジメントシステムを確

立し，運用する。この場合，次に掲げる事項を適切に考慮する。 

① ＭＯＸ燃料加工施設，組織，又は個別業務の重要度及びこれらの複

雑さの程度 

② ＭＯＸ燃料加工施設若しくは機器等の品質又は保安活動に関連する

原子力の安全に影響を及ぼすおそれのあるもの及びこれらに関連する

潜在的影響の大きさ 

③ 機器等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は保安活動が

不適切に計画され，若しくは実行されたことにより起こり得る影響 

(３) 組織は，ＭＯＸ燃料加工施設に適用される関係法令（以下「関係法

令」という。）を明確に認識し，品質管理基準規則に規定する文書そ

の他品質マネジメントシステムに必要な文書（記録を除く。以下「品

質マネジメント文書」という。）に明記する。 

(４) 組織は，品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確にする

とともに，そのプロセスを組織に適用することを決定し，次に掲げる

業務を行う。 

① プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達成さ

れる結果を文書で明確にすること。 

② プロセスの順序及び相互の関係を明確にすること。 

③ プロセスの運用及び管理の実効性の確保に必要な組織の保安活動の

状況を示す指標（以下「保安活動指標」という。）並びに当該指標に

係る判定基準を明確に定めること。 
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④ プロセスの運用並びに監視及び測定（以下「監視測定」という。）

に必要な資源及び情報が利用できる体制を確保すること（責任及び権

限の明確化を含む。）。 

⑤ プロセスの運用状況を監視測定し分析すること。ただし，監視測定

することが困難である場合は，この限りでない。 

⑥ プロセスについて，意図した結果を得，及び実効性を維持するため

の措置を講ずること。 

⑦ プロセス及び組織の体制を品質マネジメントシステムと整合的なも

のとすること。 

⑧ 原子力の安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が生じ

た場合には，原子力の安全が確保されるようにすること。 

(５) 組織は，健全な安全文化を育成し，及び維持する。 

(６) 組織は，機器等又は個別業務に係る要求事項（関係法令を含む。以

下「個別業務等要求事項」という。）への適合に影響を及ぼすプロセ

スを外部委託することとしたときは，当該プロセスが管理されている

ようにする。 

(７) 組織は，保安活動の重要度に応じて，資源の適切な配分を行う。 

(ロ) 品質マネジメントシステムの文書化 

(１) 一般 

組織は，保安活動の重要度に応じて次に掲げる文書を作成し，当該

文書に規定する事項を実施する。 

① 品質方針及び品質目標 

② 品質マニュアル 

③ 実効性のあるプロセスの計画的な実施及び管理がなされるようにす

るために，組織が必要と決定した文書 
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④ 品質管理基準規則の要求事項に基づき作成する手順書，指示書，図

面等（以下「手順書等」という。） 

(２) 品質マニュアル 

組織は，品質マニュアルに次に掲げる事項を定める。 

① 品質マネジメントシステムの運用に係る組織に関する事項 

② 保安活動の計画，実施，評価及び改善に関する事項 

③ 品質マネジメントシステムの適用範囲 

④ 品質マネジメントシステムのために作成した手順書等の参照情報 

⑤ プロセスの相互の関係 

(３) 文書の管理 

① 組織は，品質マネジメント文書を管理する。 

② 組織は，要員が判断及び決定をするに当たり，適切な品質マネジメ

ント文書を利用できるよう，品質マネジメント文書に関する次に掲げ

る事項を定めた手順書等を作成する。 

ａ．品質マネジメント文書を発行するに当たり，その妥当性を審査し，

発行を承認すること。 

ｂ．品質マネジメント文書の改訂の必要性について評価するとともに，

改訂に当たり，その妥当性を審査し，改訂を承認すること。 

ｃ．品質マネジメント文書の審査及び評価には，その対象となる文書

に定められた活動を実施する部門の要員を参画させること。 

ｄ．品質マネジメント文書の改訂内容及び最新の改訂状況を識別でき

るようにすること。 

ｅ．改訂のあった品質マネジメント文書を利用する場合においては，

当該文書の適切な制定版又は改訂版が利用しやすい体制を確保する

こと。 
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ｆ．品質マネジメント文書を，読みやすく容易に内容を把握すること

ができるようにすること。 

ｇ．組織の外部で作成された品質マネジメント文書を識別し，その配

付を管理すること。 

ｈ．廃止した品質マネジメント文書が使用されることを防止すること。

この場合において，当該文書を保持するときは，その目的にかかわ

らず，これを識別し，管理すること。 

(４) 記録の管理 

① 組織は，品質管理基準規則に規定する個別業務等要求事項への適合

及び品質マネジメントシステムの実効性を実証する記録を明確にする

とともに，当該記録を，読みやすく容易に内容を把握することができ，

かつ，検索することができるように作成し，保安活動の重要度に応じ

てこれを管理する。 

② 組織は，①の記録の識別，保存，保護，検索及び廃棄に関し，所要

の管理の方法を定めた手順書等を作成する｡ 

ホ．経営責任者等の責任 

(イ) 経営責任者の原子力の安全のためのリーダーシップ 

社長は，原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し，責任を持っ

て品質マネジメントシステムを確立させ，実施させるとともに，その実

効性を維持していることを，次に掲げる業務を行うことによって実証す

る。 

(１) 品質方針を定めること。 

(２) 品質目標が定められているようにすること。 

(３) 要員が，健全な安全文化を育成し，及び維持することに貢献できる

ようにすること。 
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(４) ホ．(ヘ)(１)に規定するマネジメントレビューを実施すること。 

(５) 資源が利用できる体制を確保すること。 

(６) 関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要

性を要員に周知すること。 

(７) 保安活動に関する担当業務を理解し，遂行する責任を有することを，

要員に認識させること。 

(８) 全ての階層で行われる決定が，原子力の安全の確保について，その

優先順位及び説明する責任を考慮して確実に行われるようにすること。 

(ロ) 原子力の安全の確保の重視 

社長は，組織の意思決定に当たり，機器等及び個別業務が個別業務等

要求事項に適合し，かつ，原子力の安全がそれ以外の事由により損なわ

れないようにする。 

(ハ) 品質方針 

社長は，品質方針が次に掲げる事項に適合しているようにする。 

(１) 組織の目的及び状況に対して適切なものであること。 

(２) 要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの実効性の維持に

社長が責任を持って関与すること。 

(３) 品質目標を定め，評価するに当たっての枠組みとなるものであるこ

と。 

(４) 要員に周知され，理解されていること。 

(５) 品質マネジメントシステムの継続的な改善に社長が責任を持って関

与すること。 

(ニ) 計画 

(１) 品質目標 

① 社長は，部門において，品質目標（個別業務等要求事項への適合の
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ために必要な目標を含む。）が定められているようにする。 

② 社長は，品質目標が，その達成状況を評価し得るものであって，か

つ，品質方針と整合的なものとなるようにする。 

(２) 品質マネジメントシステムの計画 

① 社長は，品質マネジメントシステムがニ．(イ)の規定に適合するよ

う，その実施に当たっての計画が策定されているようにする。 

② 社長は，品質マネジメントシステムの変更が計画され，それが実施

される場合においては，当該品質マネジメントシステムが不備のない

状態に維持されているようにする。この場合において，保安活動の重

要度に応じて，次に掲げる事項を適切に考慮する。 

ａ．品質マネジメントシステムの変更の目的及び当該変更により起こ

り得る結果 

ｂ．品質マネジメントシステムの実効性の維持 

ｃ．資源の利用可能性 

ｄ．責任及び権限の割当て 

(ホ) 責任，権限及びコミュニケーション 

(１) 責任及び権限 

社長は，部門及び要員の責任及び権限並びに部門相互間の業務の手順

を定めさせ，関係する要員が責任を持って業務を遂行できるようにする。 

(２) 品質マネジメントシステム管理責任者 

① 社長は，品質マネジメントシステムを管理する責任者に，次に掲げ

る業務に係る責任及び権限を与える。 

ａ．プロセスが確立され，実施されるとともに，その実効性が維持さ

れているようにすること。 

ｂ．品質マネジメントシステムの運用状況及びその改善の必要性につ
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いて，社長に報告すること。 

ｃ．健全な安全文化を育成し，及び維持することにより，原子力の安

全の確保についての認識が向上するようにすること。 

ｄ．関係法令を遵守すること。 

(３) 管理者 

① 社長は，次に掲げる業務を管理監督する地位にある者（以下「管理

者」という。）に，当該管理者が管理監督する業務に係る責任及び権

限を与える。 

ａ．個別業務のプロセスが確立され，実施されるとともに，その実効

性が維持されているようにすること。 

ｂ．要員の個別業務等要求事項についての認識が向上するようにする

こと。 

ｃ．個別業務の実施状況に関する評価を行うこと。 

ｄ．健全な安全文化を育成し，及び維持すること。 

ｅ．関係法令を遵守すること。 

② 管理者は，①の責任及び権限の範囲において，原子力の安全のため

のリーダーシップを発揮し，次に掲げる事項を確実に実施する。 

ａ．品質目標を設定し，その目標の達成状況を確認するため，業務の

実施状況を監視測定すること。 

ｂ．要員が，原子力の安全に対する意識を向上し，かつ，原子力の安

全への取組を積極的に行えるようにすること。 

ｃ．原子力の安全に係る意思決定の理由及びその内容を，関係する要

員に確実に伝達すること。 

ｄ．常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を要員に定着させるととも

に，要員が，積極的にＭＯＸ燃料加工施設の保安に関する問題の報
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告を行えるようにすること。 

ｅ．要員が，積極的に業務の改善に対する貢献を行えるようにするこ

と。 

③ 管理者は，管理監督する業務に関する自己評価を，あらかじめ定め

られた間隔で行う。 

(４) 組織の内部の情報の伝達 

① 社長は，組織の内部の情報が適切に伝達される仕組みが確立されて

いるようにするとともに，品質マネジメントシステムの実効性に関す

る情報が確実に伝達されるようにする。 

(ヘ) マネジメントレビュー 

(１) 一般 

① 社長は，品質マネジメントシステムの実効性を評価するとともに，

改善の機会を得て，保安活動の改善に必要な措置を講ずるため，品質

マネジメントシステムの評価（以下「マネジメントレビュー」という。）

を，あらかじめ定められた間隔で行う。 

(２) マネジメントレビューに用いる情報 

組織は，マネジメントレビューにおいて，少なくとも次に掲げる情

報を報告する。 

① 内部監査の結果 

② 組織の外部の者の意見 

③ プロセスの運用状況 

④ 使用前事業者検査及び定期事業者検査（以下「使用前事業者検査等」

という。）並びに自主検査等の結果 

⑤ 品質目標の達成状況 

⑥ 健全な安全文化の育成及び維持の状況 
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⑦ 関係法令の遵守状況 

⑧ 不適合並びに是正処置及び未然防止処置の状況 

⑨ 従前のマネジメントレビューの結果を受けて講じた措置 

⑩ 品質マネジメントシステムに影響を及ぼすおそれのある変更 

⑪ 部門又は要員からの改善のための提案 

⑫ 資源の妥当性 

⑬ 保安活動の改善のために講じた措置の実効性 

(３) マネジメントレビューの結果を受けて行う措置 

① 組織は，マネジメントレビューの結果を受けて，少なくとも次に掲

げる事項について決定する。 

ａ．品質マネジメントシステム及びプロセスの実効性の維持に必要な

改善 

ｂ．個別業務に関する計画及び個別業務の実施に関連する保安活動の

改善 

ｃ．品質マネジメントシステムの実効性の維持及び継続的な改善のた

めに必要な資源 

ｄ．健全な安全文化の育成及び維持に関する改善 

ｅ．関係法令の遵守に関する改善 

② 組織は，マネジメントレビューの結果の記録を作成し，これを管理

する。 

③ 組織は，①の決定をした事項について，必要な措置を講じる。 

ヘ．資源の管理 

(イ) 資源の確保 

組織は，原子力の安全を確実なものにするために必要な次に掲げる資

源を明確に定め，これを確保し，及び管理する。 
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(１) 要員 

(２) 個別業務に必要な施設，設備及びサービスの体系 

(３) 作業環境 

(４) その他必要な資源 

(ロ) 要員の力量の確保及び教育訓練 

(１) 組織は，個別業務の実施に必要な技能及び経験を有し，意図した結

果を達成するために必要な知識及び技能並びにそれを適用する能力（以

下「力量」という。）が実証された者を要員に充てる。 

(２) 組織は，要員の力量を確保するために，保安活動の重要度に応じて，

次に掲げる業務を行う。 

① 要員にどのような力量が必要かを明確に定めること。 

② 要員の力量を確保するために教育訓練その他の措置を講ずること。 

③ 教育訓練その他の措置の実効性を評価すること。 

④ 要員が自らの個別業務について，次に掲げる事項を認識しているよ

うにすること。 

ａ．品質目標の達成に向けた自らの貢献 

ｂ．品質マネジメントシステムの実効性を維持するための自らの貢献 

ｃ．原子力の安全に対する当該個別業務の重要性 

⑤ 要員の力量及び教育訓練その他の措置に係る記録を作成し，これを

管理すること。 

ト．個別業務に関する計画の策定及び個別業務の実施 

(イ) 個別業務に必要なプロセスの計画 

(１) 組織は，個別業務に必要なプロセスについて，計画を策定するとと

もに，そのプロセスを確立する。 

(２) 組織は，(１)の計画と当該個別業務以外のプロセスに係る個別業務
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等要求事項との整合性を確保する。 

(３) 組織は，個別業務に関する計画（以下「個別業務計画」という。）

の策定又は変更を行うに当たり，次に掲げる事項を明確にする。 

① 個別業務計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変更に

より起こり得る結果 

② 機器等又は個別業務に係る品質目標及び個別業務等要求事項 

③ 機器等又は個別業務に固有のプロセス，品質マネジメント文書及び

資源 

④ 使用前事業者検査等，検証，妥当性確認及び監視測定並びにこれら

の個別業務等要求事項への適合性を判定するための基準（以下「合否

判定基準」という。） 

⑤ 個別業務に必要なプロセス及び当該プロセスを実施した結果が個別

業務等要求事項に適合することを実証するために必要な記録 

(４) 組織は，策定した個別業務計画を，その個別業務の作業方法に適し

たものとする。 

(ロ) 個別業務等要求事項に関するプロセス 

(１) 個別業務等要求事項として明確にすべき事項 

組織は，次に掲げる事項を個別業務等要求事項として明確に定める。 

① 組織の外部の者が明示してはいないものの，機器等又は個別業務に

必要な要求事項 

② 関係法令 

③ ①及び②に掲げるもののほか，組織が必要とする要求事項 

(２) 個別業務等要求事項の審査 

① 組織は，機器等の使用又は個別業務の実施に当たり，あらかじめ，

個別業務等要求事項の審査を実施する。 
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② 組織は，個別業務等要求事項の審査を実施するに当たり，次に掲げ

る事項を確認する。 

ａ．当該個別業務等要求事項が定められていること。 

ｂ．当該個別業務等要求事項が，あらかじめ定められた個別業務等要

求事項と相違する場合においては，その相違点が解明されているこ

と。 

ｃ．組織が，あらかじめ定められた個別業務等要求事項に適合するた

めの能力を有していること。 

③ 組織は，①の審査の結果の記録及び当該審査の結果に基づき講じた

措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

④ 組織は，個別業務等要求事項が変更された場合においては，関連す

る文書が改訂されるようにするとともに，関連する要員に対し変更後

の個別業務等要求事項が周知されるようにする。 

(３) 組織の外部の者との情報の伝達等 

組織は，組織の外部の者からの情報の収集及び組織の外部の者への

情報の伝達のために，実効性のある方法を明確に定め，これを実施す

る。 

(ハ) 設計開発 

(１) 設計開発計画 

① 組織は，設計開発（専ら原子力施設において用いるための設計開発

に限る。）の計画（以下「設計開発計画」という。）を策定するとと

もに，設計開発を管理する。 

② 組織は，設計開発計画の策定において，次に掲げる事項を明確にす

る。 

ａ．設計開発の性質，期間及び複雑さの程度 
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ｂ．設計開発の各段階における適切な審査，検証及び妥当性確認の方

法並びに管理体制 

ｃ．設計開発に係る部門及び要員の責任及び権限 

ｄ．設計開発に必要な組織の内部及び外部の資源 

③ 組織は，実効性のある情報の伝達並びに責任及び権限の明確な割当

てがなされるようにするために，設計開発に関与する各者間の連絡を

管理する。 

④ 組織は，①により策定された設計開発計画を，設計開発の進行に応

じて適切に変更する。 

(２) 設計開発に用いる情報 

① 組織は，個別業務等要求事項として設計開発に用いる情報であって，

次に掲げるものを明確に定めるとともに，当該情報に係る記録を作成

し，これを管理する。 

ａ．機能及び性能に係る要求事項 

ｂ．従前の類似した設計開発から得られた情報であって，当該設計開

発に用いる情報として適用可能なもの 

ｃ．関係法令 

ｄ．その他設計開発に必要な要求事項 

② 組織は，設計開発に用いる情報について，その妥当性を評価し，承

認する。 

(３) 設計開発の結果に係る情報 

① 組織は，設計開発の結果に係る情報を，設計開発に用いた情報と対

比して検証することができる形式により管理する。 

② 組織は，設計開発の次の段階のプロセスに進むに当たり，あらかじ

め，当該設計開発の結果に係る情報を承認する。 
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③ 組織は，設計開発の結果に係る情報を，次に掲げる事項に適合する

ものとする。 

ａ．設計開発に係る個別業務等要求事項に適合するものであること。 

ｂ．調達，機器等の使用及び個別業務の実施のために適切な情報を提

供するものであること。 

ｃ．合否判定基準を含むものであること。 

ｄ．機器等を安全かつ適正に使用するために不可欠な当該機器等の特

性が明確であること。 

(４) 設計開発レビュー 

① 組織は，設計開発の適切な段階において，設計開発計画に従って，

次に掲げる事項を目的とした体系的な審査（以下「設計開発レビュー」

という。）を実施する。 

ａ．設計開発の結果の個別業務等要求事項への適合性について評価す

ること。 

ｂ．設計開発に問題がある場合においては，当該問題の内容を明確に

し，必要な措置を提案すること。 

② 組織は，設計開発レビューに，当該設計開発レビューの対象となっ

ている設計開発段階に関連する部門の代表者及び当該設計開発に係る

専門家を参加させる。 

③ 組織は，設計開発レビューの結果の記録及び当該設計開発レビュー

の結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

(５) 設計開発の検証 

① 組織は，設計開発の結果が個別業務等要求事項に適合している状態

を確保するために，設計開発計画に従って検証を実施する。 

② 組織は，設計開発の検証の結果の記録，及び当該検証の結果に基づ
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き講じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

③ 組織は，当該設計開発を行った要員に当該設計開発の検証をさせな

い。 

(６) 設計開発の妥当性確認 

① 組織は，設計開発の結果の個別業務等要求事項への適合性を確認す

るために，設計開発計画に従って，当該設計開発の妥当性確認（以下

「設計開発妥当性確認」という。）を実施する。 

② 組織は，機器等の使用又は個別業務の実施に当たり，あらかじめ，

設計開発妥当性確認を完了する。 

③ 組織は，設計開発妥当性確認の結果の記録及び当該設計開発妥当性

確認の結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

(７) 設計開発の変更の管理 

① 組織は，設計開発の変更を行った場合においては，当該変更の内容

を識別することができるようにするとともに，当該変更に係る記録を

作成し，これを管理する。 

② 組織は，設計開発の変更を行うに当たり，あらかじめ，審査，検証

及び妥当性確認を行い，変更を承認する。 

③ 組織は，設計開発の変更の審査において，設計開発の変更がＭＯＸ

燃料加工施設に及ぼす影響の評価（当該ＭＯＸ燃料加工施設を構成す

る材料又は部品に及ぼす影響の評価を含む。）を行う。 

④ 組織は，②の審査，検証及び妥当性確認の結果の記録及びその結果

に基づき講じた措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

(ニ) 調達 

(１) 調達プロセス 

① 組織は，調達する物品又は役務（以下「調達物品等」という。）が，
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自ら規定する調達物品等に係る要求事項（以下「調達物品等要求事項」

という。）に適合するようにする。 

② 組織は，保安活動の重要度に応じて，調達物品等の供給者及び調達

物品等に適用される管理の方法及び程度を定める。この場合において，

一般産業用工業品については，調達物品等の供給者等から必要な情報

を入手し当該一般産業用工業品が調達物品等要求事項に適合している

ことを確認できるように，管理の方法及び程度を定める。 

③ 組織は，調達物品等要求事項に従い，調達物品等を供給する能力を

根拠として調達物品等の供給者を評価し，選定する。 

④ 組織は，調達物品等の供給者の評価及び選定に係る判定基準を定め

る。 

⑤ 組織は，③の評価の結果の記録及び当該評価の結果に基づき講じた

措置に係る記録を作成し，これを管理する。 

⑥ 組織は，調達物品等を調達する場合には，個別業務計画において，

適切な調達の実施に必要な事項（当該調達物品等の調達後におけるこ

れらの維持又は運用に必要な技術情報（ＭＯＸ燃料加工施設の保安に

係るものに限る。）の取得及び当該情報を他の原子力事業者等と共有

するために必要な措置に関する事項を含む。）を定める｡ 

(２) 調達物品等要求事項 

① 組織は，調達物品等に関する情報に，次に掲げる調達物品等要求事

項のうち，該当するものを含める。 

ａ．調達物品等の供給者の業務のプロセス及び設備に係る要求事項 

ｂ．調達物品等の供給者の要員の力量に係る要求事項 

ｃ．調達物品等の供給者の品質マネジメントシステムに係る要求事項 

ｄ．調達物品等の不適合の報告及び処理に係る要求事項 
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ｅ．調達物品等の供給者が健全な安全文化を育成し，及び維持するた

めに必要な要求事項 

ｆ．一般産業用工業品を機器等に使用するに当たっての評価に必要な

要求事項 

ｇ．その他調達物品等に必要な要求事項 

② 組織は，調達物品等要求事項として，組織が調達物品等の供給者の

工場等において使用前事業者検査等その他の個別業務を行う際の原子

力規制委員会の職員による当該工場等への立入りに関することを含め

る。 

③ 組織は，調達物品等の供給者に対し調達物品等に関する情報を提供

するに当たり，あらかじめ，当該調達物品等要求事項の妥当性を確認

する。 

④ 組織は，調達物品等を受領する場合には，調達物品等の供給者に対

し，調達物品等要求事項への適合状況を記録した文書を提出させる。 

(３) 調達物品等の検証 

① 組織は，調達物品等が調達物品等要求事項に適合しているようにす

るために必要な検証の方法を定め，実施する。 

② 組織は，調達物品等の供給者の工場等において調達物品等の検証を

実施することとしたときは，当該検証の実施要領及び調達物品等の供

給者からの出荷の可否の決定の方法について調達物品等要求事項の中

で明確に定める。 

(ホ) 個別業務の管理 

(１) 個別業務の管理 

組織は，個別業務計画に基づき，個別業務を次に掲げる事項（当該

個別業務の内容等から該当しないと認められるものを除く。）に適合
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するように実施する。 

① ＭＯＸ燃料加工施設の保安のために必要な情報が利用できる体制に

あること。 

② 手順書等が必要な時に利用できる体制にあること。 

③ 当該個別業務に見合う設備を使用していること。 

④ 監視測定のための設備が利用できる体制にあり，かつ，当該設備を

使用していること。 

⑤ チ．(ロ)(３)に基づき監視測定を実施していること。 

⑥ 品質管理に関する事項に基づき，プロセスの次の段階に進むことの

承認を行っていること。 

(２) 個別業務の実施に係るプロセスの妥当性確認 

① 組織は，個別業務の実施に係るプロセスについて，それ以降の監視

測定では当該プロセスの結果を検証することができない場合（個別業

務が実施された後にのみ不適合その他の事象が明確になる場合を含む。）

においては，妥当性確認を行う。 

② 組織は，①のプロセスが個別業務計画に定めた結果を得ることがで

きることを，①の妥当性確認によって実証する。 

③ 組織は，妥当性確認を行った場合は，その結果の記録を作成し，こ

れを管理する。 

④ 組織は，①の妥当性確認の対象とされたプロセスについて，次に掲

げる事項（当該プロセスの内容等から該当しないと認められるものを

除く。）を明確にする。 

ａ．当該プロセスの審査及び承認のための判定基準 

ｂ．妥当性確認に用いる設備の承認及び要員の力量を確認する方法 

ｃ．妥当性確認の方法 
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(３) 識別管理及びトレーサビリティの確保 

① 組織は，個別業務計画及び個別業務の実施に係る全てのプロセスに

おいて，適切な手段により，機器等及び個別業務の状態を識別し，管

理する。 

② 組織は，トレーサビリティ（機器等の使用又は個別業務の実施に係

る履歴，適用又は所在を追跡できる状態をいう。）の確保が個別業務

等要求事項である場合においては，機器等又は個別業務を識別し，こ

れを記録するとともに，当該記録を管理する。 

(４) 組織の外部の者の物品 

組織は，組織の外部の者の物品を所持している場合においては，必

要に応じ，記録を作成し，これを管理する。 

(５) 調達物品の管理 

① 組織は，調達した物品が使用されるまでの間，当該物品を調達物品

等要求事項に適合するように管理（識別表示，取扱い，包装，保管及

び保護を含む。）する。 

(ヘ) 監視測定のための設備の管理 

(１) 組織は，機器等又は個別業務の個別業務等要求事項への適合性の実

証に必要な監視測定及び当該監視測定のための設備を明確に定める。 

(２) 組織は，(１)の監視測定について，実施可能であり，かつ，当該監

視測定に係る要求事項と整合性のとれた方法で実施する。 

(３) 組織は，監視測定の結果の妥当性を確保するために，監視測定のた

めに必要な設備を，次に掲げる事項に適合するものとする。 

ａ．あらかじめ定められた間隔で，又は使用の前に，計量の標準まで

追跡することが可能な方法（当該計量の標準が存在しない場合にあ

っては，校正又は検証の根拠について記録する方法）により校正又
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は検証がなされていること。 

ｂ．校正の状態が明確になるよう，識別されていること。 

ｃ．所要の調整がなされていること。 

ｄ．監視測定の結果を無効とする操作から保護されていること。 

ｅ．取扱い，維持及び保管の間，損傷及び劣化から保護されているこ

と。 

(４) 組織は，監視測定のための設備に係る要求事項への不適合が判明し

た場合においては，従前の監視測定の結果の妥当性を評価し，これを

記録する。 

(５) 組織は，(４)の場合において，当該監視測定のための設備及び(４)

の不適合により影響を受けた機器等又は個別業務について，適切な措

置を講じる。 

(６) 組織は，監視測定のための設備の校正及び検証の結果の記録を作成

し，これを管理する。 

(７) 組織は，監視測定においてソフトウェアを使用することとしたとき

は，その初回の使用に当たり，あらかじめ，当該ソフトウェアが意図

したとおりに当該監視測定に適用されていることを確認する。 

チ．評価及び改善 

(イ) 監視測定，分析，評価及び改善 

(１) 組織は，監視測定，分析，評価及び改善に係るプロセスを計画し，

実施する。 

(２) 組織は，要員が(１)の監視測定の結果を利用できるようにする。 

(ロ) 監視測定 

(１) 組織の外部の者の意見 

① 組織は，監視測定の一環として，原子力の安全の確保に対する組織
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の外部の者の意見を把握する。 

② 組織は，①の意見の把握及び当該意見の反映に係る方法を明確に定

める。 

(２) 内部監査 

① 組織は，品質マネジメントシステムについて，次に掲げる要件への

適合性を確認するために，保安活動の重要度に応じて，あらかじめ定

められた間隔で，客観的な評価を行う部門その他の体制により内部監

査を実施する。 

ａ．品質管理に関する事項に基づく品質マネジメントシステムに係る

要求事項 

ｂ．実効性のある実施及び実効性の維持 

② 組織は，内部監査の判定基準，監査範囲，頻度，方法及び責任を定

める。 

③ 組織は，内部監査の対象となり得る部門，個別業務，プロセスその

他の領域（以下「領域」という。）の状態及び重要性並びに従前の監

査の結果を考慮して内部監査の対象を選定し，かつ，内部監査の実施

に関する計画（以下「内部監査実施計画」という。）を策定し，実施

することにより，内部監査の実効性を維持する。 

④ 組織は，内部監査を行う要員（以下「内部監査員」という。）の選

定及び内部監査の実施においては，客観性及び公平性を確保する。 

⑤ 組織は，内部監査員又は管理者に自らの個別業務又は管理下にある

個別業務に関する内部監査をさせない。 

⑥ 組織は，内部監査実施計画の策定及び実施並びに内部監査結果の報

告並びに記録の作成及び管理について，その責任及び権限並びに内部

監査に係る要求事項を，手順書等に定める。 
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⑦ 組織は，内部監査の対象として選定された領域に責任を有する管理

者に内部監査結果を通知する。 

⑧ 組織は，不適合が発見された場合には，⑦の通知を受けた管理者に，

不適合を除去するための措置及び是正処置を遅滞なく講じさせるとと

もに，当該措置の検証を行わせ，その結果を報告させる。 

(３) プロセスの監視測定 

① 組織は，プロセスの監視測定を行う場合においては，当該プロセス

の監視測定に見合う方法によりこれを行う。 

② 組織は，①の監視測定の実施に当たり，保安活動の重要度に応じて，

保安活動指標を用いる。 

③ 組織は，①の方法により，プロセスがホ．(ニ)(２)①及びト．(イ) 

(１)の計画に定めた結果を得ることができることを実証する。 

④ 組織は，①の監視測定の結果に基づき，保安活動の改善のために，

必要な措置を講じる。 

⑤ 組織は，ホ．(ニ)(２)①及びト．(イ)(１)の計画に定めた結果を得

ることができない場合又は当該結果を得ることができないおそれがあ

る場合においては，個別業務等要求事項への適合性を確保するために，

当該プロセスの問題を特定し，当該問題に対して適切な措置を講じる。 

(４) 機器等の検査等 

① 組織は，機器等に係る要求事項への適合性を検証するために，個別

業務計画に従って，個別業務の実施に係るプロセスの適切な段階にお

いて，使用前事業者検査等又は自主検査等を実施する。 

② 組織は，使用前事業者検査等又は自主検査等の結果に係る記録を作

成し，これを管理する。 

③ 組織は，プロセスの次の段階に進むことの承認を行った要員を特定
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することができる記録を作成し，これを管理する。 

④ 組織は，個別業務計画に基づく使用前事業者検査等又は自主検査等

を支障なく完了するまでは，プロセスの次の段階に進むことの承認を

しない。ただし，当該承認の権限を持つ要員が，個別業務計画に定め

る手順により特に承認をする場合は，この限りでない。 

⑤ 組織は，保安活動の重要度に応じて，使用前事業者検査等の独立性

（使用前事業者検査等を実施する要員をその対象となる機器等を所管

する部門に属する要員と部門を異にする要員とすることその他の方法

により，使用前事業者検査等の中立性及び信頼性が損なわれないこと

をいう。）を確保する。 

⑥ 組織は，保安活動の重要度に応じて，自主検査等の独立性（自主検

査等を実施する要員をその対象となる機器等を所管する部門に属する

要員と必要に応じて部門を異にする要員とすることその他の方法によ

り，自主検査等の中立性及び信頼性が損なわれないことをいう。）を

確保する。 

(ハ) 不適合の管理 

(１) 組織は，個別業務等要求事項に適合しない機器等が使用され，又は

個別業務が実施されることがないよう，当該機器等又は個別業務を特

定し，これを管理する。 

(２) 組織は，不適合の処理に係る管理並びにそれに関連する責任及び権

限を手順書等に定める。 

(３) 組織は，次に掲げる方法のいずれかにより，不適合を処理する。 

ａ．発見された不適合を除去するための措置を講ずること。 

ｂ．不適合について，あらかじめ定められた手順により原子力の安全に

及ぼす影響について評価し，機器等の使用又は個別業務の実施につい
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ての承認を行うこと（以下「特別採用」という。）。 

ｃ．機器等の使用又は個別業務の実施ができないようにするための措置

を講ずること。 

ｄ．機器等の使用又は個別業務の実施後に発見した不適合については，

その不適合による影響又は起こり得る影響に応じて適切な措置を講ず

ること。 

(４) 組織は，不適合の内容の記録及び当該不適合に対して講じた措置（特

別採用を含む。）に係る記録を作成し，これを管理する。 

(５) 組織は，(３)ａ．の措置を講じた場合においては，個別業務等要求

事項への適合性を実証するための検証を行う。 

(ニ) データの分析及び評価 

(１) 組織は，品質マネジメントシステムが実効性のあるものであること

を実証するため，及び当該品質マネジメントシステムの実効性の改善

の必要性を評価するために，適切なデータ(監視測定の結果から得られ

たデータ及びそれ以外の関連情報源からのデータを含む。)を明確にし，

収集し，及び分析する。 

(２) 組織は，(１)のデータの分析及びこれに基づく評価を行い，次に掲

げる事項に係る情報を得る。 

① 組織の外部の者からの意見の傾向及び特徴その他分析により得られ

る知見 

② 個別業務等要求事項への適合性 

③ 機器等及びプロセスの特性及び傾向（是正処置を行う端緒となるも

のを含む。） 

④ 調達物品等の供給者の供給能力 

(ホ) 改善 
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(１) 継続的な改善 

組織は，品質マネジメントシステムの継続的な改善を行うために，

品質方針及び品質目標の設定，マネジメントレビュー及び内部監査の

結果の活用，データの分析並びに是正処置及び未然防止処置の評価を

通じて改善が必要な事項を明確にするとともに，当該改善の実施その

他の措置を講じる。 

(２) 是正処置等 

① 組織は，個々の不適合その他の事象が原子力の安全に及ぼす影響に

応じて，次に掲げるところにより，速やかに適切な是正処置を講じる。 

ａ．是正処置を講ずる必要性について次に掲げる手順により評価を行

うこと。 

(ａ) 不適合その他の事象の分析及び当該不適合の原因の明確化 

(ｂ) 類似の不適合その他の事象の有無又は当該類似の不適合その

他の事象が発生する可能性の明確化 

ｂ．必要な是正処置を明確にし，実施すること。 

ｃ．講じた全ての是正処置の実効性の評価を行うこと。 

ｄ．必要に応じ，計画において決定した保安活動の改善のために講じ

た措置を変更すること。 

ｅ．必要に応じ，品質マネジメントシステムを変更すること。 

ｆ．原子力の安全に及ぼす影響の程度が大きい不適合に関して，根本

的な原因を究明するために行う分析の手順を確立し，実施すること。 

ｇ．講じた全ての是正処置及びその結果の記録を作成し，これを管理

すること。 

② 組織は，①に掲げる事項について，手順書等に定める。 

③ 組織は，手順書等に基づき，複数の不適合その他の事象に係る情報
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から類似する事象に係る情報を抽出し，その分析を行い，当該類似の

事象に共通する原因を明確にした上で，適切な措置を講じる。 

(３) 未然防止処置 

① 組織は，原子力施設その他の施設の運転経験等の知見を収集し，自

らの組織で起こり得る不適合の重要性に応じて，次に掲げるところに

より，適切な未然防止処置を講じること。 

ａ．起こり得る不適合及びその原因について調査すること。 

ｂ．未然防止処置を講ずる必要性について評価すること。 

ｃ．必要な未然防止処置を明確にし，実施すること。 

ｄ．講じた全ての未然防止処置の実効性の評価を行うこと。 

ｅ．講じた全ての未然防止処置及びその結果の記録を作成し，これを

管理すること。 

② 組織は，①に掲げる事項について，手順書等に定める。 
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第１表 重大事故の発生を仮定するグローブボックス 

 

設置室 重大事故の発生を仮定する 

グローブボックス 

粉末調整第２室 予備混合装置グローブボックス 

粉末調整第５室 均一化混合装置グローブボックス 

造粒装置グローブボックス注） 

粉末調整第７室 回収粉末処理・混合装置グローブ 

ボックス 

ペレット加工第１室 添加剤混合装置Ａグローブボックス 

プレス装置Ａ（プレス部）グローブ 

ボックス 

添加剤混合装置Ｂグローブボックス 

プレス装置Ｂ（プレス部）グローブ 

ボックス 

 

注）：火災源となる潤滑油を内包する機器が２箇所存在する。 
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第２表 外部放出抑制設備の設計基準対象の施設と兼用一覧 

 

機 器 名  兼 用 す る 設 計 基 準 対 象 の 施 設  

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

排 気 ダ ク ト 注 )  

気 体 廃 棄 物 の 廃 棄 設 備  グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備  

（ 重 大 事 故 の 発 生 を 仮 定 す る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス に 係

る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 給 気 フ ィ ル タ か ら 重 大 事 故 の 発

生 を 仮 定 す る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 及 び 重 大 事 故 の 発 生

を 仮 定 す る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス か ら グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

排 風 機 入 口 手 動 ダ ン パ 及 び グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 閉

止 ダ ン パ ま で の 流 路 ）  

（ ホ .(イ ) . (１ )② a . ( c )グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備

と 兼 用 ）  

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

給 気 フ ィ ル タ  

気 体 廃 棄 物 の 廃 棄 設 備  グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備  

（ 重 大 事 故 の 発 生 を 仮 定 す る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス に 係

る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 給 気 フ ィ ル タ ）  

（ ホ .(イ ) . (１ )② a . ( c )グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備

と 兼 用 ）  

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

排 気 フ ィ ル タ  

気 体 廃 棄 物 の 廃 棄 設 備  グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備  

（ 重 大 事 故 の 発 生 を 仮 定 す る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス に 係

る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 フ ィ ル タ ）  

（ ホ .(イ ) . (１ )② a . ( c )グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備

と 兼 用 ）  

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

排 気 フ ィ ル タ  

ユ ニ ッ ト  

気 体 廃 棄 物 の 廃 棄 設 備  グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備  

（ ホ .(イ ) . (１ )② a . ( c )グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備

と 兼 用 ）  

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

排 風 機 入 口 手 動  

ダ ン パ  

気 体 廃 棄 物 の 廃 棄 設 備  グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備  

（ ホ .(イ ) . (１ )② a . ( c )グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備

と 兼 用 ）  

工 程 室 排 気 ダ ク ト
注 )  

気 体 廃 棄 物 の 廃 棄 設 備  工 程 室 排 気 設 備  

（ 重 大 事 故 の 発 生 を 仮 定 す る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス を 設

置 す る 室 か ら 工 程 室 排 風 機 入 口 手 動 ダ ン パ 及 び 工 程

室 排 気 閉 止 ダ ン パ ま で の 流 路 ）  

（ ホ .(イ ) . (１ )② a . ( b )グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備

と 兼 用 ）  

工 程 室 排 気  

フ ィ ル タ ユ ニ ッ ト  

気 体 廃 棄 物 の 廃 棄 設 備  工 程 室 排 気 設 備  

（ ホ .(イ ) . (１ )② a . ( b )グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備

と 兼 用 ）  

工 程 室 排 風 機  

入 口 手 動 ダ ン パ  

気 体 廃 棄 物 の 廃 棄 設 備  工 程 室 排 気 設 備  

（ ホ .(イ ) . (１ )② a . ( b )グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備

と 兼 用 ）  

注）流路のみを設計基準対象の施設と兼用する。 
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第３表 代替グローブボックス排気設備の設計基準対象の 

施設と兼用一覧 

 

機 器 名  兼 用 す る 設 計 基 準 対 象 の 施 設  

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

排 気 ダ ク ト 注 )  

気 体 廃 棄 物 の 廃 棄 設 備  

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備  

（ 重 大 事 故 の 発 生 を 仮 定 す る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

に 係 る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 給 気 フ ィ ル タ か ら 重 大

事 故 の 発 生 を 仮 定 す る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 及 び 重

大 事 故 の 発 生 を 仮 定 す る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス か ら

可 搬 型 ダ ク ト と の 接 続 口 ま で の 流 路 ）  
（ ホ .(イ ) . (１ )② a . ( c )グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備

と 兼 用 ）  

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

給 気 フ ィ ル タ 注 )  

気 体 廃 棄 物 の 廃 棄 設 備  

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備  

（ 重 大 事 故 の 発 生 を 仮 定 す る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

に 係 る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 給 気 フ ィ ル タ ）  
（ ホ .(イ ) . (１ )② a . ( c )グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備

と 兼 用 ）  

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

排 気 フ ィ ル タ 注 )  

気 体 廃 棄 物 の 廃 棄 設 備  

グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備  

（ 重 大 事 故 の 発 生 を 仮 定 す る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス

に 係 る グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 フ ィ ル タ ）  
（ ホ .(イ ) . (１ )② a . ( c )グ ロ ー ブ ボ ッ ク ス 排 気 設 備

と 兼 用 ）  

注）流路のみを設計基準対象の施設と兼用する。 
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第４表 重要監視パラメータ 

 

分類 
重要監視 

パラメータ 
計測範囲 

重大事故時に 

おける 

プロセスの 

変動範囲 

中央監

視室 

への伝

送 

再処理施

設の 

中央制御

室 

への伝送 

緊急時

対策所 

への伝

送 

記録先 

（
１
）
核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
喪
失
に
対
処

す
る
た
め
に
必
要
な
計
装
設
備 

①グローブボ

ックス内の 

火災源近傍温

度 

火災源近傍温度 -196～450℃ 16～450℃ 〇 〇 〇 

燃料加工

建屋可搬

型情報収

集装置 

又は 

燃料加工

建屋デー

タ収集装

置 

②ダンパ 

出口の風速 
ダンパ出口風速 ０～50ｍ/s ０ｍ/s ×※1 〇 〇 

燃料加工

建屋可搬

型情報収

集装置 

③工程室内の 

放射性物質濃

度 

工程室内の 

放射性物質濃度 

B.G.～100kmin-1 

（アルファ線） 

B.G.～300kmin-1 

（ベータ線） 

－※2 ×※3 ×※3 ×※3 － 

（
２
）
工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
を
抑
制
す
る

た
め
に
必
要
な
計
装
設
備 

①放水砲の 

流量 
放水砲流量※5 ０～1800m3/h ０～900m3/h ×※4 ×※4 ×※4 － 

②放水砲の 

圧力 
放水砲圧力※5 ０～1.6MPa ０～1.2MPa ×※4 ×※4 ×※4 － 

③グローブ

ボックス内

の火災源近

傍温度※6 

火災源近傍温度 -196～450℃ 16～450℃ 〇 〇 〇 

燃料加工

建屋可搬

型情報収

集装置 

又は 

燃料加工

建屋デー

タ収集装

置 

④ダンパ出

口の風速※6 
ダンパ出口風速 ０～50ｍ/s ０ｍ/s ×※1 〇 〇 

燃料加工

建屋可搬

型情報収

集装置 

（
３
）
重
大
事
故
等
へ
の
対
処
に
必
要
と
な
る

水
の
供
給
に
必
要
な
計
装
設
備 

①貯水槽の水

位 
貯水槽水位 

０～10ｍ 

０～6750mm 

×※7 ×※7 ×※7 － 

300～7500mm ×※9 ○ ○ 

第１保管

庫・貯水

所可搬型

情報収集

装置及び

第２保管

庫・貯水

所可搬型

情報収集

装置 

②第１貯水槽

給水の流量 
第 1 貯水槽給水流量 ０～1800m3/h ０～900m3/h ×※8 ×※8 ×※8 － 

※1 ダンパ出口風速の監視は，情報把握設備の設置後に対策の活動拠点となる再処理施設の中央制御室にて継続監視するため，中央

監視室への伝送はしない 

※2 工程室内への漏えい状況により変動するため，測定上限値に到達する場合は試料を回収又はサンプリング流量及びサンプリン

グ時間を調整する 

※3 回収作業の着手判断時のみに計測するパラメータであり，継続監視しないため伝送しない 

※4 情報把握設備の接続が放出抑制対策の柔軟性を損なうことから伝送しない 

※5「再処理施設」と共用する設備 

※6 （１）の重要監視パラメータと兼用するパラメータ 

※7 携行型の計器による確認のため伝送しない。伝送はパラメータ伝送型の計器により行う 

※8 設備の健全性確認時のみに計測するパラメータであり，継続監視しないため伝送しない 

※9 貯水槽水位の監視は，再処理施設の中央制御室にて継続監視するため，中央監視室への伝送はしない 
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第５表 重大事故等対処における手順の概要（１／10） 

１．１．１ 重大事故等の発生を防止するための手順等 

方
針
目
的 

 重大事故の発生を仮定するグローブボックスに係る設計基準対象の施設とし

て機能を期待するグローブボックス温度監視装置の感知機能又はグローブボッ

クス消火装置の消火機能の喪失を確認した場合は，全送排風機の停止，全工程停

止及び動力電源の遮断を実施するため，手順を整備する。 

 臨界事故は発生が想定されないことから，臨界事故の発生を防止するための

対策に関する手順はない。 

 ＭＯＸ燃料加工施設において，その他の事故の発生を防止するための対策に

関する手順はない。 

対
応
手
段
等 

重
大
事
故
等
の
発
生
防
止
対
策 

全
送
排
風
機
の
停
止
，
全
工
程
停
止
及
び
動
力
電
源
遮
断 

【全送排風機の停止，全工程停止及び動力電源の遮断の着手及び実施

判断】 

 重大事故の発生を仮定するグローブボックスに係る設計基準対象

の施設として機能を期待するグローブボックス温度監視装置の感知

機能又はグローブボックス消火装置の消火機能の喪失を確認した場

合，手順に着手する。 

 

【全送排風機の停止，全工程停止及び動力電源の遮断の実施】 

 直ちに，中央監視室から非常停止系の操作により，全送排風機の停

止，全工程停止及び重大事故の発生を仮定するグローブボックス内機

器の動力電源を所内電源設備のパワーセンタ（燃料加工建屋の460Ｖ

運転予備用母線及び460Ｖ常用母線）にて選択的に遮断する。 

 

【全送排風機の停止，全工程停止及び動力電源の遮断の成否判断】 

 中央監視室の安全系監視制御盤及び監視制御盤により，全送排風機

の停止，全工程停止及び重大事故の発生を仮定するグローブボックス

内機器の動力電源の遮断を確認し，停止及び遮断されていると判断す

る。 
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第５表 重大事故等対処における手順の概要（２／10） 

 

２．１．１ 臨界事故に対処するための手順等 

方
針
目
的 

臨界事故は発生が想定されないことから，臨界事故の発生を防止

するための対策に関する手順はない。 
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第５表 重大事故等対処における手順の概要（３／10） 

２．１．２ 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手順等 

方
針
目
的 

 重大事故の発生を仮定するグローブボックスに係る設計基準対象の施設とし

て機能を期待するグローブボックス温度監視装置の感知機能又はグローブボッ

クス消火装置の消火機能の喪失を確認した場合は，火災の確認及び消火を行い，

燃料加工建屋外へのＭＯＸ粉末の放出経路を遮断するため，手順を整備する。ま

た，核燃料物質等の飛散又は漏えいの原因となる火災の消火及び燃料加工建屋

外への放出経路を遮断するための対策の完了後，工程室内の雰囲気が安定した

状態であると推定した場合は，工程室内に漏えいしたＭＯＸ粉末を回収し，核燃

料物質等の回収の一環として，核燃料物質等を閉じ込める機能を回復するため，

手順を整備する。 

対
応
手
段
等 

核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
喪
失
の
拡
大
防
止
対
策 

核
燃
料
物
質
等
の
飛
散
又
は
漏
え
い
の
原
因
と
な
る
火
災
の
消
火 

【火災の確認及び消火の着手判断】 

 重大事故の発生を仮定するグローブボックスに係る設計基準対象

の施設として機能を期待するグローブボックス温度監視装置の感知

機能又はグローブボックス消火装置の消火機能の喪失を確認した場

合，手順に着手する。 

 

【火災状況確認の準備】 

 火災状況確認用温度表示装置の健全性を確認し，火災状況確認用温

度表示装置が使用できない場合は，燃料加工建屋に保管している可搬

型グローブボックス温度表示端末の健全性を確認し，中央監視室にあ

る火災状況確認用温度計の端子盤に接続する。また，安全系監視制御

盤の健全性及び状態を確認する。 

 

【火災の判断及び消火の実施判断】 

 火災状況確認用温度表示装置又は可搬型グローブボックス温度表

示端末により，重大事故の発生を仮定するグローブボックス内の火災

源近傍の温度を確認し，指示値が 60℃以上であり，火災が発生して

いると判断した場合は，直ちに，火災の消火を判断する。 
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２．１．２ 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手順等 

対
応
手
段
等 

核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
喪
失
の
拡
大
防
止
対
策 

核
燃
料
物
質
等
の
飛
散
又
は
漏
え
い
の
原
因
と
な
る
火
災
の
消
火 

【火災の消火の実施】 

 中央監視室に設置する遠隔消火装置の盤の手動操作により，火災と

判断したグローブボックスへ消火剤（ハロゲン化物消火剤）を放出す

る。中央監視室に設置する遠隔消火装置の盤が使用できない場合は，

中央監視室近傍に設置する遠隔消火装置の弁の手動操作により，火災

と判断したグローブボックスへ消火剤（ハロゲン化物消火剤）を放出

する。 

 

【火災の消火の成否判断】 

 火災状況確認用温度表示装置又は中央監視室の可搬型グローブボ

ックス温度表示端末により，火災が発生したグローブボックス内の火

災源近傍の温度が60℃未満であり，安定していることを確認し，グロ

ーブボックス内の火災が消火されていると判断する。 

 

【グローブボックス内の火災源近傍温度の状態監視】 

 火災状況確認用温度表示装置又は可搬型グローブボックス温度表

示端末により，重大事故の発生を仮定するグローブボックス内の火災

源近傍の温度の状況を監視する。 
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２．１．２ 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手順等 

対
応
手
段
等 

核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
喪
失
の
拡
大
防
止
対
策 

燃
料
加
工
建
屋
外
へ
の
放
出
経
路
の
遮
断 

【燃料加工建屋外への放出経路の遮断の着手判断】 

 重大事故の発生を仮定するグローブボックスに係る設計基準対象

の施設として機能を期待するグローブボックス温度監視装置の感知

機能又はグローブボックス消火装置の消火機能の喪失を確認した場

合，手順に着手する。 

 

【燃料加工建屋外への放出経路の遮断の準備】 

 中央監視室に設置するダンパの遠隔閉止をするための盤の健全性

の確認を実施する。盤が使用できない場合は，直ちに，地下１階の排

風機室へのアクセスルートの安全性を確認しながら移動する。 

 

【燃料加工建屋外への放出経路の遮断の実施判断】 

 中央監視室又は排風機室から全送排風機の停止を確認し，直ちに，

グローブボックス排気閉止ダンパ及び工程室排気閉止ダンパの遠隔

閉止操作又はグローブボックス排風機入口手動ダンパ及び工程室排

風機入口手動ダンパの閉止の実施を判断する。 

 

【燃料加工建屋外への放出経路の遮断の実施】 

 中央監視室から遠隔閉止操作によるグローブボックス排気閉止ダ

ンパ及び工程室排気閉止ダンパの閉止，又は排風機室から手動閉止操

作により，グローブボックス排風機入口手動ダンパ及び工程室排風機

入口手動ダンパの閉止を実施し，グローブボックス排気設備及び工程

室排気設備の放出経路を遮断する。 

 

【燃料加工建屋外への放出経路の遮断の確認】 

 燃料加工建屋に保管している可搬型ダンパ出口風速計の健全性を

確認し，グローブボックス排風機及び工程室排風機の下流側ダクトに

接続する。 
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２．１．２ 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手順等 

対
応
手
段
等 

核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
喪
失
の
拡
大
防
止
対
策 

燃
料
加
工
建
屋
外
へ
の
放
出
経
路
の
遮
断 

【燃料加工建屋外への放出経路の遮断の成否判断】 

 排風機室の可搬型ダンパ出口風速計により，グローブボックス排風

機及び工程室排風機の下流側ダクト内に有意な風速が発生していな

いことを確認し，燃料加工建屋外への放出経路が遮断されていると判

断する。また，中央監視室から遠隔閉止操作により，ダンパを閉止し

た場合は，中央監視室の盤より，グローブボックス排気閉止ダンパ及

び工程室排気閉止ダンパの状態表示を確認し，燃料加工建屋外への放

出経路が遮断されていると判断する。 

 

【ダクト内の風速の状態監視】 

 排風機室の可搬型ダンパ出口風速計により，グローブボックス排気

設備及び工程室排気設備のダクト内の風速を監視する。 
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２．１．２ 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手順等 

対
応
手
段
等 

核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
喪
失
の
拡
大
防
止
対
策 

核
燃
料
物
質
等
の
回
収 

【核燃料物質等の回収の着手判断】 

 重大事故の発生を仮定するグローブボックスに係る核燃料物質等

の飛散又は漏えいの原因となる火災の消火及び燃料加工建屋外への

放出経路を遮断するための対策の完了後，工程室内の雰囲気が安定し

た状態であると推定した場合，手順に着手する。 

 

【燃料加工建屋の状況の確認】 

 重大事故の発生を仮定するグローブボックスが設置されている地

下３階の廊下の状況を目視により確認する。 

 

【ＭＯＸ粉末の漏えい状況の確認の準備】 

 燃料加工建屋に保管している可搬型ダストサンプラ及びアルファ・

ベータ線用サーベイメータの健全性を確認し，ＭＯＸ粉末が漏えいし

た工程室に隣接した廊下又は工程室において，可搬型ダストサンプラ

のサンプリング部を貫通孔からＭＯＸ粉末が漏えいした工程室内に

挿入する。 

 

【ＭＯＸ粉末の漏えい状況の確認】 

 準備が整い次第，可搬型ダストサンプラにより，工程室内の気相中

のＭＯＸ粉末を捕集し，アルファ・ベータ線用サーベイメータにより，

放射性物質濃度を測定する。測定値に上昇傾向が見られた場合には，

一定の時間間隔をあけて，放射性物質濃度の再測定を実施する。 

 

【ＭＯＸ粉末の回収の準備】 

 核燃料物質等の回収で使用する資機材の確認，運搬及び設置を実施

する。 
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２．１．２ 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手順等 

対
応
手
段
等 

核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
喪
失
の
拡
大
防
止
対
策 

核
燃
料
物
質
等
の
回
収 

【ＭＯＸ粉末の回収の実施判断】 

 準備が整い次第，可搬型ダストサンプラにより，工程室内の放射性

物質濃度を測定し，工程室内の雰囲気が安定した状態であることを確

認した場合，必要に応じて，核燃料物質等を閉じ込める機能の回復を

実施し，工程室内に漏えいしたＭＯＸ粉末の回収の実施を判断する。 

 

【ＭＯＸ粉末の回収の実施】 

 工程室内に漏えいしたＭＯＸ粉末の気相中への舞い上がりに注意

し，ウエス等の資機材により，工程室内に漏えいしたＭＯＸ粉末を回

収する。 

 

【外部への放射性物質の放出の状態監視】 

 回収作業の実施中は，可搬型排気モニタリング設備の可搬型ダスト

モニタにより，放射性物質の外部への放出状況を常時監視し，指示値

に異常があった場合には，直ちに，作業を中断する。 
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２．１．２ 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手順等 

対
応
手
段
等 

核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
喪
失
の
拡
大
防
止
対
策 

核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
回
復 

【核燃料物質等を閉じ込める機能の回復の着手判断】 

 核燃料物質等の回収において，可搬型ダストサンプラ及びアルフ

ァ・ベータ線用サーベイメータにより，工程室内の放射性物質濃度を

測定し，工程室内の雰囲気が安定した状態であることを確認した場

合，手順に着手する。 

 

【核燃料物質等を閉じ込める機能の回復の準備】 

 可搬型排風機付フィルタユニット，可搬型フィルタユニット及び可

搬型ダクトの健全性を確認し，排風機室のグローブボックス排気設備

のダクトに接続する。また，グローブボックス排気経路の健全性を確

認する。 

 

【核燃料物質等を閉じ込める機能の回復の実施判断】 

 準備が整い次第，可搬型排風機付フィルタユニットの起動を判断す

る。 

 

【核燃料物質等を閉じ込める機能の回復の実施】 

 可搬型排風機付フィルタユニットを起動する。 

 

【核燃料物質等を閉じ込める機能の回復の成否判断】 

 工程室からグローブボックスへの気流が発生したことをスモーク

テスタ等の資機材により確認し，グローブボックス排気設備の排気機

能の回復を判断する。 

 

【外部への放射性物質の放出の状態監視】 

 回復作業の実施中は，可搬型排気モニタリング設備の可搬型ダスト

モニタにより，放射性物質の外部への放出状況を常時監視し，指示値

に異常があった場合には，直ちに，可搬型排風機付フィルタユニット

を停止し，作業を中断する。 
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２．１．２ 核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失に対処するための手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

 重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。 

 また，再処理施設の中央制御室等との連絡手段を確保する。夜間及

び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，可搬型照明

を配備する。 

電
源
確
保 

 全交流電源喪失時においては，可搬型重大事故等対処設備の燃料加

工建屋可搬型発電機を用いて，可搬型排風機付フィルタユニットに給

電する。 

燃
料
給
油 

 配慮すべき事項は，第５表(７／10）「電源の確保に関する手順等」

の燃料給油と同様である。 

放
射
線
管
理 

放
射
線
防
護 

 重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。線量管理については，個人線量計を着

用し，１作業当たり10mSv以下とすることを目安に管理する。 

 さらに，実施組織要員の作業場所への移動及び作業においては，作

業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施

組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

 また，汚染の状況把握及び状況に応じた対応を行うことにより，汚

染の拡大を防止する。 

Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工 

施
設
の
状
態
把
握 

 外部への放射性物質の放出の状態監視等に係る監視測定に関する手

順については，第５表(８／10)「監視測定等に関する手順等」にて整

備する。 

可
搬
型
計
測
器
に
よ
る
計
測 

又
は
監
視
の
留
意
事
項 

 重大事故の発生を仮定するグローブボックス内の火災源近傍の温

度，グローブボックス排気設備及び工程室排気設備のダクト内の風速

の監視並びにＭＯＸ燃料加工施設の状態を直接監視するパラメータ

（以下「重要監視パラメータ」という。）に関する手順については，第

５表(10／10)「通信連絡に関する手順等」にて整備する。 
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第５表 重大事故等対処における手順の概要（４／10） 

 

２．１．３ その他の事故に対処するための手順等 

方
針
目
的 

その他の事故は発生が想定されないことから，その他の事故の発

生を防止するための対策に関する手順はない。 
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第５表 重大事故等対処における手順の概要（５／10） 

２．１．５ 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 

方
針
目
的 

ＭＯＸ燃料加工施設における露出したＭＯＸ粉末を取り扱い，火災源となる

潤滑油を有するグローブボックス内の火災による放射性物質の飛散又は漏え

いにより放射性物質の放出経路以外の経路からの拡散に至るおそれがある。ま

た，燃料加工建屋に放水した水がＭＯＸ燃料加工施設の敷地を通る排水路及び

その他の経路を通じて，ＭＯＸ燃料加工施設の敷地に隣接する尾駮沼から海洋

への放射性物質の流出に至るおそれがある。上記において工場等外への放射性

物質の拡散を抑制するための対応手段と重大事故等対処設備を選定する。 

また，燃料加工建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災が発生し

た場合において，泡消火又は放水による消火活動を行うための対応手段と重大

事故等対処設備を選定する。 

対
応
手
段
等 

大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
抑
制 

放
水
設
備
に
よ
る
大
気
中
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
抑
制 

核燃料物質等を閉じ込める機能の喪失の拡大防止対策にて使

用する火災源近傍温度及びダンパ出口風速のパラメータを確認

した結果，又は他の要因により重大事故等への対処を行うことが

困難になり，大気中への放射性物質の拡散に至るおそれがあると

判断した場合，大型移送ポンプ車を第１貯水槽近傍及びアクセス

ルート上に，可搬型放水砲を燃料加工建屋近傍に設置し，大型移

送ポンプ車から可搬型放水砲まで可搬型建屋外ホースを敷設し，

可搬型放水砲との接続を行い，大型移送ポンプ車で第１貯水槽の

水を取水し，中継用の大型移送ポンプ車を経由して，可搬型放水

砲により，燃料加工建屋に放水することで放射性物質の拡散を抑

制する。放水系統には，可搬型放水砲流量計及び可搬型放水砲圧

力計を接続し，可搬型放水砲が所定の流量及び圧力であることを

確認する。建物への放水については，臨界安全に及ぼす影響をあ

らかじめ考慮し，実施する。 
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２．１．５ 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 

対
応
手
段
等 

海
洋
，
河
川
，
湖
沼
等
へ
の 

放
射
性
物
質
の
流
出
抑
制 

「対応手段等」の「大気中への放射性物質の拡散を抑制する

ための対応手段」の「放水設備による大気中への放射性物質の

拡散抑制」の判断に基づき，放水設備による大気中への放射性

物質の拡散抑制の対処を開始した場合，燃料加工建屋に放水し

た水に放射性物質が含まれていることを考慮し，ＭＯＸ燃料加

工施設の敷地を通る排水路を通じてＭＯＸ燃料加工施設の敷地

に隣接する尾駮沼及び海洋へ放射性物質が流出することを想定

し，可搬型汚濁水拡散防止フェンスを排水路及び尾駮沼に，放

射性物質吸着材を排水路に設置し，海洋，河川，湖沼等への放

射性物質の流出を抑制する。 

燃
料
加
工
建
屋
周
辺
に
お
け
る
航
空
機
衝
突
に
よ
る 

航
空
機
燃
料
火
災
の
対
応 

航空機燃料火災が発生し，可搬型放水砲による火災発生箇所

へ泡消火又は放水による消火活動を行う必要がある場合，大型

移送ポンプ車を第１貯水槽近傍に設置し，可搬型放水砲を燃料

加工建屋周辺における火災の発生箇所近傍に設置し，可搬型建

屋外ホースを可搬型放水砲近傍まで敷設し，接続を行い，可搬

型放水砲による泡消火又は放水を行う。放水系統には，可搬型

放水砲流量計及び可搬型放水砲圧力計を接続し，可搬型放水砲

が所定の流量及び圧力であることを確認する。 
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２．１．５ 工場等外への放射性物質の拡散を抑制するための手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

【作業性】 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放

射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び

作業時の状況に応じて着用することとする。重大事故等の対処

時においては，再処理施設の中央制御室等との連絡手段を確保

する。夜間及び停電時においては，確実に運搬及び移動ができ

るように，可搬型照明を配備する。 

【操作性】 

ホースの敷設ルートは，各作業時間を考慮し，送水開始まで

の時間が最短になる組合せを優先して確保する。可搬型放水砲

の設置場所は，燃料加工建屋の開口部及び風向きにより決定す

る。 

燃
料
給
油 

配慮すべき事項は，第５表（７／10）「電源の確保に関する手

順等」の燃料給油と同様である。 

 

放
射
線
管
理 

放
射
線
防
護 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり

10mSv以下とすることを目安に管理する。さらに，実施組織要員

の作業場所への移動及び作業においては，作業場所の線量率の

把握及び状況に応じた対応を行うことにより，実施組織要員の

被ばく線量を可能な限り低減する。 

可
搬
型
計
測
器
に
よ
る
計
測 

又
は
監
視
の
留
意
事
項 

放水設備による大気中への放射性物質の拡散抑制の着手判断

となる代替火災感知設備及び外部放出抑制設備に関する手順に

ついては，第５表（３／10）「核燃料物質等を閉じ込める機能の

喪失に対処するための手順等」にて整備する。 
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第５表 重大事故等対処における手順の概要（６／10） 

２．１．６ 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

方
針
目
的 

重大事故等への対処の水源として第１貯水槽を水源とした，水源の確保の

対応手段と重大事故等対処設備を選定する。 

重大事故等への対処に必要な水を第１貯水槽から継続して供給するため，

第２貯水槽又は尾駮沼取水場所Ａ，尾駮沼取水場所Ｂ若しくは二又川取水場

所Ａ（以下「敷地外水源」という。）を補給源とした，補給源の確保及び第１

貯水槽へ水を補給するための対応手段と重大事故等対処設備を選定する。 

対
応
手
段
等 

水
源
の
確
保 

水
源
の
確
保 

重大事故等へ対処するために，水の供給を行う必要がある場

合，水源の確保を行う。第１貯水槽及び第２貯水槽の水位は，可

搬型貯水槽水位計(ロープ式)により確認する。 

第１貯水槽及び第２貯水槽の水位を確認するため，第１貯水

槽及び第２貯水槽に可搬型貯水槽水位計（電波式）を設置し，水

位を確認する。 

 

送
水
ル
ー
ト
の
選
択 

第１貯水槽，第２貯水槽及び敷地外水源の状態確認をした後，

水の移送に使用する水源及びホース敷設ルートを決定する。 

 

 

－ 512 －



 

２．１．６ 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

対
応
手
段
等 

第
１
貯
水
槽
へ
水
を
補
給
す
る
た
め
の
対
応 

第
２
貯
水
槽
を
水
の
補
給
源
と
し
た
第
１
貯
水
槽
へ
の
水
の
補
給 

 

以下の対処を行う必要がある場合，第２貯水槽から第１貯水

槽への水の補給作業に着手する。 

・第５表（５/10）「工場等外への放射性物質の拡散を抑制す

るための手順等」のうち「放水設備による大気中への放射

性物質の拡散抑制」の対処を継続している場合。 

第１貯水槽を水源とした対処を継続するために，第２貯水槽

から第１貯水槽へ水を補給することを想定し，大型移送ポンプ

車を第２貯水槽近傍に移動し，設置する。可搬型建屋外ホース

を第２貯水槽から第１貯水槽まで敷設し，可搬型建屋外ホース

を第１貯水槽の取水箇所に設置した後，大型移送ポンプ車を起

動し，第１貯水槽へ水を補給する。水の補給系統には，可搬型第

１貯水槽給水流量計を接続し，水の補給が所定の流量であるこ

とを確認する。第１貯水槽及び第２貯水槽の水位は，可搬型貯

水槽水位計（ロープ式）による確認又は可搬型貯水槽水位計（電

波式）を設置し確認する。 

 

第
１
貯
水
槽
へ
水
を
補
給
す
る
た
め
の
対
応 

敷
地
外
水
源
を
水
の
補
給
源
と
し
た
第
１
貯
水
槽
へ
の
水
の
補
給 

第２貯水槽から第１貯水槽への水の補給準備が完了した場合

及び燃料加工建屋における放水設備による大気中への放射性物

質の拡散抑制の準備が完了した場合に敷地外水源から第１貯水

槽への水の補給作業に着手する。 

第１貯水槽を水源とした対処を継続するために，敷地外水源

から第１貯水槽へ水を補給することを想定し，大型移送ポンプ

車を敷地外水源に設置し，可搬型建屋外ホースを敷地外水源か

ら第１貯水槽まで敷設し，可搬型建屋外ホースを第１貯水槽の

取水箇所に設置した後，大型移送ポンプ車を起動し，第１貯水

槽へ水を補給する。水の補給系統には，可搬型第１貯水槽給水

流量計を接続し，水の補給が所定の流量であることを確認する。

第１貯水槽及び第２貯水槽の水位は，可搬型貯水槽水位計（ロ

ープ式）による確認又は可搬型貯水槽水位計（電波式）を設置し

確認する。 
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２．１．６ 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

水
源
を
切
り
替
え
る
た
め
の
対
応 

第
２
貯
水
槽
か
ら
敷
地
外
水
源
に
第
１
貯
水
槽
へ
の
水
の
補
給
源
の
切
り
替
え 

第２貯水槽から敷地外水源への切り替えが必要になった場

合，水源の切り替えの手順に着手する。 

第２貯水槽から敷地外水源に第１貯水槽への水の補給源を切

り替えることを想定し，大型移送ポンプ車を敷地外水源へ移動

及び設置し，可搬型建屋外ホースを敷地外水源から第１貯水槽

まで敷設する。第２貯水槽の水位の状況を確認し，第２貯水槽

から第１貯水槽への水の補給を停止した後、敷地外水源に設置

した大型移送ポンプ車を起動し，敷地外水源に水の補給源を切

り替える。水の補給系統には，可搬型第１貯水槽給水流量計を

接続し，水の補給が所定の流量であることを確認する。第１貯

水槽及び第２貯水槽の水位は，可搬型貯水槽水位計（ロープ式）

による確認又は可搬型貯水槽水位計（電波式）を設置し確認す

る。 

 

 

 

 

 

 

作
業
性 

【作業性】 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射線環

境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業時の状況

に応じて着用することとする。重大事故等の対処時においては，再処

理施設の中央制御室等との連絡手段を確保する。夜間及び停電時にお

いては，確実に運搬及び移動ができるように，可搬型照明を配備する。 

【操作性】 

ホースの敷設ルートは，各作業時間を考慮し，送水開始までの時間

が最短になる組合せを優先して確保する。 

【成立性】 

大型移送ポンプ車の水中ポンプユニット吸込部には，ストレーナを

設置しており，異物の混入を防止する。 
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２．１．６ 重大事故等への対処に必要となる水の供給手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

燃
料
給
油 

配慮すべき事項は，第５表（７／10）「電源の確保に関する手順等」

の燃料給油と同様である。 

放
射
線
防
護 

放
射
線
管
理 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり 10mSv 以

下とすることを目安に管理する。さらに，実施組織要員の作業場所へ

の移動及び作業においては，作業場所の線量率の把握及び状況に応じ

た対応を行うことにより，実施組織要員の被ばく線量を可能な限り低

減する。 

 

貯
水
槽
へ
の
水
位
計
の
設
置
に
係
る
情
報
把
握
収
集
伝
送
設
備
の
留
意
事
項 

貯水槽への水位計の設置に関連する第１保管庫・貯水所及び第２保

管庫・貯水所への情報把握収集伝送設備の設置については，第５表（10

／10）「通信連絡に関する手順等」にて整備する。 
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第５表 重大事故等対処における手順の概要（７／10）  

２．１．７ 電源の確保に関する手順等 

方
針
目
的 

全交流電源喪失した場合において，重大事故等に対処す

るために必要な設備として代替電源設備を確保する手順等

を整備する。 

また，重大事故等の対処に必要な設備を継続運転させる

ため，補機駆動用燃料補給設備により燃料補給する手順等

を整備する。 

対
応
手
段
等 

全
交
流
電
源
喪
失
時
に
お
い
て
重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要
な
電
源
の
確
保

に
関
す
る
対
応
手
順 

可
搬
型
発
電
機
に
よ
る
給
電 

【着手判断】 

重大事故等時に，外部電源が喪失し，

燃料加工建屋において非常用所内電源設

備が機能喪失したと判断した場合，手順

に着手する。 

 

【可搬型発電機の起動】 

各可搬型発電機から可搬型分電盤まで

可搬型電源ケーブルを敷設し，接続する。 

なお，可搬型分電盤を設置しない場合

は直接重大事故等対処設備へ接続する。 

各可搬型発電機及び重大事故等対処設

備について異臭，発煙，破損等の異常が

ないことを外観点検により確認する。 

各可搬型発電機の燃料が規定油量以上

であることを確認する。 

可搬型発電機を起動し，当該可搬型発

電機の電圧計及び燃料油計により健全で

あることを確認する。 

手順の成否は，可搬型発電機が正常に

起動し，可搬型分電盤まで必要な電源が

確保できていることを検電器等にて確認

する。 
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２．１．７ 電源の確保に関する手順等 

対
応
手
段
等 

全
交
流
電
源
喪
失
以
外
の
状
態
に
お
い
て
重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要
な
電
源
の
確
保
に
関
す
る
対
応
手
順 

常
設
重
大
事
故
等
対
処
設
備
に
よ
る
給
電 

全交流電源喪失以外の状態において発

生する重大事故等の対処に用いる閉じ込

める機能の喪失に対処するための設備，

監視測定設備，情報把握設備及び通信連

絡設備が必要となる場合は，全交流電源

喪失以外の状態において対処するため，

受電開閉設備等を使用し，電源を確保す

る。 
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２．１．７ 電源の確保に関する手順等 

考
慮
す
べ
き
事
項 

負
荷
容
量 

全
交
流
電
源
喪
失
時
に
お
い
て
重
大
事
故
等
の 

対
処
に
必
要
な
電
源
の
確
保
に
関
す
る 

対
応
手
順 

可搬型発電機は，必要な負荷が最大と

なる全交流電源喪失時における対処のた

めに必要な設備へ給電する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

全
交
流
電
源
喪
失
以
外
の
状
態
に
お
い
て 

重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要
な
電
源
の 

確
保
に
関
す
る
対
応
手
順 

代替設備による機能の確保，修理等の

対応，全工程の停止等により重大事故等

に対処するための機能を維持する。 
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２．１．７ 電源の確保に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択 

全
交
流
電
源
喪
失
時
に
お
い
て 

重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要
な 

電
源
の
確
保
に
関
す
る
対
応
手
順 

全交流電源が喪失した場合には，燃料

加工建屋可搬型発電機，情報連絡用可搬

型発電機及び再処理施設の制御建屋可搬

型発電機による給電の対応手順並びに燃

料補給のための対応手順に従い，電源を

確保することにより，重大事故等時の対

処に必要な電源を確保する。 

これらの対応手段の他に系統の健全性

を確認し，対処に必要となる要員が確保

できた場合には，自主対策設備を用いた

対応を選択することができる。 

全
交
流
電
源
喪
失
以
外
の
状
態
に
お
い
て 

重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要
な 

電
源
の
確
保
に
関
す
る
対
応
手
順 

全交流電源喪失以外の状態における重

大事故等に対しては，再処理施設と共用

す る 受 電 開 閉 設 備 等 を 使 用 す る と と も

に，設計基準事故に対処するための設備

を一部兼用し，電源を確保する。 
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２．１．７ 電源の確保に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

全
交
流
電
源
喪
失
時
に
お
い
て
重
大

事
故
等
の
対
処
に
必
要
な
電
源
の 

確
保
に
関
す
る
対
応
手
順 

【悪影響防止】 

代替電源設備による対処は，設計基準

事故に対処するための設備とは独立して

単独で行う。 

【成立性】 

燃料加工建屋可搬型発電機，制御建屋

可搬型発電機及び情報連絡用可搬型発電

機により対策が確実に可能である。 

 

全
交
流
電
源
喪
失
以
外
の
状
態
に
お
い

て
重
大
事
故
等
の
対
処
に
必
要
な
電
源

の
確
保
に
関
す
る
対
応
手
順 

【悪影響防止】 

通常時と同じ系統構成とする。 

【成立性】 

全交流電源喪失以外の状態において発

生する重大事故等の対処は，中央監視室

等にて速やかに確認する。 
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２ .１．７ 電源の確保に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

燃
料
給
油
の
た
め
の
対
応
手
順 

【悪影響防止】 

補 機 駆 動 用 燃 料 補 給 設 備 に よ る 対 処

は，設計基準事故に対処するための設備

とは独立して単独で行う。 

【成立性】 

各可搬型発電機，可搬型中型移送ポン

プ運搬車，大型移送ポンプ車，ホース展

張車，運搬車，ホイールローダ及び軽油

用タンクローリの補機駆動用の燃料は，

補機駆動用燃料補給設備の軽油貯槽及び

軽油用タンクローリにより必要な量を補

給する。 

運転開始後に，可搬型発電機の近傍に

設置したドラム缶の燃料が枯渇するまで

に燃料補給を実施する。 

可搬型発電機等の軽油を貯蔵する軽油

貯槽は，想定する事象の進展を考慮し，

約 100ｍ 3 の地下タンク８基により対処

に必要な容量を確保する。 
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２ .１．７ 電源の確保に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

重大事故等の対処においては，通常の

安全対策に加えて，放射線環境や作業環

境に応じた防護具の配備を行い，移動時

及び作業時の状況に応じて着用すること

とする。 

重大事故等の対処時においては，中央

監視室等との連絡手段を確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，

移動ができるように，可搬型照明を配備

する。 

放
射
線
管
理 

放
射
線
防
護 

重大事故等の対処においては，通常の

安全対策に加えて，放射線環境や作業環

境に応じた防護具の配備を行い，移動時

及び作業時の状況に応じて着用すること

とする。 

線量管理については個人線量計を着用

し，１作業当たり10mSv以下とすることを

目安に管理する。 

さらに，実施組織要員の作業場所への

移動及び作業においては，作業場所の線

量率の把握及び状況に応じた対応を行う

ことにより，実施組織要員の被ばく線量

を可能な限り低減する。 
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第５表 重大事故等対処における手順の概要（８／10） 

２．１．８ 監視測定等に関する手順等 

方
針
目
的 

重大事故等が発生した場合にＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ

放出される放射性物質の濃度及び線量を監視し，及び測定し，並

びにその結果を記録するための手順を整備する。また，風向，風

速その他の気象条件を測定し，及びその結果を記録するための手

順を整備する。 

対
応
手
段
等 

設
計
基
準
対
象
の
施
設 

設計基準対象の以下の施設を重大事故等対処設備とし

て位置付け，重大事故等の対処に用いる。 

【放射線監視設備】 

・排気モニタリング設備（排気モニタ） 

・工程室排気ダクト 

・グローブボックス排気ダクト 

・排気筒 

・環境モニタリング設備（モニタリングポスト及びダス

トモニタ） 

【試料分析関係設備】 

・放出管理分析設備（アルファ線用放射能測定装置及び

ベータ線用放射能測定装置） 

・環境試料測定設備（核種分析装置） 

【環境管理設備】 

・放射能観測車 

・気象観測設備 
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２．１．８ 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
か
ら
放
出
さ
れ
る
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定 

排気モニタリング設備は，通常時から排気モニタ

により放射性物質の濃度を監視している。重大事故

等時に排気モニタリング設備の機能が維持されてい

ると判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，継続して排気モニタにより放射性物

質の濃度を監視する。排気モニタの測定値は，中央

監視室において指示及び記録し，放射能レベルがあ

らかじめ設定した値を超えたときは，警報を発す

る。また，排気モニタの測定値は，再処理施設の中

央制御室及び緊急時対策所へ伝送する。 

伝送した測定値は，緊急時対策建屋情報把握設

備，制御建屋情報把握設備及び情報把握収集伝送設

備により監視及び記録する。 

排気モニタによる放射性物質の濃度の測定は継続

されているため，排気モニタにより監視及び測定並

びにその結果の記録を継続する。 
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２．１．８ 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

可
搬
型
排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
か
ら
放
出
さ
れ
る
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
代
替
測
定 

重大事故等時に排気モニタリング設備が機能喪失

したと判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型排気モニタリング設備（可搬

型ダストモニタ）を代替グローブボックス排気設備

の可搬型ダクトに接続し，ＭＯＸ燃料加工施設から

大気中へ放出される放射性物質を連続的に捕集する

とともに，放射性物質の濃度を測定し，記録する。 

可搬型排気モニタリング用データ伝送装置を可搬

型排気モニタリング設備に接続し，測定値を衛星通

信により再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所

に伝送する。伝送した測定値は，再処理施設の中央

制御室に設置する制御建屋情報把握設備により，監

視及び記録するとともに，緊急時対策所においても

緊急時対策建屋情報把握設備により監視及び記録す

る。 

代替電源設備の燃料加工建屋可搬型発電機により

可搬型排気モニタリング設備及び可搬型排気モニタ

リング用データ伝送装置への給電を行い，放射性物

質の濃度の測定を行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以

上）を確認した場合は，事前の対応として，可搬型

排気モニタリング用データ伝送装置の建屋内への移

動及び除灰作業の準備を実施する。また，降灰を確

認したのち必要に応じ，除灰作業を実施する。 
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２．１．８ 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

放
出
管
理
分
析
設
備
に
よ
る
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
か
ら
放
出
さ
れ
る
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定 

放出管理分析設備（アルファ線用放射能測定装置

及びベータ線用放射能測定装置）は，通常時から排

気モニタリング設備により捕集した放射性物質の濃

度を測定している。重大事故等時に放出管理分析設

備の機能が維持されていると判断した場合，手順に

着手する。 

具体的には，継続して放出管理分析設備により，

排気モニタリング設備又は可搬型排気モニタリング

設備で捕集した放射性物質の濃度を測定する。 

排気モニタリング設備又は可搬型排気モニタリン

グ設備で捕集した試料は，定期的（１日ごと）又は

放射性物質の放出のおそれがある場合に回収し，放

出管理分析設備により放射性物質の濃度を測定し，

ＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ放出される放射性

物質の濃度を評価し，記録する。測定結果及び評価

結果は，通信連絡設備により再処理施設の中央制御

室に連絡する。 
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対
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手
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放
射
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質
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濃
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線
量
の
測
定
の
手
順
等 

可
搬
型
放
出
管
理
分
析
設
備
に
よ
る
Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
か
ら
放
出
さ
れ
る
放
射
性
物
質
の
濃
度
の
代
替
測
定 

重大事故等時に放出管理分析設備が機能喪失した

と判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型放出管理分析設備（可搬型放

射能測定装置）により，排気モニタリング設備又は

可搬型排気モニタリング設備で捕集した放射性物質

の濃度を測定する。 

排気モニタリング設備又は可搬型排気モニタリン

グ設備で捕集した試料は，定期的（１日ごと）又は

放射性物質の放出のおそれがある場合に回収し，可

搬型放出管理分析設備により放射性物質の濃度を測

定し，ＭＯＸ燃料加工施設から大気中へ放出される

放射性物質の濃度を評価し，記録する。測定結果及

び評価結果は，通信連絡設備により再処理施設の中

央制御室に連絡する。 
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応
手
段
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放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定 

環境モニタリング設備のモニタリングポストは，

通常時から周辺監視区域境界付近にて，空間放射線

量率の連続監視を行っている。また，環境モニタリ

ング設備のダストモニタは，通常時から空気中の放

射性物質の濃度を監視するため，放射性物質を連続

的に捕集及び測定している。重大事故等時に環境モ

ニタリング設備の機能が維持されていると判断した

場合，手順に着手する。 

具体的には，モニタリングポストにより空間放射

線量率を連続監視するとともに，ダストモニタによ

り空気中の放射性物質を連続的に捕集及び測定す

る。環境モニタリング設備の測定値は，中央監視室

において指示及び記録し，空間放射線量率又は放射

能レベルがあらかじめ設定した値を超えたときは，

警報を発する。また，環境モニタリング設備の測定

値は，再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所へ

伝送する。 

伝送した測定値は，緊急時対策建屋情報把握設備

により監視及び記録する。 

モニタリングポストによる空間放射線量率の測定

及びダストモニタによる空気中の放射性物質の捕集

及び測定は継続されているため，監視及び測定並び

にその結果の記録を継続する。 
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射
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濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

可
搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
代
替
測
定 

重大事故等時に環境モニタリング設備が機能喪失

したと判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型環境モニタリング設備（モニ

タリングポストの代替として可搬型線量率計，ダス

トモニタの代替として可搬型ダストモニタ）によ

り，周辺監視区域境界付近において，線量を測定す

るとともに，空気中の放射性物質を連続的に捕集及

び測定する。 

可搬型環境モニタリング用データ伝送装置を可搬

型環境モニタリング設備に接続し，測定値を衛星通

信により再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所

に伝送する。伝送した測定値は，再処理施設の中央

制御室に設置する制御建屋情報把握設備により，監

視及び記録するとともに，緊急時対策所においても

緊急時対策建屋情報把握設備により監視及び記録す

る。 

可搬型環境モニタリング用発電機により可搬型環

境モニタリング設備及び可搬型環境モニタリング用

データ伝送装置への給電を行い，放射性物質の濃度

及び線量の測定を行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以

上）を確認した場合は，事前の対応として，可搬型

環境モニタリング設備，可搬型環境モニタリング用

データ伝送装置及び可搬型環境モニタリング用発電

機の建屋内への移動及び除灰作業の準備を実施す

る。また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰作

業を実施する。 
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対
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手
段
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放
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の
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度
及
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線
量
の
測
定
の
手
順
等 

可
搬
型
建
屋
周
辺
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の
濃
度
，
線
量
及
び 

放
射
性
物
質
に
よ
っ
て
汚
染
さ
れ
た
物
の
表
面
密
度
の
代
替
測
定 

重大事故等時に環境モニタリング設備が機能喪失

したと判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型環境モニタリング設備を設置

するまでの間，可搬型建屋周辺モニタリング設備

（ガンマ線用サーベイメータ（ＳＡ），中性子線用

サーベイメータ（ＳＡ），アルファ・ベータ線用サ

ーベイメータ（ＳＡ）及び可搬型ダストサンプラ

（ＳＡ））により，燃料加工建屋周辺における線量

当量率及び空気中の放射性物質の濃度を測定すると

ともに，燃料加工建屋開口部の表面密度の測定を行

い，建屋外への漏えいの有無を確認する。 

線量当量率の測定については，想定事象を踏まえ

て，測定線種を設定する。 

可搬型建屋周辺モニタリング設備による測定結果

は，通信連絡設備により再処理施設の中央制御室に

連絡する。 
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対
応
手
段
等 

放
射
性
物
質
の
濃
度
及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

放
射
能
観
測
車
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の 

濃
度
及
び
線
量
の
測
定 

放射能観測車は，通常時及び設計基準事故時に敷

地周辺の空間放射線量率及び空気中の放射性物質の

濃度を迅速に測定するため，空間放射線量率測定

器，中性子線用サーベイメータ，ダストサンプラ，

よう素サンプラ及び放射能測定器を搭載した無線通

話装置付きの放射能観測車を備えている。重大事故

等時に放射能観測車の機能が維持されていると判断

した場合，手順に着手する。 

具体的には，放射能観測車により，敷地周辺の空

間放射線量率及び空気中の放射性物質の濃度を測定

する。 

放射能観測車による測定結果は，通信連絡設備に

より再処理施設の中央制御室に連絡する。 

可
搬
型
放
射
能
観
測
設
備
に
よ
る
空
気
中
の
放
射
性
物
質
の 

濃
度
及
び
線
量
の
代
替
測
定 

重大事故等時に放射能観測車が機能喪失（搭載機

器の測定機能又は車両の走行機能）したと判断した

場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型放射能観測設備（ガンマ線用

サーベイメータ（ＮａＩ（Ｔｌ）シンチレーショ

ン）（ＳＡ），ガンマ線用サーベイメータ（電離箱）

（ＳＡ），中性子線用サーベイメータ（ＳＡ），アル

ファ・ベータ線用サーベイメータ（ＳＡ）及び可搬

型ダスト・よう素サンプラ（ＳＡ））により，ＭＯ

Ｘ燃料加工施設及びその周辺において，空気中の放

射性物質の濃度及び線量を測定する。 

可搬型放射能観測設備による測定結果は，通信連

絡設備により再処理施設の中央制御室に連絡する。 
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対
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手
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放
射
性
物
質
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及
び
線
量
の
測
定
の
手
順
等 

環
境
試
料
測
定
設
備
に
よ
る
空
気
中
の 

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定 

環境試料測定設備（核種分析装置）は，通常時か

らＭＯＸ燃料加工施設及びその周辺における環境試

料の分析，放射性物質の濃度を測定している。重大

事故等時に環境試料測定設備の機能が維持されてい

ると判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，継続して環境試料測定設備により，

ダストモニタ又は可搬型ダストモニタで捕集した放

射性物質の濃度を測定する。 

ダストモニタ又は可搬型ダストモニタで捕集した

試料は，定期的（１日ごと）又は放射性物質の放出

のおそれがある場合に回収し，環境試料測定設備に

より放射性物質の濃度を測定し，空気中の放射性物

質の濃度を評価する。測定結果及び評価結果は，通

信連絡設備により緊急時対策所に連絡する。 

環
境
試
料
測
定
設
備
に
よ
る
水
中
及
び
土
壌
中
の 

放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定 

環境試料測定設備（核種分析装置）は，通常時か

らＭＯＸ燃料加工施設及びその周辺における環境試

料の分析，放射性物質の濃度を測定している。重大

事故等時に環境試料測定設備の機能が維持されてい

ると判断した場合，また，排気モニタリング設備，

可搬型排気モニタリング設備，環境モニタリング設

備，可搬型環境モニタリング設備，可搬型建屋周辺

モニタリング設備，放出管理分析設備，環境試料測

定設備，可搬型放出管理分析設備，可搬型試料分析

設備，放射能観測車及び可搬型放射能観測設備によ

る測定により，ＭＯＸ燃料加工施設からの放射性物

質の放出のおそれがあると判断した場合，手順に着

手する。 

具体的には，環境試料測定設備により，ＭＯＸ燃

料加工施設及びその周辺において採取した水試料及

び土壌試料の放射性物質の濃度を測定し，水中及び

土壌中の放射性物質の濃度を評価する。測定結果及

び評価結果は，通信連絡設備により緊急時対策所に

連絡する。 
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射
性
物
質
の
濃
度
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代
替
測
定 

重大事故等時に環境試料測定設備が機能喪失した

と判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型試料分析設備（可搬型放射能

測定装置及び可搬型核種分析装置）により，ダスト

モニタ又は可搬型ダストモニタで捕集した放射性物

質の濃度を測定する。 

ダストモニタ又は可搬型ダストモニタで捕集した

試料は，定期的（１日ごと）又は放射性物質の放出

のおそれがある場合に回収し，可搬型試料分析設備

により放射性物質の濃度を測定し，空気中の放射性

物質の濃度を評価する。測定結果及び評価結果は，

通信連絡設備により緊急時対策所に連絡する。 

可搬型排気モニタリング用発電機により可搬型試

料分析設備への給電を行い，放射性物質の濃度の測

定を行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以

上）を確認した場合は，事前の対応として，可搬型

排気モニタリング用発電機の建屋内への移動及び除

灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認したの

ち必要に応じ，除灰作業を実施する。 
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搬
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放
射
性
物
質
の
濃
度
の
測
定 

重大事故等時に環境試料測定設備が機能喪失した

と判断した場合，また，排気モニタリング設備，可

搬型排気モニタリング設備，環境モニタリング設

備，可搬型環境モニタリング設備，可搬型建屋周辺

モニタリング設備，放出管理分析設備，環境試料測

定設備，可搬型放出管理分析設備，可搬型試料分析

設備，放射能観測車及び可搬型放射能観測設備によ

る測定により，ＭＯＸ燃料加工施設からの放射性物

質の放出のおそれがあると判断した場合，手順に着

手する。 

具体的には，可搬型試料分析設備（可搬型放射能

測定装置及び可搬型核種分析装置）により，ＭＯＸ

燃料加工施設及びその周辺において採取した水試料

及び土壌試料の放射性物質の濃度を測定し，水中及

び土壌中の放射性物質の濃度を評価する。測定結果

及び評価結果は，通信連絡設備により緊急時対策所

に連絡する。 

可搬型排気モニタリング用発電機により可搬型試

料分析設備への給電を行い，放射性物質の濃度の測

定を行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以

上）を確認した場合は，事前の対応として，可搬型

排気モニタリング用発電機の建屋内への移動及び除

灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認したの

ち必要に応じ，除灰作業を実施する。 
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対
応
手
段
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風
向
，
風
速
そ
の
他
の
気
象
条
件
の
測
定
の
手
順
等 

気
象
観
測
設
備
に
よ
る 

気
象
観
測
項
目
の
測
定 

気象観測設備は，敷地内において，風向，風速，

日射量，放射収支量及び雨量を観測している。重大

事故等時に気象観測設備の機能が維持されていると

判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，継続して気象観測設備により風向，

風速，日射量，放射収支量及び雨量を観測し，その

観測値を中央監視室，再処理施設の中央制御室及び

緊急時対策所に伝送する。 

伝送した観測値は，緊急時対策建屋情報把握設備

により記録する。 

気象観測設備による気象観測項目の測定は継続さ

れているため，測定及びその結果の記録を継続す

る。 

可
搬
型
気
象
観
測
設
備
に
よ
る
気
象
観
測
項
目
の
代
替
測
定 

重大事故等時に気象観測設備（風向風速計，日射

計，放射収支計，雨量計）が機能喪失したと判断し

た場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型気象観測設備（風向風速計，

日射計，放射収支計，雨量計）により，敷地内にお

いて風向，風速その他の気象条件を測定する。 

可搬型気象観測用データ伝送装置を可搬型気象観

測設備に接続し，観測値を衛星通信により再処理施

設の中央制御室及び緊急時対策所に伝送する。伝送

した観測値は，再処理施設の中央制御室に設置する

制御建屋情報把握設備により記録するとともに，緊

急時対策所においても緊急時対策建屋情報把握設備

により記録する。 

可搬型気象観測用発電機により可搬型気象観測設

備及び可搬型気象観測用データ伝送装置への給電を

行い，敷地内において風向，風速その他の気象条件

の測定を行う。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以

上）を確認した場合は，事前の対応として，可搬型

気象観測設備，可搬型気象観測用データ伝送装置及

び可搬型気象観測用発電機の建屋内への移動及び除

灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認したの

ち必要に応じ，除灰作業を実施する。 
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２．１．８ 監視測定等に関する手順等 

応
手
段
等 

風
向
，
風
速
そ
の
他
の
気
象
条
件
の
測
定
の
手
順
等 

可
搬
型
風
向
風
速
計
に
よ
る
風
向
及
び
風
速
の
測
定 

重大事故等時に気象観測設備が機能喪失したと判

断した場合，手順に着手する。 

具体的には，可搬型気象観測設備を設置するまで

の間，可搬型風向風速計により，敷地内において風

向及び風速を測定する。 

可搬型風向風速計による測定結果は，通信連絡設

備により再処理施設の中央制御室に連絡する。 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
の
電
源
を
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用 

代
替
電
源
設
備
か
ら
給
電
す
る
手
順
等 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
用
可
搬
型
発
電
機
に
よ
る 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
へ
の
給
電 

重大事故等時に，第１非常用ディーゼル発電機が

自動起動せず，非常用所内電源系統から環境モニタ

リング設備への給電が喪失し，無停電電源装置によ

り給電され，環境モニタリング設備の機能が維持さ

れていると判断した場合，手順に着手する。 

具体的には，環境モニタリング用可搬型発電機に

より，環境モニタリング設備へ給電する。 

火山の影響により，降灰予報（「やや多量」以

上）を確認した場合は，事前の対応として，環境モ

ニタリング用可搬型発電機の建屋内への移動及び除

灰作業の準備を実施する。また，降灰を確認したの

ち必要に応じ，除灰作業を実施する。 
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２．１．８ 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策
の
手
順 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
の 

バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策 

重大事故等時に，ＭＯＸ燃料加工施設から放射性

物質の放出により，モニタリングポストのバックグ

ラウンドが上昇するおそれがあると判断した場合，

手順に着手する。 

具体的には，事故後の周辺汚染により，モニタリ

ングポストによる測定ができなくなることを避ける

ため，モニタリングポスト局舎内の換気システムを

停止し，モニタリングポストの検出器カバーに養生

シートを被せ，養生する。検出器カバーの養生シー

トは，必要に応じて交換する。 

また，バックグラウンドが通常より高い場合に

は，必要に応じてモニタリングポスト局舎の除染，

周辺土壌の撤去及び樹木の伐採を行いバックグラウ

ンドの低減を図る。 

可
搬
型
環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
の 

バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策 

重大事故等時に，ＭＯＸ燃料加工施設から放射性

物質の放出により，可搬型環境モニタリング設備の

バックグラウンドが上昇するおそれがあると判断し

た場合，手順に着手する。 

具体的には，事故後の周辺汚染により，可搬型環

境モニタリング設備による測定ができなくなること

を避けるため，可搬型環境モニタリング設備を設置

する際にあらかじめ検出器カバーに養生シートを被

せた後，可搬型環境モニタリング設備を設置する。

検出器カバーの養生シートは，必要に応じて交換す

る。 

また，バックグラウンドが通常より高い場合に

は，必要に応じて可搬型環境モニタリング設備の除

染，周辺土壌の撤去及び樹木の伐採を行いバックグ

ラウンドの低減を図る。 
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２．１．８ 監視測定等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策
の
手
順 

可
搬
型
放
出
管
理
分
析
設
備
及
び 

可
搬
型
試
料
分
析
設
備
の 

バ
ッ
ク
グ
ラ
ウ
ン
ド
低
減
対
策 

重大事故等時に可搬型放出管理分析設備による放

射性物質の濃度の測定場所は，燃料加工建屋を基本

とする。また，可搬型試料分析設備による放射性物

質の濃度の測定場所は，再処理施設の主排気筒管理

建屋を基本とする。ただし，試料測定に影響が生じ

る場合は，緊急時対策所又は再処理事業所外の適切

な場所に設備を移動し，測定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他
の
機
関
と
の
連
携 

重大事故等時の敷地外でのモニタリングは，国が

立ち上げる緊急時モニタリングセンターにおいて，

国が地方公共団体と連携して策定するモニタリング

計画に従い，資機材，要員及び放出源情報を提供す

るとともにモニタリングに協力する。 

また，原子力災害が発生した場合に他の原子力事

業者との協力体制を構築するため原子力事業者間協

力協定を締結し，環境放射線モニタリング等への要

員の派遣，資機材の貸与等を受けることが可能であ

る。 
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２．１．８ 監視測定等に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に

加えて，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配

備を行い，移動時及び作業時の状況に応じて着用す

ることとする。 

また，再処理施設の中央制御室等との連絡手段を

確保する。夜間及び停電時においては，確実に運

搬，移動ができるように，可搬型照明を配備する。 

電
源
確
保 

全交流電源喪失時は，可搬型重大事故等対処設備

の可搬型発電機を用いて，放射性物質の濃度及び線

量の測定で使用する設備及び風向，風速その他の気

象条件の測定で使用する設備へ給電する。 

燃
料
給
油 

配慮すべき事項は，第５表（７／10）「電源の確

保に関する手順等」の燃料給油と同様である。 

放
射
線
管
理 

放
射
線
防
護 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に

加えて，放射線環境や作業環境に応じた防護具の配

備を行い，移動時及び作業時の状況に応じて着用す

ることとする。線量管理については個人線量計を着

用し，１作業当たり 10mSv 以下とすることを目安に

管理する。さらに，実施組織要員及び支援組織要員

の作業場所への移動及び作業においては，作業場所

の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことに

より，実施組織要員及び支援組織要員の被ばく線量

を可能な限り低減する。 

排
気
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備
等

の
測
定
値
の
監
視
及
び
記
録

に
係
る
緊
急
時
対
策
建
屋
情

報
把
握
設
備
等
の
留
意
事
項 

排気モニタリング設備，環境モニタリング設備，

可搬型排気モニタリング設備及び可搬型環境モニタ

リング設備の測定値を監視及び記録し，気象観測設

備及び可搬型気象観測設備の観測値を記録するため

の緊急時対策建屋情報把握設備，制御建屋情報把握

設備及び情報把握収集伝送設備に関する手順につい

ては，第５表（10／10）「通信連絡に関する手順

等」にて整備する。 
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第５表 重大事故等対処における手順の概要（９／10） 

２．１．９ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

方
針
目
的 

【居住性を確保するための措置】 

重大事故等が発生した場合においても，重大事故等に対

処するために必要な指示を行う要員等の被ばく線量を７日

間で 100mSv を超えないようにするために必要な対応手段と

して，緊急時対策建屋の遮蔽設備，緊急時対策建屋換気設

備，緊急時対策建屋環境測定設備，緊急時対策建屋放射線計

測設備及び緊急時対策建屋電源設備により，緊急時対策所

にとどまるために必要な居住性を確保する手順を整備す

る。 

【重大事故等に対処するために必要な指示及び通信連絡に

関する措置】 

重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処

するために必要な指示を行う要員等が，緊急時対策建屋情

報把握設備及び通信連絡設備により，必要な情報を監視又

は収集し，重大事故等に対処するために必要な情報を把握

するとともに，重大事故等に対処するための対策の検討を

行う手順を整備する。 

また，重大事故等に対処するための対策の検討に必要な

資料を緊急時対策建屋に整備する。 

【必要な数の要員の収容に係る措置】 

重大事故等が発生した場合において，通信連絡設備によ

り，ＭＯＸ燃料加工施設の内外の通信連絡をする必要のあ

る場所と通信連絡を行う。 

外部電源喪失時は，緊急時対策建屋電源設備からの給電

により，緊急時対策建屋情報把握設備及び通信連絡設備を

使用する。 

緊急時対策所には，非常時対策組織本部，支援組織及び

実施組織の要員並びに全社対策組織の一部の要員として最

大 360 人を収容できる。 
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２．１．９ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

方
針
目
的 

なお，再処理施設において気体状の放射性物質が大気中

へ大規模に放出する場合において，緊急時対策所にとどま

る非常時対策組織の要員は約 50 人である。 

また，要員の収容が適切に行えるようにトイレや休憩ス

ペース等を整備するとともに，収容する要員に必要な資機

材を整備し，通常時から維持，管理する。 

【緊急時対策建屋電源設備からの給電措置】 

 重大事故等が発生した場合においても，当該重大事故等

に対処するために，代替電源設備からの給電について手順

を整備する。 

緊急時対策建屋電源設備の緊急時対策建屋用発電機，緊

急時対策建屋高圧系統の 6.9kＶ緊急時対策建屋用母線及び

緊急時対策建屋低圧系統の 460Ｖ緊急時対策建屋用母線に

より，緊急時対策所の必要な負荷に給電していることを確

認する手順に着手する。 

対
応
手
段
等 

居
住
性
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置 

緊
急
時
対
策
所
の
立
ち
上
げ
手
順 

換
気
設
備
の
起
動
確
認
手
順 

外部電源が喪失した場合は，緊急時対策建屋

電源設備より受電したのち，緊急時対策建屋換

気設備の緊急時対策建屋送風機及び緊急時対策

建屋排風機が自動起動するため，緊急時対策建

屋換気設備の起動確認の手順に着手する。 

重大事故等の発生に伴い建屋外への放射性物

質の放出を確認した場合は，居住性を確保する

ため，緊急時対策建屋換気設備の再循環モード

又は緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧へ

切り替える。 

火山の影響により, 降灰予報(「やや多量」以

上)を確認した場合は，事前の対応作業として，

除灰作業の準備を実施する。 

また，降灰を確認したのち必要に応じて除灰作

業を実施し，緊急時対策建屋換気設備に影響を

及ぼすおそれがある場合は，再循環モードに切

り替える。 
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２．１．９ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

居
住
性
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置 

緊
急
時
対
策
所
の
立
ち
上
げ
手
順 

緊
急
時
対
策
所
内
の
酸
素
濃
度
，
二
酸
化
炭
素
濃
度 

及
び
窒
素
酸
化
物
濃
度
の
測
定
手
順 

重大事故等の発生に伴い緊急時対策所の使

用を開始した場合は，緊急時対策所の居住性

確保の観点から，緊急時対策所内の酸素濃度，

二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度を測定す

る手順に着手する。 

原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
第
十
条
特
定
事
象
発
生
の 

お
そ
れ
が
あ
る
場
合
の
手
順 

緊
急
時
対
策
建
屋
放
射
線
計
測
設
備(

可
搬
型 

屋
内
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備)

の
測
定
手
順 

重大事故等が発生した場合は，緊急時対策

所の居住性の確認（線量率及び放射性物質濃

度）を行うために，緊急時対策所において可搬

型屋内モニタリング設備の可搬型エリアモニ

タ，可搬型ダストサンプラ及びアルファ・ベー

タ線用サーベイメータにより測定する手順に

着手する。 
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２．１．９ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

居
住
性
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置 

原
子
力
災
害
対
策
特
別
措
置
法
第
十
条
特
定
事
象
発
生

の
お
そ
れ
が
あ
る
場
合
の
手
順 

緊
急
時
対
策
建
屋
放
射
線
計
測
設
備(
可
搬
型 

環
境
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
設
備)

の
測
定
手
順 

重大事故等が発生した場合は，放出する放

射性物質による指示値を確認し，緊急時対策

建屋換気設備の切替操作を行うための判断に

使用するため，可搬型環境モニタリング設備

の可搬型線量率計及び可搬型ダストモニタに

より測定する手順に着手する。 

火山の影響により, 降灰予報(「やや多量」

以上)を確認した場合は，事前の対応作業とし

て,除灰作業の準備を実施する。 

また，降灰を確認したのち必要に応じ，除灰

作業を実施する。 

重
大
事
故
等
が
発
生
し
た
場
合
の 

放
射
線
防
護
等
に
関
す
る
手
順
等 

緊
急
時
対
策
建
屋
換
気
設
備
の 

再
循
環
モ
ー
ド
切
替
手
順 

重大事故等の発生に伴い建屋外への放射性

物質の放出を確認した場合，窒素酸化物の発

生により緊急時対策所の居住性に影響を及ぼ

すと判断した場合又は火山の影響による降灰

により緊急時対策建屋換気設備の運転に影響

を及ぼすおそれがある場合に，緊急時対策建

屋換気設備を再循環モードへ切り替える手順

に着手する。 
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２．１．９ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

居
住
性
を
確
保
す
る
た
め
の
措
置 

重
大
事
故
等
が
発
生
し
た
場
合
の
放
射
線
防
護
等
に
関
す
る
手
順
等 

緊
急
時
対
策
建
屋
加
圧
ユ
ニ
ッ
ト 

に
よ
る
加
圧
手
順 

再循環モード時，再処理施設において気

体状の放射性物質が大気中へ大規模に放出

するおそれがある場合で，酸素濃度の低下，

二酸化炭素濃度の上昇，対策本部室の差圧

の低下又は線量当量率の上昇により居住性

の確保ができなくなるおそれがある場合

は，緊急時対策建屋加圧ユニットによる加

圧を行う手順に着手する。 

緊
急
時
対
策
建
屋
加
圧
ユ
ニ
ッ
ト 

に
よ
る
加
圧
か
ら
外
気
取
入 

加
圧
モ
ー
ド
へ
の
切
替
手
順 

緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型

環境モニタリング設備等の指示値が上昇し

た後に，下降に転じ，さらに安定的な状態に

なり，周辺環境中の放射性物質濃度が十分

低下した場合は，緊急時対策建屋加圧ユニ

ットによる加圧から外気取入加圧モードへ

切り替える手順に着手する。 
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２．１．９ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

重
大
事
故
等
に
対
処
す
る
た
め
に
必
要
な
指
示
及
び
通
信
連
絡
に
関
す
る
措
置 

緊
急
時
対
策
所
に
お
け
る
情

報
収
集
手
順 

所内通信連絡設備を使用し，緊急時対策所におい

て情報収集する手順は 第５表(10／10)「通信連絡に

関する手順等」の「計測等を行った重要なパラメー

タを必要な場所で共有する手順」にて整備する。 

 

緊
急
時
対
策
建
屋
情
報

把
握
設
備
に
よ
る
情
報

の
監
視
手
順 

緊急時対策建屋情報把握設備による情報監視手順

は，第５表(10／10)「通信連絡に関する手順等」の

「計測等を行った重要なパラメータを必要な場所で

共有する手順」にて整備する。 

重
大
事
故
等
に
対
処
す
る

た
め
の
対
策
の
検
討
に
必

要
な
資
料
の
整
備 

重大事故等に対処するための対策の検討に必要な

資料を緊急時対策建屋に配備し，資料を更新した場

合は資料の差し替えを行い，常に最新となるよう通

常時から維持，管理する。 
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２．１．９ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

重
大
事
故
等
に
対
処
す
る
た
め

に
必
要
な
指
示
及
び
通
信
連
絡

に
関
す
る
措
置 

通
信
連
絡
に
関
す
る
手
順
等 

緊急時対策所における，ＭＯＸ燃料加工施設

の内外の通信連絡をする必要のある場所との

通信連絡に関する手順等は，第５表(10／10)

「通信連絡に関する手順等」の「再処理事業所

内の通信連絡を行う手順」及び「再処理事業所

外の通信連絡を行う手順」にて整備する。 

必
要
な
数
の
要
員
の
収
容
に
係
る
措
置 

放
射
線
管
理 

放
射
線
管
理
資
機
材(

個
人
線
量
計
及
び
防
護
具
類)

及
び
出
入
管
理
区
画
用
資

機
材
の
維
持
管
理 

緊急時対策建屋の外側が放射性物質により

汚染したような状況下において，支援組織の要

員が応急復旧対策の検討，実施等のために屋外

で作業を行う際，当該要員は個人線量計及び防

護具類を着用する。 

緊急時対策建屋には，７日間外部からの支援

がなくとも非常時対策組織の要員が使用する

のに十分な数量の放射線管理用資機材（個人線

量計及び防護具類）及び緊急時対策所への汚染

の持ち込みを防止するため，作業服の着替え，

防護具の着装及び脱装，身体の汚染検査並びに

除染作業ができる区画（以下「出入管理区画」

という。）において使用する出入管理区画用資

機材を配備するとともに，通常時から維持，管

理する。重大事故等時には，放射線管理用資機

材（個人線量計及び防護具類），出入管理区画

用資機材の使用及び管理を適切に行い，十分な

放射線管理を行う手順に着手する。 
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２．１．９ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

対
応
手
段
等 

必
要
な
数
の
要
員
の
収
容
に
係
る
措
置 

放
射
線
管
理 

出
入
管
理
区
画
の
設
置
及
び
運
用
手
順 

緊急時対策建屋の外側が放射性物質により汚

染したような状況下において，出入管理区画を

設置する手順に着手する。 

出入管理区画には，防護具類を脱装する脱装

エリア，放射性物質による要員又は物品の汚染

の有無を確認するためのサーベイエリア及び汚

染を確認した際に除染を行う除染エリアを設

け，非常時対策組織の要員が汚染検査及び除染

を行うとともに，出入管理区画の汚染管理を行

う。 

除染エリアは，サーベイエリアに隣接して設

置し，除染はアルコールワイプや生理食塩水で

の拭き取りを基本とするが，拭き取りにて除染

ができない場合は，簡易シャワーにて水洗いに

よる除染を行う。 

簡易シャワーで発生した汚染水は，必要に応

じて紙タオルへ染み込ませる等により固体廃棄

物として廃棄する。 

また，出入管理区画設置場所の全照明が消灯

した場合は，可搬型照明を配備する。 

出入管理区画用資機材は，出入管理区画内に

保管する。 

対
応
手
段
等 

必
要
な
数
の
要
員
の
収
容
に
係
る
措
置 

放
射
線
管
理 

緊
急
時
対
策
建
屋
換
気
設
備
の
切
替
手
順 

運転中の緊急時対策建屋換気設備が故障する

等，切り替えが必要となった場合は，緊急時対

策建屋送風機，緊急時対策建屋排風機及び緊急

時対策建屋フィルタユニットを待機側に切り替

える手順に着手する。 
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２．１．９ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

対
応
手
順
等 

必
要
な
要
員
の
収
容
に
係
る
措
置 

放
射
線
管
理 

飲
料
水
，
食
料
等
の
維
持
管
理 

重大事故等に対処するために必要な指示を行う

要員等が重大事故等の発生後，少なくとも外部か

らの支援なしに７日間，活動するために必要な飲

料水，食料等を備蓄するとともに，通常時から維

持，管理する。 

重大事故等が発生した場合には飲料水，食料等

の支給を適切に運用する。 

また，緊急時対策所内での飲食等の管理として，

適切な頻度で緊急時対策所内の空気中放射性物質

濃度の測定を行い，飲食しても問題ない環境であ

ることを確認する。 

緊
急
時
対
策
建
屋
電
源
設
備
の
給
電
措
置 

緊
急
時
対
策
建
屋
用
発
電
機
に
よ
る
給
電
手
順 

緊急時対策建屋用発電機の多重性が確保されて

いる状態において，外部電源が喪失した場合は，

緊急時対策建屋用発電機が自動起動し，緊急時対

策建屋高圧系統の6.9kＶ緊急時対策建屋用母線に

自動で接続し，緊急時対策建屋換気設備，緊急時

対策建屋情報把握設備及び通信連絡設備へ給電す

る。 

火山の影響により, 降灰予報(「やや多量」以上)

を確認した場合は，事前の対応作業として,除灰作

業の準備を実施する。 

また，降灰を確認したのち必要に応じて除灰作

業を実施し，緊急時対策建屋用発電機の運転に影

響を及ぼすおそれがある場合は，給気フィルタの

交換を行う。 
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２．１．９ 緊急時対策所の居住性等に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

作
業
性 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

重大事故等の対処時においては，再処理施設の中央制御室との

連絡手段を確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるように，

可搬型照明を配備する。 

電
源
確
保 

全交流電源喪失時は，緊急時対策建屋用発電機を用いて緊急時

対策建屋換気設備へ給電する。 

また，緊急時対策建屋放射線計測設備の可搬型環境モニタリン

グ設備の可搬型発電機を用いて，可搬型線量率計，可搬型ダスト

モニタ及び可搬型データ伝送装置へ給電する。 

燃
料
給
油 

緊急時対策建屋用発電機の燃料は，緊急時対策建屋電源設備の

燃料補給設備の重油貯槽より補給する。 

可搬型環境モニタリング設備の可搬型発電機の配慮すべき事

項は，第５表（７／10）「電源の確保に関する手順等」の燃料給

油と同様である。 

放
射
線
管
理
，
放
射
線
防
護 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放射

線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び作業

時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり

10mSv 以下とすることを目安に管理する。 

さらに，支援組織要員の作業場所への移動及び作業において

は，作業場所の線量率の把握及び状況に応じた対応を行うことに

より，支援組織要員の被ばく線量を可能な限り低減する。 

－ 549 －



 

第５表 重大事故等対処における手順の概要（10／10） 

 

２．１．10 通信連絡に関する手順等 

方
針
目
的 

重大事故等が発生した場合において，再処理事業所の内外の通信連絡す

る必要のある場所と通信連絡を行うため，所内通信連絡設備，所外通信連

絡設備及び代替通信連絡設備により通信連絡を行う手順等を整備する。 

重大事故等が発生した場合において，計測等を行った重要なパラメータ

を必要な場所で共有するため，所内通信連絡設備，所外通信連絡設備，代

替通信連絡設備，緊急時対策建屋情報把握設備，制御建屋情報把握設備及

び情報把握収集伝送設備により，重大事故等の対処に必要なパラメータを

必要な場所への伝送，監視及び記録する手順等を整備する。 

対
応
手
段
等 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡
を
行
う
手
順 

所
内
通
信
連
絡
設
備
を
用
い
る
場
合 

重大事故等時に所内通信連絡設備が機能維持していると

判断した場合，所内通信連絡設備を用いて通信連絡を行う

手順に着手する。 

実施組織要員又は支援組織要員が，屋内（現場）等，屋

外（現場）及び屋内（中央監視室，再処理施設の中央制御

室及び緊急時対策所）において相互に通信連絡を行う場合

は，ページング装置，所内携帯電話，専用回線電話及びフ

ァクシミリを使用する。 
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２．１．10 通信連絡に関する手順等 

対
応
手
段
等 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡
を
行
う
手
順 

所
内
通
信
連
絡
設
備
が
損
傷
し
た
場
合
及
び
電
源
喪
失
し
た
場
合 

重大事故等時に所内通信連絡設備が機能喪失したと判断

した場合，代替通信連絡設備を用いて通信連絡をする手順

に着手する。 

実施組織要員又は支援組織要員が，屋内（現場）等，屋

外（現場）及び屋内（中央監視室，再処理施設の中央制御

室及び緊急時対策所）において相互に通信連絡を行う場合

は，通話装置のケーブル，可搬型通話装置，可搬型衛星電

話（屋外用）等を使用する。 

・屋内（現場）等における通信連絡には，通話装置のケー

ブル及び可搬型通話装置を使用する。 

・屋外（現場）における通信連絡には，可搬型衛星電話（屋

外用），可搬型トランシーバ（屋外用）を使用する。 

・屋内（中央監視室，再処理施設の中央制御室及び緊急時

対策所）における通信連絡には，可搬型衛星電話（屋内

用）及び可搬型トランシーバ（屋内用）を使用する。 

所内通信連絡設備が機能喪失した場合は，代替電源設備

（充電池及び乾電池を含む。）を用いて可搬型衛星電話（屋

内用），可搬型トランシーバ（屋内用）等へ給電する。 
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２．１．10 通信連絡に関する手順等 

対
応
手
段
等 

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
連
絡
を
行
う
手
順 

所
外
通
信
連
絡
設
備
を
用
い
る
場
合 

重大事故等時に所外通信連絡設備が機能維持していると

判断した場合，所外通信連絡設備を用いて通信連絡を行う

手順に着手する。 

実施組織要員が，中央監視室又は再処理施設の中央制御

室から再処理事業所外（国，地方公共団体，その他関係機

関等）の通信連絡を行う必要がある場所と通信連絡を行う

場合は，一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及び

ファクシミリを使用する。 

支援組織要員が，緊急時対策所から再処理事業所外（国，

地方公共団体，その他関係機関等）の通信連絡を行う必要

がある場所と通信連絡を行う場合は，統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－Ｆ

ＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一

般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミ

リを使用する。 
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２．１．10 通信連絡に関する手順等 

対
応
手
段
等 

再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
連
絡
を
行
う
手
順 

所
外
通
信
連
絡
設
備
が
損
傷
し
た
場
合
及
び
電
源
喪
失
し
た
場
合 

重大事故等時に所外通信連絡設備が機能喪失したと判断

した場合，代替通信連絡設備を用いて通信連絡する手順に

着手する。 

実施組織要員が，中央監視室又は再処理施設の中央制御

室から再処理事業所外（国，地方公共団体，その他関係機

関等）の通信連絡を行う必要がある場所と通信連絡を行う

場合は，可搬型衛星電話（屋内用）又は可搬型衛星電話（屋

外用）を使用する。 

また，重大事故等時に所外通信連絡設備が機能喪失した

と判断した場合，代替通信連絡設備を用いて通信連絡する

手順に着手する。 

支援組織要員が，緊急時対策所から再処理事業所外（国，

地方公共団体，その他関係機関等）の通信連絡を行う必要

がある場所と通信連絡を行う場合は，統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－Ｆ

ＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム及び

可搬型衛星電話（屋内用）を使用する。 

所外通信連絡設備が機能喪失した場合は，代替電源設備

（充電池及び乾電池を含む。）を用いて可搬型衛星電話（屋

内用），可搬型衛星電話（屋外用），統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－Ｆ

ＡＸ及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムへ

給電する。 
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２．１．10 通信連絡に関する手順等 

対
応
手
段
等 

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
必
要
な
場
所
で
共
有
す
る
手
順 

燃
料
加
工
建
屋
デ
ー
タ
収
集
装
置
等
を
用
い
る
場
合 

重大事故等時に燃料加工建屋データ収集装置，制御建屋

データ収集装置，制御建屋データ表示装置，データ表示装

置（燃料加工建屋）及びデータ収集装置（燃料加工建屋）

（以下「燃料加工建屋データ収集装置等」という。）（以

下同じ）が機能維持していると判断した場合，燃料加工建

屋データ収集装置等を用いて重大事故等の対処に必要なパ

ラメータを再処理事業所内の必要な場所への伝送，監視及

び記録する手順に着手する。 

重大事故等の対処に必要な情報は，緊急時対策建屋情報

把握設備，制御建屋情報把握設備及び情報把握収集伝送設

備を用いて，監視・記録等を実施する。詳細は以下のとお

り。 

重大事故等の対処に必要な情報は，燃料加工建屋データ

収集装置，燃料加工建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・

貯水所可搬型情報収集装置及び第２保管庫・貯水所可搬型

情報収集装置に集約し，再処理施設の中央制御室及び緊急

時対策所において監視及び記録するために，情報把握計装

設備用屋内伝送系統及び建屋間伝送用無線装置，燃料加工

建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統，燃料加工建屋間伝

送用無線装置，グローブボックス温度監視装置（伝送路），

グローブボックス負圧・温度監視設備（伝送路）及び環境

中継サーバにより伝送する。 
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対
応
手
段
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計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ
ラ
メ
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タ
を
必
要
な
場
所
で
共
有
す
る
手
順 

燃
料
加
工
建
屋
デ
ー
タ
収
集
装
置
等
を
用
い
る
場
合 

伝送された情報は制御建屋データ表示装置，制御建屋可

搬型情報表示装置(燃料加工建屋)，データ表示装置（燃料

加工建屋）及び情報表示装置により監視し，制御建屋デー

タ収集装置，制御建屋可搬型情報収集装置，制御建屋可搬

型情報収集装置（燃料加工建屋），データ収集装置（燃料

加工建屋）及び情報収集装置により記録する。 

ただし，可搬型情報収集装置等の設置が完了するまでの

間及び継続監視の必要がない情報は，所内通信連絡設備を

使用して再処理施設の中央制御室及び緊急時対策所へ情報

を伝達し，記録用紙に記録する。 
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対
応
手
段
等 

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
必
要
な
場
所
で
共
有
す
る
手
順 

燃
料
加
工
建
屋
デ
ー
タ
収
集
装
置
等
が
損
傷
し
た
場
合
及
び
全
交
流
電
源
が
喪
失
し
た
場
合
等 

重大事故等時に燃料加工建屋データ収集装置等が損傷し

た場合，全交流電源が喪失した場合又は計器が故障した疑

いがある場合（以下、「全交流電源が喪失した場合等」と

いう。），代替通信連絡設備及び情報把握設備を用いて重

大事故等の対処に必要なパラメータを再処理事業所内の必

要な場所への伝送，監視及び記録する手順に着手する。 

重大事故等の対処に必要な情報は，緊急時対策建屋情報

把握設備，制御建屋情報把握設備及び情報把握収集伝送設

備を用いて，伝送，監視・記録を実施する。詳細は以下の

とおり。 

重大事故等の対処に必要な情報は，燃料加工建屋可搬型

情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及

び第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置に集約し，再処

理施設の中央制御室及び緊急時対策所において監視及び記

録するために，情報把握計装設備用屋内伝送系統，建屋間

伝送用無線装置，燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝

送系統，燃料加工建屋間伝送用無線装置，代替モニタリン

グ設備の一部である可搬型環境モニタリング用データ伝送

装置及び代替気象観測設備の一部である可搬型気象観測用

データ伝送装置により伝送する。 

伝送された情報は制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬

型情報表示装置（燃料加工建屋）及び緊急時対策建屋情報

把握設備の情報表示装置により監視し，制御建屋情報把握

設備の制御建屋可搬型情報収集装置，制御建屋可搬型情報

収集装置（燃料加工建屋）及び緊急時対策建屋情報把握設

備の情報収集装置により記録する。 
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損
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合
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び
全
交
流
電
源
が
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失
し
た
場
合
等 

ただし，可搬型情報収集装置等の設置が完了するまで

の間及び継続監視の必要がない情報は，代替通信連絡設

備を使用して再処理施設の中央制御室又は緊急時対策所

へ情報を伝達し，記録用紙に記録する。 

所内通信連絡設備が機能喪失した場合は，代替電源設備

（充電池及び乾電池を含む。）を用いて可搬型衛星電話（屋

内用），可搬型トランシーバ（屋内用），燃料加工建屋デ

ータ収集装置等へ給電する。 
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対
応
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有
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Ｍ
Ｏ
Ｘ
燃
料
加
工
施
設
へ
の
故
意
に
よ
る
大
型
航
空
機
の
衝
突
そ
の
他
の
テ
ロ
リ
ズ
ム
が
発
生
し
た
場
合
に
必
要
な
情
報
を
把

握
し
記
録
す
る
た
め
の
措
置 

大型航空機の衝突その他のテロリズムにより，安全機能

喪失を確認後，重大事故等への体制移行を実施責任者が判

断した場合に重大事故等の対処に必要なパラメータを再処

理事業所内の必要な場所への伝送，監視及び記録する手順

に着手する。 

重大事故等の対処に必要な情報は，緊急時対策建屋情報

把握設備，制御建屋情報把握設備及び情報把握収集伝送設

備を用いて，伝送，監視・記録を実施する。詳細は以下の

とおり。 

重大事故等の対処に必要な情報は，燃料加工建屋可搬型

情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置及

び第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置に集約し，再処

理施設の中央制御室及び緊急時対策所において監視及び記

録するために，情報把握計装設備用屋内伝送系統，建屋間

伝送用無線装置，燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝

送系統，燃料加工建屋間伝送用無線装置，代替モニタリン

グ設備の一部である可搬型環境モニタリング用データ伝送

装置及び代替気象観測設備の一部である可搬型気象観測用

データ伝送装置により伝送する。 

伝送された情報は制御建屋情報把握設備の制御建屋可搬

型情報表示装置（燃料加工建屋）及び緊急時対策建屋情報

把握設備の情報表示装置により監視し，制御建屋情報把握

設備の制御建屋可搬型情報収集装置，制御建屋可搬型情報

収集装置（燃料加工建屋）及び緊急時対策建屋情報把握設

備の情報収集装置により記録する。 

 

  

－ 558 －



 

 

２．１．10 通信連絡に関する手順等 

対
応
手
段
等 

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
必
要
な
場
所
で
共
有
す
る
手
順 

所
外
通
信
連
絡
設
備
を
用
い
る
場
合 

重大事故等時に所外通信連絡設備が機能していると判

断した場合，所外通信連絡設備を用いて重大事故等の対

処に必要なパラメータを共有する手順に着手する。 

重要なパラメータを計測し，その結果を再処理事業所外

の必要な場所で共有するため，統合原子力防災ネットワー

クＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入

電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリを使

用する。 
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所
外
通
信
連
絡
設
備
が
損
傷
し
た
場
合
及
び
電
源
喪
失
し
た
場
合 

重大事故等時に所外通信連絡設備が機能喪失したと判

断した場合，代替通信連絡設備を用いて重大事故等の対

処に必要なパラメータを共有する手順に着手する。 

重要なパラメータを計測し，その結果を再処理事業所

外（国，地方公共団体，その他関係機関等）の必要な場

所で共有する。 

・中央監視室又は中央制御室からの連絡は，可搬型衛星

電話（屋外用）を使用する。 

・緊急時対策所からの連絡は，統合原子力防災ネットワ

ークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－Ｆ

ＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム

及び可搬型衛星電話（屋内用）を使用する。 

所外通信連絡設備が機能喪失した場合は，代替電源設備

（充電池及び乾電池を含む。）を用いて可搬型衛星電話（屋

内用），可搬型衛星電話（屋外用），統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－Ｆ

ＡＸ及び統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムへ

給電する。 
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配
慮
す
べ
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重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択 

再
処
理
事
業
所
内
の
通
信
連
絡 

実施組織要員又は支援組織要員が，屋内（現場）等，屋

外（現場）及び屋内（中央監視室，再処理施設の中央制御

室及び緊急時対策所）との間で通信連絡を行う場合は，通

常，ページング装置，所内携帯電話，専用回線電話及びフ

ァクシミリを使用する。 

重大事故等時においてこれらが使用できない場合は，通

話装置のケーブル，可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋

内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話

（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）を使用する。 

 

電
源
確
保 

所内通信連絡設備が損傷又は電源喪失した場合は，充電

池，乾電池，代替電源設備の一部である燃料加工建屋可搬

型発電機及び情報連絡用可搬型発電機並びに緊急時対策建

屋電源設備の一部である緊急時対策建屋用発電機に接続す

ることにより，可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋内用），

可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話（屋外用）

及び可搬型トランシーバ（屋外用）へ給電する。 
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再
処
理
事
業
所
外
の
通
信
連
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実施組織要員又は支援組織要員が，中央監視室，再処理

施設の中央制御室又は緊急時対策所から再処理事業所外

（国，地方公共団体，その他関係機関等）へ通信連絡を行

う場合は，通常，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防

災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携

帯電話，衛星携帯電話又はファクシミリを使用する。 

重大事故等時において，これらが使用できない場合は，

代替通信連絡設備として統合原子力防災ネットワークＩＰ

電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原

子力防災ネットワークＴＶ会議システム，可搬型衛星電話

（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）を使用する。 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，起動，

通信状態の確認等を緊急時対策所で実施する 

 

電
源
確
保 

所外通信連絡設備が損傷又は電源喪失した場合は，充電

池及び緊急時対策建屋電源設備の一部である緊急時対策建

屋用発電機に接続することにより，統合原子力防災ネット

ワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡ

Ｘ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，可搬

型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）へ給

電する。 
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重大事故等時において，重要なパラメータを計測し，

その結果を再処理事業所内の必要な場所で共有する場合

は，ページング装置，所内携帯電話，専用回線電話及び

ファクシミリに加えて燃料加工建屋データ収集装置，燃

料加工建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・貯水所可

搬型情報収集装置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集

装置，情報把握計装設備用屋内伝送系統，建屋間伝送用

無線装置，燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系

統，燃料加工建屋間伝送用無線装置，グローブボックス

温度監視装置（伝送路），グローブボックス負圧・温度

監視設備（伝送路），環境中継サーバ，制御建屋データ

表示装置，制御建屋可搬型情報表示装置(燃料加工建

屋)，データ表示装置（燃料加工建屋），情報表示装置，

制御建屋データ収集装置，制御建屋可搬型情報収集装

置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋），デ

ータ収集装置（燃料加工建屋）及び情報収集装置を使用

する。 
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重大事故等時においてこれらが使用できない場合は，通

話装置のケーブル，可搬型通話装置，可搬型衛星電話（屋

内用），可搬型トランシーバ（屋内用），可搬型衛星電話

（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）に加えて燃

料加工建屋可搬型情報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬

型情報収集装置，第２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，

情報把握計装設備用屋内伝送系統，建屋間伝送用無線装

置，燃料加工建屋情報把握計装設備用屋内伝送系統，燃料

加工建屋間伝送用無線装置，制御建屋可搬型情報表示装

置（燃料加工建屋）及び情報表示装置により監視し，制御

建屋情報把握設備の制御建屋可搬型情報収集装置，制御建

屋可搬型情報収集装置（燃料加工建屋），情報収集装置，

代替モニタリング設備の一部である可搬型環境モニタリン

グ用データ伝送装置及び代替気象観測設備の一部である

可搬型気象観測用データ伝送装置を使用する。 

電
源
確
保 

緊急時対策建屋情報把握設備，制御建屋情報把握設備

及び情報把握収集伝送設備が損傷又は電源喪失した場合

は，代替電源設備の一部である燃料加工建屋可搬型発電

機，情報連絡用可搬型発電機及び制御建屋可搬型発電機並

びに緊急時対策建屋電源設備の一部である緊急時対策建

屋用発電機に接続することにより，燃料加工建屋可搬型情

報収集装置，第１保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，第

２保管庫・貯水所可搬型情報収集装置，制御建屋可搬型情

報表示装置（燃料加工建屋），情報表示装置制御建屋可搬

型情報収集装置，制御建屋可搬型情報収集装置（燃料加工

建屋）及び情報収集装置へ給電する。 
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２．１．10 通信連絡に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

重
大
事
故
等
時
の
対
応
手
段
の
選
択 

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
再
処
理
事
業
所
外
の
必
要
な
場
所
で
共

有
す
る
手
順 

実施組織要員又は支援組織要員が，中央監視室，再処理

施設の中央制御室又は緊急時対策所から再処理事業所外

（国，地方公共団体，その他関係機関等）へ通信連絡を行

う場合は，通常，統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防

災ネットワークＴＶ会議システム，一般加入電話，一般携

帯電話，衛星携帯電話又はファクシミリを使用する。 

重大事故等において，これらが使用できない場合は，代

替通信連絡設備として統合原子力防災ネットワークＩＰ電

話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ，統合原子

力防災ネットワークＴＶ会議システム，可搬型衛星電話（屋

内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）を使用する。 

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，起動，

通信状態の確認等を緊急時対策所で実施する。 

重要なパラメータを計測し，その結果を再処理事業所外

の必要な場所で共有する場合も同様である。 

電
源
確
保 

所外通信連絡設備が損傷又は電源喪失した場合は，充電

池及び緊急時対策建屋電源設備の一部である緊急時対策建

屋用発電機に接続することにより，統合原子力防災ネット

ワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡ

Ｘ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，可搬

型衛星電話（屋内用）及び可搬型衛星電話（屋外用）へ給

電する。 
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２．１．10 通信連絡に関する手順等 

配
慮
す
べ
き
事
項 

代
替
電
源
設
備
か
ら
給
電
す
る
手
順
等 

代替電源設備から給電する手順については，第５表（７

／10）「電源の確保に関する手順等」にて整備する。 

緊急時対策建屋電源設備から給電する手順については，

第５表（９／10）「緊急時対策所の居住性等に関する手順

等」にて整備する。 
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第６表 重大事故等対策における操作の成立性（１／８） 

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

重
大
事
故
等
の
発
生
を 

防
止
す
る
た
め
の
手
順
等 

全送排風機の停止，全工程停止及び

動力電源の遮断 

実施責任者等の 

要員 
４人 

５分以内 ※１ 

ＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員 
４人 

※１：速やかな対処が求められるものを示す。 
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第６表 重大事故等対策における操作の成立性（２／８） 

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

核
燃
料
物
質
等
を
閉
じ
込
め
る
機
能
の
喪
失
に
対
処
す
る
た
め
の
手
順
等 

核燃料物質等の飛散又は漏えいの原

因となる火災の消火 

実施責任者等の 

要員 
４人 

10分以内 ※１ 
ＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員 
４人 

燃料加工建屋外への放出経路の遮断 

実施責任者等の 

要員 
４人 

10分以内 ※１ 
ＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員 
４人 

核燃料物質等の回収 

実施責任者等の 

要員 
４人 

※２ ※２ 
ＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員 

状況に応

じた体制

構築 

核燃料物質等を閉じ込める機能の回

復 

実施責任者等の 

要員 
４人 

９時間30分 

※２ 
※２ 

ＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員 
６人 

※１：速やかな対処が求められるものを示す。 

※２：核燃料物質等の回収及び核燃料物質等を閉じ込める機能の回復は，重大事故の発生を仮定するグローブボックスに係

る核燃料物質等の飛散又は漏えいの原因となる火災の消火及び燃料加工建屋外への放出経路を遮断するための対策の

完了後に実施し，ＭＯＸ粉末を外部へ放出する駆動力がなく，外部への放出経路が遮断された状態であり，事象進展

を伴うものではないため，作業時間に制限はない。 
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第６表 重大事故等対策における操作の成立性（３／８） 

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

工
場
等
外
へ
の
放
射
性
物
質
の
拡
散
を
抑
制
す
る
た
め
の
手
順
等 

放水設備による大気中への放射性物

質の拡散抑制（燃料加工建屋） 

実施責任者等の 

要員 
５人 

４時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の 

班員（ＭＯＸ）※２ 
12人 

海洋，河川，湖沼等への放射性物質

の流出抑制（排水路（北東排水路

（北側）及び北東排水路（南側））へ

の可搬型汚濁水拡散防止フェンスの

設置及び放射性物質吸着材の設置） 

実施責任者等の 

要員 
５人 

４時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※２ 
６人 

海洋，河川，湖沼等への放射性物質

の流出抑制（排水路（北排水路，東

排水路及び南東排水路）への可搬型

汚濁水拡散防止フェンスの設置及び

放射性物質吸着材の設置） 

実施責任者等の 

要員 
５人 

10時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※２ 
６人 

海洋，河川，湖沼等への放射性物質

の流出抑制（尾駮沼出口及び尾駮沼

への可搬型汚濁水拡散防止フェンス

の設置） 

実施責任者等の 

要員 
５人 

58時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※２ 
24人 

燃料加工建屋周辺における航空機衝

突による航空機燃料火災の対応 

実施責任者等の 

要員 
５人 

２時間30分 

以内 
※１ 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※２ 
16人 

※１：速やかな対処が求められるものを示す。 

※２：本表では，再処理施設の建屋外対応班の班員を「建屋外対応班の班員（再処理）」，ＭＯＸ燃料加工施設の建屋外対応

班の班員を「建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）」という。 
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第６表 重大事故等対策における操作の成立性（４／８） 

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

重
大
事
故
等
へ
の
対
処
に
必
要
と
な
る
水
の
供
給
手
順
等 

水源の確保※３ 

実施責任者等の 

要員 
５人 

１時間30分 

以内 
※１ 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※２ 
４人 

第２貯水槽を水の補給源とした，第

１貯水槽への水の補給 

実施責任者等の 

要員 
５人 

３時間 

以内 
※１ 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※２ 
10人 

敷地外水源を水の補給源とした，第

１貯水槽への水の補給 

実施責任者等の 

要員 
５人 － 

※１ 
建屋外対応班の 

班員（再処理）※２ 
26人 

１系統目 

７時間 

以内 

２系統目 

13時間 

以内 

４系統目 

19時間 

以内 

建屋外対応班の 

班員（ＭＯＸ）※２ 
10人 

３系統目 

14時間 

以内 

第２貯水槽から敷地外水源へ第１貯

水槽への水の補給源の切り替え 

実施責任者等の 

要員 
５人 

７時間 

以内※４ 
※１ 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※２ 
26人 

建屋外対応班の 

班員（ＭＯＸ）※２ 
10人 

※１：速やかな対処が求められるものを示す。 

※２：本表では，再処理施設の建屋外対応班の班員を「建屋外対応班の班員（再処理）」，ＭＯＸ燃料加工施設の建屋外対応

班の班員を「建屋外対応班（ＭＯＸ）」という。 

※３：第１保管庫・貯水所への可搬型貯水槽水位計（電波式）の設置は，実施責任者等の要員５人，建屋外対応班の班員

（再処理）２人の合計７人にて作業を実施した場合，第１保管庫・貯水所への水位計の設置完了まで，本対策の実施

判断後1時間30分以内で可能である。第２保管庫・貯水所への可搬型貯水槽水位計(電波式)の設置は，実施責任者等

の要員５人，建屋外対応班の班員（再処理）２人の合計７人にて作業を実施した場合，第２保管庫・貯水所への水位

計の設置完了まで，本対策の実施判断後９時間以内で可能である。 

※４：建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）にて設置する敷地外水源を水の補給源とした，第１貯水槽への水の補給の系統により

第２貯水槽から敷地外水源へ水の補給源の切り替えの対応を行う場合は，「敷地外水源を水の補給源とした，第１貯水

槽への水の補給」の３系統目と同様となる。 
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第６表 重大事故等対策における操作の成立性（５／８） 

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

電
源
の
確
保
に
関
す
る
手
順
等 

燃料加工建屋可搬型発電機による給

電 

実施責任者等の 

要員 
４人 

２時間 

以内 
※１ 

ＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員 
４人 

情報連絡用可搬型発電機による給電 

実施責任者等の 

要員 
４人 

３時間 

以内 
※１ 

ＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員 
２人 

制御建屋可搬型発電機による給電 

実施責任者等の 

要員 
８人 

４時間５分 

以内 
※１ 

建屋対策班の 

班員（再処理）※３ 
４人 

設計基準対象の施設と一部兼用する

重大事故等対処設備からの給電 

全交流電源喪失以外の状態における重大事故等の対処は，本対策実

施判断後中央監視室等にて速やかに確認する。 

軽油貯槽から軽油用タンクローリへ

の燃料の補給 

実施責任者等の 

要員 
８人 － － 

建屋外対応班の班

員（ＭＯＸ）※３ 
１人 

１時間15分 

以内 

１時間15分 

以内 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※３ 
３人 

軽油用タンクローリから可搬型発電

機の近傍のドラム缶への燃料の補給 

実施責任者等の 

要員 
８人 － － 

建屋外対応班の班

員（ＭＯＸ）※３ 
１人 

１時間50分 

以内 

２回目以降 

14時間20分 

以内 

（燃料加工建屋 

可搬型発電機） 

２回目以降 

16時間50分 
※２ 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※３ 

２人 

２回目以

降1人 

９時間55分 

以内 

２回目以降 

９時間15分 

以内 

（再処理施設の

可搬型発電機） 

２回目以降 

22時間10分 
※２ 
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手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

電
源
の
確
保
に
関
す
る
手
順
等 

軽油用タンクローリから大型移送ポ

ンプ車の近傍のドラム缶への燃料の

補給 

実施責任者等の 

要員 
８人 － － 

建屋外対応班の班

員（ＭＯＸ）※３ 
１人 

７時間55分 

以内 

２回目以降 

２時間50分 

以内 

（ＭＯＸ燃料加

工施設） 

２回目以降 

３時間10分 
※２ 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※３ 
２人 

15時間55分 

以内 

２回目以降 

12時間25分 

以内 

（再処理施設） 

2回目以降 

12時間50分 
※２ 

ドラム缶から可

搬型発電機への

燃料の補給 

燃料加工建屋可

搬型発電機，情

報連絡用可搬型

発電機 

実施責任者等の 

要員 
４人 

１時間30分 

以内 
11時間30分 

ＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員 
４人 

制御建屋可搬型

発電機 

実施責任者等の 

要員 
８人 

１時間30分 

以内 
10時間30分 

建屋対策班の 

班員（再処理）※３ 
４人 

ドラム缶から大型移送ポンプ車への

給油 

実施責任者等の 

要員 
８人 － － 

建屋外対応班の 

班員（ＭＯＸ）※３ 
６人 

１時間 

以内 

（ＭＯＸ燃料加

工施設） 

２時間50分 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※３ 
４人 

１時間 

以内 

（再処理施設） 

２時間50分 

※１：事故の事象進展に影響がなく，制限時間がないものを示す。 

※２：ドラム缶の燃料が枯渇する時間，初回は満タンであり，制限時間なし。 

※３：本表では，再処理施設の建屋対策班の班員を「建屋対策班の班員（再処理）」，ＭＯＸ燃料加工施設の建屋外対応班の

班員を「建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）」，再処理施設の建屋外対応班の班員を「建屋外対応班の班員（再処理）」とい

う。 
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第６表 重大事故等対策における操作の成立性（６／８） 

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

監
視
測
定
等
に
関
す
る
手
順
等 

１ 

排気モニタリング設備によるＭ

ＯＸ燃料加工施設から放出され

る放射性物質の濃度の測定 

実施責任者等の 

要員 
３人 

速やかに対

応が可能 
※１ 

２ 

可搬型排気モニタリング設備に

よるＭＯＸ燃料加工施設から放

出される放射性物質の濃度の代

替測定 

実施責任者等の 

要員 
３人 

１時間 30 分

以内 
※１ 

放射線対応班の 
班員（ＭＯＸ）※２ 

４人 

３ 
放出管理分析設備によるＭＯＸ

燃料加工施設から放出される放

射性物質の濃度の測定 

実施責任者等の 

要員 
２人 

40 分 

以内 
※１ 

放射線対応班の 
班員（ＭＯＸ）※２ 

２人 

４ 

可搬型放出管理分析設備による

ＭＯＸ燃料加工施設から放出さ

れる放射性物質の濃度の代替測

定 

実施責任者等の 

要員 
２人 

40 分 

以内 
※１ 

放射線対応班の 
班員（ＭＯＸ）※２ 

２人 

５ 

環境モニタリング設備による空

気中の放射性物質の濃度及び線

量の測定 

実施責任者等の 

要員 
３人 

速やかに対

応が可能 
※１ 

６ 

可搬型環境モニタリング設備に

よる空気中の放射性物質の濃度

及び線量の代替測定 

実施責任者等の 

要員 
３人 

５時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の 
班員（再処理）※２ 

６人 

建屋外対応班の 
班員（再処理）※２ 

３人 

７ 

可搬型建屋周辺モニタリング設

備による空気中の放射性物質の

濃度，線量及び放射性物質によ

って汚染された物の表面密度の

代替測定 

実施責任者等の 

要員 
２人 

１時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の 
班員（ＭＯＸ）※２ 

２人 

８ 
放射能観測車による空気中の放

射性物質の濃度及び線量の測定 

実施責任者等の 

要員 
２人 

２時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の 
班員（再処理）※２ 

２人 

９ 

可搬型放射能観測設備による空

気中の放射性物質の濃度及び線

量の代替測定 

実施責任者等の 

要員 
２人 

２時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の 
班員（再処理）※２ 

２人 

10 
環境試料測定設備による空気中

の放射性物質の濃度の測定 

放射線管理班長 １人 
２時間 50 分

以内 
※１ 

放射線管理班の 

班員 
２人 
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手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

監
視
測
定
等
に
関
す
る
手
順
等 

11 

環境試料測定設備による水中及

び土壌中の放射性物質の濃度の

測定 

放射線管理班長 １人 
２時間 

以内 
※１ 

放射線管理班の 

班員 
２人 

12 

可搬型試料分析設備による空気

中の放射性物質の濃度の代替測

定 

放射線管理班長 

建屋外対応班長 
２人 

２時間 50 分

以内 
※１ 

放射線管理班の 

班員 
２人 

建屋外対応班の 
班員（再処理）※２ 

３人 

13 

可搬型試料分析設備による水中

及び土壌中の放射性物質の濃度

の測定 

放射線管理班長 

建屋外対応班長 
２人 

２時間 

以内 
※１ 

放射線管理班の 

班員 
２人 

建屋外対応班の 
班員（再処理）※２ 

３人 

14 
気象観測設備による気象観測項

目の測定 

実施責任者等の 

要員 
３人 

速やかに対

応が可能 
※１ 

15 
可搬型気象観測設備による気象

観測項目の代替測定 

実施責任者等の 

要員 
３人 

２時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の 
班員（再処理）※２ 

２人 

建屋外対応班の 
班員（再処理）※２ 

３人 

16 
可搬型風向風速計による風向及

び風速の測定 

実施責任者等の 

要員 
２人 

１時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の 
班員（ＭＯＸ）※２ 

２人 

17 

環境モニタリング用可搬型発電

機による環境モニタリング設備

への給電 

実施責任者等の 

要員 
３人 

５時間 

以内 
※１ 

放射線対応班の 
班員（再処理）※２ 

６人 

建屋外対応班の 
班員（再処理）※２ 

３人 

18 
モニタリングポストのバックグ

ラウンド低減対策 

放射線管理班長 １人 
５時間 

以内 
※１ 

放射線管理班の 

班員 
２人 

19 
可搬型環境モニタリング設備の

バックグラウンド低減対策 

放射線管理班長 １人 
５時間 

以内 
※１ 

放射線管理班の 

班員 
２人 

※１：事故の事象進展に影響がなく，制限時間がないものを示す。 

※２：本表では，再処理施設の放射線対応班の班員を「放射線対応班の班員（再処理）」，ＭＯＸ燃料加工 

施設の放射線対応班の班員を「放射線対応班の班員（ＭＯＸ）」，再処理施設の建屋外対応班の班員 

を「建屋外対応班の班員（再処理）」という。 
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第６表 重大事故等対策における操作の成立性（７／８） 

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

緊

急

時

対

策

所

の

居

住

性

に

関

す

る

手

順

等 

１ 
緊急時対策建屋換気設備の起

動確認 

本部長 １人 

５分 

以内 
※１ 

支援組織要員 ２人 

２ 
緊急時対策所内の酸素濃度，

二酸化炭素濃度及び窒素酸化

物濃度の測定 

本部長 １人 
10 分 

以内 
※１ 

支援組織要員 ２人 

３ 

緊急時対策建屋放射線計測設

備(可搬屋内モニタリング設

備)の測定 

本部長 １人 

10 分 

以内 
※１ 

支援組織要員 ２人 

４ 

緊急時対策建屋放射線計測設

備(可搬型環境モニタリング設

備)の測定 

実施責任者等の 

要員 
３人 

1 時間 

以内 
※１ 放射線対応班の 

班員（再処理）※３ 
２人 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※３ 
３人 

５ 
緊急時対策建屋換気設備の再

循環モード切り替え 

本部長 １人 

１時間 40 分 

以内 
※１ 

支援組織要員 ２人 

６ 
緊急時対策建屋加圧ユニット

による加圧 

本部長 １人 

45 分 

以内 
※１ 

支援組織要員 ２人 

７ 

緊急時対策建屋加圧ユニット

による加圧から外気取入加圧

モードへの切り替え 

本部長 １人 

２時間 30 分 

以内 
※１ 

支援組織要員 ２人 

８ 

重大事故等に対処するための

対策の検討に必要な資料の整

備 

重大事故等に対処するための対策の検討に必要な資料

を緊急時対策建屋に配備し，資料を更新した場合は資

料の差し替えを行い，常に最新となるよう通常時から

維持，管理する。 

９ 

放射線管理用資機材（個人線

量計及び防護具類）及び出入

管理区画用資機材の維持管理

等 

７日間外部からの支援がなくとも支援組織要員が使用

するのに十分な数量の放射線管理用資機材（個人線量

計及び防護具類）及び出入管理区画において使用する

出入管理区画用資機材を配備するとともに，通常時か

ら維持，管理し，重大事故等時には，放射線管理用資

機材，出入管理区画用資機材の使用及び管理を適切に

行い，十分な放射線管理を行う。 
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手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

緊
急
時
対
策
所
の
居
住
性
に
関
す
る
手
順
等 

10 出入管理区画の設置及び運用 

本部長 １人 

1 時間 

以内 
※１ 

支援組織要員 ３人 

11 
緊急時対策建屋換気設備の切

り替え 

本部長 １人 

1 時間 

以内 
※１ 

支援組織要員 ２人 

12 飲料水，食料等の維持管理 

重大事故等に対処するために必要な指示を行う要員等が

重大事故等の発生後，少なくとも外部からの支援なしに

７日間，活動するために必要な飲料水，食料等を備蓄す

るとともに，通常時から維持，管理する。 

重大事故等が発生した場合には飲料水，食料等の支給を

適切に運用する。 

13 
緊急時対策建屋用発電機によ

る給電 

本部長 １人 

５分 

以内 
※２ 

支援組織要員 ２人 

※１：事故の事象進展に影響がなく，制限時間がないものを示す。 

※２：速やかな対処が求められるものを示す。 

※３：本表では，再処理施設の放射線対応班の班員を「放射線対応班（再処理）」，再処理施設の建屋外対

応班の班員を「建屋外対応班の班員（再処理）」という。 
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第６表 重大事故等対策における操作の成立性（８／８） 
手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

通
信
連
絡
に
関
す
る
手
順
等 

所内通信連絡設備を用いる場合 

ページング装置，所内携帯電話，専用回線電話及びファクシミリは，

設計基準対象の施設であり，特別な技量を要することなく，容易に操

作が可能である。 

所
内
通
信
連
絡
設
備
が
損
傷
し
た
場
合
及
び
電
源
喪
失
し
た
場
合 

屋内（現場）等における可

搬型通話装置の配備 

可搬型通話装置による通信連絡については，通話装置のケーブルが常

設重大事故等対処設備として敷設されているため，作業に要する時間

は無く，可搬型通話装置を接続することにより通信連絡が可能であ

る。 

屋外（現場）における可搬

型衛星電話（屋外用）及び

可搬型トランシーバ（屋外

用）の配備 

可搬型衛星電話（屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋外用）は，配

備後すぐに使用可能である。 

屋内（燃料加工建屋への可

搬型衛星電話（屋内用）及

び可搬型トランシーバ（屋

内用）の配備 

実施責任者等の 

要員 
４人 

１時間45分 

以内 
※１ 

ＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員 
２人 

屋内（制御建屋への可搬型

衛星電話（屋内用）及び可

搬型トランシーバ（屋内

用）の配備 

実施責任者等の 

要員 
９人 

4時間35分 

以内 
※１ 

建屋対策班の 

班員（再処理）※２ 
12人 

建屋対策班の 

班員（ＭＯＸ）※２ 
６人 

屋内（緊急時対策建屋への

可搬型衛星電話（屋内用）

及び可搬型トランシーバ

（屋内用）の配備 

本部長 １人 

４時間以内 ※１ 

通信班長 １人 

情報管理班の 

班員 
３人 

防災班の 

班員 
８人 

建屋対策班の 

班員（ＭＯＸ）※２ 
８人 

所外通信連絡設備を用いる場合 

統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワーク

ＩＰ－ＦＡＸ，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システム，一般

加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話及びファクシミリは，設計基

準の範囲内において使用している設備であり，特別な技量を要するこ

となく，容易に操作が可能である。 

所
外
通
信
連
絡
設
備
が
損
傷
し
た
場

合
及
び
電
源
喪
失
し
た
場
合 

燃料加工建屋における可搬

型衛星電話（屋外用）等の配

備 

可搬型衛星電話（屋外用），統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，統

合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネット

ワークＴＶ会議システムは，配備後すぐに使用可能である。 

緊急時対策所における可搬

型衛星電話（屋内用）の配備 

本部長 １人 
１時間20分 

以内 
※１ 

防災班の 

班員 
８人 
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※１：事故の事象進展に影響がなく，制限時間がないものを示す。 

※２：本表では，ＭＯＸ燃料加工施設の建屋対策班の班員を「建屋対策班の班員（ＭＯＸ）」，再処理施設の建屋対策班の班員

を「建屋対策班の班員（再処理）」，ＭＯＸ燃料加工施設の建屋外対応班の班員を「建屋外対応班の班員（ＭＯＸ）」，再

処理施設の建屋外対応班の班員を「建屋外対応班の班員（再処理）」という。 

手順等 対応手段 要員 要員数 想定時間 制限時間 

計
測
等
を
行
っ
た
重
要
な
パ
ラ
メ
ー
タ
を
必
要
な
場
所
で
共
有
す
る
手
順
等 

燃料加工建屋データ収集装置等を用

いる場合 

燃料加工建屋データ収集装置等は常設重大事故等対処設備であり，

特に操作は必要ない。 

燃
料
加
工
建
屋
デ
ー
タ
収
集
装
置
等
が
損
傷
し
た
場
合
及
び
全
交
流
電
源
が
喪
失
し
た
場
合
等 

燃料加工建屋 

実施責任者等の 

要員 
４人 

１時間30分 

以内 
※１ 

ＭＯＸ燃料加工施

設対策班の班員 
２人 

制御建屋 

実施責任者等の 

要員 
８人 

３時間10分 

以内 
※１ 

建屋対策班の 

班員（再処理）※２ 
３人 

建屋対策班の 

班員（ＭＯＸ）※２ 
２人 

緊急時対策建屋 

本部長 １人 

５分以内 ※１ 

支援組織要員 ２人 

第1保管庫・貯水所 

実施責任者等の 

要員 
８人 

１時間30分 

以内 
※１ 

建屋外対応班の 

班員（再処理）※２ 
２人 

第２保管庫・貯水所 

実施責任者等の 

要員 
８人 

９時間以内 ※１ 
建屋外対応班の 

班員（再処理）※２ 
２人 

ＭＯＸ燃料加工施設への故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズ

ムが発生した場合に必要な情報を把

握し記録するための措置 

燃料加工建屋データ収集装置等が損傷した場合及び電源喪失した場

合の手順と同様。 

所外通信連絡設備を用いる場合 

一般加入電話，一般携帯電話，衛星携帯電話，統合原子力防災ネッ

トワークＩＰ電話，統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び

統合原子力防災ネットワークＴＶ会議システムは，設計基準対象の

施設であり，特別な技量を要することなく，本対策実施判断後速や

かに操作が可能である。 

所
外
通
信
連
絡
設
備
が
損
傷
し
た
場
合
及

び
電
源
喪
失
し
た
場
合 

可搬型衛星電話（屋外用）等

の配備 

可搬型衛星電話（屋外用），統合原子力防災ネットワークＩＰ電話，

統合原子力防災ネットワークＩＰ－ＦＡＸ及び統合原子力防災ネッ

トワークＴＶ会議システムは，本対策実施判断後速やかに使用可能

である。 

緊急時対策所における可搬

型衛星電話（屋内用）の配備 

本部長 １人 

１時間20分 

以内 
※１ 

防災班の班員 ８人 
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第７表 事故対処するために必要な設備（１／６） 

「核燃料物質等の飛散又は漏えいの原因となる火災の消火」 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処設備 可搬型重大事故等対処設備 

火災の消火の 

着手判断 
－ － 

火災状況確認の 

準備 

・火災状況確認用温度計

・火災状況確認用温度表示装置

・可搬型グローブボックス

温度表示端末

火災の判断及び 

消火の実施判断 

・火災状況確認用温度計

・火災状況確認用温度表示装置

・可搬型グローブボックス

温度表示端末

火災の消火の 

実施 

・遠隔消火装置

－ 

火災の消火の 

成否判断 

・火災状況確認用温度計

・火災状況確認用温度表示装置

・可搬型グローブボックス

温度表示端末

グローブボックス内の

火災源近傍温度の状態

監視 

・火災状況確認用温度計

・火災状況確認用温度表示装置

・可搬型グローブボックス

温度表示端末

－ 579 －



 

第７表 事故対処するために必要な設備（２／６） 

「燃料加工建屋外への放出経路の遮断」 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処設備 可搬型重大事故等対処設備 

燃料加工建屋外への 

放出経路の遮断の 

着手判断 

－ － 

燃料加工建屋外への 

放出経路の遮断の 

準備 

・グローブボックス排気閉止 

ダンパ 

・工程室排気閉止ダンパ 
－ 

火災の判断及び 

燃料加工建屋外への 

放出経路の遮断の 

実施判断 

・火災状況確認用温度計 

・火災状況確認用温度表示装置 

・可搬型グローブボックス

温度表示端末 

燃料加工建屋外への 

放出経路の遮断の 

実施 

・グローブボックス排気ダクト 

・グローブボックス給気フィルタ 

・グローブボックス排気フィルタ 

・グローブボックス排気フィルタ 

ユニット 

・工程室排気ダクト 

・工程室排気フィルタユニット 

・グローブボックス排気閉止 

ダンパ 

・工程室排気閉止ダンパ 

・グローブボックス排風機入口 

手動ダンパ 

・工程室排風機入口手動ダンパ 

－ 
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第７表 事故対処するために必要な設備（３／６） 

「燃料加工建屋外への放出経路の遮断」 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処設備 可搬型重大事故等対処設備 

燃料加工建屋外への 

放出経路の遮断の 

実施 

・予備混合装置グローブ 

ボックス 

・均一化混合装置グローブ 

ボックス 

・造粒装置グローブボックス 

・回収粉末処理・混合装置 

グローブボックス 

・添加剤混合装置Ａグローブ 

ボックス 

・プレス装置Ａ（プレス部） 

グローブボックス 

・添加剤混合装置Ｂグローブ 

ボックス 

・プレス装置Ｂ（プレス部） 

グローブボックス 

－ 

燃料加工建屋外への 

放出経路の遮断の 

確認 

－ 

・可搬型ダンパ出口風速計 

燃料加工建屋外への 

放出経路の遮断の 

成否判断 

・グローブボックス排気閉止 

ダンパ 

・工程室排気閉止ダンパ 

・可搬型ダンパ出口風速計 

ダクト内の風速の 

状態監視 
－ 

・可搬型ダンパ出口風速計 

  

－ 581 －



 

第７表 事故対処するために必要な設備（４／６） 

「核燃料物質等の回収」 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処設備 可搬型重大事故等対処設備 

核燃料物質等の 

回収の着手判断 
－ － 

燃料加工建屋の 

状態確認 
－ － 

ＭＯＸ粉末の 

漏えい状況の確認の 

準備 

－ 

・可搬型ダストサンプラ 

・アルファ・ベータ線用 

サーベイメータ 

ＭＯＸ粉末の 

漏えい状況の確認 
－ 

・可搬型ダストサンプラ 

・アルファ・ベータ線用 

サーベイメータ 

ＭＯＸ粉末の回収の 

準備 
－ － 

ＭＯＸ粉末の回収の 

実施判断 
－ 

・可搬型ダストサンプラ 

・アルファ・ベータ線用 

サーベイメータ 

ＭＯＸ粉末の回収の 

実施 
－ － 
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第７表 事故対処するために必要な設備（５／６） 

「核燃料物質等を閉じ込める機能の回復」 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処設備 可搬型重大事故等対処設備 

核燃料物質等を 

閉じ込める機能の 

回復の着手判断 

－ － 

核燃料物質等を 

閉じ込める機能の 

回復の準備 

－ 

・可搬型排風機付フィルタ 

ユニット 

・可搬型フィルタユニット 

・可搬型ダクト 

核燃料物質等を 

閉じ込める機能の 

回復の実施判断 

－ － 

核燃料物質等を 

閉じ込める機能の 

回復の実施 

・グローブボックス排気ダクト 

・グローブボックス給気フィルタ 

・グローブボックス排気フィルタ 

・グローブボックス排気閉止 

ダンパ 

・工程室排気閉止ダンパ 

・グローブボックス排風機入口 

手動ダンパ 

・工程室排風機入口手動ダンパ 

・予備混合装置グローブボックス 

・均一化混合装置グローブ 

ボックス 

・造粒装置グローブボックス 

・可搬型排風機付フィルタ 

ユニット 
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第７表 事故対処するために必要な設備（６／６） 

「核燃料物質等を閉じ込める機能の回復」 

判断及び操作 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処設備 可搬型重大事故等対処設備 

核燃料物質等を 

閉じ込める機能の 

回復の実施 

・回収粉末処理・混合装置 

グローブボックス 

・添加剤混合装置Ａグローブ 

ボックス 

・プレス装置Ａ（プレス部） 

グローブボックス 

・添加剤混合装置Ｂグローブ 

ボックス 

・プレス装置Ｂ（プレス部） 

グローブボックス 

－ 

核燃料物質等を 

閉じ込める機能の 

回復の成否判断 

－ － 

外部への放射性物質 

の放出の状態監視 
－ 

・可搬型排気モニタリング

設備可搬型ダストモニタ 

・可搬型放出管理分析設備

可搬型放射能測定装置 
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第１図 敷地付近概要図 
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第３図(１) 基準地震動の応答スペクトル（水平方向） 
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第３図(２) 基準地震動の応答スペクトル（鉛直方向） 

－ 588 －



 

 

第４図(１) 基準地震動 Ss－Ａの設計用模擬地震波の 

加速度時刻歴波形 

  

－ 589 －



 

 

第４図(２) 基準地震動 Ss－Ｂ１の加速度時刻歴波形 

－ 590 －



 

 

第４図(３) 基準地震動 Ss－Ｂ２の加速度時刻歴波形 

  

－ 591 －



 

 

第４図(４) 基準地震動 Ss－Ｂ３の加速度時刻歴波形 
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第４図(５) 基準地震動 Ss－Ｂ４の加速度時刻歴波形 
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第４図(６) 基準地震動 Ss－Ｂ５の加速度時刻歴波形 
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第４図(７) 基準地震動 Ss－Ｃ１の加速度時刻歴波形 
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第４図(８) 基準地震動 Ss－Ｃ２の加速度時刻歴波形 
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第４図(９) 基準地震動 Ss－Ｃ３の加速度時刻歴波形 
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第４図(10) 基準地震動 Ss－Ｃ４の加速度時刻歴波形 
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第５図(１) 主要な設備及び機器の配置図（燃料加工建屋地下３階） 

－ 599 －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５図(２) 主要な設備及び機器の配置図（燃料加工建屋地下３階中２階） 

－ 600 －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５図(３) 主要な設備及び機器の配置図（燃料加工建屋地下２階） 
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第５図(４) 主要な設備及び機器の配置図（燃料加工建屋地下１階） 
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第５図(５) 主要な設備及び機器の配置図（燃料加工建屋地上１階） 

－ 603 －



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５図(６) 主要な設備及び機器の配置図（燃料加工建屋地上２階） 
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第６図 燃料加工建屋部屋配置概要図（断面図） 
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別紙２ 
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別添２ 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

添 付 書 類 



 

添－目－１ 

今回の変更に係る核燃料物質加工事業変更許可申請書（ＭＯＸ燃料加工施

設）の添付書類は以下のとおりである。 

 

 

添付書類一  事業計画書 

別添－１に示すとおり変更する。 

 

添付書類二  変更に係る加工に関する技術的能力に関する説明書 

別添－２に示すとおり変更する。 

 

添付書類三  変更に係る加工施設の場所における気象，地盤，水理，地

震，社会環境等の状況に関する説明書 

別添－３に示すとおり変更する。 

 

添付書類四  変更に係る加工施設の設置の場所の中心から五キロメートル

以内の地域を含む縮尺五万分の一の地図 

別添－４に示すとおり変更する。 

 

添付書類五  変更後における加工施設の安全設計に関する説明書 

別添－５に示すとおり変更する。 

 

添付書類六  変更後における加工施設の放射線の管理に関する説明書 

別添－６に示すとおり変更する。 

 

 



 

添－目－２ 

添付書類七  変更後における加工施設において事故が発生した場合におけ

る当該事故に対処するために必要な施設及び体制の整備に関

する説明書 

別添－７に示すとおり変更する。 

 

添付書類八  変更後における加工施設の保安のための業務に係る品質管理

に必要な体制の整備に関する説明書 

別添－８に示すとおり追加する。 




